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は じめに

この報告書は、(財)日 本情報処理 開発協会が 日本 自転車振興会の補助金 を受けて実

施 した平成17年 度情報化の進展に関する補助事業 「ITの 経営利用環境に関する調査

研究」の成果をとりま とめたものです。

企業におけ るITの 導入が進むなか、導入 したITを いかに活用 して、従来の部門最

適か ら企業あるいはグループの全体最適の実現を図るかが、今 日の産業情報化の課題

となってお ります。 この課題解決 が経済活性化につなが るこ とか ら、政府施策の観点

か らも推進 が図られ てお ります。産業構造審議会情報経済分科会が平成17年4月 に

発表 した 「情報経済 ・産業 ビジ ョン」のなかでは、ITに よる全体最適の実現(IT化 の

第2ス テー ジ)へ の円滑な移行の必要性が謳われています。また平成18年1月 に発

表 された 「IT新改革戦略」において も、IT経 営の確立による企業競争力強化が重要施

策 と して提示 され、企業経営をITに よって最適化 した企業 の割合等が評価指標 として

提示 され ています。

企 業の全体最適 を実現す るためには、IT投 資に関す るPDCA(Plan-Do-Check-Ac

-tion)サ イクルを確 立 し
、企業の経営戦略 と整合的なIT投 資が実施 されてい るか、期

待 され る効果 がどの程度実現 しているかな ど、IT投 資に関す る評価 を適切 に実施する

ことが必要です。しか し、実際にはIT投 資評価の実施企業の割合は少 なく、IT投 資評

価 を実施 している企業でも、IT投 資マネジメン トの中でIT投 資評価 を位置づ け、社 内

で統一化 された方法で評価を実施 している企業はわずかです。 このため、IT投 資 を適

切にマネ ジメン トす る方法を明確化 した うえで、IT投 資評価の導入 ・実施 を促進す る

ことが重視 されてお ります。

このよ うな状況 を鑑みて、当協会では、ユーザ■一・一・企業向けに 「IT投資マネジメン ト・

ガイ ドライン(以 下 「ガイ ドライン」 とい う)」を作成することといた しま した。調査

の実施 にあたっては、IT投 資マネジメン ト等に高い知見を有す る学識経験者 ・専門家、

主要な企業の実務経験者等か らなる 「IT投 資評価方法に関す る調査委員会」が方針 な

どの審議 を行 い、その命を受けて、「IT投資マネジメン トのフ レームワークの検討WG」

が具体的な作業を実施 しま した。

2カ 年計画の初年度 にあたる今年度は、IT投 資マネジメン トにかかる先行研究やベ

ス トプラクティスの調査 を通 じて、IT投 資マネジメン トのフレーム ワークの考え方を

と りま とめま した。 これ を踏まえて、次年度にはガイ ドライ ンを作成す ることとして

お ります。

最後 に、委員会委員 ならびにWG研 究員各位 、本調査 にご指導 ・ご協力 をいただき

ま した関係各位 に対 しま して、改めて感謝の意を表する次第であ ります。

平成18年3月

財団法人 日本情報処理開発協会



ご挨拶

rIT投 資評価方法に関す る調査委員会」は、ユーザー企業のIT投 資評価 の実施 を促

進するため、平成17年 度財団法人 日本情報処理開発協会内 に設立 され、2カ 年 にわ

た り活動を行 う予定 となってお ります。本委員会が発足 したのは、IT投 資評価が従前

か らユーザー企業の情報化 において重要な問題 となっているか らですが、最近ではIT

ガバナ ンスの強化が大 きな課題 となってお り、それ を実行す る上でもIT投 資評価 を実

施す る体制 を整備 し、IT投 資のPDCA(Plan-Do-Check-Action)サ イクルを確立す る

ことが求め られてい ることか ら、本委員会 では単にIT投 資評価 のみに着 目するのでは

なく、その背景にあるIT投 資マネ ジメン トまで視野を広げた調査 を行ってい こうと考

えてお ります。

本委員会で行 う調査 の特徴 としては、次の3つ があげ られ ます。.

第1に 、IT投 資評価方法を検討す る前段 として、IT投 資マネジメン トのフレーム ワ

ークの検討 か ら開始 してい ることです
。本調査では、IT投 資評価 をIT投 資マネジメン

トの中で どのよ うに位置づ けるかが問題 となるため、'IT投 資マネジメン トの フレーム

ワークをまず検討す る必要 があ ります。ただその概念 は、専門家 によってまちまちで

すので、本調査 でIT投 資マネ ジメン トのフレー ムワー クの概念整理を行い、それ を踏

まえ、ベス トプラクティス調査 などによ りフ レーム ワークの骨子 の検討 を行 ってお り

ます。

第2に 、本調査の最終成物 と して、「IT投 資マネジメン トガイ ドライ ン(仮 称)」 の

作成を 目指 してい ることです。IT投 資評価 については、 これまでも多数の調査研究 が

取 り組まれてきま したが、その多 くは調査研 究報告書の と りま とめに終始 し、 どの よ

うな体制で、 どの よ うな手順で、 どのような方法によ り、具体的 にIT投 資評価 を進 め

たらいいのかを解説 したガイ ドライ ンの作成 まで踏み込んだものは、決 して多 くはあ

りませんで した。またあった として も、もっぱ らIT投 資評価のみ のガイ ドライ ンに と

どま り、IT投 資マネ ジメン トまで視点を広げた ものはほとん どあ りませんで した。本

調査では、IT投 資マネジメン トのガイ ドラインを作成す ることによ り、 これまでの調

査研究に新たな貢献 をできればと考えてお ります。

第3に 、インタンジブルズ(Intangibles;無 形の資産)の マネジメン トに言及 してい

ることです。イ ンタンジブルズ とは、キャブ ラン=ノ ー トン(Kaplan&Norton)の

『戦略マ ップ』(StrategyMap)に よれば、人的資本 、情報資本、組織資本 を総称 した

もので、企業価値の源泉 となるものです。これまで もその重要性は認識 され なが らも、

どのようにマネ ジメン トすべ きかを議論 した研 究はな く、キャブラン=ノ ー トンの 『戦

略マ ップ』はその意味で一石を投 じるもの と して位置づ けられ るか と思います。 この

ため、本調査で も今年度IT投 資マネ ジメン トに関する関連研究を整理す るだけではな

く、インタンジブルズに関す る新 たな研究方 向について も言及す るよ うにしま した。



以上のよ うに、2カ 年計画の初年度にあたる今年度はIT投 資マネジメン トの フレー

ム ワー クの考 え方 を とりま とめ、これを踏ま えて、次年度 はガイ ドライ ンを作成する

こととしてお ります。このガイ ドラインがIT投 資マネ ジメン トの確 立に悩んでい らっ

しゃる企業の実務担当者の方 めお役に立てれば と考えてお ります。

最後に、委員会委員な らびにWG研 究員各位 、本調査 にご指導 ・ご協力 をいただき

ま した関係各位に対 しま して、心よ りご深謝 申し上げ る次第です。

平成18年3H

IT投 資評価方法に関す る調査委員会委員長

櫻井 通晴
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第1章 調査 の 目的 と方法

1.1調 査 の目的

IT投 資評価に関す る議論の歴史は古 く、昭和50年 代か ら既にその重要性は指摘 されて

いた。た とえば、行政管理庁 は昭和54年7月 に 「電子計算機利用の効率化に関す るガイ

ドライ ン」を作成 し、費用対効果分析の実施手順や方法な どの指針 を提示 している。全体

最適の実現による産業競争力の強化 が叫ばれ るなか、再びIT投 資評価 が注 目されている。

IT投 資評価は一部の企業 において古 くか ら取 り組まれていたが、今 日実施 され るIT投 資

評価は、3っ の意味で従来のIT投 資評価 とは性格 を異に している と思われ る。

第1に 、IT投 資の内容 が大き く変わっている。従来のIT投 資は業務 の効率化 を主たる 目

的 とす るものであ り、作業時間や コス トの削減幅 とい うよ うに効果 を定量的に把握 できる

ものが多かったため、投資評価は比較的簡単であった。 しか し今 日では、新規 ビジネ スモ

デルの開発 のよ うに経 営戦略の実現への寄与を主たる 目的 とす るものが増 えているため、

効果の定量的な把握が困難 なケースが多 く、投資評価 も難 しくなってい る。

第2に 、経営者や利用部門へのアカ ウンタビリティが求め られている。従来IT投 資は業

務 に不可欠なもの とい う認識か ら、その内容 を詳細 に検討す ることな く、IT投 資 プロジェ

ク トを承認 してきた経営者 は多 く、他の投資に比べIT投 資が社 内で特別扱い されているこ

ともあった。 しか し、企業の業績が伸び悩み各支出への精査が必要になったため、IT投 資

も他の投資 と同様 に扱 わなけれ ばな らな くな り、システム部門は経営者や利用部門に対 し

てIT投 資の効果 について納得のい く説 明を求め られ るようになった。

第3に 、経営者やCIO(ChiefInformationOfficer;情 報統括役員)に よるITガ バナ ンス

の重要性が高まってい る。従来一部 の企業で行われていたIT投 資評価 は、それ 自体が 目的

化 されてお り、他のIT投 資のマネ ジメン トとは独立 して実施 されてきた。 しか し、企業の

競争力の維持 ・向上のため、IT投 資についても経営戦略 との整合性 が求 められるよ うにな

ると、経営者 のITガ バナ ンスを確 立 し、経営者 あるいはその意 向を受 けたCIOのIT投 資

に対す るコン トロールを強化 しなけれ ばな らなくなった。 このため、ITガ バナンスを確立

す るための必要条件 と してPDCA(Plan-Do-Check-Action)サ イクルの中でのIT投 資評価

の実施が位置づ けられ るよ うにな り、IT投 資評価を他のIT投 資のマネ ジメン トと独立 して

実施す ることが困難になっている。

さて本調査では、このよ うな状況を踏 まえ、次の3点 に重点 を置 いて調査活動 を行 うこ

ととした。

1っ は、IT投 資評価 をIT投 資マネジメン トの一部 として捉 え、IT投 資マネ ジメン トの

フ レーム ワークの構築 に重点を置 いたことである。 これまで もIT投 資評価に関 して多 くの

調査が行われて きたが、他のIT投 資マネ ジメン トとの関係を明確 に しないままIT投 資評

価 を議論 していたものが多 く、その内容は必ず しも十分 なものではなか った。IT投 資評価

の実施 を推進す るにあた り、IT投 資マネジメン トのフ レーム ワー クは重要であるため、本

調査ではこの点を重視 した。
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2つ 目は、IT投資マネ ジメン トに関す るベス トプラクティス調査 を実施す ることである。

IT投 資マネジメン トの重要性が高まるなか、IT投 資評価手法を含むIT投 資マネジメン ト

手法に関する数多 くの先行研究がこれまで提示 されてきたが、実例 を踏まえて手法を提案

した文献は少な く、あっても特定の企業の事例 に限 られ たものであった。そ こで本調査で

は、主要な産業の代表的な企業を抽出 し、それぞれにおけるIT投 資マネジメン トの取 り組

み を調査す ることで、経験的裏づけのあるIT投 資マネジメン トのフレーム ワークの確立 を

目指 した。

もう1つ は、「IT投資マネジメン トガイ ドライ ン(仮 称)」(以 下 「ガイ ドライン」とい う)

を作成 し、IT投 資マネジメン トを具体的に実践す るた めの手順を示すことを最終 目標 とし

た ことである。 これまでの調査 をみる と、IT投 資評価 について どのよ うな方法があるのか

を羅列 しているが、 どの よ うな場面で どの ような投資 に対 しどのよ うな評価 手法が適用可

能なのかまで説明 した ものは少 なかった。 また、IT投 資マネ ジメン トを どのよ うなプ ロセ

スで進め、各プロセスにおいて どの よ うなタスクが求 め られ るのかにつ いて、明確な説 明

を提示 した ものも多 くはなかった。そ こで本調査では、IT投 資マネジメン トのプロセス と

IT投 資評価方法 をできるだけ具体的に提示 したガイ ドライ ンを作成 し、企業のIT投 資評価

の実施を促進することを 目指 した。

1.2調 査の計画

本調査はガイ ドラインを作成するため、2カ 年 にわた り以下の項 目を実施す ることとす る。

、

平成17年 度 の主な実

施項 目

IT投 資マネジメン トのフレー ムワークの概念整理

IT投 資マネジメン トにかかる先行研究の調査

IT投 資マネジメン トのベス トプラクテ ィス調査

IT投 資マネジメン トのフレームワークの骨子作成

平成18年 度の実施 予

定項 目(注)

IT投 資マネジメン トのフ レームワークの詳細化

(ガイ ドライ ンの作成)

ガイ ドラインの検証 と適用ガイ ドの作成

ガイ ドライ ンの普及方法の検討

(注)委 員会などでの審議や調査の進捗状況などにより、平成18年 度の実施予定項 目が変更になる可能

性がある。
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1.3検 討の経緯

本調査は、IT投 資マネジメン トを専門とす る学識経験者や専門家、主要なユーザー企業

の実務経験者 などによ り構成 され る 「IT投資評価方法に関す る調査委員会」(以下 「委員会」

とい う)と 、学識経験者やITコ ンサル タン ト、ユーザー企業のIT投 資評価担当者か ら構

成 され る 「IT投資マネ ジメン トのフレーム ワークの検討WG」(以 下 「WG」 とい う)を 設

置 し、WGで 基本的 な検討 を行い、その主な検討成果 を委員会で レビューす るとい う方法

で、審議を進 めた。

委員会は3回 にわた り開催 し、WGは7回 にわた り開催 した。

第1回WG(11月14日 開催)で は、主 として平成17年 度の実施計画案 の検討 を行

い、IT投 資評価のみ を検討す るのではなく、その背景 にあるIT投 資マネ ジメン トのフ レー

ムワー クの明確化 の重要性 を確認 した。 ・

第1回 委員会(11E29日 開催)で は、第1回WGで の検討 を踏 まえた修正実施計画

案について委員の レビュー を受け、今年度IT投 資マネ ジメン トのフ レームワー クの検討に

重点をおいて作業す ることについて了解をもらうとともに、IT投 資評価 の実施が進 まない

理 由について考察を行 うこと、イ ンタンジブルズ(Intangibles;無 形の資産)に ついての研

究 を行 うこと、委員会で中間報告の場 を設 けること、後 日開催 され る事例講演のWGに 委

員のオブザーバー参加 の機会 を与 えることな どの指示 を受 けた。

第2回WG(12月13日 開催)で は、IT投 資評価の実施 が進 まない理由について研究

員間で討議す るとともに、統一的な概念がまだ確立 されていないIT投 資マネ ジメン トのフ

レームワークについて、IT投 資の類型やIT投 資マネジメン トの構成要素などの意見を交換

し、同概念 に関する研 究員間の共通認識を形成 した。

第2回 委員会及び第3回WGは 合 同で全体会議 として開催 された(1月18日 開催)。そ

こでは、WGで 討議 したIT投 資評価の実施が進 まない理由について委員の レビューを受け

るとともに、イ ンタンジブルズに関わる先行研 究の紹介、本事業で目指すIT投 資マネ ジメ

ン トの フレーム ワー クに関する委員 ・研究員間の共通認識の形成が行われた。

第4回WG(IE24日 開催)で は、大企業'・サー ビス業D社 のシステム部門責任者及

び大企業 ・流通業B社 の業務 改革部門責任者を講師 として招聰 し、それぞれD社 にお ける

IT投 資マネジメン トの取 り組みやB社 における業務改革の取 り組みについて、講演 及び 自

由討議 を行 った。

第5回WG(1月27日 開催)で は、大企業 ・金融保険業C社 のIT企 画部 門責任者 を講

師 として招聰 し、C社 におけるIT投 資マネ ジメン トの取 り組みについて、講演 及び 自由討

議を行った。

第6回WG(2月7日 開催)で は、中小企業 ・流通業E社 の社長 と大企業 ・製造業A社

のIT企 画担 当者 を講師 として招聰 し、E社 におけるIT経 営の取 り組 みやA社 におけるIT

投資マネ ジメン トの取 り組みについて、講演及び 自由討議を行った。また、IT投 資評価や

IT投 資マネジメン トに関す る先行研究の調査結果やIT投 資マネ ジメン トの取 り組みに関
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す る企業向け ヒア リング調査結果の中間報告 もあわせて行 われた。

第7回WG(3月1日 開催)で は、これまで実施 された先行研究調査や先進事例 など調

査結果のまとめを行い、それ らを踏 まえてIT投 資マネジメン トのフ レーム ワー クの考え方

をとりま とめた。

第3回 委員会(3月17日 開催)で は、WGで 報告書 としてとりま とめた作業成果にっ

いて、委員によるレビューが行われた。
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1.4調 査 の概 要

(1)調 査の全体図

第2章IT投 資 マ ネ ジ メ ン ト

(1)IT投 資マネジメン トが必要な理由
・IT投 資を業績向上につなげる ・予算内の優先順位を決める ・評価基準を全社的に統一する

・事後評価 を徹底する ・インフラや本社システムなどを適切に評価する

(2)フ レームワークの構成要素
・マネジメン トの対象 ・マネジメン トの構造 ・マネジメン トプロセス ・投資評価 ・マネジメン ト体制

第3章IT投 資 マ ネ ジメ ン トに関 す る

先行研 究
・開発プロジェク トに注 目する手法(定 量的手

法く財務的 ・非財務的〉、定性的手法、定量 ・

定性併用)と 企業視点で評価する手法(財 務

計算的手法、総合的評価手法)に 分類
・金額評価に適 した財務的定量的手法

・実行容易性に優れた非財務的定量的手法、定

性的手法、企業視点で評価する手法
・プロジェク ト間の比較に適 した財務的定量的

手法

第4章 イ ン タ ン ジ ブ ル ズ に 関 す る 新

た な 研 究 方 向

・ITの へ"ネフィットは事業投資 との組み合 わせに よ'

り最大限 に実現

・戦略マッフ.によるインタンジブルズ の方 向づ けと統

合
・情報資本ホ.一トフォリオ:戦 略的 プロセスを支 援す る

情報資本のホ㌧ トフォ財

第5章IT投 資 マ ネ ジ メ ン トの 実 態 と 課 題

(IT投 資 マネジメントのタィフ.と特徴)
・トッフ.ダウンでITマ ネジメントの成熟度の高 い企業 で高い

パ フォーマンス

→経 営 トッフ.のITマ ネジメントへの関与 が不可欠

(投資評価 が進 まない理 由)
・IT投 資 の複雑化 ・評価手法 の成熟度 の低 さ

・評価 への理解不足 ・評価 できる人材 の不足

・戦略 と整 合的 なIT投 資 マネジメントの不在

第6章 先 進企 業 にお ける ベス トプ ラク テ

ィス調 査
・IT投 資 と業務改革を両輪で捉えている

・IT投 資のみを取り出して効果評価をしていない

・投資効果の目標値について利用部門が責任

・管理系やインフラ系にビジネス系と異なる評価体系

・目標値の設定方法についてのガイ ドライン

・事業戦略を踏まえたIT投 資テーマの決定

・業績効果 とIT投 資効果の関係が不明確

第7章IT投 資 マ ネ ジ メ ン トの フ レー ム ワ ー ク

(1)フ レーム ワー クの前提条件

・レベル=へ"ストフ.ラクティス ・PDCAのPCAが 対 象 ・企業規模
、業種に よる違 いはない

(2)IT投 資 の定義

・情 報資本 の形成 と維 持 によ り戦 略実現 を行 う投資活動(維 持管理費 用 も含む)

(3)IT投 資 の評価

・評価 単位 は改革 プロジ ェクト単位

・効果分類=戦 略実現 を直接 目的 とす る もの(フoロ セス改善型
、顧 客価値増大 型な ど)、 間接 的に戦略実現 につ なが

る もの(組 織力 強化 型、ITイ ンフラ強化型 な ど)、 個別 対応 する もの(情 報共 有型 、リスク対応型 な ど)

(4)IT投 資 マネ ジメン トのプ ロセ ス
・戦略マネジル トと個別フ.ログラムープ ロジェクトマネジメントの二重構造 ・期間管理 とライフサイクル管理

、投資計画 と予算の連携

(5)IT投 資 マネ ジメン トの体制
・CIO=全 社 案件 の選択/採 択 利 用部 門長=全 社案件 の成果責任

、事業部 案件 の選択採択 、利 用部門=案 件 の起案 、

事業部案件 の成果責任 、システム部門=シ ステムの稼働責任な ど

・分権型組織:全 社システム部 門=新 規 インフラの稼働責任 、共通インフラの提 供、事業 部システム部 門=全 社案件 の業務 アブ.リ稼

働 、事業部案件の業務アブ.リの実装責任 な ど
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(2)報 告書の要旨1

第2章 では、IT投 資評価の実施の促進 を議論す る うえでIT投 資マネ ジメン トの視点が

必要な理由を述べた。IT投 資マネジメン トを確立す ることで得 られ るメ リッ トとして、

①IT投 資 を業績向上にっなげることができる、②予算内の優先順位 を決めることができ

る、③IT投 資評価基準 を全社的に統一することができる、④事後評価 の実施を徹底でき

る、⑤インフラや本社 システムな ど投資回収の算 出が難 しい ものも適切に評価 できるな

どをあげた。

また、IT投 資マネジメン トのフレームワークが どのよ うな要素によ り構成 され るかに

ついて も触れ、そのフ レーム ワー クは、①マネジメン トの対象、②マネジメン トの構造、

③マネジメン トプロセス(PDCA<Plan-Do-CheckAction>サ イクル)、④投資評価、⑤マ

ネ ジメン ト体制(中 央集権型組織 と分権型組織におけるマネ ジメン ト体制の違い)に よ

り構成 され ると定義 した。

第3章 では、IT投 資マネジメン トに関す る先行研究 の調査結果を紹介 した。IT投 資評

価 の手法に関す る研究については、(1)開発プ ロジェク トに注 目す るアプローチ と(2)企業

視点で評価す るアプ ローチで分類 し、(1)開 発プ ロジェク トに注 目す るアプ ロ・一…チ につい

ては、①定量的手法((a)財 務的、(b)非財務的)、②定性的手法、③定量的手法 と定性的手

法の併用に、(2)企業視点で評価す るアプローチについては、①財務計算的手法、②総合

的評価手法 に、それぞれ さらに細か く分類 した。 そ して これ らの手法にっいて、金額評

価が容易な手法か、評価実施の労力や必要情報の収集 が容易な手法か、プロジェク ト間

の比較に適 した手法か とい う視点で整理 した。,

また、IT投 資マネ ジメン トのフ レームワー クの先行研 究について も、①サイ クリック ・

マネジメン ト、②IT資 産ポー トフォ リオ、③成熟度モデル 、④その他 に分類 した。

第4章 では、インタンジブルズについての先行研究調査 も紹介 した。まず、ブ リニ ョ

ルフソンの 「ITのベネ フィッ トは、IT投 資が、特定の補完的な事業投資 と組み合 わされ

て行われ たときに最大 限に実現 され る」 とい う考 え方か ら、イ ンタンジブルズが重要視

されていることを指摘 した。 次にインタンジブル ズの管理方法 として、キャブラン=ノ

ー トンがバ ランス ト ・ス コアカー ドの フ レーム ワー クを用 いて 、戦 略への方 向付 け

(Alignment)と 各イ ンタンジブルズの統合化(lntegration)を 行 う考え方を紹介 した。

また、戦略的プロセスの実現 を下支えす るのに必要 な情報資本 を特定 し、それ らの優先

順位 を設定 した り、投資配分 に活用 した りす るためのツール として、情報資本ポー トフ

ォ リオの考え方をあげた。 さらに、インタンジブル ズが戦略へ と方 向付け られ、十分準

備 が整っているか どうか を示す情報資本 レデ ィネスの考 え方 も紹介 し、 この概念が投資

予算配分の優先順位 を決定す る尺度 にな りうることを述べ た。

第5章 では、IT投 資マネジメン.トの取 り組み実態 と課題について述べた。まず5.1節

1報 告 書 の うち、委員会の レビューを受 けたのは本編 の第2章(補 講 を除 く)か ら第7章 までであ る。
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では、経済産業省の情報処理実態調査の結果 に基づき、IT投 資評価を実施 している企業

は3割 強に とどまることや、IT投 資額の小 さい企業やIT投 資マネ ジメン ト体制が十分確

立 されていない企業では、投資評価の実施割合 が低 くなっていることを明 らかに した。

また、ITマ ネ ジメン トにっ いて経営 トップが関与 している企業 とミ ドル以下が関与 して

いる企業 では、IT投 資の効果の現れ方に違いがあり、前者 では経営成果の改善につなが

ってい るのに対 し、後者では業務プロセスの改善で とどまってい るこ とを示 し、戦略 と

業務、ITを 連動 させ るフレームワークによ りIT投 資の管理 を行 ってい くことが必要であ

ると述べ た。

次に5.2節 では、IT投 資評価の実施が進まない理由について、WGで の討議及び事例

ヒア リング調査結果 を踏まえ検討 した ところ、①IT投 資が複雑化 していること、②評価

手法の成熟度 が低 い こと、③評価 に対す る理解 が低いこと、④評価で きる人材が不足 し

てい ること、⑤経営戦略 と整合性 のあるIT投 資マネジメン トが確立 されていないことな

どがあげ られ た。

第6章 では、IT投 資マネジメン トの先進取組事例の調査結果 を記述 し、①IT投 資 と業

務改革 を両輪 でとらえてい ること、②IT投 資のみを取 り出 して効果評価 は していないこ

と、③投資効果の 目標値については利用部門が責任 を持つよ うに してい ること、④管理

系やイ ンフラ系につ いては、 ビジネス系 とは異 なる評価体系 を持 ってい るこ と、⑤ 目標

値の設定方法 にっ いてガイ ドラインを定めていること、'⑥事業戦略を踏 まえてIT投 資テ

ーマを決定 していること
、⑦業績効果 とIT投 資 との関係 をいかに説明するかが共通課題

となっていることな どを、特徴 としてあげた。

第7章 では、 これまでの検討結果や調査結果 を踏まえ、第2章 での定義 に基づ き、IT

投資マネジメン トのフレームワー クを提示 した。

7.2節 ではフレーム ワークの前提を記述 し、提示するレベル をベス トプラクティス とし、

定義範囲をPDCAの うちDoを 除いたものとし、企業規模や業種 による違いはないこと

とした。

7.3節 ではフレーム ワークの基本 となる考え方 を提示 し、IT投 資を情報資本 の形成 と維

持によ り戦略実現 を行 う投資活動 と定義 し、キャブラン=ノ ー トンの情報資本 ポー トフ

ォ リオの考 え方を踏まえIT投 資 と戦略の関連 を記述 した。

7.4節 ではIT投 資の評価について述べ、評価単位を改革プロジェク ト単位 で捉えるこ

ととした。また、IT投 資プ ロジェク トの類型のほか、戦略への貢献 とい う視点か ら新 し

い効果分類 を提示 し、両者の間のマ ッピングの考 え方 を提示す るとともに、それぞれの

効果類型 に適 した評価方法 を提示 した。

7.5節 ではIT投 資マネジメン トのプロセスについて戦略マネジメン トの一環 として実

施 され るもの とし、個別プ ロジェク トマネ ジメン トは戦略マネ ジメン トの一部分 を構成

す ると位置づ け、それぞれのPDCAサ イ クル を定義 した。.また、戦略マネジメン トとし

て体系化す るためには、経営マネジメン トにおける期間管理 とライフサイクル管理の連
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携 を図 らなければな らず、特に投資計画 と予算管理 との整合プロセスが重要であること

を提示 した。

7.6節 ではIT投 資マネ ジメン トの体制 にっいて中央集権型組織 と分権型組織 に分けて

述べ、それぞれのステークホルダ一間の役割分担案 、投資案件の選択基準、会議体 の例

を提示 した。

なお、WG研 究員 に提示 していただいた 「IT投 資評価の実施が進まない理由」に関す

る意見や、第3章 の先行研究の調 査の詳細 など、関連す る資料 については、資料編 とし

,て収録 した。
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第2章IT投 資 マネ ジメ ン ト

本章では、IT投 資の効果 を最大化するために、IT投 資マネ ジメン トの必要}生を明 らかに

す るとともに、先行研究や事例研究の成果な どを読むためのIT投 資マネ ジメン トの概念を

提示する。この概念に基づいてこれまでの知見を分析す ることで、最終的には第7章 で 「IT

投資マネジメン トのフ レーム ワー ク」を提案する。

2.1な ぜIT投 資マネジメン トが必要か

2.1.11T投 資評価 とIT投 資マネジメン ト

IT投 資評価の実践が経済産業省の 「CIOの 機能 と実践に関す るベス トプラクティス懇談

会」でも課題 としてあがってい るが、実際、IT投 資を実施す るにあた り、社内の稟議書等

においてなん らかの投資対効果を記述 していない企業はほとん どないと考え られ る。では、

IT投 資評価の実践がなぜ課題 としてあげられ るのであろ うか。

その理 由 としては、稟議書 に記載 されてい る内容が決裁 を通す ことを 目的 として作成 さ

れ ているこ とが多いこ と、個別の案件については稟議書か らある程度判断できるものの、

会社全体 の経営か ら見 た場合、 どの案件 に投資すべ きなのか判 断基準がない ことな どが考

え られ る(こ の詳細は第5章 において記述する)。

これ と関連するのが表2-1に 示す2004年3月 にGAO(GeneralAccountingOffice;

アメ リカ会計検査院)が 発表 したIT投 資マネジメン トの成熟度評価のフ レーム ワー クであ

る。

表2-11T投 資マネジメ ン トの成熟度評価 の フレーム ワー ク(GAO)

企業/戦 略志向

個 別 プ ロジ ェ ク ト志

向

(出 所)GAO(2004),JnformationTechnologylnvestmθntManagement-AFrameworkfor

Assessin8andJmproη'ngProeθssMaturity,GAO-04-394G

●

成熟度 概要
ステージ5 組織は,選 択一制御一評価のプロセスをマス

戦略の成果を得るためにIT ター し,他 の優秀な組織とIT投 資プロセスの

投資を行う ベンチマークをすることで,戦 略の成果の実

現を図ろうとしている.

ス テージ4 ,IT投 資 プ ロ セ ス の 内,成 熟 した選 択 ,制 御 の

投資プロセスの改良 技法を維持 しつつ,IT投 資のプロセスとボー

トフォリオの改良ノウハウの評価に焦点をあ

て て い る.

ステージ3 適切な評価基準を有 し,統 合され,発 展を続

完成版の投資ポー トフォリ ける選択一制御一評価プロセスを維持 してい

オを開発 る投資プロセスを用い,良 く洗練されたIT投

資ポー トフォリオを開発 している.

ス テージ2 便 益とリスクに関する基準と投資対象プロジ

投資の基礎形成 エク トを選定する際の組織としての優先度に

ついての認識とを含むプロジェク ト選択基準

によって,基 礎 レベルでの選択能力を有 して
、

いる,経 営幹部による判断は,プ ロジェク ト

単位に行われる、

ス テ ー ジ ア 場当たり的で,体 系化されておらず,予 測不

投資の認識を形成中 能な投資プロセスというのがこのステージの

特 徴 で あ る.一 般 的 に,あ る プ ロ ジ ェ ク トの

成功/失 敗 と他のプロジェク トの成功/失 敗

とはほとんど関連がない.
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他 の成熟度モデル と同様、ステー ジ3を 標準 とす ると、投資評価基準 を有す る(ス テー

ジ2相 当)だ けでなく、投資マネ ジメン トプ ロセスを整備 し、またそのよ りどころとして、

IT投 資ポー トフォ リオを作成 ・運用す る必要がある。

2.1.21T投 資マネジメン トの必要性

一定規模 以上の企業になる と
、投 資回収基準があ り、それに基づいて稟議書の決裁がな

されてお り、IT投 資評価 もこれに準 じていることが多い。 これはステー ジ2相 当の成熟度

にあた り、そのため次のよ うな問題 が顕在化 してきている。

・IT投 資が業績向上にっなが らない

・予算内での優先順位 を決 めるのが難 しい

・評価基準が部門ごとに異な り、投資対象 となるシステムの レベル にバ ラツキがある

・事後評価がなされていない

・イ ンフラや本社 システムなど投資回収の算出が難 しいものを、無理 に数字 を作 らない

といけない'

これ らは、IT投 資評価基準 を作成 し個別評価 のみを実施 してい る場合 の壁であると捉 え

ることができる。 この壁を突破す るためには、IT投 資全体を対象 とす る投資マネ ジメン ト

を実践す る必要がある。

2.21T投 資マネジメン トの概要

ではそのIT投 資マネ ジメン トとは どのよ うなものであるべきか、その概要 を以下に示す。

第3章 以降では先行調査や事例研究 を通 じて この詳細化 を行 う。'

2.2.1投 資マネジメン トの対象

一般に企業の年間の情報化予算の7割 か ら8割 は維持管理費(運 用お よびメ ンテナ ンス

コス ト)に あてられている といわれてい る。 したがって、投資マネ ジメン トの対象 を新規

投資のみ に限定するとこの硬直化 した予算構成 を変 えることはできない。 そこで、維持管

理 も投資マネジメン トの対象 とす る。

22.2投 資マネジメン トの構造

(1)マ ネジメン トの構造

戦略マネジメン ト(プ ログラムマネジメン ト)と 個別プ ロジェク トマネ ジメン トの2

層構造になってい る。

○戦略マネ ジメン ト(プ ログラムマネ ジメン ト)

IT投 資ポー トフォ リオ管理 の実施

投資プログラムの実行管理 とマネ ジメン トプロセスの見直 し

○個別 プロジェク トマネジメ ン ト
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選択 されたプロジェク トの実行管理 とマネジメン トプロセ スの見直 し

(2)マ ネ ジメン トプロセス

それ ぞれ以下の視点でPDCA(Plan-Do-Check-Action)サ イ クル をまわす。

○戦略マネジメン ト

P:投 資対象 プロジェク トの選別

D:プ ログラム全体の実行 の進捗 、環境変化にともな う前提条件見直 しの反映

C:経 営視点での目標実現度の評価 、課題抽 出

A:マ ネ ジメン トプ ロセスの見直 し、ポー トフォ リオや投資内容の見直 し

○個別プ ロジェク トマネ ジメン ト

P:個 別投資計画の作成

D:プ ロジェク ト実行の進捗、変更管理

C:投 資の事後評価、課題抽 出

A:マ ネジメン トプロセスの見直 し、他の投資計画への反映

2.2.3投 資評価

投資評価 は、戦略マネジメン ト、個別プ ロジェク トマネジメン トのそれぞれ において実

施す る。

(1)戦 略マネジメン トにおける投資評価

・数ある投資案件 から投資対象 を選定す る

・このための選定基準を設定す る

(2)個 別 プロジェク トマネジメン トにおける投資評価

・ROI(ReturnonInvestment;投 資利益率)評 価を行 う

・投資 のタイプに応 じて異 なる評価基準を設定する

2.2.4マ ネジメン ト体制

マネ ジメン ト体制 は、情報 システ ム分野の組織構造による違いを反映 した もの となる。

・中央集権型組織

システム部 門と利用部門、経営企画部門

・分権型組織

本社 システム部 門と事業部(グ ルー プ)シ ステム部 門 な ど

それぞれの場合におけるIT投 資マネ ジメン トにおける役割分担を、第7章 で提示す る。

以上のよ うにIT投 資マネジメン トは戦略マネジメン トと個別プ ロジェク トマネ ジメン ト

の2層 構造 とな り、それぞれ において投資評価基準を設定す る。評価基準の内容は各々の

マネジメン トの視点に応 じて設定する。

一11一



(補論)ITガ バナ ンス とIT投 資の評価2

1T投 資の評価は何のために行われ るのか。主要な 目的は、IT投 資 を意図す る者 にとって

IT投 資の収益性や安全性 を検討す ることで無謀 な投資を排除 して、企業価値 を維持 ・増大

させ ることにある。せ っか くIT投 資の評価 を行 ってプ ロジェク トの収益性が悪いことが判

明 しても、システ ム部門 とい う他の経営者 には専門的に見えにくい専門領域 では、投資効

率が悪 くても技術的にす ぐれ ていれば しば しばそれ を実行 しよ うとする。ITガ バナ ンスを

強化すれば、CIOや 取締役会がこのよ うな無謀 な投資 を抑止す る機能がある。

(1)コ ーポ レー ト・ガバナ ンスとITガ バナ ンス 令

ITガ バナンスを考察す るには、まず初めに、 コーポ レー ト・ガバナンス との関係が明

らかに されな けれ ばな らない。 ところが、 コー ポ レー ト・ガバナンス とは何 か とい うこ

とになると、その意義や定義は時代によ りまた論者 によってそれぞれ主張が異な り、1っ

の定説的な見解を見出す ことはむずか しい。

コーポ レー ト・ガバナンス(corporategovernance;企 業統治)とは一般 に、企業の経営が

法令 に違反す るな ど間違った戦略や行為 を しないよ うに監督す る組織、制度、仕組みの

ことを意味す る。OECDは コーポ レー ト・ガバナンスを広義で、「会社が方向づ けられ管

理 されるシステム」(OECD[9])で あると定義づけてい る。

欧米の コー ポ レー ト・ガバナ ンスの議論は、必ず しもわが国での議論 にそのまま置 き

換 えられるわけではない。わが国での代表的見解の1っ として、た とえば経済産業省 で

は、やや限定 した立場 か らコーポ レー ト・ガバナ ンスを 「企 業経営を規律す るための仕

組み」(経 済産業省[7])だ としている。企業経営 を担 うのは企業経営者であるか ら、基本

的にコーポ レー ト・ガバナ ンスは企業経営者(代 表取締役社長 といった経営 トップのみ

ならず経営 を執行す る経営陣を指す)の 経営戦略の誤 りや暴走を どのよ うに規律 す るか

とい う問題で ある。

(2)ITガ バナ ンス とは何 か

ITガ バ ナ ンス とは何 か。ITガ バ ナ ンス とい う用 語 は 、1998年 に設 立 され たISACA

(InformationSystemsAuditandControlAssociation;情 報 システ ム監査 統制 協 会)に よ

っては じめて使 われ た概 念(ブ ル ー ム他<Bloem,et.Al>[1])で あ る。論 者 が この用 語 を

使 用す る際 に概 ね 共通 して い るの は、IT投 資 か らよ り大 きな企 業 価値 を創 造す るた めの

統治 システ ム だ と してい る こ とで あ る。 とはい え、コー ポ レー ト ・ガバ ナ ンス と同様 、IT

ガバナ ンスが何 で あ るか につ いて も定説 が な い。

コー ポ レー ト ・ガバ ナ ンスの こ とを こ こで は"経 営 トップ の行為 を規 律 す るた め の仕

組 み"で あ る と して お こ う。 そ の場合 、 あ らゆ る事 業 は コー ポ レー ト ・ガバ ナ ンス の枠

2本報 告書 のテー マであ るrlT投 資 マネ ジメン ト」 と 「ITガ バ ナ ンス」の関係 を示すため、櫻井委員長 よ

り寄稿いただいた ものである。
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組 み の なか で、(ビ ジネ ス ・モデル と経 営戦 略 が依拠す る)情 報 、情報 資産 、情報 技術 を

い かに規律 す るかが検 討 され なけれ ばな らな い。 そ の必 要性 が 、ITガ バ ナ ン スの 出現 を

促 した ので あ る。

ITガ バナ ンス とは 、狭 義 で、「組 織体 の情 報 システ ム がそ の戦 略 と 目的 達成 を支 援 し可

能 にす る リー ダー シ ップ 、組 織構 造 と ビジ ネ ス ・プ ロセ ス、基 準 とそ の基 準 へ の遵 守 の

た めの フ レー ム ワー ク」(カ ル ダー=ワ トキンス<Calder=Watkins>[2])で あ る。 別 の論

者 の よ うに、やや 広 義 に、「ITの 利用 にお い て望 ま しい行 動 を促 進す るた めに 、意思 決 定

権 限 と説 明責任 を特 定す る こ と」(ウ ェイル=ロ ス<Wei1=Ross>[11])だ と考 え るこ とも

でき る。 さらに、最広 義 で は、 「ITガ バ ナ ンスが 、 ビジネ ス ・プ ロセス の他 の重 要 な資 産

との 関係 にお け る情 報 と技術 のガバ ナ ンス だ けで な く、 と くに企業 の組 織 構 造 と望 ま し

い行動 のガ バ ナ ンス」(ブ ル ー ム他[1])で あ る とい う主 張 もあ る。 た だ、ITガ バナ ンス

を こ こま で広 く解 釈 す る と、 コー ポ レー ト ・ガバ ナ ンス との相 違 が曖 昧 にな る。

企業 がITガ バ ナ ン ス戦略 を とるの には どの よ うな意 味 が あ るの で あ ろ うか。ITGI(IT

GovernanceInstitute;ITガ バ ナ ンス協会)[4]は 、有効 なITガ バ ナ ンス を機能 させ る こ

とに よっ て事業 の 目的 をよ り有 効 に支援 し、ITへ の投 資 を適 正 化 し、ITに 関連 す る リス

ク と機 会 を適切 に管 理 す るこ とがで きる と述 べ てい る。経 済産 業省[8]で の見 解 な どか ら

判 断 す る と、日本 企 業 の多 くの企業 のCIO(ChiefInforma七ionOfficer;情 報戦 略 統括 役員)

は、 この効 率 的で有 効 な投 資 の実 施 とい うやや 狭義 の側 面 か らITガ バ ナ ンス を捉 えて い

るこ とが わか る。

企業 がITガ バ ナ ンス を必 要 とす るよ うにな った要 因 に は、 カル ダー=ワ トキン ス[2]

に よれば 、5つ の要 因 が あ る とい う。彼 らが あげ てい る次 の5つ の要 因 は 、現 時 点で は そ

の ままわ が国 にお い てITガ バ ナ ン スの果 た しうる役割 で あ る とい え る。

第1は 、 いまや デ フ ァク トス タ ンダー ドに な った ア メ リカ の 内部 統 制 の基 準 で あ る

COSO[3]や 、サーペ ンス ・オ クス リ一 法(Sarbances-Oxley法;SOX法)へ の適切 な対応

が で きる。 第2に 、 リス クが大 きな無 形 の知 的資産 の価 値 を増 大 させ るこ とがで き る。

第3に 、ITプ ロジ ェ ク トを企 業 の戦 略 に落 と し込 む こ とで 、計 画 した企 業価 値 を確 実 に

創 造 で き るよ うにな る。 第4に 、情報 セ キ ュ リテ ィ対 策 に役 立 て る こ とが で き る。 第5

に、情 報 とプ ライ バ シィ に 関連 した 規制 に よる コンプ ライ ア ンス の要請 を高 め るこ とが

で き る。

ITガ バ ナ ンスの わが 国 の最初 の 定義 は通商 産業省(現 在 の経 済産 業省)[10]に よ って、

下記 の よ うに与 え られ てい る。

「企 業 が経 営優位 性 構 築 を 目的 に 、IT(情 報 技術)戦 略 の策 定 ・実 行 を コン トロー ル

し、 あ るべ き方 向 へ導 く組 織 能力 」 であ る。

ITガ バ ナ ンスは 、 コー ポ レー ト ・ガバ ナ ンス の一側 面 であ る。ITガ バ ナ ンス を狭 く解

釈す れ ば、IT投 資 が企 業 目的 の達 成 に貢献 して い るかい な か を取 締役 会やCEO(Chief

ExecutiveOfficer;最 高経 営 責任 者)な どの経 営幹部 が チ ェ ックす る統 制行 為 で あ る とい
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える。事実、ITガ バナ ンス協会 も、rITガ バナ ンスは取締役 と経営幹部の責任である」

(ITGI[5])と している。現在の 日本でITガ バナ ンスが効果 を発揮するのは、システム

部門による費用効果を無視 した投資をチェ ックするための経営 トップ(具 体的にはCEO

の意を受けた内部監査人や監査役の監査)に よる統治であ る。その意味で、情報システ

ム部長の責任はITの マネジメン トにあるのに対 して、CIOに よるシステム部門のガバナ

ンス(統 治)は 経営 トップによる効率性 と有効性の観点か らするIT統 治 にあると考える

ことができる。つま り、情報システム部長は高品質の情報を効率的かつ有効な方法で提

供すること(ITの マネジメン ト)に 責任 を有す るのに対 して、CIOを 含む取締役会構成

の経営幹部の責任は、ITガ バナンスの立場か ら、システム部門に無駄 な投資や暴走を許

さないよ うに監視する責任 がある とい うことである(図1)。

取締役会

(CIO)

(シ ステム部 門)

統治サポー ト システム部門の

BUサ ポー ト マネジメン ト

図11Tガ バナンスとITマ ネジメン トの関係

図1で 、CIO情 報化統括責任者 として、BU(businessunits;ビ ジネスユニッ ト)のシス

テム部門だけでな く本社のIT全 体 を統治(ガ バナンス)す る。一方 、情報 システム部長

は情報 システム部を管理(マ ネ ジメン ト)す る。情報 システム部長はITの 専門家である

がゆえに、他 の経営者 には理解 できない専門用語を使 って、 自己の利益 を追求 しよ うと

することがある。

CIOや 取締役会な ど経営 トップの役害ilは、システム部門の暴走を許 さないよ うにIT関

係者を統治することにある。

(3)ITガ バナ ンス の立場 か らす るIT投 資の 評価

ゼ ロサ ム ・ゲー ムの競 争状 況 が 予測 され る将来 の 日本企 業 が効果 的 かつ 効率 的 なIT投

資 を行 ってい くには、総 合 的 な立場 か らIT投 資の 費用 効果 を測 定 しITガ バナ ンスの立

場 を尊 重 した投 資活 動 を行 って い くこ とが望 まれ る。 現 在 、 この 目的 に役 立 つ と思 われ

る世界 的 なル ール にはCobiTが あ る。ControlObieetivθsforInformationandrelatθd

Teehnology(情 報 と関連 技 術 の ため の コン トロール 目的)の 頭 辞語 であ るcobiTは 、ITGI

か ら発 表 され てい る情 報技 術 を管理 す るた めの基 準 で 、 い まや グ ロー バル ・ス タ ンダー

ドにな って い るとい え る。 現在 で は2005年 に発 表 され た第4版 が 最 も参考 にな る。

CobiTで は残 念 なが ら"IT投 資 の評価"そ の もの の基 準 は ない が 、関連 す る基準 と し
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て、"IT投 資の管理"が あ る。そ こで、CobiT4th(ITGI[6])を 参考 に、ITガ バナンスに

則 ったIT投 資マネ ジメン トのあ り方を検討 しよ う。

CobiT4thに よれ ばIT投 資マネジメン トのための高度な統制 目的は、次の とお りであ

る。第1に 、企業に とって大切な ことは、IT投 資をマネ ジメン トできるフ レーム ワーク

を作成 し保持することである。 そのフレームワークでは、 コス ト、便益お よび戦略的な

効果 を、予算(業 務 予算 だけでな く資本予算 を含む)の なかで表示 し、予算管理ができ

なければな らない。第2に 、CIOは 、経営幹部、システム監査人、ITコ ーディネーター

などとともにIT戦 略 と業務計画の内容 を検討 して、必要 な ときは是正措置 をとる。その

プロセスがITと ビジネ ス上のステークホル ダー との協調体制 を促 し、IT資 源 の効率的 ・

効果的な利用 を可能 に し、TCO(TotalCostofOwnership;所 有にかかわる総 コス ト)に

透 明 性 と会 計責 任 を与 え、IT投 資 か ら得 られ る事 業 の便 益 とROI(Returnon

Investment;投 資利益 率)を 確実に実現 させ ることになる。 したがって、企業 としては こ

のプ ロセスを構築す る必要があ る。

IT投 資の評価 とIT投 資の管理(マ ネジメン ト)は 、それぞれ の役割が異 なる。IT投

資の評価 は、IT投 資が財務的 ・非財務的にみて妥当性があ るかいなかを評価す ることで

ある。 これに対 して、IT投 資の管理 とは、ITの 費用効率 を改善 し、エ ン ドユーザーの期

待 を満足 させ る統合的 ・標 準的サー ビスで企業の収益性の向上 に貢献す ることで、事業

の要請を満足 させるよ うにIT投 資をマネジメン トす るこ とである。IT投 資の評価 とIT

投資の管理 は車の両輪の ような ものである。IT投 資の効果 を高めるには、す ぐれたITの

管理システムをもつ必要 がある。CobiTで はその評価 システ ムを成熟度モデル と呼んで

い る。成熟モデルは、5段 階に区分 される。

IT投 資の評価 も され ない し予算制度もない とき、その成熟度は0(ITガ バナ ンスが不

在)で ある。IT投 資の評価責任 と予算編成が特殊調査 としてな され るよ うになると、そ

の成熟度 は1(初 期的/ア ドホ ック)で ある。IT投 資の評価 と予算管理の必要性があい

まいに しか理解 されていない とき、その成熟度は2(反 復的だが直感的)で ある。

IT投 資 と予算管理 の方針 と手続 きが定義づけられ、文書化 され て伝達 され、重要な ビ

ジネス と技術上の問題 を含み、IT予 算が戦略的ITや 事業計画 と連動 していれば、3(定

義づけ らあれ たプ ロセス)の 状態にあるとされ る。 日本 の多 くの上場企業はおそ らくは

この段階にあろ う。

IT投 資 の評価 と予算管理の責任 と会計責任が特定の個人 に割 り当て られ てお り、予算

差異分析までなされているとき、4(管 理 ・測定が可能な)状 態である。 この段階になる

と、便益 と利 益率が財 務 ・非財務の尺度 で計算 され ることにな る。産業界でのベス トプ

ラクティス とな り、 コス トのベ ンチマーキングがなされ、IT投 資の効果を高 めるための

方法論が明確 に定義づけ られ てい るのであれば、5(最 適)な 状態 にある。 日本企業でも

エクセ レン ト・カンパ ニーは4の 段階にあるが、最高値 である5の 段階にある企業を見

つけるのは困難ではないか と思われ る。
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それでは次に、成熟度 をあげるに経営幹部は何 をすべきか。高度な統制 目的のために、

CobiTは 、①予算の予測 と配分、②投資基準の決定(ROI、 回収期間、正味現在価値)、

③企業価値の測定 と評価(予 測 との対比)が 必要だ としている。また、成熟度が どこま

であるかを測定す るには、①提供 されるITサ ー ビスの単位原価の低減率、②総予算 と対

比 した予算差異の比率、③企業価値 のなかでIT支 出額の比率はいくらか(例:接 続性 を

高めた ことによる売上/サ ー ビスの増加)に よって測定す るのがよい としている。

以上、CobiTのITガ バナンスに係わる基準は、個別的 ・具体的である。本章では、cobiT

の紹介 を主 目的 としたものの、すべての 日本企業にそのままの形で適用す るのには無理

がある。個 々の企業では、 これ をもとに 自社 に最 も有効な形 で応用 され ることを期待 し

たい。
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第3章IT投 資 マネ ジメン トに関す る先行研究

IT投 資マネジメン トのフレームワークを検討す るにあた り、本章では、IT投 資 を評価す

る方法やIT投 資マネジメン トのフレームワー クに関す る先行研究を中心に総括 を行 った3。

3.1 ,IT投資を評価す る方法

本報告書ではIT投 資 を評価す る方法の先行研 究を概観す るにあた り、図3-1の とお り整

理 した。以下、図3-1の 分類にそって詳述す る。 なお、別の分類方法 と しては投資に より

得 られ る便益を貨幣価値で計量化す る費用便益法4と 、全ての便益の計量化は困難 とする総

合評価 のアプ ローチに分けた櫻井[1]の 分類がある。

3.1評 価手 法

1
「

ll

1

3.1.1

開 発プロジェクトに注 目す るもの

3.1.'2

企 業視 点で評 価す るもの

ll1 ll

3.1.1-(1)

定 量 的手 法

3.1,1-(2}

定性 的 手法

3.1.1-(3)

定 量 ・定性 併 用

3.1.2-(1)

財 務計 算

3.1.2-(2)

総合 的評 価 手 法

1
ll

3、1.1-(1}(a)

財 務 的

3.1.1-(1)(b)

非 財 務 的

ll

`

CBA★1

ROr2

DCF音3

ROV禽4

など

KPI★5

な ど
合意形成

パーカー・ベンソン

(事 業 部

レベル)
BSC金6

など

EVA會7

回帰 分析

ROM★8

ROCE音9

など

eビジネス評価

JUAS★10

モデ ル

(全社レベル)

BSC

(注)★1.CostBenefitAnalysis;費 用 便 益 分 析 ★2.ReturnonInvestment;投 資 利 益 率 ★3.DiscountCashFlow

★4
.RealOptionValuation★5.KeyPerformanceIndicator;重 要 業 績 指 標 ★6.BalancedScorecard;バ ラ

ン ス ト ・ス コ ア カ ー ド ★7.EconomicValueAdded★8、ReturnonManagement;マ ネ ジ メ ン ト利 益 率

★9.ReturnonCapitalEmployment;使 用 総 資 本 利 益 率 ★10.JapanUsersAssociationofInformation

System;(社)日 本 情 報 シ ス テ ム ・ユ ー ザ ー 協 会

図3-11T投 資評価 方法の先行研究分類

3本 章で紹介する各手法に関する解釈は本章執筆担当者を中心 としたWGで の討議によるもので、必ずし

も各者の意見を代表するものではない。
4本 稿では櫻井[1]の用例を参考に投資により得られるものが金額換算できる範囲の場合に費用便益、金額

換算できないものも含む場合に費用効果 と使い分ける。
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3.1.1開 発 プロジェク トに注 目するもの

主に個別 の情報 システム開発プロジェク トな どの ようにIT投 資範囲が明瞭に区分できる

場合、IT投 資評価 のス コープをその投資範 囲に絞 って議論す る方法が多 く存在す る。

(1)定 量的手法

投資評価結果 を数量的に求める手法を整理す る。

(a)財務的定量評価

本分類 の概要 を表3-1に 示す。本分類 に属す る各評価手法はIT投 資効果が財務的に把

握できる場合 に適用 され る。 ここでい う財務的 とは、投資対象の金額価値 、または指標

値を算出す るアプ ローチ方法を意味す る。

これ ら手法の主な特徴は評価結果が金額な ど数値 で出され るため、IT関 係 の専門知識

が乏 しくても容易に理解できるこ と、評価対象間の比較が可能であるなどの長所 がある。

その反面、IT投 資効果が明瞭に財務的に把握 できるとい う適用場面は実務 的には多 くな

いため、実務への適用が難 しかった り、適用 して算 出 した結果の納得性が乏 しくなった

りす る傾 向がある。

代表的な手法をさらに分解す る と(i)割 引計算 をしないもの、(i)割 引計算をする

もの、(皿)金 融工学の研究成果を活用 した方法、 となる。

表3-1定 量的手法 財務的定量評価の概要

ポイ ン ト 内容

主な適用場面 IT投 資効果が財務的に把握できる場合に有効

主な特徴

・評価結果が明瞭である

・実際の適用 に難点がある

代表的な手法

(i)CBA、ROI、TVO★1、Q工A★2

(i)DCF法 、NPV★3法 、IRR★4法 、 回 収 期 間 法 、BET★5法

(111)ROV法 、 モ ン テ カ ル ロDCF法

(注)★1.TotalValueOpPortunity★2.QuickInventoryAnalysis★3NetPresentValue;正 味 現 在 価 値

★4.InternalRateofReturn;内 部 利 益 率 ★5.BreakevenTime;損 益 分 岐 時 間 法

(i)割 引計 算 を しない もの

◆CBA(CostBenefitAnalysis;費 用 便 益分 析)

投 資 に要 す る費 用 を見積 も り、 そ れ と投 資 に よって得 られ る金額 換 算 可 能 な便 益 を

対 比 させ 投 資 の可否 を判断す る。多 くの場合 、費 用の把 握 には ガー トナ ー の 「TCO(Total

CostofOwnership;所 有 にかか わ る総 コス ト)モデル 」 の考 え方 に よ り初 期費 用 だ けで

な く運用 費 用 も含 める。
＼
さ らに、総 合 的 な視 点 に立 ち戦 略 的効 果 や 間接 的 経 済効果 、 リス クフ ァ ク ターへ の
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考慮 も含 めた評価 フレームワークが櫻井[1]で 提案されている。

◆ROI(ReturnonInvestment;投 資利益率)

ROIは 費用対効果を現す指標である。設備 投資や金融資産投資などIT投 資以外の分

野で も頻繁 に用い られ る。ROIは 前述 した理由により実務への適用が難 しい とされて

いるが、横澤[2]は厳密なROI計 算でなくても単純化 したROIを 計算す ることは有意

義 なことで ある としている。

◆TVO(TotalValueOpportunity)

ガ ー トナc-(Gartner.)社 が 開発 した手 法(日 経情報 ス トラテ ジー[3])。IT投 資 実施

前 に、投 資効 率 をROIや 事業価 値 とい った財務 指標 で評価 す る。 「ビジネ ス ・パ フォ ー

マ ンス ・フ レー ム ワー ク」 と呼 ばれ る独 自の方法論 に特 徴 が あ り、ITと ビジネ スの 両

方 を関連 づ けて評価 でき る よ うに考 え られ た50超 の指標 群 、た とえば 「営 業 の効 率化 」

を示 す もの と して 「営 業の 引 き合 い数 」 「成約 件数 ・金額 」 とい った指 標 が あ る。 現状

値 と改 善期 待値 を調 査 し、Web画 面 に入力 す るこ とでROIな どを算 出で き る。新 規構

築案 件 の費 用対 効 果 を示 す こ とに有 効 で 、構 築すべ き システ ム投 資案 件 をあ る程 度 明

確 に して い る企 業 が対象 となっ てい る。 ア メ リカのマ イ ク ロ ソフ ト(Microsoft)な ど

10社 弱 の海 外ITベ ンダーが従 来使 って きた測 定手法 の ノ ウハ ウを導入 した。

◆QIA(QuickInventoryAnalysis)、

ア ビーム コンサルティング㈱ が開発 した手法(日 経情報ス トラテ ジー[3D。 特に 「在

庫」にだけ注 目す る点に特徴があ る。つま り、製造業 における在庫削減 を 目的に した

システ ム投 資だけに焦点をあて、 どの程度効果が出るのかを事前 に予測す る。

システ ム導入後 の状況 を事前 に予測す る。 システム導入後の状況 をコンピュータ上

で模擬 実験す る。利用企業は過去数年分の出荷実績 と前年の実在庫のデー タを提 出す

る。 この うち出荷実績 を需要予測 ツールに入力 し、模擬実験か ら前年 の 「安全在庫」

を算出す る。 この安全在庫まで在庫 を減 らせ るとみて、実在庫 との差 をシステム導入

の効果 とする。

ぽ)割 引計 算 をす る もの

IT投 資 評価 に時 間価値 を加 味す るもの と して はDCF(DiscountCashFlow)法 、NPV

(NetPresentValue;正 味現 在価値)法 とIRR(InternalRateofReturn;内 部利 益 率)法 が あ

る(松 島[4D。

ま た 、時 間価 値 で は な く得 られ た利 益 に よっ て どの く らい の期 間 で投 資 が 回収 され る

か を評価 尺 度 とす る回収期 間法 と、その 変形 で あ るBET(Breakeventime;損 益 分 岐 時間)

法 も あ る(松 島[4D。.
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(血)金 融工学の研究成果 を活用 した方法

最近の金融工学の研究成果 を活用 した方法 として リアルオプション法、モ ンテカル ロ

DCF法 による方法がある。 リアルオプシ ョン手法 は株価の推移など不確実性のある数字

を論 じるとき有効な手法であるとされているため、不確実性要素が高い とされている情

報システムの投資評価への適用が期待 され る。

◆ROV(RealOptionValuation)

プ ライ ス ウォー ターハ ウス ・クーパ ー ス は将 来 の柔軟 性 を重視 した アプ ロー チ を採

用 しオ プ シ ョンの ポー トフォ リオ を使 ってITを 管 理 す るROV(大 和 田 ・大槻[5])を

提 唱 してい る。ま た 、小松[6]は 架 空 のIT投 資 案 件 に リアル オ プシ ョン法 を含 む 各種 評

価方 法 を適 用比較 し、 リアル オプ シ ョン法 を具 体的 に適 用 す る方 法 につ いて検 討 した。

さ らに、加 藤[7]は 特 に投資 評価 が 困難 と考 え られ て い るITセ キ ュ リテ ィ投 資 へ の適

用 を試 み た ほ か、BSC(BalancedScorecard;バ ランス ト ・ス コアカ ー ド)と 組 み合 わ

せ て適用 す る方 法 を検 討 した(加 藤[8])。

◆AIE(AppliedInformationEconomics)

バ バ ー ド・ロス社 が提 唱 してい る情報 経 済学 を応 用 した手 法。顧 客 の満足 度 や 戦略 的

提携 な ど、従 来 は無 形要 素 で あ った もの を測 定 単位 と し、保 険 数理 学 や ポ ー トフォ リ

オ理 論 、統 計学 な どの ツール を使 って 情報 の価 値 を計算 す る(CIOMagazine[9])。

◆ITポ ー トフォ リオ ・マネ ジ メン ト

METAグ ルー プ が提唱 してい る もの で、株 式 市場 をモデル とした方 法論 。 投 資見 通

しに基 づ い て リス ク、利 回 り、利 益 を算 出す る こ とに よ りIT資 産 を管 理 す る(CIO

Magazine[9])。

(b)非財務的定量評価

本分類 の概要 を表3-2に 示す。本分類 に属す る各評価手法はIT投 資効果を表す独 自指

標 を定め、ス コア リングす る。算 出には財務的数値 を用いる場合 もあるが、評価者の投

資効果予測な どを点数化 して用いることが多い。適用場面は広 く、財務的定量評価手法

の適用が難 しい場合 などに適用 され る。

これ ら手法 の主な特徴は比較的簡便 に評価 を実施でき ること、評価結果が数値であ る

ため評価対象間の比較が可能であるな どの長所がある。反面、指標値 の意味す るところ

理解す る労力が必要で あること、指標値 が正確 にIT投 資効果を表 しているか、投資対象

間の比較 を行 った場合、指標値の差が取捨選択 にどの程度利用 してよいか判断が難 しい

とい う短所が ある。
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表3-2定 量的手法 非財務的定量評価の概要

ポ イ ン ト 内容

主な適用場面 財務的定量評価手法の適用が難しい場合

主な特徴
・比較的簡便に評価を実施 できる

・評価結果の信頼性

代表的な手法 KPI、VNSNY★1手 法 、e-BAT、IT@Bench

(注)★1.VisitingNurseServiceofNewYork;ニ ュ ー ヨー ク 訪 問 看 護 サ ー ビ ス

◆KPI(KeyPerformanceIndicator;重 要 業績 指標)

ノー クス(Nokes)[10]はKPI(KeyPerformanceIndicator;重 要 業績 指標)/KGI

(KeyGoalIndica七 〇r;重要 目標 達成 指標)をIT投 資評 価 に適 用す る方 法 を示 してい る。

つ ま り、KGIで 情 報 システ ム開発 計画 時 に予 め満 足 され るべ き要件 を定 め、KPIを 情

報 シス テ ム開発 効 果 のベ ンチ マ ー ク指 標 と して使 用す る こ とで効果 評 価 に客観 性 を与

え る こ とが で きる とい うもので あ る。

また 、上記KPIに 準 じてSLA(ServiceLevelAgreement)を 利 用す る考 え方 もあ る。

SLAを システ ム部 門が社 内 に提供 す る役務 が費 用対効 果 に見 あ うか い なか とい う観 点

か ら、通 常対外 的 に取 り決 め るSLAを 社 内で も使 用 す る とい うもので あ る(日 経 コ ン

ピュー タ[11])。

◆VNSNY(VisitingNurseServiceofNewYork;ニ ュー ヨー ク訪 問看護 サ ー ビス)手

法

ニ ュー ヨー ク にあ る全米 最 大 のNPO(Non・ProfitOrganization;民 間 非営利 法 人)

で あるVNSNYが 開発 した 「価 値評 価 プ ロセ ス」は 「価値 点 数」 と 「リス ク点数 」 に

属 す る各評 価項 目を0～5点 で評価 し定 量化 す る もの で あ る。最 終 的 に 「価値 点数 」 と

「リス ク点数」 はX-Y平 面上 に表 示 し意 思決 定が行 われ る(CIOMagazine[12])。

◆e-BAT

e-BATはIT化 計 画策 定 の初 期段 階 に、投 資重点 テー マ が抽 出 でき る よ う開発 され た

ツール で 、経 営的観 点(ス ピー ド、品質 、 コス ト)を重視 した事 業評 価 の ノ ウハ ウが 、メ

ニ ュー と分析 フ ァク ター として提 供 され て い る。 イ ギ リスのUKCeB(UKCouncilfor

electronicBusiness;e－ ビジネ ス協議 会)が 開発 した もの で製造 業 のe－ ビジネ ス化推 進

を 目的 と して、e－ビジネ ス対応 度 を診 断す るアセ スメ ン トツール と、e－ビジネ スへのIT

戦略 立案 をガイ ドす る方 法 論 ・ツール と して 開発 され た。 また 、e-BATの メ ニ ュー に

は成 熟 度 モデ ル の考 え方 が採 用 され てお り、数 値 で測定 で きな い面 も具体 的 に 自己評

価 で き る よ うに工 夫 され て い るので 、経 営幹 部 の方 の 「意 見 」や 「合 意 事 項 」 か ら経
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営改善に必要な要素 を特定す ることができる特徴 がある。

◆IT@Bench

慶応大学の永 田守男教授を中心に設立 され たITベ ンチマー ク研究 コンソーシアム と

アイ ・テ ィー ・アール社が共同で開発 したもので、金額に よる絶対評価 ではな く、ス

コアによる他社 との相対評価 によ り評価す る会社のITの 位置(強 み ・弱み)を 知るこ

とができる(CIOMagazine[13])。 その評価をもとに改善 ・強化すべき点を知る ととも

に、継続的に評価す ることで改善の達成度 を確認す るこ ともできる。国内の 日本たば

こ産業など食品 ・医薬製造業大手企業5社 で実証 され てい る。ベ ンチマークの内容 は

合計23の 評価項 目で、各社の評価結果 が各項 目を座標軸 として組み合 わせた平面 グラ

フ上にマ ッピングされ る。

(2)定 性的手法

本分類の概 要を表3-3に 示す。本分類 に属す る各評価手法は労働意欲改善や企業イメ

ージ向上 といった数値 的に把握 しに くいIT投 資効果(定 性的効果)を 、観察や ヒア リン

グなどの手段で捉える。

前出の非財務的定量評価手法 と同様、財務的にIT投 資効果 を把握 しにくい場合な どに

適用 され るが、本分類の手法では計算は行 わない点が異なる。

これ ら手法の主な特徴は比較的簡便 に評価 を実施で き、実態 に則 した納得性 の高い結

果を得やすいな どの長所が ある。反面、評価対象業務 の実態 を理解 していない と、評価

の信頼性が低下す る、評価結果を投資対象 間の比較に利用 しにくいとい う短所がある。

表3-3定 性的手法の概要

ポイ ン ト 内容

主な適用場面 数値 的に把握 しに くいIT投 資効果

主な特徴

・比較的簡便で、実態 に則 した納得 性の高い結果を得やすい

・評価 対象業務 の実態の理解が必要、投資対象間の比較 に利用 しに く

い

代表的な手法 合意形成

◆合意形成

松 島[4]は情報システム利害関係者 間の合意形成お よび良好な関係 の維持 が投資 の意

思決定か ら投資後の利益回収 に渡って重要 であることを指摘 した。っま り、情報 シス

テム投資は情報 システム部門に投 じられるが、効果 を企業にもた らすのは利用部門(現

業部門)で ある。情報化投資評価が難 しいのは定量化 の困難 さではな く、企業組織 内
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の意思決定者、情報 システ ム部門、利用部門(現 業部門)の 三者間での集 団的意思決

定で合意 が形成 され にくいことに主原 因があ り、それ らの合意形成 を支援す るための

情報化投資のマネ ジメン トサイ クルを構築す ることが大切であると主張 した。

栗山[14]は さらにこの合意形成概念 をもとに、情報化投資効果 の因果関係 の複雑 さを

自明領域 、証明可能領域 、合意形成領域 、証明困難領域 に分類 した。そ して、特に合

意形成領域 における有効性評価手法を考案 した。その手法 を有効性評価モデル と呼び、

3つ のプ ロセスか ら成 る。プ ロセス1は 評価す る情報 システムに関す る判断基準項 目と

各項 目の重みづけを決め、プ ロセス2は 意思決定メンバーが採否の意思表示 を行い、

プロセス3で 結論 を導 く。有効性評価モデルの中核部分であるプ ロセス1の 大部分 と

プロセス2は 特 に合意形成モデル と呼ばれ、BSCとAHP法(AnalyticHierarchy

Process;階 層分析法)に よ り構成 されている。

(3)定 量 ・定性併用手法

本分類の概要 を表3-4に 示す。本分類 に属す る各評価手法は前 出の定量的手法 と定性

的手法を併用す るものである。実際の場面では定量的部分は複雑 な計算 を避 け、IT投 資

効果 の数 量的把握 を評価に使用す るに とどめることが多い。 両手法の特徴 を考慮 しつつ

併用することで、精度の高い評価 を行 う場合に適用 される。

これ ら手法の主な特徴は両手法の短所を補いあえる長所 がある。反面 、両評価手法の

習得が必要で、評価作業の負 荷が多 くな りやすい とい う短所がある。

表3-4定 量 ・定性併用手法 の概要

ポイン ト 内容

主な適用場面 定量、定性の両面か ら高い精度で評価 を行 う場合

主な特徴
・両手法 の短所 を補いあえる

・評価作業の負荷が多 くな りやすい

代表的な手法
パ ー カー ・ベ ン ソン、BSC、 因果 関係 モ デル 、花 岡モ デル 、LS*1研 モ

デ ル

(注)★1.LeadingSystem

◆パ ー カ ー=ベ ン ソ ン(Parker&Benson)

パ ー カ ー=ベ ン ソ ン[15]は 費 用 便益 分析 を さ らに発展 させ 、IT投 資 に よ り得 られ

る価 値 と して価 値 連結 効 果 、価 値 加速 効 果 、価値 再編 効 果 、 イ ノベ ー シ ョン効果 を あ

げ 、 よ り多角 的 ・総合 的 に投 資評 価 を行 う方 法 を示 した5。

5パ ー カニ=ベ ン ソソ[15]で は 、上記 以外 にチ ャー ジバ ック ・システムに よる情報経 済学モデルが示 され

るな どの成 果が含まれて いる。
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◆BSC

JISA((社)情 報サー ビス産業協会)[16]はBSCに よる情報化投資評価の方法を示 し

てい る。情報 システム投資評価 を盛 り込 んだBSCの 戦略 ロー ドマ ップ として4つ の視

点(業 績 の視点、顧 客の視 点、 ビジネ ス ・プロセ スの視点、革新 と学習の視点)に 戦

略的業績評価指標 をマ ッピング し、特 に情報 システ ムの影響 が強 く現れ る指標 を明示

した。 さらに、JISA[16]の 戦略 ロー ドマ ップは業績指標 を 「主な効果(事 後的指標)」

と 「業績 ドライバ(事 前的指標)」 とい うよ うに、投資効果 の発現への関与の仕方か ら

分類 している点が特徴である。

◆因果関係 モデル

情報価値連鎖モデルはIT投 資 と効果の因果関係 を詳細 に分析 し、波及過程 を定義 し

たもの。望月[17]は 情報やIT'を 活用す ることで価値 を導 き出す ドライバ(主 要な原動

力)が 、 どの業務 を経由 して最終的に収益 に結びつ くのかを示 した。

◆花 岡モデ ル

ジ ョン ソン&ヒ ギ ンズ(Johnson&Higgins)社 、 日本 電 気㈱(長 野 日本 電気)、 プ ラ

イ,ス=ウ ォー ターハ ウス(PriceWaterhouse)社 の3社 の事例 か らIT投 資 の定性 ・定

量要 因 と定性 ・定 量効 果 の因 果 関係 を示 してい る(花 岡[18])。

◆LS研 モデル

富士通㈱のユーザーによ り構成 されている研究会 である リーデ ィングシステム研究

会(LS研)の 研究成果である。 この研究会 では1980年 にDP(DataProcessor;デ ー

タプロセ ッサー)投 資効果 をテーマに した研究分科会 をは じめと して、現在まで断続

的ではあるがIT投 資効果 をテーマに選んでいる。

また、IT投 資の 目的 も変化 し業務効率化以外 を目的 とす るIT投 資 も多い。したがっ

、て、 目的 ごとに最適な評価方法 を適用す ることが考 え られる。 たとえば、投資す るIT

のタイプ と構築規模 に着 目し、評価手法を切 り替える ことや 、特に直接の効果に結び

つ きにくいITイ ンフラへの投資は特別な評価方法 を適用す ることも提案 されている

(富士通㈱[19D。

◆EVS(EconomicValueSourced)

METAグ ルー プ が提 唱 してい るもの で、売 上 高 の増加 、生産1生の 向上 、サイ クル タ

イ ムの短縮 、リス クの減 少 とい う4つ の観 点か らITの 価 値 を評 価 す る(CIOMagazine

[9])。

`
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◆REJ(RapidEconomicJusti丘cation)

マイ ク ロ ソフ ト社 が開発 した手 法。IT投 資実施 前 に 、業 務 の価値 をす べ て金額 換 算

し、ROIや 回 収期 間 とい った財 務指 標 で評価 す る(日 経 情 報 ス トラテ ジー[3D。 業 務 分

析 には 「CSF(CriticalSuccessFactor;主 要成 功要 因)分 析 」、費用 に把握 には ガー ト

ナー の 「TCOモ デル 」、財務 計 算 にはDCF法 を使 うな ど、比較 的オ ー ソ ドックス な手

法 を組 み合 わせ て い る。 手順 の概略 は 、 まず 経 営 目標 か ら主 要成 功要 因 を導 き 出す。

それ を実現 す るた め の課題 と対 応す る指標 を洗 い 出 し、 シス テ ムの導 入 に よ って指 標

が変 化 す る とどれ だ け価値(効 果)が 出 るか を金額 換 算 す る。 予 測 どお りの効 果 が 出

な い リス クを考慮 し、そ の分 を割 り引 くの も特 徴 で あ る。
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3.1.2企 業視 点で評価するもの

主に評価対象 となるIT投 資だけでな く、事業部 レベル か ら全社 レベルの視点で投資効果

を議論す る。対象 となるIT投 資が比較的大規模で広い範囲に影響がある場合や、相互に連

携す る複数のIT投 資を集合的に評価す る場合に適用 され る。

(1)財 務計算的手法

本分類の概要 を表3-5に 示す。本分類に属する各評価手法はIT投 資効果 の影響が最終

的に現れ る全社 レベル の財務指標 の変化で投資効果 を捉 えようとす るものである。

広範 な影響 を与えるIT投 資の評価 、1次的な効果の把握が難 しいIT投 資の評価 で全社

レベルの財務指標に影響 を与える と思われる場面で適用 される。

これ ら手法の主な特徴はIT投 資 と効果の複雑 な因果 関係を議論することなく、IT投 資

効果 を評価 できること、評価 に使用す る根拠が比較的容易 に収集できる長所 がある。反

面、評価結果に対する納得性 が低 くなる傾 向があるこ と、部分的に投資効果 の高い部分

が存在 してもIT投 資全体の評価 か ら細部の評価への展開が難 しい とい う短所がある。

表3-5財 務計算 的手法

ポイ ン ト 内容

主な適用場面
1次 的な効果 の把握が難 しいIT投 資の評価で全社 レベルの財務指標

に影響 を与えると思われ る場面

主な特徴

・評価 に使用す る根拠が比較的容易に収集 できる

・IT投 資全体の評価 か ら細部の評価への展開が難 しい

代表的な手法 EVA、 回帰 分析 モ デル 、ROM、ROCE、IPI★1

(注)★1.lnformationProductiVityIndex;情 報 生 産 性 指 標

◆EVA(EconomicValueAdded)

ス タ ン ・スチ ュアー ト社(SternStewart&Co.)が 提 唱 したEVA(EconomicValue

Added)は 税 引 き後 営 業利 益 一資 本 コス トで 計算 され るが 、 シス テ ム部 門 を価 値創 造 部

門 と考 えシステ ム部 門 に も適 用 で きる として い る(CIOMagazine[9])。 具体 的に は シ

ステ ム部 門の"売 上 高"を シ ステ ム部 門が行 う社 内向 け サー ビス を、受 益部 門者 が社

外 業者 委 託 した場合 の金 額 で計 算 す る。EVAをIT投 資評 価 に適 用 す るこ とでシス テ ム

部 門の"売 上高"と コス トを把 握 管 理す るこ とで、ITが 企 業経 営 に どれ だ け影 響 を及

ぼす か測 れ る と してい る。

上記 、EVAは キャ ッシ ュ フ ローの 現在価 値 を割 り出 すWACC(WeightedAverage

CostofCapita1;加 重 平均 資本 コス ト)の 考 え方 を根 底 に して い る と も考 え られ る(大

和 由 ・大槻[5D。'
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◆回帰分析モデル

企業 の経営指標を回帰分析す ることで、IT投 資と効果の関係 を説明す るもの。和 田

[20]は売上高を従業者数、IT投 資額、非IT投 資額、資本金、IT研 修費お よび組織階

層数の4つ を説 明変数 とした生産関数で説明す る重回帰モデルを提案 してい る。 この

重回帰モデル を分析す ると、IT投 資は従業者数が小 さいと売上高に対 してマイナスの

効果 を持つが、従業者数が大 き くなるにつれ効果がプラスに転 じ逓増 してい くことが

わかった としている。

鵜飼 ら[21]は 国内の銀行の情報化投資 と企業価値の関係 について、以下の報告を して

い る。

(i)銀 行の1円 の情報システム資産が約12～18円 の市場価値 を創 出す る。

(i)従 業員一人当た りの情報システム資産が1円 増加すれば、従業員一人 当た りの

企業価値が約11円 増加する。

(ii)従 業員一人当た りの ソフ トウェア資産が1円 増加すれば、金融市場での従業員

一人当た りの企業価値が約32円 増加す る。

(iv)ソ フ トウェア資産の企業価値への正の効果は有意であるにもかかわ らず、ハー

ドウェア資産の正の相 関は有意ではなかった。

◆ROM(ReturnonManagement;マ ネ ジメン ト利益率)

シュ トラスマ ン(Strassmann)[22]は 企業 の情報システム投資絶対額 と企業業績 の

相関関係 を調査 した ところ、両者に相 関関係 が無い ことを発 見 した。そのため、情報

システムの投資効果は確実ではない と結論 し、そのため情報システ ム投資の指標 とし

て間接業務の効率化の度合 いを示すROMを 提案 した。

◆ROCE(ReturnonCapitalEmployed;使 用 総 資本 利 益 率)

ロイ(Rau)他[23]は 企 業価 値 にお よぼすITの 貢献 は 、企 業 の諸 活動 の 各領 域 で貢

献 す るの で 、ITの 効 果 を測 定す るため にはROIよ り企 業全 体 の活 動 が財 務 諸表 に与 え

る効 果 を計 れ るROCEが 好 ま しい としてい る。(図3-2)

営業利益 ×(1一 税率)
ROCE=(平 均有利子負債+平 均株主資本)

図3-2使 用総資本 利益率 につ いて(ロ イ他[23】よ り改編)
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[

◆IPI(InformationProductivityIndex;情 報 生 産性 指 標)

前 出 の シ ュ トラスマ ン は売上 高 あ るい は各 種 利 益 率 の収 益性 や 生 産性 で はな く、情

報 シス テ ム を駆使 して企 業全 体 が新 た に創 出 した 付加 価 値 に着 目 し、情 報 シス テ ム化

効 果 の評価 指 標 で あるIPIを 提 案 して い る(遠 山他[24])(図3-3)。

税引後事業利 益一(株 主持分 ×資本コス ト(%))情報生産性指標
=

販売費および一般管理費(+研 究開発費)

図3-3情 報生産性指標 計算式([24]よ り)

(2)総 合的評価手法

本分類の概要を表3・6に 示す。本分類 に属す る各評価手法は、1次 的な投資効果が把

握 しに くい場合や、規模や性格の異なる複数 の投資 プロジェク トを包括的に評価す る場

合に適用 され る。

そのため、企業価値 を何 らかの方法で測定 し投資前後 で比較する手法や、多様 な評価

手法を体系化 したコンポーネ ン トが本分類の代表的手法 となる。

これ ら手法の主な特徴 は、企業価値を評価 する手法の場合、IT投 資 と効果の複雑な因

果関係 を議論 することな くIT投 資効果を評価で きること、評価 に使用する根拠 が比較的

容易に収集できる長所がある。反面、評価結果 にIT投 資以外の貢献 も含 まれ て しま うた

め、IT投 資のみに焦点を絞 った議論 に利用 しにくい とい う短所 がある。

一方、評価手法のコンポーネン トの場合、手法の運用 に多 くの前提知識 が必要 となる

ことが短所 と考 えられる。

表3-6総 合 的評価手法

ポイ ン ト 内容

主な適用場面

・1次 的な効果の把握が難 しいIT投 資の評価に適用 され る

・投資プ ロジェク トが複数 あ り
、規模 や性格がまちまちな場合

主な特徴

・IT投 資 と効果の複雑 な因果 関係 を議論せず
、評価 できる

・広範な評価 ニーズに対応で きる

・手法の運用 に多 くの前提知識 が必要

代表的な手法 eビ ジネ ス評 価 、JUASモ デル

◆eビ ジネ ス評 価

ア メ リカ の テ キサ ス大 学オ ー スチ ン校 のCREC(CenterforResearchinElectronic

Commerce;EC研 究 セ ンター)は 、eビ ジネ スで利 益 を生 むた めの8つ の キー ドライバ

ー と して 「システ ム イ ンテ グ レー シ ョン」
、 「顧 客 指 向IT」 、 「サ プ ライ や 指 向IT」 、 「社
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内指 向IT」 、 「顧 客 関連 プ ロセ ス」、 「サプ ライ や 関連 プ ロセ ス」、 「顧 客 向 けeビ ジネ ス

対 応 」、 「サ プ ライ や 向けeビ ジネ ス対応 」 を あげ、 これ ら8つ の キー ドライバ ー に投

資 してい る企 業 は 、業 務 上 の優越 性 が 向上 し、財務 パ フォ ーマ ンス も 向上す る と した

(バル ア(Barua)=コ ナナ(Konana)=ウ ィ ンス トン(Whinston)[25][26][27])。

この仮説 につ いて ア メ リカ と ヨー ロッパ の4業 種4,500社 以上 の企 業 を調 査 し、8つ の

キー ドライ バ ーへ の 投資 が財 務 パ フォー マ ン スの うち従 業 員売 上 高 に効 果 が現 れ る こ

とを多 い とい う結 論 を得 て い る。

高尾 ら[28]は テキサス大学の結果 を踏 まえeビ ジネ スモデルの価値 を評価す るフ レ

ームワークを考案 した。 ここで考えられ た価値モデルは縦軸 にサプライヤ、企業、顧

客か らなる情報の連鎖を取っている。 この3者 間の情報連携が円滑であるほどビジネ

スは効率的になると考 えられる。 また、横軸は情報、物流 ・業務運用、決済の3種 類

のプ ロセス をとっているが、これが選ばれ ているのはいずれ の企業 でも存在 し日常的

に行われ てい るビジネスの根幹 をなすプ ロセスであるか らとしている。

上記 、価値モデルに沿って実際の企業価値 を評価す る場合は、非財務 的指標 、財務

的指標の3種 類のデー タを用 いる。さらに、eビ ジネスの効果が企業の財務指標 に影響

を現す前兆 となる可能性 がある指標 として資本回転率、一人当た り従業員売上高、売

上高販売管理費比率の3つ をあげている。 この各指標がある閾値(し きいち)を 超 え

る ことが前兆 と考 え られ る可能性が あるとしてい る。その閾値(し きい ち)をSign

Valueと 呼んでい る。

◆JUAS((社)日 本情報 システム ・ユーザー協会)モ デル

本手法 では対象 とな るIT投 資の性質 ごとに評価方法 を提供 してい る(JUAS[29]

[30])。 本手法は(1)IT投 資評価モデル、(2)ITコ ス トモデル、(3)IT健 全性 、(4)

IT満 足度な どか ら構成 されている。特にIT投 資評価モデル としてIT投 資効果 を図3-4

に示す8種 類の価値側面で捉 え、価値側面 ごとに有効 な評価方法を定義 してい る。
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開発元のJUASで は投資例を収集 し各項 目にベ ンチマー クとなる数値 を公表する予

定 としている。
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図3-4JUASモ デル概 念図([30】 よ り)

3.1.31T投 資評 価手 法の ま とめ

以 上、3.1の ま と.めと して こ こま でで紹 介 した各評 価指 標 の 特性 を表3-7に よ り整 理す る。

表3-71T投 資評価手法 の特 性整理

評価観点`蹴 舵翻 金額評価
手法名 実行容易性 プロジェクト間比較

開発プロジェクトに注 目するもの

定量的手法
財務的 CBA、ROI、DCF、RO∨ O・ × O
非財務的 KPl × O △
定性的手法 合意形成 × O △
定量 ・定性併用 パ ーカー ・ベ ンソン、BSC △ △ △
企業視点で評価するもの
財務計算 EVA、 回 帰 分 析 、ROM、ROCE △ O ×

総合的評価 eビジネス評価 O ○ △

評価結果が金額 あるいは金銭換 算が容易である手法は、開発プ ロジェク トに注 目して定

量的手法の うち財務的な方法を適用す る場合 が最 も適 当である。 次に、定量 ・定性併用は

金額 による評価 が部分的に可能であ る、企業視点で評価す る財務 計算、企業価値の両手法

は金銭換算が可能であるが困難 さが予想 され る。

実行容易性 は手法の適用に要す る事前準備 も含めた労力 と、適用す るための効果情報 の

収集の容易 さを考 えた。

プロジェク ト間の比較に利用できるがは、まず個別の開発 プロジェク ト単位 での評価 が

可能か否か、次に評価結果指標に尺度順位が存在するか否かで考えた。
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321T投 資 マネ ジ メ ン トフ レー ム ワー ク

本 報告 書 で はIT投 資 をマネ ジ メ ン トす る方 法の先行研 究 を概観 す る にあ た り、図3-5の

とお り整 理 した。以 下 、 図3-5の 分 類 に沿 って詳述す る。

3.2投 資マネジメント手法

「
11 ll

3.2.1

サ イ クリック ・マ ネ ジ メン ト

3.2.2

1T資 産 ポー トフォリオ

3,2.3

成 熟度 モデ ル

3.2.4

そ の 他

EIAC★1モ デル

GAO★2モ デ ル

ITぴ3京 都 モデ ル

Weillモ デ ル

e-JudgePlan

CobiT★4

CMM★5/CMMr6

SPA★7

戦略 指 向モデ ル

(ブーズ ・アレン・ハミル トンP

投 資 推進 マニュアル

(lTCBP★8、MiHCoSH★9)

(注)*1.Exploration、Involvement、Analysis、Co㎜unicationの 頭 文 字*2.GeneralAccountingOffice;

ア メ リ カ 会 計 検 査 院*3.ITCoordinator;ITコ ー デ ィ ネ ー タ*4.Contro10bjectivesfor

Informationandre!atedTechnology*5.CapabilityMaturityModel;能 力 成 熟 度 モ デ ル

*6.CapabilityMaturityModelInformation*7 .SoftwareProcessAssessment)*8.ITConstruction

BestPractice*9.MindWare-HumanWare-CommunicationWare-SoftWare・HardWare

図3-51T投 資マネ ジメン トフ レーム ワークの先行研究分類

3.2.1サ イク リック ・マ ネ ジメ ン ト

本 分 類 に 属す る投 資 マ ネ ジメ ン ト手法 はPDCA(Plan-Do-Check・Action)の よ うに投資 結

果 を次 の投 資 へ の知 見 に活 かす 点 に特徴 があ る。本 分類 に属 す る手 法 の代 表例 は下記 の と

お りで あ る。

◆EIACモ デ ル

デ バ ラ=コ ウ リ(Devaraj&Kohli)はIT投 資 をマ ネ ジ メ ン トす るス テ ップ を

Exploration、Involvement、Analysis、Communicationの4段 階 で構 成 した。各 ス テ
'
ップ で の成果 は次 の 投資活 動 へ の フ ィー ドバ ック と して活 用 され る(サ ーバ ナ ン=コ

ウ リ(Sarvanan&Kohli)[31])。.、

◆GAOモ デル

櫻 井[1]は 情報 シス テム部 門 の業績 評 価 にBSCを 適 用す るこ とを主 張 し、・IT投 資評

価 にBSCを 適 用 したGAO(GeneralAccountingOffice;ア メ リカ 会計 検 査院)の 事 例

な どを紹 介 して い る。GAO事 例 の特 徴 は財務 の視 点の代 わ りに戦 略 の視 点 が用 い られ
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てい る こ とと、業績 評価 を3段 階(プ ロジ ェ ク ト、プ ログ ラム、企 業)に 細 分 化 して

い る点で あ る。ま た 、投 資 フ ェー ズ はSelectPhase、ControlPhase、EvaluatePhase

の3種 類 か らな り、サ イ ク リックに この フェー ズ を回す こ とで5段 階 に定義 したIT投

資マ ネ ジメ ン ト成 熟度 を向上 させ て い く。

◆ITC(ITCoordinator)京 都モデル

中小企業に特化 した投資マネ ジメン トフ レー ムワークであ り、図3-6に 示すサイク

ル を通 して情報化成熟度をサイ クリックに向上 させ る点 に特徴がある(藤 原他[32])。

本モデルお よび類似 のITコ ーデ ィネー タ協会のプロセスガイ ドライ ンも経営戦略を考

慮する点で後述する戦略指向モデル とも関連性が高い。

経
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革
新
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定

/へ

/.㌧

事
業
計
画
作
成

、/＼

その他、諸資源の調達

実
施
結
果
の
モ
ニ
タ

リ
ン
グ
/
評
価

(㌫)嚥 磁1… 三 文饒癖 〉
、

図3-61TC京 都モデル概念図(藤 原他[32】よ り)

◆JISA((社)情 報 サー ビス産 業 協会)行 政 情報 化 モ デル

行 政 機 関 に 特 化 した 投 資 マ ネ ジ メ ン トフ レー ム ワー ク で あ り、GAOやDoD

(DepartmentofDefense;ア メ リカ 国防総省)の 投 資マ ネ ジ メ ン トを参 照 し、BSCに

よる投資評 価 を 中核 に して い る(JISA[33])。

一32一



3.2.21T資 産ポー トフォリオ

本分類に属す る投資マネジメン ト手法は保有 しているIT資 産の分布か ら投資状況の妥当

性 を検討する点に特徴がある。本分類に属す る手法の代表例は下記 のとお りである。

◆Weillモ デル

ウェイル(Weil1)ら[34][35]は 、IT資 産を分類す る目的を、投資状況をポー トフォ

リオ として管理す ることで投資の偏 りを防 ぐことにあるとしてい る。

企業 は4つ の根本的に異なるマネ ジメン トの目的(イ ンフラ関連、業務関連、情報

関連、戦略関連)を 達成す るためにITに 投資 しているとした。IT資 産を上記 のよ うに

ポー トフォ リオ管理す ることで、投資配分の状況を把握す ることができる。投資配分

は全IT費 に占める割合や、分類 ごとに経費や売上高に対する割合な どを用 いる。分析

企業は自社 の戦略に投資配分の整合性が取れているか検証することが可能になる。

◆e-JudgePlan

ERP研 究推進 フォーラムが開発 したIT投 資マネ ジメン ト手法。「新規顧客率」「情報

の活用度」「取 引先 との強調の レベル」など100余 りの指標 を、BSCの 各視点に基づい

て定義 し、 さまざまな企業の値 を蓄積 したベ ンチマーク用データベースを設 けること

で、先進企業 との乖離を提示 できるようにす る。整備すべきITの 領域 と、その結果得

られ る財務効果 をROA(ReturnonAsset、 使用総資本利益率)な どの指標で示す。現

時点では製造業が対象 となっている。
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3.2.3成 熟度モデル

IT投 資マネジメン トの成熟度を測定 し、マネ ジメン ト体制を強化す るために、い くつか

の成熟度モデルが提案 され ている。

◆CobiT(ControlObjectforInformationandrelatedTechnology)

ア メ リカ のシス テ ム監 査人 の 団体 で あ るISACA(TheInformationSystemsAudit

andControlAssociation&Foundation;情 報 システ ム コ ン トロール 協 会)が 制 定 した

CobiT3rdで は 、ITガ バ ナ ンス の領 域 と成 熟度 を測 定 し、ITプ ロセ スの 改善 を行 う目

的で 情報 基準 に基 づ きIT資 源 を内部 統 制す るた めに 定 めたITを 管理 す るた めの標 準

ITガ バ ナ ンスの領 域 を 「計 画 と組織(PO)」 「調達 と実施(AI)」 「デ リバ リー とサ ポー ト

(DS)」 「モニ タ リン グ(MO)」 の4つ 成 熟 度 モデ ル の考 え方 を用い て評 価 す る基 準 を提

供 してい る。

◆CMM(CapabilityMaturityModel;能 力 成 熟度 モデ ル)!CMMI(CapabilityMaturity

ModelInformation)

CMMはDoDが ア メ リカ の カー ネ ギー メ ロン大学 の協 力 を得 て創 った ソフ トウェア

産 業 にお け る成 熟度 モ デル で 、そ の企 業 の成 熟度 レベ ル を レベル1:初 期(Initial)、

レベル2:反 復 で き る(Repeatable)、 レベル3:定 義 され た(Defined)、 レベル4:

管 理 され た'(Managed)、 レベル5:最 適 化 す る(Optimized)の5段 階 で評 価す る。

情 報 システ ムの成 熟度 に特 化 した もの と してCMMIが あ る。

◆SPA(Softwa士eProcessAssessment)

SPAはISO標 準化 された成 熟 度 モデ ル で 、CMMが ソフ トウェ ア開発 組織 の能力 を

評 価 す るの に対 しソフ トウェア プ ロセ ス の 実施 能 力 を評価 す る特 徴 が あ る。 ベ ス トプ

ラ クテ ィス との乖離 を把 握 し、 ソフ トウェ アプ ロセ ス改善 を実施 の方 向性 を与 え る。

◆ACMM(ArchitectureCapabilityMaturityModel)モ デル

EA(EnterprizeArchitecture)の 考 え方 を利 用 して ア メ リカ の商務 省 に よ り作成 され

た成 熟 度 モデ ル で あ る。 組織 能 力(ア ー キテ クチ ャ ・ケイ パ ビ リテ ィ)の 成 熟 度 を評

価 す る。

◆生産性本部モデル

(財)社 会経済生産性本部では情報化投資 ・生産性評価基準のセル フ ・アセ スメン

ト・ガイ ドランを開発 した(社 会経済生産性本部[36])。 評価結果 は0点 か ら1,000点

までのスコアで示 され る。 さらに、点数 を10段 階のランクに分類 し、 自社 の情報化成

熟度 を判定できる。
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3.2.4そ の他のIT投 資マネ ジメン ト手法

前記2種 類以外の投資マネジメン ト手法 として大きく分けて2種 類の手法が存在す る。

投資推進 マニュアルは、保有 しているIT資 産の分布か ら投資状況の妥 当性 を検討する点

に特徴 がある。本分類 に属す る手法の代表例は下記の とお りである。

◆戦略指向モデル

本手法は全社 の経営戦略やマネジメン トの状況か ら必要 となるIT投 資 を導き出す と

い う考え方に特徴がある。代表的手法 としてブーズ・ア レン・ハ ミル トン社(BoozAllen

Hamilton)(森[37])の 手法がある。

ブーズ ・ア レン ・ハ ミル トツ 社 によるITガ バナンスカ と戦略改革度による企業のセ

グメン ト化 の手法 を紹介 してい る。この手法はITガ バナンスカ と戦略改革度を5点 法

によるアンケー トで計測 し、そのスコア(点 数)に よ り7種 類 のセ グメン トにマ ッピ

ングす るものである。 そ して各セ グメン「トに分類 され た企業 の特徴 を図中の とお り類

型化 して表現 した。 この分析 によ り自社のポジションを把握 し、今後 のIT投 資行動の

改善 を促す ことができるとしている。

◆投 資推進 マ ニ ュアル

本 手法 は 円滑 なITの 構 築 を実践 的 な見地 か ら支援 す る こ とを主 目的 に開発 され た と

い う点 に特 徴 が あ る。 代表 的 手法 と してイ ギ リスのITCBP(ITConstructionBest

Practice)(ITCBP[38]、ConstructlTForBusiness[39]、 山根 ・安藤[40]、 安 藤[41])

とMiHCoSH(MindWare-HumanWare-CommunicationWare-SoftWare-Hard

Ware;ミ ー コ ッシ ュ)手 法(小 林[42])が あ る。

ITCBPが 推進 して い る建 設 業 を主対 象 に したIT構 築 につ いて の フ レー ム ワー クで

あ る。ITCBPで は実践 的 な観 点 か ら特 に 中堅 ・中小企 業 のIT化 が 円滑 に進 め られ る

よ うに配 慮 してい る。 た とえ ばマ ニ ュアル(手 引書)、 実 践 事例(ケ ー ス ス タデ ィ)、

その他 ア ドバ イ スや イ ベ ン トな どを フ レー ム ワー ク利 用者 に提 供 してい る。 特 に 自己

診 断 ツール は充 実 してお り、IT自 己診 断 ツール 、IT戦 略 の策 定 、ITイ ノ'べー シ ョンの

効 果測 定 、IT投 資 プ ロジェ ク トの管理 な どが あ る。

同様 に実 践的 な見 地 か ら小林[42]はIT分 野 を専 門 とす るコ ンサ ル タ ン トと しての経

験 を もとに、MiHCoSH手 法 を提案 してい る。ITだ けで はな く企 業経 営全 体 を視 野 に

入 れ た具 体 的、 実践 的 な導入 手 法 を体 系化 してい る点 に特 徴 が あ る。 ま た 自己評 価 ツ

ー ル も提供 して お り、 ス タ ン ダー ド版 の ほかイ ンター ネ ッ ト販 売 の場合 な ど、企 業 の

具 体的 ニー ズ に合 わせ たバ ー ジ ョンを揃 えて い る。
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第4章 イ ンタ ン ジ ブル ズ に 関 す る新 た な研 究 方 向

第3章 では 、IT投 資評 価 の方法 やIT投 資マ ネ ジ メン トの フ レー ム ワー ク につ いて の先行

研 究 の レ ビュー を行 った が 、 これ らをみ る と投 資 と効 果 の 因果 関係 を説 明 した り、 あ るい

は全 社的 なIT投 資 の コン トロール を した りす るに あた ってBSC(BalancedScorecard6;

バ ランス ト ・ス コアカ ー ド)的 な考 え方 を用 いて い る もの が多 い こ とが わ か る。 これ らの

先 行研 究 の 内容 を包含 す る よ うなBSCの 新 しい考 え方 がイ ンタ ンジブル ズ(lntangibles;

無形 の資産)の 研 究 と して発 表 され た こ とか ら、本 章 でそ の 内容 を紹介 す る。

4.11T投 資におけるインタンジブルズの重要性

現在のIT投 資は非常に戦略的 な成果 を狙 って実施 され る傾 向にある。そのため、IT構 築

による成果の把握が困難 であるとい うだけではな く、その成果そのものが さま ざまな要因

か ら生 じる複合的な成果であることにも注意を要す る。このなかで注 目されているのが、IT

投資の効果 と深 い関係 があるとされ るインタンジブルズの存在である。

た とえば、ブ リニ ョル フソン(Brynjolfsson)[1]は 、ITの ベネフィッ トはIT投 資が特定

の補完的な事業投資 と組み合わ されて行われた ときに最大限に実現 され ると主張 している。

IT資 産への投資を単独 で行 うのではなく、技術的な補完財、人的資本、 ビジネスプロセス

改革、企業文化な どの組織資産への投資 と組み合わ され ることで、その効果 が最大化 され

るとい うものである。同様 に、アメ リカ商務省[4]で も、ITに よる生産性への影響度合いを

検討す るうえで、ITの 利点を生かす ビジネスプ ロセス改革な どを考慮すべきである と述べ

られている。

ビジネスプロセス改革への投資はイ ンタンジブル ズ と大いに関係す る。 ビジネスプ ロセ

ス改革にはITへ の投資 も多 くかかる。 しか し、 ビジネ スプ ロセスの改革に必要なのはIT

だ けではなく、インタンジブルズである新 しい人材やス キル も必要 とな るし、組織文化 の

変革 さえ必要 となる。す なわち、これ らインタンジブルズへの投資が不可欠である。

また、平野[2]は 、IT支 出 と組織特性(組 織IQ)と 経営成果 との間に明快 な関係があ るこ

とを指摘 している。一般 にITだ けでは経営効果 には結びつかず 、ITを 活用す るケイパ ビリ

テ ィを高めなければな らない とい う意見があるが、平野[2]の 研究はそれ を裏づけている。

》

6本 稿 では、以降 「BSC」 の 定義 を戦略マ ップ とス コアカー ドによる戦略マネ ジメン トシステム として定

義 してい る。KPI(KeyPerformanceIndicator;重 要業績指標)群 のみ を指 して いるKPIス コアカー ドで

はないので、注意 され たい。
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表4-1イ ンタ ンジブルズに関わる代表的先行研究

著者 ・報告書 要 旨

アメ リカ商務省[4] ITに よる生産性への影響度合いを検討 には、ITの 利点を生

かす ビジネスプロセス ・リエ ンジニア リングな ども考慮 に入

れ るべ き。

ブ リニ ョル フ ソン[1] ITの ベネ フィッ トは、IT投 資 と同時に、 ビジネスプロセス

な どの組織資本へ投資することに よって最大化 される。無形

の資産への投資 と相互補完性 がある。

平野[2] 経営成果 とIT支 出スコア、組織IQと の関連性 を指摘。

このよ うに、IT投 資マネジメン トにおけるイ ンタンジブルズの役割 は大きい ことがわか

ってきている。しか し、これがIT投 資マネジメン トにおいて、IT投 資 の効果のみを独立 さ

せて測定す るのを困難 にしている ともいえる。IT投 資マネジメン トにおいて、いかにイ ン

タンジブルズを管理すべきかについては、あま り論 じられてこなかった。IT投 資の捉 え方、

イ ンタンジブル ズの管理手法 も含 め、IT投 資マネジメン ト方法論 について論 じる必要性は

高いといえよ う。

●
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4.2イ ンタ ン ジ ブル ズ の分 類

ブ リニ ョル フ ソン[1]は 、IT投 資 を補 完す るイ ンタ ンジ ブル ズにつ い て、組織 資本 や 人 的

資本 をあ げ てい る。 こ こでの 人的 資本(humancapital)と は 、人 材 育成 へ の投 資の 収益還

元価 値(capitalizedvalue)を 指 す。 また 、組 織 資本(organizationalcapital)と は、新 し

い ビジネ ス プ ロセ スな ど組織 業務 へ の投 資 の収益 還元価 値 であ る。ITに つ いて はIT資 本 と

し、IT資 本 、組 織資 本 、人 的 資本 との間 には相 互補 完 関係 が あ る と主張 してい る。

他 方 、 キ ャブ ラン=ノ ー トン(Kaplan&Norton)[3]は 、無形 の 資産 を持 続 可能 な価値

創 造 の究 極 的 な源 泉 と位 置 づ け、戦 略 マ ップを用 い てイ ンタ ン ジブル ズ を管 理 す る方 法 を

提 案 して い る。 彼 らは戦 略 マ ップ の学習 と成長 の視 点 はイ ン タ ンジ ブル ズ につ い て記述 す

る もの で あ り、管 理す べ きイ ンタ ンジブル ズ を人 的資本 、情報 資本 、組織 資 本 と した(表4-2)。

これ らの定 義 は、 多少 の誤 差 は あ るがおお むね 一致 してい る とい って もさ しつ か えな い。

た だ し、 本 来 で あれ ば ブ ラ ン ド、 レピュテ ー シ ョンな どのイ ン タン ジブル ズ も存在 す るは

ず で あ るが 、 それ らは戦 略 的 プ ロセ ス を下 支 えす るもの で はな い こ とに 注意 を要す る。 む

しろ 、顧 客 へ の価 値提 案 に大 き く関係 し、 戦略 的 プ ロセ ス を実 現す る こ とに よ り向上 す る

もので あ る。 したが って 、BSCフ レー ム ワー クにお いて は 、戦 略 マ ップ にお け る顧 客の視

点 を 中心 に管理 され るべ きで あ る。

表4-2キ ャブラン=ノ ー トン[3]に よるインタ ンジ ブル ズの分類

インタンジブル ズの分類 内 容

人的資本 戦略的プ ロセスを実行するために必要 となる従業員(戦 略的

職務群)と 、そのスキルやナ レッジを指す。

情報資本 デー タベ ー ス 、情 報 システ ム、ネ ソ トワー ク、ITイ ン フ ラな

どのIT資 産 とそれ を活 用 で き る組織 能 力 の双 方 が含 まれ る。

組織資本 組 織 文化 、 リー ダー シ ップ、従 業 員 の方 向づ け、チ ー ム ワー

クな どの組織 能力 が含 まれ る。

/
情報資本アプリケーション

[
分析 変革

アプリケ ーション アプリケー ション

＼

L
＼

トランザ クション処理 アプリケーション

ノ

ITイ ンフラ物
理

インフラ

・誓 ・ 〕

図4-1情 報資本の種別 ・構成

一41一



また、情報資本 にっいては、IT資 産だけではなく、それを活用するケイパ ビリティも含

む とい う点で、イ ンタンジブルズ と捉 えられている。情報資本は、まずITイ ンフラ と情報

資本アプ リケーシ ョンに大別できる。図4-1の よ うに、最 も下層がITイ ンフラであ り、上

層にい くほど高度 な情報処理に関わ るもの とな る。

ITイ ンフラは物理インフラ(イ ンフラを構成す るIT資 産)と マネジメン ト・イ ンフラ(IT

マネ ジメン トにお ける管理技術、IT資 産の効果 的活用 などのケイパ ビリテ ィ)に 分類でき

る。他方、情報資本アプ リケーシ ョンは、 トランザクシ ョン処理アプ リケー シ ョン、分析

アプ リケーシ ョン、変革アプ リケー ションに分類できる。

トランザクシ ョン処理 アプ リケー シ ョンは反復 的なデー タの処理を自動化す るシステム

である。 分析アプ リケーシ ョンは情報の分析 な どに活用 され るアプ リケーシ ョンである。

変革アプ リケーシ ョンは企業の組織変革に貢献す る度合 いの高いアプ リケー シ ョンとい う

特徴 がある。

なお、キャブラン=ノ ー トン[3]に よる定義 によれば、一般にITイ ンフラに分類 され るこ

とも多いERPな ども、 トランザクシ ョン処理 アプ リケー ションに含 まれている。 これは、

ITイ ンフラは本当の基盤技術だけに特定 し、ITマ ネ ジメン トの成否 によって効果の大小が

決 まる情報資本 を、ITイ ンフラではな く、情報資本 アプ リケーシ ョンとしているか らであ

る。つま り、戦略に方 向づけによって効果が出 るか否かが決 まる情報資本は、なるべ く情

報資本アプ リケーシ ョンのカテゴ リとしているためである。IT関 係 のケイパ ビリティにつ

いて、マネジメン ト・イ ンフラとして識別 してい るのは、このためでもある。

人
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4.3戦 略マップにおけるインタンジブルズの管理

キャブラン=ノ ー トン[3]は、情報資本を含めたインタンジブル ズの管理 について、BSC

の フレーム ワー クを活用 した方法 を提案 してい る。インタンジブル ズの価値 は企業 の戦略

の実行 を支援す る能力か ら引き出され るものであ り、とりわけ戦略 とは関係な くIT構 築を

行 っても効果は少ない。また、ITに よるベネ フィッ トを最大限に享受す るためには、IT投

資 と、その他のイ ンタンジブル ズ(人 的資本や組織資本)へ の投資 との関係 も評価 しなけ

れ ばな らない。 したがって、情報資本を含 めたインタンジブルズが戦略へ方 向づけ られ る

こと(alignment)と 同時に、それぞれのイ ンタンジブルズが統合 され ること(integration)

が重要になる。

図4-2は 、典型的な戦略マ ップの構造を要約 したものである。財務 の視 点はコス ト削減

と売上の増大の戦略 目標(objectives)を 示す。顧客の視点は、財務の視点の戦略 目標を達
'成す るため

の価値提案 の うち何 を重点化す るかを示す。 内部 プロセスの視点は、戦略を実

行す る うえで重要 な4つ の戦略的テーマを要約 して示 し、戦略的に重要 なプ ロセス(戦 略

的プ ロセス)に 関わる戦略 目標 を特定す る。学習 と成長 の視 点は、組織 の戦略を支 える基

盤 に関わる戦略 目標を特定する。

ここでイ ンタンジブルズは学習 と成長 の視 点における管理の対象 となる。財務の視点の

戦略 目標 を達成す るにぽ、顧客の視点 において適切な価値提案(valueproposition)を 設定

しなければな らない。そ して、その価値提案を実現す るには、内部プ ロセ スの視点 におけ

る戦略的プ ロセスを実現 しなけれ ばな らない。その戦略的プ ロセ スにおける戦略 目標の達

成を下支 えするのが、学習 と成長の視点におけるイ ンタンジブル ズである。

當r『 →(期 の縦 価値 ←『 ＼

＼原価構造の改善('資 産の有効利用 収益機会の拡大 顧客価値の向上

顧客の
視点 (耐)⑧ 入詞 能性/

製品付 一ビスの属性

顧客への価値提案

⑧ ⑭ ◎ パー・ナーシ・プ

関係性

⇔
イメー ジ

内部プロセス

の視点

＼ へ

。㌔ 紺 管理のヴロセス 顧客管理のプロセス

製品およびサービスを生

産し提供するプロセス

顧客価値を向上ざせる
プロセス

イノベーションの

プロセス

新製品や新サービスを

創造するプロセス

規制と社会の
プロセス

地域社会や環境を向
上ざせるプロセス

辮 《輸 闇 ∋ e⇔ ち誌
学習と成長の
視点

'
:;;ル
・価値観

'
oシ ス苧 ム

・デ 一夕ペプス

・ネ ヲトワー ク

組織資 本

・組織

・戦略への方向づけ

・り一夕ーシワプ

・チームワ}ク

(出 所)Kaplan,RobertS.&DaVidP.Norton,StrategyMaps,HarvardBusinessSchoolPress.2004

図4-2戦 略 マ ッ プ に よ る イ ン タ ン ジ ブ ル ズ の 方 向 づ け と 統 合
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人的資本、情報資本、組織資本 を戦略へ と方向づけ、統合 させ るのに、重要になるキー

ワー ドが、戦略的職務群(strategicjobfamilies)、 情報資本ポー トフォ リオ、組織変革の

方針である。 ただ し、 これ らは、必ず しも直接的に戦略マ ップ上に図式 され るわけでは な

く、戦略マ ップとの関連性(=戦 略への方向づけ)と それぞれの相互関係(=統 合)を 維

持 したまま、イ ンタンジブル ズごとに管理 され る。

戦略的職務群については、内部 プロセスの視点の戦略 目標 を達成す る うえでのキーパー

ソンとなる職務の特定が重要 となる。情報 資本ポー トフォ リオ とは、戦略的プ ロセ スを実

現す るうえで必要 となる情報資本 を明確化 し、投 資予算を配分す る うえでのベース となる

ポー トフォ リオである。組織変革の方針 は、人的資本や情報資本 を活性化 させ るために必

要 となる組織文化 などの組織資本 を戦略へ と方向づ ける重要な役割 を担 う。

また、それぞれ のイ ンタンジブルズが どれだけ準備 万端整 っているかを示す尺度が、 レ

ディネス(readiness)で ある。人的資本、情報資本、組織資本 に対 して、それぞれ人的資本

レデ ィネス、情報資本 レデ ィネス、組織資本 レディネスが設定 され る。 レデ ィネ スが万全

であるとい うことは、戦略実行に必要 とされ る変革 のプ ロセスを有効活用 し、持続す る能

力を持 っているとい うことで ある。 レデ ィネスは必ず しも合理的かつ計量的 に測 定 される

ではなく、主観的に点数化 され るものである場合 もある。

レデ ィネ スは、投資対効果、すなわち特定の投資案件の 「効率性(efficiency)」 を測定す

るための尺度 ではない。 レデ ィネ スは、戦略的プ ロセスを実現す るのに必要なインタンジ

ブルズがそれぞれ どれだけ準備 万端整っているかを示 し、投資配分 を考 えるためのもので

ある。 したがって、実行 され る戦略の 「有効性(effectiveness)」 を示す うえで、その実現

可能性 を示す尺度 であることに注意 を要す る。 したがって、 レデ ィネス とい う尺度 は、投

資評価において重要ではあ るが、投資対効果 の評価 とは関係が薄い。

図4・3は 、ある事例 を題材 として、戦略的プロセス(戦 略テーマ)と3っ のイ ンタンジ

ブルズとの関係について概要を示 している。第1に それぞれの戦略的プ ロセスに対 して、

キーパー ソンとなる役職(戦 略的職務群)が 識別 され る。 この場合、商品ライ ンのクロス

セル とい う戦略的プロセスに対 して フィナ ンシャル ・プランナーが特定 されている。

次に、その戦略的プ ロセスの効果的な実現 に必要 な人的資本 、情報資本 、組織資本が識

別 され る。それぞれのインタンジブルズの準備 に必要な項 目が洗 い出 され 、イ ンタンジブ

ル ズが戦略へ と方 向づ けられ ることとな る。 さらに、それぞれのイ ンタ ンジブル ズの整合

性 が図 られ、統合 され る。それぞれ の補完 関係 を踏 まえて、投資 の効果を最大化す る方向

で投資がな され ることとな る。

イ ンタンジブルズの方 向づ けと統合については、人的資本、情報資本、組織 資本 の順 で

識別 され る。 まず戦略的職務群を特定 した ら、それ に必要 な人的資本(ス キルや能力)を

特定する。そ して、 さらに戦略的職務群 に利用 され るべ き情報資本(IT)が 特定 され、そ

れ らが活用 され る組織文化な どの組織資本が特定 され る。
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(出 所)Kaplan,RobertS.&DavidPNorton,StrategyMaps,HarvardBusinessSchoolPress.2004

図4-3戦 略 的プ ロセス(戦 略テー マ)と3つ の イ ンタ ンジブルズ との関係

問題 となるのが、戦略マ ップで認識 されている人的資本、情報資本だ けで済むか とい う

点 である。 もちろん、戦略マ ップにおいて特定 され るイ ンタンジブル ズへの投資 は、戦略

を実現するために不可欠で ある戦略投資であるので、 これ以外にも戦略の実行 にお いて直

接 的な関係 は薄い ものの必要不可欠な人的資本 と情報資本 も存在す る(た とえば、間接部

門ではほ とん どが これ に該当す る)。

これ らのイ ンタンジブル ズは、戦略マップにおいては直接取 り扱 われないが、それ ぞれ

のイ ンタンジブルズのカテ ゴリにおける詳細 レベルの投資計画において取 り扱われ るべき

ものである。戦略的 プ ロセスの実現 のための投資の予算(資 本予算)と は別 に、予算編成

上 は損益予算のなかに組み込まれ るべ きものである。 ただ し、戦略的なものか否か にっい

ては、相互乗 り入れ の部分がある。

さらに、情報資本 におけるIT資 産だけならまだ しも、ITを 経営改革に活用す るといった

組織能力(ケ イパ ビ リティ)な ど、人的資本や組織資本 と厳密 に切 り離せ ない部分 もあ り

うる。 これ らの無形の資本を切 り分 けることは必ず しも必要 としない。ITに 直接絡む人材

教育な どに関す る戦略的な投資は情報資本への投資枠 、戦略的職務群 に関連 の強い要素に

っいては人的資本への投資枠 と切 り分けて管理すればよい と思われ る。肝要 なのは、戦略

的プロセスの実現 に不可欠なイ ンタンジブルズが適切 に存在す るか否 かであ り、戦略へ方

向づ けられて投資が行われ ることである。

一45一



4.4情 報資本ポー トフォ リオ と情報資本 レディネス

情報資本ポー トフォ リオは、戦略的プ ロセ スの実現 を下支 えす るのに必要な情報資本 を

特定 し、それ らの優先順位 をいかに設 定 し、投資配分 に活用す るかを考察す るためのツー

ルである。戦略的なIT投 資であればあるほ ど、複合的な効果が現れ るので、IT投 資単独で

の効果の測定お よび評価は難 しい。 そのため、戦略的プ ロセ スの実現(ビ ジネ スプ ロセス

の変革)に 対す る投資 と効果 とい う単位で評価す る必要がある。

戦略的プ ロセスに対す る投資額 を認識す るためには、まずそのプロセスに必要 となる情

報資本を特定す る必要がある。それにはアプ リケーシ ョンを支 える基盤 であるITイ ンフラ

か ら、戦略的プ ロセスにおける戦略 目標 を達成 するのに必要 となる ビジネ スプロセスの変

革 に貢献す る変革 アプ リケー シ ョンまでが含まれ る。 それ を示すのが、情報資本ポー トフ

ォ リオである(図4-4)。

情報 資本 ポー トフォ リオが立案 され る と、縦軸(戦 略的プ ロセス別 ・戦略テーマ別)と

横軸(情 報資本 の種別)の 両側面か ら投資額を識別する。横軸 では情報資本種別 ご との投

資 のバランスを考慮す る。 もちろん、組織変革 を志向す る戦略には変革 アプ リケー シ ョン

への投資枠 をある程度、確保 しなければな らない。

縦軸 では、それぞれの戦略的プロセス(戦 略テーマ)を 実現す るためのイニシアテ ィブ

(戦略的 プログラム)へ の投資額が明 らかになる。 そこにおいて重要 な役割 を果 たす尺度

が、情報資本 レデ ィネスであ る。情報資本 レデ ィネ スは、それぞれ の情報資本 の準備度合

い を示す尺度である。戦略的プロセスの優 先度や情報資本 レデ ィネ スを総合的に勘案 して、

それぞれの戦略的プロセスに対する投資予算の配分の優先順位を決め、それぞれの投資額

を見積 もる、戦略的プ ロセスの重要度が高 く、 レデ ィネスが低い情報資本には優先的に配

分す る、などといった考慮が必要 となる。

当然なが ら、情報資本が必要 にな るのは戦略的プロセ スを担 う利用部 門ばか りではない。

企業 の有形資産や金融資産の戦略的 レディネスを管理す るスタッフ部門(間 接部門)も 各

種 の情報資本 を必要 とす る。人的資本や組織資本 などの無形資産 にとって も、必要な情報

資本は必要 とな る。 これ らも情報資本 ポー トフォ リオのなかに含 める必要がある。
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野 的力ヤ

廿 て「 甘 甘 .甘 甘

L問 題Oし3.新 規開発甲(スケジュール踊り)5.か なりの弓劃ヒが必嚢(未着手)

2.苦 手の再割ヒが必蓉4.新 規蘭是中(スケジュール異れ)6.新7プ リケーションが勝連 〔禾着手〕

(出 所)Kaplan,RobertS.&DavidPNort6n,Strate8アMaps ,HarvardBusinessSchoolPress.2004

図4-4情 報 資本 ポー トフォ リオ と情報資本 レデ ィネス

4.5イ ンタ ンジブル.ズに関す る戦略的効果の可視化

前述の よ うに、ITに よるベネ フィッ トを最大限に享受す るためには、IT投 資 と、その他

のイ ンタンジブルズ(人 的資本や組織資本)へ の投資との関係 も評価 しなけれ ばな らない
。

ここにおいて紹介 したイ ンタンジブルズの管理方法は、インタンジブルズへの投資の有効

性 について、戦略的な効果 を可視化す ることで管理 しよ うとするものであ る。したがって、

投資対効果 を評価するためには直接的には用いることができない とい う問題点が あること'

に注意 しなければ な らない。 したが って、 コス ト削減の施策 を導 き出すツール と捉 えるの

は 目的適合的ではない。IT投 資マネ ジメン トにおいては、個別の投資案件 としてイ ンタン

ジブル ズへの投 資を捉えるのではな く、戦略全体 との関連性評価す るために用い るツール

で あ る とい え る。
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第5章IT投 資マ ネジメ ン トの実態 と課題

第3章 で行 った先行研 究調査 は、あるべきIT投 資マネジメン トのあ り方やIT投 資評価

手法を論 じたものであ り、第4章 で紹介 したインタンジブルズ(Intangibles;無 形の資産)

の新 しい研究は、 目に見 えない資産や能力 などについてマネ ジメン トの必要性 と基本 的な

考え方を示 したものである。これ らの考え方が実際のIT投 資マネ ジメン トに有効な ものか

どうかを検証する必要があるため、第5章 では既存のアンケー ト等の調査結果を、第6章

ではベス トプラクティスの調査結果を示 し、わが国におけるIT投 資マネジメン トの実態 を

みることとする。

5.1取 り組み実態

5.1.1経 済産業省 「情報処理実態調査」

IT投 資マネジメン トの取 り組み実態について調査 した承認統計 として、経済産業省 が毎

年実施 してい る 「情報処理実態調査」がある7。同調査 では、平成16年 調査(対 象:平 成

15年 度)か らIT投 資評価 の実施状況 について調査 してい るため、その概要 を以下に示す

8
。

(1)全 般的な動向

平成15年 度におけるIT投 資評価の実施状況をみ ると、何 らかの形で実施 している と

回答 した企業9は32.2%に とどま り、3分 の2弱 はIT投 資評価を実施 していない と回答

している。実施 してい ると回答 している企業 において も、 「社内に統一 した評価基準 を設

けて全社的 に実施」と回答 した企業 は回答企業全体の5%弱 に とどまってお り、各部門が

個別に評価 を実施 しているのが実情である(図5-1)。

また、IT投 資評価を 「実施 していない」と回答 した企業の うち、「評価の実施 を検討 中」

が8.2%、 「評価の必要を感 じているが、対応 ができていない」が67.1%と なってお り、

7割 以上の企業がIT投 資の評価の必要性があって も対応が とれていない状況である。

以上か ら、IT投 資評価 の必要性を多 くの企業が感 じているものの、何 らかの理由によ

り評価 を実施できない企業が多い ことが窺われ る。

7情 報処理実態調査は、毎年前年度のIT投 資の状況について調査 している。概要については、経済産業省

[1]参照。
8平 成15年 調査でもIT投 資評価指標の導入状況を調査 しているが、平成16年 調査で設問方法が大きく

見直され、以降同方法に基づき調査を行っているため、ここでは平成16年 調査結果を対象 とす る。
9「 部門や業務に応 じた評価基準で個別に評価を実施」及び 「社内の統一 した評価基準を設けて全社的に

実施」のいずれかを回答 した企業の割合。 ・
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(注)1.IT投 資 評価 の実施状況に関す る設問の回答。

2.回 答 企業数 は3,903社 。

(出所)経 済産業省 「平成16年 情 報処理実態調査」(平 成17年12月)

図5-11T投 資評価 の実施状況(平 成15年 度)

(2)業 種別動 向

IT投 資評価の実施企業割合10を業種別にみると、製造業が40.9%(う ち素材型1139.2%、

加工組立型1241.9%)、 非製造業が28.5%と な り、製造業の方がIT投 資評価の実施企業割

合 が高い。

製造業 について個別業種別にみると、情報通信機械器具製造業、化学工業、輸送用機

械器具製造業 にお ける実施企業割合が高い一方、精密機械器 具製造業、繊維 工業、パル

プ ・紙 ・紙加工品製造業における実施企業割合が低い。

また非製造業についてみる と、情報サー ビス業、電気 ・ガス ・熱供 給 ・水道業、金融 ・

保険業にお ける実施 企業割合が高い一方、医療業、その他の非製造業(不 動産業、飲食

店、宿泊業など)、建設業の実施企業割合が低い(表5-1)。

109と 同 じ。
11こ こでは、情報処理実態調査上の業種分類で、繊維工業、パルプ ・紙 ・紙加工品製造業、化学工業、石

油 ・石炭 ・プラスチソク製品製造業、窯業 ・土石製品製造業、鉄鋼業、非鉄金属 ・金属製品製造業を 「素

材型」と呼ぶこととする。
12・ここでは、情報処理実態調査上の業種分類で、食料品、飲料 ・たばこ ・飼料製造業、一般機械器具製造

業、電気機械器具製造業、情報通信機械器具製造業、輸送用機械器具製造業、精密機械器具製造業、その

他の製造業を 「加工組立型」 と呼ぶこととする。
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表5-1業 種 別にみたIT投 資評価実施企 業の割合(平 成15年 度)

回答企業数 実施企業割合

合計 3,903 32.2%

製造業 1,166 40.9%

素材型産業 434 39.2%

加工組立型産業 732 41.9%

非製造業 2,737 28.5%

食 料 品、飲料 ・たば こ ・飼料製 造業 136 36.8%

繊維工業 47 23.4%

パルプ ・紙 ・紙加工品製造業 34 26.5%

化学工業. 115 50.4%

石 油 ・石 炭 ・プ ラスチ ック製品製造業 45 44.4%

窯業 ・土石製品製造業 46 32.6%

鉄鋼業 45 42.2%

非鉄金属製品 ・金属製品製造業 102 37.3%

一般機械器具製造業 139 38.1%

電気機械器具製造業 92 44.6%

情報通信機械器具製造業 123 51.2%

輸送用機械器具製造業 136 49.3%

精密機械器具製造業 28 21.4%

その他の製造業 78 34.6%

農林漁業 ・同協同組合、鉱業 110 20.9%

建設業 150 19.3%

電 気 ・ガス ・熱供 給 ・水道 業 82 35.4%

映像 ・音声情報製作 ・放送 ・通信業 34 26.5%

新聞 ・出版業 28 28.6%

情報サービス業 296 38.9%

運輸業 129 29.5%

卸売業 567 29.5%

小売業 397 31.7%

金融 ・保険業 432 35.2%

医療 業(国 ・公立 除 く) 36 27.8%

教育(国 ・公立除 く)、 学習支援業 242 14.0%

その他の非製造業 234 17.5%

(注)1.回 答企業数は、IT投 資評価の実施状況に関する設問に回答 した企業の数。

2.実施企業割合 とは、上記の回答企業数全体に占める、「部門や業務に応 じた評価基準で個別に

評価を実施」及び 「社内の統一 した評価基準を設けて全社的に実施」のいずれかを回答 した企業

の割合。

3.素材型 とは、繊維工業、パルプ ・紙 ・紙加工品製造業、化学工業、石油 ・石炭 ・プラスチック

製品製造業、窯業 ・土石製品製造業、鉄鋼業、非鉄金属 ・金属製 品製造業。

4.加 工組立型とは、食料品、飲料 ・たばこ ・飼料製造業、一般機械器具製造業、電気機械器具

製造業、情報通信機械器具製造業、輸送用機械器具製造業、精密機械器具製造業、その他の製造

業。 、

(出所)経 済産業省 「平成16年 情報処理実態調査」(平成17年12月)
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このよ うに業種間の実施企業割合の格差が生 じた第1の 理由 として、各業種 における

IT投 資の大き さがあげ られ る。IT投 資額が大 きい業種では、IT投 資の経営にお ける位置

づ けが大きいため、その効率性や効果性 などに対す る経営者 の関心度が高 く、IT投 資評

価に対 し積極的に取 り組む傾向にあるのに対 し、IT投 資額が小 さい業種では、IT投 資の

経営における位置づけが小 さいため、IT投 資評価のために人的資源な どの経営資源 を投

入するインセ ンテ ィブが働 きに くい傾向にある。実際、各業種の一社 当た りのIT投 資額

とIT投 資評価 の実施企業割合を比較すると、一社 当た りのIT投 資額が大 きい業種ほ ど

IT投 資評価の実施企業割合 が高い傾 向がみ られ る13(図5-2) 。

評

価40%

実

施

企

業

割3・ ・

152025

一社平均情報処理関係諸経費(億 円)

(注)

1.評価実施企業割合 とは、IT投 資評価の実施状況に関する設問の回答企業数に占める 「部門や業務に応

じた評価基準で個別に評価を実施」及び 「社内の統一 した評価基準を設けて全社的に実施」のいずれかを

回答 した企業の割合。

2.図中の直線は、各業種の評価実施企業割合を被説明変数、一社平均情報処理関係諸経費を説明変数にと

り、回帰分析を行った結果得 られた推計値。

(出所)経 済産業省 「平成16年 情報処理実態調査」(平成17年12月)

図5-2一 社 当た りIT投 資額 とIT投 資評価の実施企業割合 の関係

13厳 密には一社当たりの情報処理関係諸経費 との関係をみている
。情報処理実態調査では、IT投 資額では

なく情報処理関係諸経費を調査 してお り、通常の投資額に計上されない人件費や通信費用なども含んでい

る。
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第2の 理 由として、各業種にお けるIT投 資マネジメン トやITガ バナンスの確 立状況

に差異がみ られることがあげ られ る。IT投 資マネ ジメン トやITガ バナンスが確 立されて

いる業種では、PDCA(Plan-Do-Check-Action)サ イクルにおけるIT投 資評価 の位置づ

けが明確 になってお り、かつCIO(ChieflnformationOfficer;情 報統括役員)な どがIT

投資評価の実施について リーダー シップをとることが多いため、IT投 資評価の実施企業

割合 が高 くなる傾 向がある。一方IT投 資マネ ジメン トやITガ バナ ンスが確立 されてい

ない業種では、この ようなIT投 資評価実施のための ドライ ビング ・フォースが働 きにく

いため、IT投 資評価の実施企業割合が低 くなる傾向がある。実際、ITガ バナンスの確立

度合いの代理変数 としてCIOの 設置企業割合14を とり、IT投 資評価の実施企業割合 との

関係 をみると、CIOの 設置企業割合が高い業種ほ どIT投 資評価の実施企業割合 が高 くな

る傾 向がみ られ る(図5-3)。

(3)企 業規模別動向

最後 に、企業規模別にIT投 資評価の実施状況 をみると、企業規模が大き くな るほどIT

投資評価の実施企業割合が高 くな る傾 向が ある。た とえば資本金規模別にみ ると、資本

金1億 円未満企業ではIT投 資評価 の実施企業割合が2割 強であるのに対 し、同100億 円

以上企業では同書1」合が6割 強 となってい る(表5-2)。

この背景 としては、(2)でみ たIT投 資額 の大きさやITガ バナ ンスの確立度合いが企業

規模 の大 きな企業ほ ど高い ことがあげ られ る。実際、一社当た りIT投 資額やCIO設 置企

業割合 をみると、資本金規模 が大き くなるほど大 きくな る傾 向が窺われ、IT投 資評価の

実施企業割合 と呼応す る(表5-2)。

これ に加 え、企業規模の小 さい企業 では経 営者の 目が組織 の隅々まで届 くため、わざ

わざマ ンパ ワーや コス トをかけてIT投 資評価 を実施す るイ ンセ ンテ ィブが働 きに くい こ

ともあげ られ る。 実際、5.2で み るとお り、製造業 中小企業H社 でもIT投 資評価 を実施

しているものの、IT投 資が効果 をあげているか どうかは直感的に経営者 も把握できるた

め、KPI(KeyPerformanceIndicator;重 要業績指標)やKGI(KeyGoalIndicator;重 要

目標達成指標)な どの設定に要す る時間が もったいない との意見を経営者 自身が抱 いて

い るケースがある。

14平 成16年 情報処理実態調査では、業種別や企業規模別のCIOの 設置企業数は公表 していない。このた

め以下では、下記の数値を各選択肢の企業数 と見な し、CIO設 置企業割合を計算することとする。

CIOの 専任者がいる企業:CIOの 専任者がいると回答 し、CIOの 経営参加状況に関する設問に回答 した

企業

CIOの 兼任者がいる企業:CIOの 兼任者がいると回答 し、CIOの 経営参加状況に関する設問に回答 した

企業

CIOの 担当者がいない企業:CIOの 担当者がいない と回答 し、CIOを 設置 しない理由に関する設問に回

答 した企業
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(注)

1.評価実施企業割合 とは、IT投 資評価の実施状況に関する設問の回答企業数に占める 「部門や業務に応

じた評価基準で個別に評価を実施」及び 「社内の統一した評価基準を設けて全社的に実施」のいずれかを

回答 した企業の割合。

2.CIO設 置企業割合 とは、CIOの 専任者または兼任者がいる企業が企業全体に占める割合。詳細は本文

脚注14参 照。

3.図中の直線は、各業種の評価実施企業割合を被説明変数、CIO設 置企業割合を説明変数にとり、回帰分

析 を行 った結果得られた推計値。

(出所)経 済産業省 「平成16年 情報処理実態調査」(平成17年12月)

'

図5-3CIOの 設置企業割合 とIT投 資評価の実施企業割合の関係

表5-2企 業規模別 にみ たIT投 資評価 の実施企業割 合 と一社 当た りIT投 資額、CIO設 置企 業割合

資本金規模階級

回答企業数 実施企業割合 一社平均情報処理関

係諸経費(億 円)

CIO設 置企業割合

～1億 円 1,289 22.5% 1.6 23.2%

1億 円～5億 円 1,025 28.0% 3.7 35.1%

5億 円～10億 円 261 34.5% 6.0 43.1%

10億 円 ～100億 円 716 39.8% 8.9 49.9%

100億 円～ 470 60.6% 50.2 69.0%

不 明 142 14.8% 1.5 14.6%

合 計 3,903 32.2% 9.3 37.5%

(注)1.回 答企業数は、IT投 資評価の実施状況に関する設問に回答 した企業の数。

2.実施企業割合とは、上記の回答企業数全体に占める、「部門や業務に応 じた評価基準で個別に評価

を実施」及び 「社内の統一 した評価基準を設けて全社的に実施」のいずれかを回答 した企業の割合。

3.CIO設 置企業割合とは、CIOの 専任者または兼任者がいる企業が企業全体に占める割合。詳細は

本文脚注14参 照。

(出所)経 済産業省 「平成16年 情報処理実態調査」(平成17年12月)
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5.1.2ERP研 究推進 フォー ラム の 「企 業ア プ リケー シ ョン ・システ ムの 導入 状況 に関す る

調査 」

IT投 資評 価 に 関す る よ り詳 細 な調 査 に っい ては 、個 別 の ア ンケー ト調 査 をみ る しか ない。

本 稿 では 、そ の1つ と してERP研 究 推進 フォー ラム15が 実施 して い る 「企業 ア プ リケー シ

ョン ・システ ムの導入 状 況 に関す る調 査」結 果 を紹 介す る。

(1)調 査 概要

「企 業 アプ リケー シ ョン ・シ ステ ムの導入 状 況 に関す る調 査 」 の調 査 要領 は、以 下 の

とお りで あ る16。

① 調 査 目的

国 内企 業 にお け るERP(EnterpriseResourcePlanning)を 中心 と したア プ リケー

シ ョン ・システ ム の導入 状況 を調 査

② 調査 対象(2005年 調査 の ケー ス)

表5-3の2,500社

③ 調査 期間(2005年 調査 の ケース)

平成17年1月25日 ～3月4日

表5-3企 業 アプ リケー シ ョン ・システムの導入状況 に関す る調査 の調査対象(2005年)

大 企 業

(従業員1,000人 以上)

中 堅 企 業A

(従業員300人 以上

1,000人 未満)

中堅企業A

(従業員300人 未満) 合計

製造 ・建設 505 625 100 1,230

流通 165 225 34 424

金融 165 225 34 424

サ ー ビス業 ・その他 165 225 32 422

合計 1,000 1,300 200 2,500

(出所)ERP研 究推進フォーラム 「2005ERP市 場の実態 ユーザーは取り組み見直 しへ 需要は最

高の伸び」(平成17年5月)

!5ERP研 究 推 進 フ ォ ー ラ ム の 概 要 に つ い て は 、http:〃www.erp.gr.ip参 照 。

16ERP研 究 推 進 フ ォ ー ラ ム ・ 日経BPコ ン サ ル テ ィ ン グ[2]
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(2)IT投 資評価指標(事 後評価)に ついて

同調査 では事後評価 に使用 され るIT投 資(効 果)評 価指標 について調査 している。2

004年 調査 によれば、「社員 のルーチ ン業務 にかかる時間」を採用 している企業が最 も

多 く、IT投 資(効 果)評 価 についてルールを確立 している企業の6割 以上を 占めている。

この後 「業務 プロセス改革効果」、「帳票や事務用紙の消費量」、「経営戦略課題の実現度」

が続いてお り、定量的な指標が大半を占めるなか、「経営戦略課題 の実現度」のよ うな定

性 的な指標 も含まれている(図5-4)。

社員のルーチン業務にかかる時間

業務プロセス改革効果

帳票や事務用紙の消費量

経営戦略課題の実現度

IT総所有コスト

ROI(投 資利益率)

製造リードタイム

販売・納品リードタイム

在庫回転率

製品開発リードタイム

資材調達コスト

製品原価

顧客満足度に関する指標

販管費比率

売上高利益率

一人当たり売上高

一人当たり利益

その他

(注)

1.事 後評 価において測定 して いる評価 指標 に関する設 問に関す る、IT投 資 効果評価 につ いてル

ール を確立 してい る企業の回答状況
。

2:2004年 企 業 アプ リケーシ ョン ・システ ム導入状況に関す る調査 の結果。

3.回 答 企業数は82社 。

(出所)ERP研 究 推進 フォー ラム ・日経BPコ ン サル ティング 「2004ユ ー ザー の賢 いIT投

資 動 向 とERP市 場 の実態」(平 成16年5月)

図5-41T投 資効果評価の指標(事 後評価)
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(3)投 資実施後の効果モニタ リング

同調査ではIT投 資効果のモニタ リングの実施状況 について も調査 している。2005

年調査によれば、「効果モニタ リングを行 っていない」 と回答 した企業は半数 強を占め、

効果モニタリングを実施 している企業はまだ半分に至 っていない。 また、「意思決定時の

目標 を必達す る責任体制 を決めている」と回答 した企業が2.7%に とどま り、モニタリン

グ体制を整備 している企業は少ない(図5-5)。

(注)

1.IT投 資 の実施後 の効果 モニタ リングの実施 状況に関す る設 問の回答状況。

2.2005年 企 業アプ リケー シ ョン ・システ ム導入状況 に関す る調査 の結果。

3.回 答 企業数 は594社 。

(出所)ERP研 究 推進 フォー ラム ・日経BPコ ンサルテ ィング 「2005ERP市 場 の実態 ユ
ーザーは取 り組み見直 しへ 需要 は最 高の伸 び」(平 成17年5H)

図5-5投 資 実 施 後 の 効 果 モ ニ タ リング
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(4)IT投 資評価の課題

同調査ではIT投 資(効 果)評 価の課題 についても調査 している。母集団が概ね共通 し

ている2004年 調査 と2005年 調査の結果 をみ ると、IT投 資(効 果)評 価の課題 と

して、 「評価方法な どに関す る全般的な情報が不足」を回答 した企業が最 も多 く、 「実施

する社内の人材 が不足」、「方法論や指標が不完全である/実 態 に合 わない」が これ に続

いている。 このため、IT投 資評価に関す る情報提供 の充実や、評価人材 の育成 、実態に

合った評価方法の開発 ・改良な どが求め られ る(図5-6)。

評価方法などに関する全般的な情報が不足

実施する社内の人材が不足

方法論や指標が不完全である/実 態に合わない

経営者の理解が不足

(注)

1.IT投 資効 果評価の課題 に関す る設問の回答状況。

2.2004年 及 び2005年 企 業アプ リケー シ ョン ・システ ム導 入状況に関す る調査の結果。

3.回 答企 業数は2004年 が577社 、2005年 が591社 。

(出所)

ERP研 究 推進 フォー ラム ・日経BPコ ンサル テ ィン グ 「2005ERP市 場 の実態 ユー ザー

は取 り組み見直 しへ 需 要は最高の伸び」(平 成17年5月)

ERP研 究 推進 フォー ラム ・日経BPコ ンサルテ ィング 「2004ユ ー ザーの賢いIT投 資 動 向

とERP市 場 の実態」(平 成16年5月)

図5-61T投 資 効 果評 価 の課 題
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5.1.31Tマ ネジメン トのタイプと特徴17

1Tマ ネジメン トの良否は、最終的 には業務 と戦略 との整合、ひいては財務的成果を左右

す ると考えられる。 ここでは、 日本CIO連 絡協議会[4]の 調査結果 に基づ き、ITマ ネ ジ

メン トのタイプにより、業務改革や財務的成果がどのように異 なるかを検討する。

アンケー ト調査は、日本企業のCIOに 対 して行ったものであるが、そのなかでITの マネ

ジメン トと実態、業務や経営の改革状況 を聴取 した。図5-7は 、企業の経営、業務 などの

改善 ・改革状況の基礎データを統計的に処理 し、総合指標 を導出 し、 さらに総合指標間の

因果 関係 をパス解析により明 らかに したものである。 この分析結果によれば、ITに よる効

果は、次のような流れで経営成果につながっている。

財務の視点

鵬

'

㎝〈 高業績〉 へ

事撒 一一餌(臓
＼ ご・・6＼ ＼ こ ㊦

顧客の視点 ＼
.273

＼ ＼

.主2 |
,344

.318顧 客 満 足 度

イノベーション成果～
.322(製 品開発成功等)

β

プロセスの視点
.211 .b25融
業㌣欝G議 亘)ご 穰⇔

(垂 篇 デ改
ぺ ヤ ノ

学習と成長の視点

＼ 珊
・465・532　

.357　

毒 ÷肇に〉 一 (擁 壁)
情報システムの整備度1 Tマ ネジメン トの成熟度

翻 一 ・・型のボトルネ・グ

(出所)日 本CIO連 絡協議会 「IT革命によるデジタル経済への対応一インターネ ットをビル ドインした新

たなビジネス ・モデルの構築」(平 成12年)に 基づき作成。

図5-71Tに よ る効果 の連 鎖

まず 、ITマ ネ ジメ ン トの成 熟 度(IT先 進度(ア プ ロー チ))とITの 整備 度(IT先 進度

(アー キテ クチ ャ))は 高 い相 関 が あ り、良いITマ ネ ジ メ ン トを行 って い る企 業 のIT自 体

の整備 が進展 してい る ことを表 して い る。ITの 整備 進展 、す な わ ちIT投 資 は 、業務 プ ロセ

ス の効 率 、 ス ピー ド、品質 、 お よび イ ノベ ー シ ョンプ ロセ ス の 改善 を促 進 してい る。 要 因

間 の係 数 は関係 の強 さを示 してい るが 、そ の各係数 の大小 か ら、今 日で は 、ITに よる効 果

は、効 率化 よ りもス ピー ド、 品質 、 イ ノベ ー シ ョンプ ロセ ス の改 善 に、 よ り強 く顕 れ てい

17こ こでの記 述は
、 日本CIO連 絡 協議 会[4]、 歌 代豊[5]に 基 づいてい る。
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ることがわか る。

財務 の視点か ら逆 に辿 ると、高業績に対 しては事業規模拡大が最 も重要で、加 えて回転

率の向上 も寄与 してい る。事業規模拡大には業務プ ロセスのスピー ド改善 と顧客満足度、

イ ノベー シ ョン成果が重要な指標 となっている。一方、回転率の向上 には業務 プロセスの

効率化 が寄与 しているが、製 品ライ フサイ クル の短命化に ともないイ ノベー シ ョン成果 に

よる効果 も小 さくない。したがって、ITマ ネジメン ト、IT整 備 か ら経営成果 に至るなかで、

業務の効率化以上に、業務 ス ピー ドや品質改善を通 じて、顧客満 足度やイ ノベーシ ョン成

果を高めるパスの重要性 が高いことを示唆 している。

このよ うな要因間の関係 を、企業のITマ ネジメン トのタイプ別 にわけてみると、さらに

興味深い傾 向がわか る(図5-8)。 ①中期経営計画の有無な どITマ ネ ジメン トプロセスが

成熟 しているか どうか(体 系的マネ ジメン ト(S)か 非体系的(N)か)、 ②IT戦 略の意思

決定に社長が関与 しているか どうか(ト ップダウン(T)か ボ トム ・ミ ドル アップ(B)か)

の二次元か ら、ITマ ネ ジメン トの面か ら企業を4つ のタイプに分類 した。TS型:ITマ ネ

ジメン トの成熟度が高 く トップ関与、BS型:ITマ ネジメン トの成熟度 は高いがボ トム ・ミ

ドル 中心、TN型:ITマ ネ ジメン トの成熟度は低いが トップが関与、BN型:ITマ ネ ジメ

ン トの成熟度は低 く、ボ トム ・ミ ドル 中心、の4タ イプである。

先進度(ア ーキテクチ ャ)

先進度(ア プローチ)

イノベーシ ョンプロセス

イ ノベー ション成果

業務 プロセス(ス ピー ド)

業務 プロセス(効 率)

業務 プロセス(品 質)

顧客満足度

回転率

規模拡大

高業績

一〇.40-0.200.00

N

PO

N

PO

DD

DD

T

T

+

+

+

+

0.200.400.600.801.00

(出所)日 本CIO連 絡 協議会 「IT革 命 によるデ ジタル経済への対応 一イ ンターネ ッ トをビル ドイ ン した新

たな ビジネ ス ・モデルの構築 」(平 成12年)に 基づ き作成。

図5-81Tマ ネ ジメ ン ト ・タイ プ別 の効 果 の連 鎖

ITマ ネ ジメン トの成熟度が高いTS型 、BS型 は総 じて、ITの 整備 か ら業務改革全般、

顧客満足度 、経営成果 ともに良好な結果 を示 している。特 に、 トップが関与す るTS型 は、

業務のス ピー ド改善、品質改善、そ してイ ノベーシ ョンプ ロセス、イノベーシ ョン成果で
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高いポイ ン トを示 してお り、結果 として経営成果の向上度 も大 きい。 しか し一方、ITマ ネ

ジメン トがボ トム ・ミドル中心のBS型 では、業務の効率面での改善が著 しく高い ものの、

業務のス ピー ド改善、品質改善や、イ ノベー シ ョンプロセス、イ ノベー シ ョン成果が低 く

なってい る。その結果、経営成果は トップが関与す る企業に比べかな り低い。すなわち、IT

マネジメン トで体系的管理は行 うが トップの関与が低い企業では、効率化 を中心 としたIT

化 の取 り組みは進んでいるが、製 品開発な ど今後重要性が高まるイ ノベー シ ョン型業務領

域への投資 ・改革が手薄であ り、事業規模 の拡大な どの経営成果に十分つながっていない

ことが示唆 されている。

ITの 効果が業務や顧客の視点を とお して経営成果 にっながる時代 には、ITと 業務の接点

だけでIT投 資 を企画 ・管理 している と局所最適 に陥る危険がある。戦略 と業務 、ITと を連

動 させるためには、ITマ ネジメン トを整備 する とともに、ITマ ネジメン トへの経営層や戦

略立案部 門の関与が不可欠 といえる。
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5.21T投 資評価の実施が進まない理 由について

5.1で みた とお り、わが国企業においてIT投 資評価 を実施 している企業はまだ少 ない。

この理 由を検討す るため、IT投 資マネジメン トのフ レームワークの検討WGで は、研究員

間でIT投 資評価 が進まない要因について意見交換を行い、階層的に整理 した。

5.2.1研 究員か ら出た意見の整理'

WGで の討議 の結果 、IT投 資評価 が進 まない理由 としてのべ66の 項 目が提示 され 、それ ・

らを集約化 しグルー ピングした結果、以下の とお り5つ にグループわけされた13の 理 由に

集約できる(表5-4)。

(1)IT投 資の複雑化に関する理由

(a)構築す るシステムが複雑化

第1に 、構築するシステムが複雑化 し、IT投 資評価 が難 しくなってい ることである。

たとえば、情報システムの役割 、位置づけが多様 にな り、伝統的な画一的な手法では評

価できなくなったことがあげ られ る。また、環境変化 に対 してシステ ム面で対応 しなけ

ればな らない ことが多 くな り、多頻度の追加開発 が発生す る結果、投資評価 が無力化 し

て しま うケースが あることもあげられる。

(b)定量化が困難

第2に 、効果 の定量化が困難 となっていることである。IT投 資内容の複雑化 にともな

い、定量的に測定できない効果 を求める案件が増 えてお り、定量化 が困難 となっている。

また、IT投 資評価においては、効果指標 のベ ンチマークとの比較が用い られ ることがあ

るが、IT投 資内容が複雑化 した結果、データが入手 しにくい内部プロセ スに関す る指標

が増え、ベンチマー キングが行いに くくなっている。

(2)IT投 資評価手法の成熟度 に関する理由

(a)評価に手間がかか る

第3に 、IT投 資評価 に手間がかかることである。IT投 資では成果 が短期間に出ない こ

とか ら、評価 を実施す るのにかな りの費用 ・時間がかかる。また、IT投 資評価のための

専任化が必要であ り、そのための人件費な ども無視できない。 このため、IT投 資評価 の

ための費用が経営者か ら認 められず、IT投 資評価 を行 うための予算が確保で きないケー

スがある。



表5-4WG研 究員から提示されたIT投 資評価の実施が進まない理由

Nol理 由lWG研 究員が指摘 した理由

IJT投 資の複雑化に関する理由

1 構築するシステムが複雑化 (5)情報システムの役割が多様化

(11)情報 システムの発注行為が取引関係や情実などによって左

右 される文化

(12)IT機 器の耐久性の向上

(15)多頻度の追加開発

(17)相場観の不在

2 定量化が困難 (24)ベ ン チマー クデー タが入手 しづ らい

(56)内 部 プ ロセス を測 る指標が多いため、ベ ンチマ ークが困難

(59)定量的に測定できない効果を求める案件が増えている

nJT投 資評価手法の成熟度に関する理由

3 評価に手間がかかる (22)評価のための費用が認められにくい

(29)評価 を実施するための費用 ・時間がかかる

(40)権 限の明確化 と評価のための専任化が必要 な場合が多い

(50)評 価 プ ロセ スにコス トと時 間がかかる

(54)成果が短期間に出ない

4 評価方法な どの妥 当性が説明で (2)効果の根拠が説明しにくい

きない (3)新プロセスの妥当性の評価基準がない

(27)評 価 項 目(KPI)の 納 得性 が低 いまま

(47)IT投 資評価において効果判定が難 しい

(58)IT投 資 評価指標 と経営成果(PIL、B/S)の 関連 が明確 で

ない

(62)定性効果に対する主管部(ユ ーザー)主 張を評価できない

5 評価結果を利用できない (43)評価結果の利用方法がわからない

(46)IT投 資評価をしてもその利用方法がわか らない

6 適切な評価方法がない (18)経営の効果 と情報システムの効果を判別 しにくい

(21)方法論や指標が不完全/実 態に合わない

(28)評価の手法が確立 していない

(33)評価の進め方、評価手法が自社に適用できない

(61)法制対応など不可避案件に対するリスク評価ができていな

い

(63)システム部門が経営に対 して物差 しを提供 していない

(67)ITの 価 値 が説 明 しきれ ていない

皿JT投 資評価への理解不足に関する理由

7 評価に対する誤 った理解 (9)曖昧 ・不透明 ・不確実な投資評価を無理にしなければならな

い
、

(16)IT投 資評価の過剰な精緻化を求める傾向

8 責任が不明確 (8)機能横断プロジェク トに関する予算責任の所在が不明確

(25)評価結果を明らかに し、その責任をとらせ る文化がない

(26)責任の所在が不明確

(30)結果が出るまでの間に責任者が変わる

(48)IT投 資効果が現れるまでに、IT投 資評価組織や報告先が

な くな って しま う
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表5-4WG研 究員から提示されたIT投 資評価の実施が進まない理由(続)

Nol理 由lWG研 究員が指摘 した理由

皿JT投 資評価への理解不足に関する理由(続)

9 評価の必要性が理解されない (4)IT投 資評価に対するユーザー部門の関心が低い

(10)IT投 資 評価 は うま くいかない とい う認識 が強い

(31)評 価 ア レル ギー

(34)経営 トップが評価そのものを重要と思っていない

(35)評価はうまくいかないとい うあきらめの気持 ち

(37)なぜや らなければな らないのかが説明できない

(38)現状の評価運営で実際起こっているロスが何なのかが明示

できていない

(39)即効性などの理由により、全社の制度構築よりも個別プロ

ジェク ト管理の方が志向される

(42)IT投 資評価の必要性の理解が進んでいない

(44)投資評価に関する共通コンセンサスが形成されていない

(45)有効性の評価や戦略的ITに 関わるレディネスの評価が重

要になっているにもかかわらず、注視 されていない

(52)経 営 トップのIT投 資評価 に対 す るニー ズ、関心が低 い

IV.IT投 資評価の人材不足に関する理由

10 評価方法を使いこなせない (1)設備投資評価の手法を適用 しにくい

(55)目 標 設定が困難

(60)定量的に測定できない効果を評価する手法を使いこなせて

いない

(64)見な し定量効果を翻訳 して評価 していない

11 評価方法がわからない (19)評価方法に関する全般的な情報が不足

(32)評価の進め方、評価手法がわからない

(41)各種評価手法が散在 していて、整理されていない

(51)評価手法が明確でない

12 評価人材が不足 (13)ユーザー企業側にIT投 資評価を実施できる人材が不足

(14)IT投 資評価を外部へ丸投げ

(20)IT投 資評価を実施できる人材が不足

(36)投 資 評価 を推進 しよ うとす る リー ダ(CIOク ラ ス)が いな

い

V経 営戦略と整合性のとれたIT投 資マネジメン トの不在に関する理由

13 IT投 資 マネジメン ト.体制が欠如 (6)シ ス テム部門予算管理、IT関 連 プ ロジ ェク ト管理が他 のマ

ネ ジメ ン トとリンク していない

(7)IT関 連プロジェク トの起案～承認のプロセスが制度化され

ていない

(23)PDCAを 回 すマネ ジメン トシステムの基本が根づい ていな

い

(49)IT投 資 評価がIT投 資 プロジェク トの成否 に刷 りかえ られ

る

(53)経 営 陣 と情報 システ ム部 門、ユ ーザー部 門のコ ミュニケー

シ ョンが悪い

(57)PDCAを 回すために専任組織が必要

(65)事後評価が形骸化 している

(66)過去のIT投 資の反省ができていない

(注)WG研 究員が指摘した理由の番号は、各研究員の意見を通 し番号で付番 したもの(資 料編参照)。
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(b)評価方法などの妥 当性が説明できない

第4に 、IT投 資評価方法などの妥当性 が説明できない ことである。IT投 資評価 にお い

て設定 されるKPIな どの評価指標 が、経営成果 との関連が不明確で経営者の納得のいか

ないものであるため、評価方法や評価結果 が妥当か どうかを説 明できない。'

(c)評価結果を利用できない

第5に 、IT投 資評価 を実施 しても、その評価結果 を どのよ うに活用 した らよいかわか

らない企業が多いことである。

(d)適切な評価方法がない

第6に 、適切 なIT投 資評価方法がないことである。 これまで多岐にわたるIT投 資評

価方法が専 門家や コンサル タン トなどか ら提示 されて きたが、方法論や指標が実態 に合

わず 自社に適用できないケースがあった り、法制対応 な ど不可避案件に対す る リスク評

価ができなかった りす るケースがある。 また、適切 な評価方法がないために、システ ム

部門が経営者 に対 しIT投 資評価の物差 しを提供で きなかった り、ITの価値 を十分説明で

きなかった りす るケースがある。

(3)IT投 資評価への理解不足に関す る理由

(a)評価に対する間違 った理解

第7に 、IT投 資評価について間違 った理解 を持 ってい る企業が多いことである。 た と

えば、IT投 資案件の決裁 の必要性 か ら、曖昧 ・不透 明 ・不確実な投資(事 前)評 価 を無

理 にして しまい、結果 として評価 が開発後 に大 きく外れることが多いことがあげられ る。

また、IT投 資評価について過剰な精緻化 を求める傾 向があ るため、評価作業 自体が敬遠

されていることもあげられ る。

(b)責任が不明確

第8に 、IT投 資評価に関する責任が不明確 となっていることである。責任 を回避す る

わが国企業固有の文化 もあるかもしれないが、IT投 資評価の責任の所在が曖昧 となって

いるケースが多い。またIT投 資の計画段階で責任者 を特定 しても、IT投 資の場合効果が

現れるのに時間がかかるため、その間に責任者が変わった り、IT投 資評価組織や報告先

がなくなった りす る場合がある。

(c)評価の必要性が理解されない

第9に 、IT投 資評価の必要性が関係者 に理解 されないことである。経営者 自体がIT

投資評価 を重要 と考えていなかった り、即効性 などの理 由により全社の制度構築 よ りも

個別プ ロジェク ト管理 の方が志向 された りす るケースがある。 また、評価 その ものに対
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しア レルギー的な反応 を示 した り、評価 は うま くいかない とい う意識が根強かった りす

るケースもある。

(4)IT投 資評価の人材不足に関す る理由

(a)評価方法を使いこなせない

第10に 、IT投 資評価方法を使い こなせないことである。IT投 資には設備投資評価 の

手法を適用 しにくい こともあ り、 目標設定がなかなかできなか った り、見な し定量効果

を翻訳 して評価できなかった りす ることがある。

(b)評価方法がわか らない

第11に 、IT投 資評価方法がわか らないとい う企業が多いことである。評価方法に関す

る全般的な情報が不足 していた り、各種評価手法が散財 して整理 されていなかった りし

てい るため、評価の進 め方や評価手法を理解できていない企業が少な くない。

(c)評価人材が不足

第12に 、IT投 資評価 を実施できる人材が不足 していることである。企業内に評価がで

きる人材 が不足 してい るために、評価作業 を外部 に丸投げ しているケース もある。また、

CIOの よ うにIT投 資評価 を推進す る リーダーがいれば効率的に評価 を実施できるが、そ

のよ うな リーダーが社 内にいない場合 もある。

(5)経 営戦略 と整合性の とれたIT投 資マネジメン トの不在 に関す る理 由

(a)IT投 資マネジメン ト体制が欠如

第13に 、IT投 資マネジメン ト体制が欠如 していることである。まずIT関 連プロジェ

ク トの起案か ら承認 までのプロセスが制度化 されてお らず、PDCAサ イ クル をまわすマ

ネジメン トシステムの基本 が根づいていないことがあげ られ る。特 に、事後評価につい

て実施 されていなかった り、実施 されていても形骸化 した りしてお り、PDCAの うちC

とAが 機能 しなくなっている場合 がある。 また、システム部門 と経営者、利用部門間の

コミュニケーシ ョンが悪 く、問題意識 はあって も全社 で合意が得 られ るような投資評価

を実施 できないこともあげ られる。 さらに、システム部門の予算管理やIT関 連プ ロジェ

ク トの管理が他のマネ ジメン トとリンクせず、 これ らのマネジメン トが宙に浮 いて しま

っていることも指摘で きる。このよ うなIT投 資マネ ジメン ト体制の欠如か ら、経営戦略

と整合性 のとれたIT投 資マネジメン トが実施できず、IT投 資評価の実施が進 まない一因

となってい る。
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5.2.2ユ ーザー企業の事例か ら得 られた理由

次 に、実際のユーザー企業では、何 がIT投 資評価の実施 のネ ックになっているのかをみ

る。第6章 でみるとお り、3社 のユーザー企業か らIT投 資評価 において苦労 している点を

ヒア リングしたため、5.2.1で のスキームに沿って、表5-5の とお り整理 した。

WG研 究員か らの指摘がなかった項 目としては、F社 が提示 した 「ITコ ス トの把握が困

難」、G社 が提示 した 「IT投資評価 に責任 を持つ利用部門がITに っいて十分な知識 を有 し

ていない」、H社 が提示 した 「評価指標 は、直感的に把握できる内容であるため、計測する

意 味がない」であるが、いずれ も5.2.1で 整理 した5っ の理 由のグループに分類 され、これ

らの理由がIT投 資評価の実施 を進 めるための方策を検討す るうえでキー となることに変わ

りはない。

表5-5ユ ー ザー 企業事例 におけるIT投 資評価 で苦労 している点

企業 F社 G社 H社

属性 製造業 ・大企業 物流業 ・大企業 製造業 ・中小企業

1
IT投 資の ・IT化 の 目標 の多様化 に ・ベ ンチマー クデー タが入

T 複雑化 より、定量的な効果把握 を 手できない(2)

投 実施 しにくい案件 が増加
資 (2)
評
価

・全 く類似 のシステムが他

の 社に存在 しないため、ベ ン
実 チマ ー キ ン グが で き な い
施
が

(2)

進 評価手法
・得られた効果が業務改革 ・情報 共有系ITや イ ンフ ・IT投 資評価は指標の設

ま の成熟度 に よるものか 、IT化 に よ ラ系ITの 適切な評価方法 定、データの計測などに時
な るものなのかを区別で き がない(6) 間がかかるため、経営側の
い
理 ない(6) 対応に間に合わない(3)

由 ・ITコ ス トの把握 が困難

(★)

評価へ の ・担当者 の人事異動 によ ・IT投 資評価の有効性に

理解不足 り、適切 なタイ ミングで事 ついて経営者が疑問視(9)

後評価を実施できない(8)' ・評価指標は、直感的に把,

握できる内容であるため、

計測する意味がない㊤

評 価の人 ・シ ステ ム化 案 にお け る ・IT投 資評価に責任を持

材不足 IRRの 記載欄が空欄 とな っ利用部門がITに ついて

1
ってい ることが多 い(11) 十分な知識を有 していな

い㈹

経営戦略 ・利用部門をまたが るIT
・ITの 管 理 とIT関 連 の予 ・常に環境変化への対応が

と整合性 プロジェク トの優劣 の判 算管理が別個に実施 され 求 め られて い るた め 、IT

の とれ た 断が組織上できない(13) ている(13) 投資 を事後評価 して見直

IT投 資 マ す手間はとれない(13)

ネジメ ン

トの不在

(注)()内 の数値 は、表5-4の 「理 由」の番号。ただ し、*印 は新規 の理 由。
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5.2.3理 由の分析

(1)因 果関係分析の結 果

以上の5つ のグループ、13の 理由について因果関係分析 を行 うと、以下の とお りとな

る(図5・9)。

IT投 資評価の実施 が進まない根本的な背景 としては、構築す るシステムが複雑化 した

り、効果 の定量化が困難であった りするな ど、IT投 資の複雑化があげ られ る。この結果、

IT投 資評価手法がなかなか成熟せず、評価に手間がかかった り、評価方法な どの妥 当性

が説明できなかった り、適切な評価方法がなかった りするな どの問題 点が生 じている。

IT投 資評価手法の成熟度の低 さか ら、IT投 資評価の人材 の不足、IT投 資評価への理解

不足 とい う問題が派生 している と考 えられ る。成熟度が十分 な評価手法がないため、評

価担 当者 がその手法を理解 できなかった り、十分使 いこなせ なかった りす る場合がある。

また、経営者や利用部 門に評価方法の妥当性を説明できないため、これ らの利 害関係者

にIT投 資評価の必要性が理解 されなかった り、IT投 資評価 に対す る誤 った理解 につなが

った りす る場合 もある。

これ らの問題 は総 じてIT投 資マネジメン ト体制の欠如の問題 につなが り、経営戦略 と

整合的 なIT投 資マネジメン トをなかなか実施できない とい う齪齪 をもた らしてい る。た

とえば、IT投 資評価方法の妥 当性 を十分説明できていないため、経営者や利用部門 とシ

ステム部門間の評価 に関わるコミュニケーシ ョン不足に陥った り、IT投 資マネ ジメン ト

プロセ スの制度化に踏み切れなかった りしている。 また、IT投 資評価 に対す る理解 が不

十分であるため、IT投 資評価がプロジェク トの成否にす り替 えられた り、事後評価 が形

骸化 した りしている。 さらに、IT投 資評価 を行 う人材 が十分いないため、PDCAを 回す

ための専任組織 な どを設定できず、IT投 資マネジメン トシステムの基本を確 立できない。'

(2)望 まれ る対応

IT投 資評価の実施 を進めるためには、以下の4つ の対応 を講 じることが必要 かと思わ

れ る。 ・

(a)わか りやすい簡単なIT投 資評価手法の確立

IT投 資評価手法の成熟度を高めるためには、誰で も簡単に理解 でき、実施できるよう

なIT投 資評価手法 を確立す ることが求 められる。第3章 でみた とお り、これまで多岐に

わたるIT投 資評価手法が開発 されてきたが、なかには無理矢理定量化す るために機会原

価 などの考 え方を乱用 し、評価指標 が説得性の低い ものになっている手法や、非常に高

度の数 学を用いてい るため、特殊なツール を開発 しない と利用で きないよ うな手法な ど

もある。また、適用できる場面が限定され るよ うな手法な どもある。

このため、これまで開発 されてきたIT投 資評価手法をサーベイ し、平易な手法や操作

性の高い手法は何か、 どの手法が どのよ うな投資、 どの よ うな場面で適用可能なのかな

どを整理することが必要であ り、第3章 の表3-7は その参考になるであろう。
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1.IT投 資の複雑 化に関す る理 由 皿.IT投 資評価への理解不 足に関す る理由

構築するシステムが複雑化

(5)情報 システムの役割

が多様化

(12)IT機 器 の耐久性の

向上

(11)情 報 システムの発

注行為が取引関係や情

実な どによって左右 さ

れる文化

(15)多 頻度の追加開発

(17)相 場観の不在

1.IT投 資評価手 法の成熟度 に関す る理 由

評価に手間がかかる

(22)評 価 のための費用

が認められにくい

(29)評 価 を実施 するた

めの費用 ・時間がかか

る

(40)権 限 の明確化 と評

価 のための専任化が必

要な場合が多い

(50)評 価 プロセスにコ

ス トと時間がかかる

(54)成 果 が短期間 に出

ない

定量化が困難

評価方法などの妥当性が説明できない

/

V.経 営戦 略 と整合性の とれたIT投 資マネ ジ

メン トの不在 に関す る理由

(24)ベ ン チ マ ー ク デ ー

タ が 入 手 しづ らい

＼

ノ

(56)内 部 プ ロセスを測

る指標が多いため、ベ

ンチマークが困難
(6)システム部門予算管

理、IT関 連プロジェク

ト管理が他のマネジメ

ン トとリンクしていな

(53)経 営 陣 と情 報 シ ス

テ ム 部 門 、 ユ ー ザ ー 部

門 の コ ミ ュ ニ ケ ー シ ョ.

ン が悪 い

(59)定 量 的に測定でき

ない効果を求める案件

が増えている。

ノ
(7)IT関 連プロジェクト

の起案～承認のプロセ

スが制度化されていな

い

(57)PDCAを 回すため

に専任組織が必要

ヨ ∧

評価結果を利用できない 、

(65)事 後評価が形骸化

している(23)PDCAを 回すマネ

ジメン トシステムの基

本が根づいていない

・

ノ

(66)過去 のIT投 資 の反

省ができていない(49)IT投 資評価がIT投

資 プロジェク トの成否

にす り替えられる

s

、

/-㍉
(43)評 価結果の利用方

法がわからない

(46)IT投 資評価をして

もその利用方法がわか

らない

㌧ ノ

適切な評価方法がない
/＼

評価に対する誤った理解
/ ＼

(9)曖昧 ・不透明 ・不確

実な投資評価 を無理に

しなければならない

(16)IT投 資評価の過剰

な精緻化を求める傾向

＼ ノ

評価方法などの妥当性が説明できない

評価の必要性が理解されない

(8)機能 横断プロジェク

トに関する予算責任の

所在が不明確

(25)評 価 結果 を明 らか

にし、その責任をとら

せる文化がない

(26)責 任 の所在が不明

確

(30)結 果 が出るまでの

間に責任者が変わる

(48)IT投 資効果が現れ

るまでに、IT投 資評価

組織や報告先がな くな

ってしま う

(4)IT投 資評価に対する

ユーザー部門の関心が

低い

(35)評 価 は うまくいか

ないとい うあきらめの

気持ち

(42)IT投 資 評価の必要性

の理解が進んでいない

(10)IT投 資 評価はうま

くいかない という認識

が強い

(37)な ぜ や らなければ

ならないのかが説明で

きない

(44)投 資評価 に関する

コンセンサスが形成 さ

れない

(31)評 価 ア レル ギー

(34)経 営 トップが評価

そのものを重要 と思っ

ていない

(38)現 状 の評価運営で

実際起 こっているロス

が何なのかが明示でき

ていない

(45)有 効性の評価や戦略的

ITに 関わるレディネスの

評価が重要 になっている

にもかかわらず、注視 され

ていない

(39)結 果 が出るまでの

間に責任者が変わる

(52)経営 トップのIT投

資 評 価 に対 す るニー

ズ、関心が低い

N.IT投 資評価の 人材不 足に関す る理 由

(18)経 営 の効果 と情報

システムの効果 を判別

しにくい

(33)評価 の進め方、評価

手法が 自社に適用でき

ない

(2)効果 の根拠が説明し

にくい

(3)新プロセスの妥当性

の評価基準がない

(27)評価項 目(KPI)の

納得性が低いまま

(47)IT投 資評価におい

て効果判定が難 しい

(58)IT投 資評価指標 と

経営成果 との関連が明

確でない

(62)定 性 効果に対する

主管部の主張を評価で

きない

(21)方 法論や指標が不

完全/実 態に合わない

(28)評 価 の手法が確立

していない

(61)法 制対応な ど不可

避案件に対す るリスク

評価ができていない

(63)シ ス テム部門が経

営者に対 し物差 しを提

供 していない

(67)ITの 価値が説明し

きれていない

〔一

評価方法を使いこなせない

(1)設備 投資評価の手法

を適用 しにくい

(55)目標設定が困難

評価方法がわからない

(60)定 量 的に測定でき

ない効果 を評価す る手

法を使いこなせていな

い

(64)み な し定量効果を翻

訳 して評価 していない

評価人材が不足

(19)評 価 方法 に関する

全般的な情報が不足

(32)評価 の進め方、評価

手法がわからない

(41)各 評 価手法が散在

していて、整理されて

いない

(51)評 価 手法が明確で

ない

(13)ユ ー ザー企業側 に

IT投 資評価を実施でき

る人材がいない

(14)IT投 資評価 を外部

へ丸投げ

(20)IT投 資評価を実施

できる人材が不足

(36)投 資 評価 を推進 し

よ う とす る リー ダー

(CIOク ラス)が いな

い

図5-91T投 資評価の実施が進まない理由の因果関係分析
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(b)IT投 資評価に関す る普及啓発

IT投 資評価に対す る理解度を高めるためには、IT投 資評価 に関す る普及啓発を行い、

評価に対する正 しい取 り組み姿勢、評価 における経営者や利用部門の責任分担の必要性、

評価の重要性 を理解 させ ることが求められ る。特にIT投 資評価 の必要性 にっいては、そ

れが実施 され なければ、非効率なIT投 資プ ロジェク トが放置 され、ITコ ス トの増加 につ

ながるこ と、あるいは新たな ビジネス機会 につながるか もしれ ないIT投 資プ ロジェク ト

の可能性が看過 され 、収益の拡大機会を逃す危険性 があることな どを、経営者や利 用部門

に理解 させなければな らない。

そこで、た とえばIT投 資評価方法のガイ ドラインを作成 し頒布す ることで、主 として

経営者や利用部門のIT投 資評価への理解度向上を図ることが一法 と して考 えられ る。(1)

でみた よ うに、IT投 資マネジメン ト体制 の欠如 も、IT投 資評価の実施 が進 まない重要な

要因であ ることか ら、そ こで作成するガイ ドライ ンは、単にIT投 資評価方法 にのみ焦点

を置いた ものにす るのではな く、適切なIT投 資マネ ジメン トを実施するためには どのよ

うな手順で進 め、 どの よ うな体制で望むべきなのかな ど、IT投 資マネジメン ト体制の確

立方法まで踏み込 んだ ものにすることが望まれ る。

(c)IT投 資評価 ができる人材の育成

IT投 資評価 を実施 できる人材の不足に対処するためには、そのよ うな人材を育成す る

のが1つ の方法である。その場合、単に評価方法のみに通 じた人間を育成す るのではな く、

IT投 資評価 を経営マネ ジメン トプ ロセスやIT投 資マネジメン トプ ロセスのなかに適切

に位置づ け、PDCAサ イクル を十分理解 して評価 できる人材を育成す ること、IT投 資評

価 を担当す る人間には、ITと 業務の双方 について豊富な知識 を有 した人材 が望ま しいこ

とな どを意識す る必要 がある。

具体的な人材育成 方法 としては、人事交流などを通 じてシステム部門 と利用部門の双方

の業務経験 を積 ませ ることのほか、外部のIT教 育機 関な どでも、IT投 資評価 に関す る研

修 を実施 している団体 もあるため、こ うした機 関を有効 に活用することもあげられ る。

(d)IT投 資マネジメン トの確立

IT投 資評価 の実施 を定着 させ るためには、個々の企業 において経営戦略 と整合的なIT

投資マネ ジメン トを確立 し、IT投 資 と戦略の結びつけを行 えるようにす ることが必要で

ある。そのため、IT投 資 プロジェク トゐ承認手続きを制度化 した り、IT投 資マネジメン

トを担当す る専任組織 を設 けた りす るな ど、制度面の整備 を行 うことは必要であ り、それ

によりPDCAサ イクルを確立 し、事後評価 も制度の一環できちん と実施できるよ うにな

ると期待 される。

またIT投 資マネジメン トが機能す るためには、経営戦略 とIT投 資などに対す る共通

理解が経営者 、システム部門、事業部門間で経営 されていなければならず、これ らの コミ
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ユニケーシ ョンが円滑に行われ るよ うな仕組み も必要か と思われ る。

〈参 考 文 献 〉

[1]経 済 産 業 省IT関 連 統 計 ・情 報 処 理 実 態 調 査 ホ ー ム ペ ー ジ

(htt:〃www.meti.o.'/olic/itolic/statistics/'o'itsu.htm)

[2]ERP研 究推進 フォー ラム・日経BPコ7サ ルティング「2005ERP市 場 の実態 ユ

ーザーは取 り組み見直 しへ 需要は最高の伸び」(平 成17年5月)

[3]ERP研 究推進 フォー ラム ・日経BPコ ンサルティング 「2004ユ ーザーの賢いIT

投資動向 とERP市 場の実態」(平 成16年5月)

[4]日本CIO連 絡協議会 「IT革命 によるデ ジタル経済への対応 一イ ンターネ ッ トをビル ド

イン した新たな ビジネス ・モデル の構築」(平 成12年)

[5]歌代豊 「経営成果 を高めるためのITマ ネジメン トの条件」『2003年 度組織学会研

究発表大会報告要 旨集』(平成15年)

一70一



第6章 先進 企業にお けるベス トプラクテ ィス調査

これまでの議論 を踏まえ、IT投 資マネジメン トについて先進的 に取 り組 んでい る企業に

おける事例を調査 し、第7章 のIT投 資マネ ジメン トのフ レームワークの検討材料 とす る。

6.1調 査の進め方

ベス トプ ラクティス調査は、以下の視点、方法により、主要な業種の代表的な企業 に対 し

行った。

6.1.1調 査方法

WGに おける事例講演

ヒア リング ・文献資料調査

6.1.2調 査 対 象

(1)事 例 講 演

講師企業 講演 日

製造業 ・大企業A社 平成18年2月7日

流通業 ・大企業B社 平成18年1月24日

金融保険業 ・大企業C社 平成18年1月27日

サー ビス業 ・大企業D社 平成18年1月24日

流通業 ・中小企業E社 平成18年2月7日

(2)ヒ ア リング ・文献資料調査

ヒア リング先企業 ヒア リング 日

製造業 ・大企業F社 平成18年2月6日

物流業 ・大企業G社 平成18年2月3日

製造業 ・中小企業H社 平成18年1月25日

6.1.3調 査の主な視点

(1)IT投 資マネジメン トについて

(a)マネジメン トの対象 とマネジメン ト方法

ビジネス系システム、管理系システム、インフラ(基 盤)系 のマネ ジメン ト方法、維持

管理、運用の扱い方 など

(b)実施体制

①担当部署

②開催会議 と参加メンバー

どういった部門か、どの役職 レベル かな ど

r
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③経営者や利用部門との責任/役 割分担

(c)マネジメン トサイクル

どのような流れでIT投 資のマネジメン トを回すのか

各 フェーズでのタスクと作成書類な どは何か、など

(d)戦略マネジメン トや予算管理 プロセスとの整合の状況

上位計画や他のマネ ジメン トプ ロセスとの整合 はどのよ うに図っているのか

情報化予算 をどの ようにマネ ジメン トしてい るのか、な ど

(2)IT投 資評価について

(a)投資評価の対象範囲

①投資評価の対象システム

金額、分野な ど

②投資

どの範囲を投資額 としているのか

③効果

IT投 資のみをとりだ しているのかビジネス(事 業)効 果全体 を対象 としているのか、

な ど

(b)評価手法 と実施状況

① ビジネス系システムの投資評価

② 管理系システムの投資評価

③ インフラ(基 盤)系 の投資評価

④維持管理、運用費用の評価

(c)事後評価の実施状況

(3)IT投 資マネジメン トの効果 と課題

(a)投資マネジメン ト実施 による効果 ・

(b)今後の課題
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6.2調 査 結 果 のポ イ ン ト

今 回 のベ ス トプ ラ クテ ィス調 査結果 の ポイ ン トは 、以 下 の とお りで あ る。個 々 の事 例 の概

要 につい て は 、6.3を 参 照 してい ただ きた い。

6.2.11T投 資マネ ジメン ト

(1)IT投 資マネジメン トの対象と方法(表6-1)

(a)IT投 資全般 をマネジメン ト

マネ ジメン ト対象 をみ ると、ビジネス系システムの新規投資のみではなく、効果評価が

難 しい とされ る管理系システムやインフラ系、運用保守費用まで含む企業が散見 され る。

た とえば金融保 険業 ・大企業のC社 やサー ビス業 ・大企業のD社 では、 ビジネ ス系シス

テム、管理系システム、インフラ系をマネジメン トしている。

(b)利用部門がIT投 資効果の責任 を負担

利用部門をIT投 資効果評価の担 当部 門 としているケースが多い。 た とえば金融保険

業 ・大企業のC社 は、 ビジネス系システムの効果検証 の主体を 「業務サー ビス部門」 と

してい る。

(2)IT投 資マネジメ ン トの実施体制(表6-2)

(a)システム部門が中心

概 ねすべての企業 で、システム部門がIT投 資マネ ジメン トの中心 となっている。た と

えばサー ビス業 ・大企業D社 では、IT投 資マネ ジメン トを専任担 当部署に集 中させ てい

る。

(b)金額に応 じた決裁基準

金額 が大きいIT投 資案件は役員 クラスが出席する会議で審議 され、役員 が最終決裁に

なることが多い。 たとえば金融保険業 ・大企業C社 では、大型案件については、経営会

議に上程 され ることになっている。

(c)事業部 との合意によるIT投 資の決定

IT投 資案件 の採否 を検討す る会議 に、システム部門だけではなく利用部 門も参加 し、

両者 の合意 をとっている企業 もい る。 たとえばサー ビス業 ・大企業D社 では、事前に案

件の内容や投資対効果 などを確認す る 「案件確認 を行 う会議」に、IT投 資マネジメン ト

の担 当部署のほか、事業部の統括部署 も参加す ることになっている。

`
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表6-11T投 資マネ ジメン トに関す る各事例の比較(1)

(1)事例講 演

事例名 製造業 ・大企業A社 流通業 ・大企業B社 金融保険業 ・大企業C社 サー ビス業 ・大企業D社 流通業 ・中小企業E社
・IT革 新 の テ ー マ をSCM★1プ ロ セ ス 、商 ・全部門、全事業所の業務改革活動が対 ・ビジネス系システム

、管理系 システム、 ・新規案件のみ対象。

品化 プ ロセス、CRM★2プ ロセス、間接 象 。 イ ンフラ系が対象。 ・ビジネス的に重要なテーマの案件 は
、

業務 プ ロセス ・IT基 盤 の4つ に大別 し、 ビジネス面を中心にマネジメン ト対

対象 それ ぞれ において、ITに よ るプロセ ス 象 。

革新を推進。 ・イ ンフラ(基 盤)系 システ ム、管理 系

システ ム(経 理、人事な ど)も マネ ジ

IT投 資 マ メ ン ト対象。

ネ ジメ ン ト ・経営戦略からIT戦 略を検討 しそこから ・IT投 資 は大 きな投資 を行 ったあ と
、小 ・トップダ ウンでIT導 入 を決 定

。
の対象 と方 具体的な業務改革とIT構 築に落とし込 さな改善を重ねるという形で実施。

1

・投資金額を少なくすることで、採否や
法 む 。 ・大 きな投資 は、プロジェク トで検討 さ

'

失敗時の切 り替えが即決可能 とする。
・経営 トップのオーナー シップの もとに

、 れたあるべき姿を実現するための業務 ・粗利益が増加するものを最優先 とする

方法 経営成果達成 を徹底追求。 モデル として検討する。システムは業 とい うのが導入条件である。
務モデル と一体 のものと して考 える。

・改善案件は、事業計画の達成または業

務改革に必要なIT投 資であるかいなか

に よ り、「システ ム委員会」で決定す る。 `

(2)ヒ ア リン グ調査

事例名 製造業 ・大企業F社 物流業 ・大企業G社 製造業 ・中小企業H社
・新規IT投 資 のみを対象 としてい る

。
・新規IT投 資全般(ビ ジネ ス系 シス テム

、 ・新規IT投 資のみならず、運用保守費な
対象 管理系 システム、イ ンフラ系 システ ム) どもマネ ジメン トの対象 である。

・運用保守費用

・利用部 門のシステム化ニーズを踏 まえ、 ・CIぴ30fficeが 提 示 したIT戦 略 を踏 ま ・社長 、IT担 当役員、各部署の部長 、IT

IT投 資 マ

ネ ジ メン ト

利用部門 とシステム部門の共同でシス

テム化の起案を行 うというように、ボ

え、利用部門がシステム化の起案や

RFP4の 作成、IT投 資効果評価、予算

コーデ ィネー ター 、ベ ンダー で構成 さ

れ る 「ITに 関 す る委員会」でIT投 資 計

の対象 と方

法 方法

トムアップで意思決定を行い、経営計

画で明示されたプロジェク トを除き、

経営戦略を踏まえて トップダウンで意

申請を担当す る仕組 みを 目指 してい

る。

・CIOO伍ceは ガ バナ ビ リテ ィ
、利 用部

画の策定などを行 う。

思決定を行 うことは少ない。 門はアカ ウンタ ビリティ、システ ム部
・運用 ・保 守費用 については シ」 リング 門はケイパ ビリティをそれぞれ担 うと
で管理 し、一律に何%削 減するという い うように、各役割分担を明確化 して

形で目標設定を行っている。 い る 。

(注)*1.SupplyChainManagement;サ プ ラ イ チ ェ ー ン ・マ ネ ジ メ ン ト*2.CustomerRelationshipManagement;顧 客 間 計 管 理*3.ChiefInformationOfficer;情 報 統 括 役 員*4.RequestforProposal;要 求 定 義 書
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表6-21T投 資マネジメン トに関 す る各事例の比較(2)

(1)事 伊Ll言き葦演

事例名 製造業 ・大企業A社 流通業 ・大企業B社 金融保険業 ・大企業C社 サービス業 ・大企業D社 流通業 ・中小企業E社
・本社IT企 画部門、事業分野 ごとの国内 ・「業務改革推進部署」 が中心。 ・「情報化 に関す る委員会」

。 ・「IT投 資 マネ ジメ ン ト担 当部署」
。

・IT担 当者 は兼務 で1名 い る
。

担当部署 IT企 画部門、IT開 発運用を担当する社

内分社が主体。
・各場所の業務改革推進会議(委 員長: ・「情報化に関する委員会」(委 員長:専 ・「案 件確 認 を行 う会議 」;案 件シー トを

各部 ・場所長 または社長、 メンバー: 務 、メンバー:主 要サー ビス部門16の 部 もとに投資内容、投資対効果を検討。

課題責任者く項 目ご とに1名 〉)。 門長、事務局:経 営企画部門+IT企 画部 「IT投 資 マ ネジ メン ト担当部 署」と「事

・「システム委 員会」(営 業 ・管理 ・ブル 門、四半期ごとに開催) 業部統括部署 」で編成、毎週実施。 ・

中関係の委員会):開 発の是非、仕様条 中期開発計画の決定、経営会議への上 ・「プ ロジ ェク ト編成 を行 う会議 」;ビ ジ

件などの決定、業務改革項目及び目標 程(大 型案件) ネス面 ・計画面両方から妥当性を事前

値の決定 年度開発計画の決定(小 型案件) 確認。 「IT投 資 マネ ジメン ト担 当部署」
・「全社の業務改革を推進する会議」:業 と 「事業部統括部署」で編成。

務改革の進捗状況、検証、課題の検討 ・「ビジネ ス投資決裁 を行 う会議」;ビ ジ

開催会議と参加 ネス面か らの決裁、IT投 資対効果につ

IT投 資 マ
メ ンバー

⇔
いての意思決 定。「IT投 資 マネ ジメ ン ト

ネ ジ メン ト
担当部署」・、 「事業部統括部署」、事 業部

の実施体制 で編成。

・「システ ム投 資決裁 を行 う会議」;IT投

資と財務効果、KPr1目 標にっいて評

価 ・決裁。「IT投 資 マネ ジメン ト担 当部

署」、「事業部統 括部署」、事業部で編成。
・ビジネス目標;SBU会 議または事業部

間の連絡会議の一環。最低年1回 。 ビ

ジネス目標の達成度を評価。
・本社IT企 画部門:全 社の情報システム ・システ ム部門:シ ステ ム開発依 頼案件 ・経営会議:「情報化に関する委員会」が ・事業部担 当を各事業部のなかに置き、 ・IT導 入

、評価 、中止 な どの判 断は経 営

戦略の立案 と推進 の選別 上程 した大型の開発計画の議論、承認 コ ミ ュ ニ ケ ー シ ョ ン を 図 る 。 者が実施す る。
経営者や利用部 ・事業分野ごとのIT企 画部門:事 業分野 ・「業務改革推進部署」:業 務改革実施項 ・「業務 サー ビス部門」:シ ステム開発 の

門との責任/役 の情報システム戦略の立案 と推進 目の とりま とめ 発注、システムの効果検証
割分担 ・IT開発運用を担当する社内分社:ITソ

リューシ ョン提供機能 、イ ンフ ラの整

備
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(2)ヒ ア リング調査

事例名 製造業 ・大企業F社 物流業 ・大企業G社 製造業 ・中小企業H社
・個々の事業部が個別 にマネ ジメン ト

。 ・CIO直 下 のCIOOfficeがIT運 営 体制 ・「ITに 関 す る委員 会」 が中心
。

担当部署 ・た だ し、経 営計画で 明記 され たプロジ の検討を実施。
エク トにっいては評価専担者を設置。
・システム部門長以下の決裁案件につい ・「中期 のIT計 画 を策定する委員会 」:各 ・「ITに 関 す る委員会」:社 長

、IT担 当役

ては 、 「システ ム部 門会議 」(参 加メ ン 利用部 門の部 門長 、CIOOffice、 シ ステ 員、各部署の幹部や担当者、ITコ ー デ
バー:シ ス テム部門 内の部長 クラス) ム部門 イネー ター、ベ ンダーが参加。委員長:

開催会議 と参加 で審議する IT担 当役員。

メンバ ー ・社長の決裁案件(大 型案件など)に つ

いては、取締役会で審議する

IT投 資 マ
・部門横断的な案件にっいては、「事業本

ネ ジ メ ン ト
部の会議」(役員も参加)で 審議する

の実施体制
・利用部門はシステム部門とシステム化 ・CIOOffice:

起案を共同で行 う形もある。IT投 資評 経営者へのIT戦 略立案。
価については責任分担が明確化 されて 利用部門へのIT戦 略の提示、IT予 算
い る 。 管理 の委託 、 コス ト配賦。

経営者や利用部 ・経 営者:

門との責任/役 経営戦略を踏まえたIT戦 略の提示。
割分担 ・利用部 門:

システム化案起案、予算申請、IT投 資

効果の検証。
システム部門に対 し開発するシステム

のビジネス要件を提示する責任。

(注)*1.KeyPerformanceIndicator;重 要 業 績 指 標
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(d)分権型組織におけるIT投 資マネジメン トの棲みわけ

分権型組織を とっている企業のなかには、IT戦 略の立案 ・推進にっいて、本社のシス

テム部門 と分社の システム部門間で役割分担 している企業 もある。たとえば製造業 ・大企

業A社 では、全社の情報 システム戦略の立案 と推進は本社IT企 画部門で、事業分野の情

報 システム戦略の立案 と推進は事業分野のIT企 画部門で実施す ることになってい る。

(3)マ ネ ジ メン トサ イ クル(表6-3)

(a)制 度化 され た マ ネ ジ メ ン トサ イクル

IT投 資 マネ ジメ ン トの サイ クル が制度 と して確 立 され て い る企 業 もみ られ る。 た とえ

ば製造 業 ・大 企 業A社 では 、IT革 新 の テーマ ご とに、構想 フ ェー ズ、計 画検 討 フェー ズ 、

実行 フ ェー ズ を定 め、 それ ぞれ の タス クが定 め られて い る。

(b)目標値設定方法のガイ ドライン

IT投 資 目標値の設定方法 についてガイ ドライ ンを定 めている企業 もいる。上述の製造

業 ・大企業A社 では、IT革 新のテーマの構想 フェーズにおいて投資対効果 に対す る共通

尺度を定め、それを用いて経営成果 目標の見積 もりを行い、経営 目標 一施策 ・投資 ≡成果

の間の見 える化を行 っている。また製造業 ・大企業F社 ではシステム化案 の起案時点で

IRR(InternalRateofReturn;内 部利益率)を 記載す る旨を定めている。

(4)戦 略マネジメン トや予算管理プロセスとの整合の状況(表6-4)

(a)情報化予算配分のルール化

プロジェク ト間の予算配分について、一定のルールを設 けて実施 してい る取 り組みがあ

る。た とえば金融保険業 ・大企業C社 では、経営部門か ら与えられた情報化予算総額の

枠 を踏 まえ、中期 計画 で定まっている部分 を除 いた金額 か ら、まずSOX法(Sarbanes

-Oxley法;サ ーペ ンス ・オクス リー法)対 応 な どのMUST案 件に要するシェアを決 め、
'

次にそれ らの残 りについて 「業務サービス部門」の数で按分 して各部門向けの情報化予算

を決めるとい う運用 が行われている。

(b)シー リング枠 を設定 しないケースの存在

情報化予算の総額 の枠を設定せず に、個別の案件の要否 を判定 して投資決定を行 ってい

る企業もある。た とえば:サ ー ビス業 ・大企業D社 では、IT予 算 とい うものは存在 しな

い。事業 ごとの予算 はあるが、どこまでがIT予 算であ り、どこまでがそ うでない予算か

を切 りわ けることができず、IT予 算総額は設定 していない。事業単位で意思決 定を行 い、

ビジネス面か らいい事業であれば実施す るとい うスタンスを とっている。
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表6-31T投 資 マネジメ ン トに関す る各事例 の比較(3)

(1)事 イ　‖言i毒…演

事例名 製造業 ・大企業A社 流通業 ・大企業B社 金融保険業 ・大企業C社 サー ビス業 ・大企業D社 流通業 ・中小企業E社

①IT革 新 テー マの構想 フェーズ 〈大規模改革〉 (1)投 資 判断 フェーズ ベンチマーキング→導入→定着→評価

「戦略マ ップ」、「投資計画 シー ト」、「戦 ① トップ主導 の下 、社 内プ ロジェク トと ①要件定義の前:

略 シ ー ト」'の 作 成 。 して立 ち上 げる。 「ビジネス投資決裁を行 う会議」で投

経営 目標 を達成す るための経営施策 ②企業 グループの新 しいビジネスモデル 資対効果、KPIの 仮 目標 を出 し決裁。

(IT施 策 も含む)の 案 出。 を検討 し、それを実現する業務モデル rIT投 資マネジメン ト担当部署」が意

共通尺度による経営成果 目標の設定。 を検討。 見 ・助 言 。

②事業計画検討 フェーズ 〈改善案件〉 ②要件定義の後:
IT革 新のテーマの選択 と集中について ①各場所がシステム部門に対 してシステ 「システム投資決裁を行 う会議」で投

トップによる戦略的意思決定。 ム開発依頼を実施。 資対効果、KPIを 確 定 し決裁。

中期経営計画のなかでのIT革 新の取 ② システム部門ではシステム開発依頼案 、 「IT投資マネジメン ト担当部署」が意

り組みの明確化。 件 を選別 し、「システム委員会」 にか け 見 ・助 言 。

マネジメン トサイクル
KPI、KGr1に よ る施策 の重 点絞 り込

み。

るべき内容かを検討。

③ 「システム委員会」で開発の内容の是

(2)モ ニ タ リングフェーズ

① システ ム効果測定:

③IT革 新 テー マの実行 フェーズ 非、仕 様条件 な どを決定。また、 「業務 カ ッ トオーバー6カ 月後 に実施。

意思決定のためのチェックポイン トの 改革推進部署」がまとめた業務改革の ビジネス目標の達成度評価、今後の見

設定。各 フェー ズに チェ ックポイ ン ト 実施項 目、各委員会のなかでやるべき 通 し。起案者 用のセル フチ ェ ック リス

を設定。 業務改革項 目、あるいは目標数値 も 「シ トへの反映。

ステム委員会」のなかで決定。各 「シ ② ビジネ スモ ニタ リング:

ステム委員会」による業務改革の現在 ビジネス目標の達成度の評価。

の進捗状況 、検証 、課題 にっいて、 「全 最低年1回 実施。

社の業務改革を推進する会議」で検討。

④ 「システム委員会」が業務改革の進捗

状況を検証 し、本社 として場所や関係
'

会社に対 して支援。

(2)ヒ ア リン グ調査

事例名 製造業 ・大企業F社 物流業 ・大企業G社 製造業 ・中小企業H社

①利用部門がシステム化ニー ズをシステ ①CIOOfficeが 全 社 に対 して中期IT計 画 ①IT投 資 計画は、 「ITに 関 す る委員会」

ム部門に提示。 システム部門がシステ を提示。 で策定。計画期間は半年で、半年 ごと

ム化案をまとめ、利用部門と共同起案 ②利用部門はシステム化案をCIOOffice に見直 し。

(システム部門の単独の発案もあり)。 に起案。IT予 算は企画部門に申請。 ②担当者がIT投 資を起案。決裁基準は金

②新規IT投 資案件は、決裁権限に応 じて ③CIOOfficeが 起 案 され た システ ム化 額に応 じて異なり、大きい金額の案件

システム部門会議で審議、報告を経て 案 、予算 申請 を検討。 は役員決裁 、小 さい金額の案件や運用

決裁。 ④承認 されたシステム化案に基づ き、利 保守的な案件はマネージャーや リーダ

③ プロジェク ト終了1年 後、一定発案金 用部門がシステム部門にシステム開発 一ク ラスの決裁
。

マネ ジメ ン トサイ クル
額以上の投資案件はIT投 資を含め全社

的にフォローアップ(事 後評価)が 実

を発注。 ③ 「ITに関する委員会」は毎月開催。投

資計画期間中もどのようなITが 必要に

施。 フォ ロー ア ップ書類 では 、プロジ なってい るかな どを議i論。

エク トの 目的、スケジ ュール、予算額 、

期待 される効果、実績、期待 と実績の

ズレなどに関す る意見を記載。フォロ
一アップの評価が芳 しくなければ改善

策を実施。その他の案件についてはシ

ス テ ム 部 門 内 で フォ ロー ア ップ を実

施 。

(注)*1.KeyGoalIndicator;重 要 目標 達 成 指 標
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表6-41T投 資 マネジメン トに関す る各事例 の比較(4)

(1)事 イ　り言責f演

事例名 製造業 ・大企業A社 流通業 ・大企業B社 金融保険業 ・大企業C社 サー ビス業 ・大企業D社 流通業 ・中小企業E社
・情報化予算の総額の枠が経理担当部門 ・IT予 算 は明確 に存在 しない

。 いい事業 ・売上の1%程 度 をIT投 資 にあててい る。

からIT企 画部門に提示。 であれば実施。
・情報化予算の配分は先にポー トフォオ ・各事業 部の独 立性 が強 いため

、 ポー ト

配分を決めて行 う。 フォ リオ的な考え方で事業観の優先順

情報化 予 ① 中期計画で定まっている部分 を計 位を決めるのが困難。
算の配分 算 。

②残 りにっいてMUST案 件とプロジ

戦略マネジメン ト エク ト物 な どの シェア を決定。

や予算管理プロセ ③残 りを 「業務サー ビス部門」の数で
スなどとの整合の 案分 し、情報化予算の配分を決定。

状況 経 営計画 ・経営戦略に基づきIT革 新戦略を策定。 ・システムの中期開発計画は中期経営計 ・全社事業戦略 との整合性は、「事業部統 ・経営計画書のなかでIT投 資計画を定め

マ ネ ジ メ ・ITに よ るプ ロセス革新 を 目指 し
、IT投 画にしたがい、10年 の長期計画にした 括部署 」 と 「IT投 資 マネジメ ン ト担当 て い る 。

ン ト と の 資マネジメン トが中期経営計画におけ が う。 また、 「情報化に関す る委員会」 部署」の企画室の連携により確保。
整合 る経 営革 新プ ログラムに ビル トイン。 の決定は経営会議で論議 ・承認。

予 算 管 理

プ ロセ ス

との整合

・事業計画において目標利益 を勘案 し、

事業 ごとのIT関 係の予算編成。年度ご

との損益予算との整合性がある。本社

IT予 算の編成は、そのあとに実施。

(2)ヒ ア リン グ調 査

事例名 製造業 ・大企業F社 物流業 ・大企業G社 製造業 ・中小企業H社
・IT投 資案件は事業部 ごとに策定される ・ポー トフォ リオマネ ジメン トの必要性

、

た め、プ ロジ ェク ト間の優劣 を判定す は認識 して い るが 、個別プ ロジ ェク ト

ることは事業部間の優劣を判定するこ マネジメン トの確立に追われている状

情報化予
算の配分

とにつな が ることか ら、ポー トフォ リ

オマ ネ ジメ ン トは実施 して いない。 た

だ し、同 じ事 業部 内の案件 の優先度 判

況でそ こまで手 が回 らない。

戦略マネジメン ト

や予算管理プロセ

スなどとの整合の

断は、それぞれの事業部の総括担当が

行っている(決 定結果の強制力 はな
い)。

」

状況
経 営 計 画
マ ネ ジメ

ン トと の

整合

予 算 管 理

プ ロセ ス

・現在システム管理 と予算管理が別々に

行われているので、一本化 してコン ト

・IT投 資計画が6ヶ 月単位で更新される

ため、予算管理プロセスとの整合性は

との整合
ラ ビ リテ ィを高 め るこ とが課題 とな っ

ている。

問題にならない。

一79一



r



「

(c)優先順位設定を実施 しない企業の存在

全社 で投資案件間の優先順位設定を実施 しない企業があ る。た とえば製造業 ・大企業F

社 では、異 なる事業部のIT投 資プロジェク トの優先順位づ けを行お うとしても、事業部

そのものの優先順位づ けを行 うことになってしまい、システム部門の権限を超 えて しま う

ため、優先順位設定を実施 していない。

(d)事業戦略を踏まえたIT戦 略の設定

各社のIT投 資マネ ジメン トと経営計画マネジメン トの整合状況をみ ると、事業戦略を

踏 まえてIT戦 略を定 めることで整合性 をとっている企業が多い。た とえば製造業 ・大企

業A社 では、経営戦略に基づきIT革 新戦略を策定 してお り、IT投 資マネジメン トが中

期経営計画における経営革新 プログラムに ビル トインされ てい る。

(e)予算管理プロセスとの整合化

IT投 資計画は3年 、5年 な ど複数年の計画期間のなかでマネ ジメン トされ るが、IT予

算は半期 、1年 と短い期 間のなかでマネジメン トされ るため、両者 の整合性を とることが

難 しく、それぞれ別 々の決裁を仰 ぐとい う非効率的なマネジメン トが行われているケース

が少なくない。 しか し、製造業 ・大企業A社 では、事業計画にお いて 目標利益を勘案 し

なが ら事業分野 ごとのIT関 係 の予算編成 を行 うため、損益予算 との整合性 が維持 されて

い る。

6.2.21T投 資評価

(1)投 資評価の対象範囲(表6-5)

(a)IT投 資以外も含めた評価

投資評価の対象範囲 としては、IT投 資のみに限定 していない企業がある。たとえば金

融保険業 ・大企業C社 では、ITが 新商品開発の一部 として組み込まれ、IT部 分のみの効

果把握 が困難であるため、システムのみの効果ではな く事業全体の効果 を評価 し、IT投

資の新規スター トや 中止 のルールの対象 としている。

(2)評 価 手 法 と実施状 況(表6-6)

(a)金 銭 的が行 われ る ビジネス 系 シス テム

ビジネ ス系 システ ム の評価 方 法 と して は、ROI(ReturnonInvestment;投 資利 益 率)

やNPV(NetPresentValue;正 味現 在価 値)な ど金 銭 的 な評価 指 標 を設 定 して い る事 例

が 目立 っ。た とえば製 造業 ・大 企 業A社 では 、た とえばSCM(SupplyChainManagement;

サ プ ライ チ ェー ン ・マネ ジメ ン ト)で は棚 卸資産 の圧縮 に 関わ る コス ト低減 額 、調 達 にっ

いて は集 中契約 に よ る材 料 コス トダ ウン額 とい うよ うに投 資 効果 を金額 換 算 し、ROIを

計算 して い る。
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表6-51T投 資評価 に関す る各事例の比較(1)

(1)事 イ　り言葺演

事例名 製造業 ・大企業A社 流通業 ・大企業B社 金融保険業 ・大企業C社 サービス業 ・大企業D社 流通業 ・中小企業E社
・全社 ・全 システムを対象。 ・全 てのIT投 資 ・中期計画で開発するような大型案件(投 ・IT投 資 額5

,000万 円 以上の案件 が対象。 ・業務 システム、直近3年 平均 は1,000

対象システム
資額1億 円以上)
・年度別開発計画で開発するもの(1億 円

万円/年 程度。

以下 のもので、数 に して500件 ほ ど)
・初期投資(IT革 新 プ ロジェク トの準備 ・IT投 資(ハ ー ド ウ ェ ア

、 ソ ウ ト ウ ェ ア 、 ・IT投 資を含めた ビジネス投資案件が評 ・PCな どのハー ドウェア
、システム構築

段階までにかかる費用)及 び運用費用 人件費、外注費など)が 評価の対象。 価 対象。 費、電話代などの維持費。
投資評価 (導入 ・展開期にかかる費用)を 含め
の対象範

囲
投資の定義

た ライ フサイ クル コス ト。

・ビジネス プロセス改革 の施 策 にかか る

費用も計上。
・システム部門で発生する人件費(固 定

費)も 計上。

・IT革 新 の取 り組 みに よって得 られ るビ ・事業 そのものの効 果 を対象
。 ・ビジネ ス(事 業)と しての効果。 ・ビジネス効果全体を対象として評価。

効果の範囲 ジネス効果全体(期 間内に得 られる成

果)。
.

(2)ヒ ア リング調 査

事例名 製造業 ・大企業F社 物流業 ・大企業G社 製造業 ・中小企業H社

投資評価
の対象範

囲

対象システム

・新規のIT投 資のみが評価の対象。
・管理系システムやインフラ系システム

の評価も実施 していない。

・不定期船の営業を支援するIT(ビ ジネ

ス系システム)と業務を支援するIT(管

理系システム)の み。

表6-61T投 資評価 に関す る各事 例の比較(2)

(1)事 例」言葺演

事例名 製造業 ・大企業A社 流通業 ・大企業B社 金融保険業 ・大企業C社 サービス業 ・大企業D社 流通業 ・中小企業E社
・す べてのIT革 新 のテー マの成果 を金銭 ・IT投 資は事業計画の達成、業務改革の ・企画段階で財務 目標 とKPI目 標を設定。 事業評価でIT投 資効果を評価 している。

的評価(た だ し、売上貢献成果は除く)。 達成に必要であるかいなかで決定。 ・システ ムの効果 測定 とビジネス 目的の

成果の金額については、利用部門 とシ ・評価 に必 要なデータを、 「統一情報 シス 実現度の観点から評価。

全般 ステム部門との合意によって算出。 テム」 か ら入手 し、報告す る。 これ によ ・システムに よる評価方法 の違 いはない
。

って目標 と実績数値の検証を行 う。 ・BSC★3の4つ の視点 か らKPIを 検 討。

ガイ ドライ ンを提 示。 アンケー ト調 査

結果を活用す る場合 もあ り。
・計量的な投資 と成果のROI評 価。 ①営業部門の業務精度 ・生産性向上 ・大型投資(1億 円以上)

・SCM:棚 卸 資産 の圧縮 に関わ る コス ト 在庫売上取消訂正 コンバー トエラー 中間シナ リオでNP▽2が プラスになる

評価手法 低減額。 の撲滅 受注オ ンライン化率 マスタ ものを採 択(プ ロジェ ク ト 「新規ス ター

と実施状 ビジネス系 システ ・調達:集 中契約による材料コス トダウ 索引率 トルール」)

況 ムの投資評価 ン額。 ②ロジスティクス部門業務精度向上 ・小型投資

・CRM:ITマ ー ケテ ィングの成果
、開発 在庫金額削減1ヶ 月超在庫削減 出 MUST案 件を除き、投資対効果の大き

化プロセスにおける ㎜ ★1の短編 庫鮮度管理 未出庫商品管理 欠品率 いものから優先順位づけ(NPVは 計算せ

な ど。 の低減 ず)。

管理系 システ ムの ・計量的な投資 と成果のROI評 価。 業務時間の削減 生産性向上 ・事業効 果が推 計 しに くい ので、 コス ト

投資評価 へ 削減を中心に検討。

イ ンフラ系の投資 ・計量 的な投資 と成果のROI評 価
。 ・管理系 と同 じ。

評価

維持管理、運用費用 ・投資評価に入れ込んで評価をしている。
の評価

・次年度計画(2月)・ 見通 し(11月 集 計)・ ・事後評価は、事前評価の予測に対して、 ・大型案件 ・カ ッ トオー バー 半年 後 、システ ム効果 ・経営者が評価。効果があがらないもの
当年度着地見通し(2月)と い うサイク どの程度改善 したかで判断。 プ ロジェ ク ト開始後 一定期 間(高 リス 測定を行い、効果 目標の達成状況をチ は中止 、撤退す る。

ル のなかで、デー タを収集 して、事後評 ・全てのIT投 資 について実施 して いる。 ク:年2回 、毎年 、その他:3年 に1回) エ ック し、効 果測定報告書にま とめ る。

価を実施。 また、情報システムの活用度 を高める 評価結果を経営会議に報告。NPVが プ
事後評価の実施状況 ことも業務改革 目標 として進捗管理。 ラスになるシナ リオを半分以上達成でき

・大 きな投資 は
、 プ ロジェク トで検討 さ ていなけれ ば中止(「 中止ルール」)。

れたあるべき姿を実現するための業務 ・小型案件については特に事後評価は し

モデルとして検討す る。システムは業 な い 。

務モデル と一体 のもの として考え る。
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(2)ヒ ア リング調 査

事例名 製造業 ・大企業F社 物流業 ・大企業G社 製造業 ・中小企業H社
・費用便益分析などによる事前評価。

全般
・CSF★5 、KPI、KGIの 設 定(顧 客満 足度

や従 業員 のモ チベー シ ョン とい った非

財務的な指標も含む)。
・システム化案の書式では、定量的な評 ・定量的指標でのみ評価。
価についてIRR★4を 計算す ることにな ・金額換算可能な指標

ビジネス系 システ

ムの投資評価

って いるが 、空欄 とな ってい るこ とが

多い。
・IRR以 外 でも定量的 な評価 を行 ってお

ROIを 採択。
・金額以外の定量的指標

新規顧客獲得数、既存顧客で維持でき

り、 さらに定性的 な評価 も認 めている。 た数 、サー ビス レベル 向上指数 、顧客

獲得機会増大指数など。
・実施 していない。 ・定量的指標 と定性的指標を用意。法令

への対応 を 目的 とす るITテ ー マについ

評価手法 甲 ては定性的指標を用意。

と実施状 ・金額換算可能な指標

況 ROIを 採択。

業務人件費 、債 権回収 コス ト、税 収 コ

管理系システムの ス ト、 コンテナ在庫 コス ト、作 業スペ

投資評価 一ス
、設備 ・資材 コス ト、情報処理 コ

ス トの削減額の割合を計算。
・金額以外の定量的指標

利用者満足度指数(マ ネジメン ト判断

スピー ドや精度に対する評価)
・定性的指標

法令への準拠度合い

イ ンフラ系 の投資 ・実施 してい ない
。

・実施 していない

評価

維持管理、運用費用 ・実施 してい ない(一 律何%削 減 とい う ・ベ ンチマー クデ ー タの入 手が 困難 なた

の評価 形で総額管理 している)。 め、評価 を実施 していない。

・フォ ロー ア ップにお いて事 後評価 の実 ・不 定期船 のITシ ス テムについて事後評 ・プロジェク ト期 間が6ヶ 月 と短 いため、

施を制度化。 価を トライアル的に実施 している。 事後評価を実施 していない。
・実施 時期 は

、プ ロジェク ト終了1年 後。 ・事後評価結果は事前評価結果 と比較検

事後評価の実施状況 ・中間指標の採用によりできるだけ定量
討 し、差異分析 を行 ってい る。

的な評価を目指 している。 ・事後評価 のタイ ミングは
、効果 が現 れ、

かっ担当者が異動 しないプロジェク ト

終了1年 後 と してい る。

(注)*1.TimetoMarket*2.NetPresentValue:正 味 現 在 価 値*3.BalancedScorecard;バ ラ ン ス ト ・ス コ ア カ ー ド*4.InternalRateofReturn;内 部 利 益 率*5.CriticalSuccessFactor;主 要 成 功 要 因
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(b)異なる評価体系を持つ管理系システム、インフラ系

財務会計な どの管理 系システムやセキュ リテ ィ対策 などのインフラ系の評価 について

は、ビジネス系システム と異なる評価体系を設定す る企業がある。たとえば金融保険業 ・

大企業C社 では、原則 としてNPVに よる投資評価 を行 ってい るが、管理系 システ ムやイ

ンフラ系 については この枠組みは適用 されず、MUST案 件 として最初か ら実施 が決め ら

れている もの もある。 またその評価方法は、コス ト削減効果が中心 となる。

(3)事 後評価の実施状況(表6-6)

(a)事後評価の実施

今 回の事例企業のほとんどが事後評価 を実施 している。たとえばサー ビス業 ・大企業D

社では、 システムのカ ッ トオーバー後モニタリングや事後評価 を実施 している。

(b)プ ロジェク ト終了1年 後実施

事後評価 のタイ ミング として、プロジェク ト終了1年 後 としている企業がある。た とえ

ば物流業 ・大企業G社 では、IT投 資の効果が現れ始 め、かっ担 当者 が異動 しない時期 と

して適切 とい う理 由か ら、終了1年 後 を事後評価実施時期に定めている。

(4)事 後 フォローの実施(表6-6)

(a)業務改革の継続によるIT投 資のフォロー

IT投 資の効果を100%発 揮す るためのもの として業務改革を位 置づ け、業務KPI(Key

PerformanceIndicator;重 要業績指標)の 達成度 をフォ ロー し続 ける企業 もある。流通

業 ・大企業B社 では、IT投 資 を、あるべき姿を実現す るための業務モデル と して位置づ

け、それ を実現するためには業務改革を並行 して継続的に続ける必要がある としてい る。

このため、評価 に必要なデー タ(業 務KPI)に ついては 「統一情報 システム」でモ ニタ

リングで きるよ うに してお り、目標値 を達成できない場合には、さらに業務改革 を進 める

とい うス タンスを とってい る。

〆
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(1)事 伊」言責f演

表6-71T投 資マネ ジメン トの効果 と課題に関す る各事例の比較

事例名 製造業 ・大企業A社 流通業 ・大企業B社 金融保険業 ・大企業C社 サービス業 ・大企業D社 流通業 ・中小企業E社
・具体的 に、「戦 略マ ップ」、 「投資計画 シ ・事業計画の達成、業務改革推進の 目標 ・「業務サー ビス部門」が

、システムの効 ・投資 目的 とその 目的を達 成す るた めに
、

一 ト」
、 「戦 略 シ ー ト」 を用 い る こ と で 、 達成 を進 めることがで きる。 果に責任を持つようになった。「業務サ どのシステムを実現するかの整合性が

何をすると何が得 られるかの因果関係 一ビス部門」が事前に効果計算するこ
向上。

が 明確 にな る。 そ うす ると、組織 がそ とで、 開発 コス トに見合 うシステ ム を ・ビジネス 目的を実現するためにシステ

れを実現すべく活性化 し、総 じて成果 絞 り込むこ とが可能 になった。 ム化も含めて どのような方策を打つの

投資マネジメン ト実施 による

が適切に回収できる傾向にある。 ・「中止ル ール」で中止 され ると困 るた め
、

システ ムの効果 を高 め よ うとい うイ ン

が最善かを考える組織風土になった。
・投資の回収が可能か、回収できないよ

効果 セ ンチ ィブが 強ま った。 「作 りっぱ な うであれば、KPI目 標 を明確 に した う

し」の状況がなくなり、経営資源の有 えで投資額 をどう設定す るかが、皆で

効活用 につ なが った。 議論 され るよ うになった。
・IT投 資 マネ ジメン トをルール化す る こ ・対策を策定 し実行するスピー ドが速 く

とで、ITガ バ ナ ンス を進化で きた。 な っ た 。
・経営 陣やIT企 画 部 門

、 「業務サー ビス

部門」の役割分担を明確にできた。
・見える化を狙った戦略マ ップの活用が ・投資効果を出すために重要なビジネス ・IT投 資 は ビジネ ス投資 の一部 とい う考 ・某大手文具通販企業の代理店は同業他

不十 分で あるこ と、KPI・KGIの 設 定 プロセス改善能力な どのインタンジブ え方を維持 し、投資マネジメン トの対 社 との差異化が困難であること、エ リ
が困難な場合があることが課題。 ルズをどのように蓄積 していくか。 象範囲の見直 し、IT投 資の純粋効果の アマーケティングは地域企業が有限で
・IT革 新 マネ ジメン トの統制強化

、戦略 ・IT投 資 の効果を高め るため
、ま った く 把握への取組みを進める。 あ り飽和 して しま うこ と、カ タ ログ販

マ ップやKPI・KGI設 定 にかかわ るプ 新 しいビジネスモデルをどのように生 ・IT投 資マネジメン トの継続性 を図るた 売では商品が限定 され るこ とな どか
ロジ ェク トメ ンバー のス キル強化 、活 み出 してい くか。 め、投資に対する問題意識の低下をく ら、継続的な成長が望めない。
用ナ レッジの共有化 を 目指 してい る。 ・ITの わ かる利用部 門担当者

、 ビジネス い止 める こ と、画一的 で な く柔軟 な運 ・カタログ通販 か らの脱却 のため
、GIS★2

今後の課題
今 後 はIT革 新 事 業計画 に お け る

PDCA★1実 行と、その成果の見届けにつ
のわかるIT担 当者を、「業務サービス

部門」とIT企 画部門との人事交流など

用 を図 ることを進 める。
・決裁者 のためのIT投 資 マネ ジメ ン トか

と顧 客 との連動やSFA★3,CTI★4,CRMの

連 携 を考えてい る。
いての整備が必要。 によって、いかに育成 してい くか。 ら事業責任者の投資の意思決定を支援 ・今後の成長は、オフィス密着型顧客提
・普及 のた め、事例集 ・テ ンプ レー トを

、

するよ うな方向 に仕組 み を変 えてい 案事業を事業の柱 にできるかにかかっ
作成することが必要。

く 。 て い る 。

・ITコ ス ト削減 とい うことだ けでな く、

IT活 用力の強化(ITを より有効に活用

して業績向上に貢献する)も 推進 して

い く。

(2)ヒ ア リング調 査

事例名 製造業 ・大企業F社 物流業 ・大企業G社 製造業 ・中小企業H社
・投資評価を実施することで、IT投 資効

投資マネ ジメン ト実施による 果の現れ方が部署単位でどのよ うに違

効果
いが現れ るか、事前 と事後の評価結果

の違いがどのよ うに現れるかが明らか

にな り、IT投 資 の効果 が明 らかにな る。

・効率化 、 クイ ックデ リバ リー、 ミス削 ・IT投 資評価や予算申請、RFPの 提示な
減などの効果を金額換算 し、IT資 産の どにおいて中心的な役割を担 う利用部

価 値 と して評価 しよ うと してい る。 門に、本来の役割を果たすようにす る
・VA★5の 手法 を用いてITの 機 能 の明確化

こ とが課題 であ る。

と機能別 コス トの把握を試みようとし ・IT投資評価の課題

今 後の課題 唱
て い る。 ①情報共有のためのITや インフラ系の

ITに っいて適切な評価方法がないこと

②ベンチマークデータが入手できないこ

と

③担当者の人事異動により適切なタイ ミ
ングで事後評価な どを実施できない こ

と

(注)*1.Plan'Do-Check-Action*2.GeographicalInformationSystem;地 図 情 報 シ ス テ ム*3 .SalesForceAutomation;営 業 支 援 シ ス テ ム*4.ComputerTelephnyIntegration*5 .ValueAnalysis;価 値 分 析
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6.2.31T投 資マネジメ ン トの効果 と課題(表6-7)

(1)投 資マネジメン ト実施による効果

(a)投資効果の向上

IT投 資マネ ジメン トを実施す ることにより、IT投 資効果が向上 した とす る企業が多 く

み られた。製造業 ・大企業A社 では、何 をす ると何が得 られ るのか とい う因果 関係 が明

確 になった結果、組織がそれを実現すべ く活性化 し、総 じて成果が適切に回収できるよう

になった とのことである。また金融保険業 ・大企業C社 か らも、「(IT投 資プ ロジェク ト)

中止ルール」によ り中止 されると困るため、システムの効果を高めよ うとい うイ ンセ ンテ

ィブが働 き、経営資源 を有効に活用できるよ うになったとの話が出た。

(b)適切 なシステムの選択推進

IT投 資マネジメ ン トを実施す ることによ り、システムの選択 を適切 に行 えるよ うにな

った と指摘す る企業 もいる。た とえばサー ビス業 ・大企業D社 では、投資 目的 とその 目

的を達成するために どのシステムを実現するかについて、整合性が図 られ るよ うになった

と指摘 している。

(2)今 後の課題

(a)業績効果 とIT投 資の関係の明確化

IT投 資マネジメン トの課題 としては、IT投 資 と業績効果の関係 が不明瞭にな るケース

があることである。製造業 ・大企業A社 では戦略マ ップの活用が不十分 であ り、IT投 資

と業績 などの財務指標 の関係が曖昧になることを課題 としてあげてい る。

(b)イ ンタンジブルズのマネジメン トの必要性

インタンジブル ズ(Intangibles;無 形の資産)の マネ ジメン トを課題 にあげる企業もあ

る。金融保 険業 ・大企業C社 ではIT投 資効果 を出すためには、ビジネスプ ロセス改善能

力な どのイ ンタンジブルズが重要であ り、それ らをどのよ うに蓄積 してい くかに問題意識

を持ってい るとのこ とであった。

(c)評価人材 の育成

IT投 資評価を行 う人材の育成な どもあげ られている。製造業 ・大企業A社 では、今後

の方針 の1っ として、KPI・KGI(KeyGoalIndicator;重 要 目標達成指標)設 定 にかかわ

るプ ロジェク トメンバーのスキル強化 をあげている。金融保険業 ・大企業C社 では、IT

がわかる利用部門担 当者 、ビジネスのわかるシステム部門担 当者 の育成 の必要性 をあげて

いる・
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6.2.4そ の他

(a)差異が小さい大企業と中小企業のIT投 資マネ ジメン トのスタイル

今回大企業 と中小企業の事例を調査 したが、各事例におけるIT投 資マネジメン トのス

タイル を比較すると、大 きな差異がみ られ ない。た とえばIT投 資マネジメン トの対象を

みると、製造業 ・中小企業H社 では運用 ・保守費用 も含んでいるが、これは物流業 ・大企

業G社 でもみ られ る。流通業 ・中小企業E社 では トップダウンでIT投 資の意思決定を

行 っているが、製造業 ・大企業A社 や流通業 ・大企業B社 でも同様 である。 また、流通

業 ・中小企業E社 はIT投 資評価を行 う際、ビジネス効果全体を対象 として評価 してい る

が、これは製造業 ・大企業A社 、金融保険業 ・大企業C社 、サー ビス業 ・大企業D社 で

捉 える効果の範 囲と同様である。 さらに、IT投 資評価方法の面で も、製造業 ・中小企業

H社 が費用便益分析 に基づ く事前評価を実施 してお り、大企業 と同様、KPIやKGIの 設

定も行 っている。
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6.3ベ ス トプラクティス調査の概要

6.3.1事 例講演

各社 の事例講演の整理結果 を以下に示す。

(1)製 造業 ・大企業A社

1.IT投 資 マ ネ ジ メ ン トに つ いて

■IT投 資マネ ジメ ン トの概要

● 基本スタンス と して、「A社経営の枠組み(自 主責任経営)を 活か しつつ、変化

に俊敏に対応 で きる製版一体の戦略的事業運営を ビジネスプロセス と情報シス

テ ムの両面か ら実現する」 としている。

●

●

●

●

●

IT革 新す ること=経 営革新す ることと位置づけている。

ビジネスプロセスについては、全社最適の視点か ら、事業分野横断的な開発 ・

製造 ・販売一体 となるよ うなビジネスプロセス革新 を推進 した。

情報 システムについては、変化 に俊敏 に対応できるよ うに、情報システムの統

合 と連携 を進 めた。

情報化投資につ いては、従来 とは異な り、戦略的情報化テーマに関するものは

本社投資 とできるよ うに した。

推進体制の変革 として、経営革新の加速に向け、IT部 門の再編 を行 った。

■IT投 資マネ ジメ ン ト確立までの背景 ・経緯

●2000年 にはITに よる経営革新の必要性か ら トップ主導で 「IT革新を推進

す る本部」が発足 した。

●2003年 には、全社規模での組織再編が行われ 、事業分野別に開発 ・製造 ・

販売の一体化が さらに進み、事業の重複 も解消 され るようになった。それに伴

い、情報システムにおける改革 も着手 され、情報戦略の新たな方 向づけがな さ

れた。製販一体の戦略事業運営を ビジネスプロセ ス と情報システムの両面か ら

実現す るとい うものであった。

■IT投 資マネジメン ト対象 とマネジメン ト方法

● 経営戦略か らIT戦 略を検討 し、そこか ら具体的な業務改革 とIT構 築に落 とし

込む。

●

●

経 営 トップの オー ナ ー シ ップの も とに 、経 営成 果 達成 を徹 底 追求。

IT革 新 の テー マ をSCMプ ロセ ス、商 品化 プ ロセ ス 、CRMプ ロセ ス、 間接 業

務 プ ロセ ス ・IT基 盤 の4つ に 大別 し、それ ぞれ にお いて 、ITに よるプ ロセ ス

革新 を推進 。
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■IT投 資マネジメン トの実施 体制

①担 当部署

●2000年 よ り、A社 にお けるIT革 新にっいては、「IT革新を推進す る本部」

主体で取 り組んでいる。SCMプ ロセス、CRMプ ロセス、商品化プ ロセス、間

接業務プロセス ・IT基 盤それぞれにおいて1～3の プロジェク トが発足 してい

る。

● システム部門としては、現在は、本社IT企 画部門、事業分野ごとの国内IT企

画部門、IT開 発運用を担 当す る社内分社が主体 となってい る。2000年 よ り

事業部 ごとの開発運用体制か ら、ビジネ スプロセ スと情報 システムの両側面か

ら、製販一体の戦略的事業運営 を実現す るために、A社 横断的組織へ と変更 さ

れた。

● 本社IT企 画部 門と事業分野IT企 画部 門が情報化戦略立案機能を有 し、IT開 発

運用機能は、委託先の社 内分社 、その他 グループ関連会社が担 ってい る。

② 開催会議 と参加 メンバー

● 「IT革新 を推進す る本部」は全社 レベルのバーチャルな組織。本部長及び副本

部長は経営 トップ レベル が担 当。本社IT企 画部門は全社 レベルのスタッフ部
〆

門、 事業分野 ごとのIT企 画部門は事業分野のスタッフ部門 として存在 してい

る 。

③経営者や事業部門との責任/役 割分担

● 本社IT企 画部門は、全社の情報 システム戦略の立案 と推進 、事業分野ご との

IT企 画部 門は、事業分野の情報システム戦略の立案 と推進 とい うよ うに分担 し

て い る。

●IT開 発運用の社内分社はシェアー ドITサ ー ビス機能 として存在 してお り、開

発委託先 としてソリュー シ ョン提供機能 として特化 してい る。イ ンフラ部分は

ここが担 当す る。
'

■マネジメン トサイ クル

● 事業分野ごとの中期経営計画 と年度 ごとの経営計画 をベー スとして、IT革 新 の

テー マの構想 フ ェー ズ 、事 業 計画 検討 フェー ズ、実 行 フェー ズ のサイ クル に よ

りITマ ネ ジ メン トを行 って い る。

●IT革 新 のテー マ の構想 フ ェー ズ におい て 、「戦 略 マ ップ 」18を 作成 。 ここで 、中

期経営計画ベースの経営 目標 を達成するための経営施策(IT施 策 も含む)を 案

出し、投資対効果に対す る共通評価尺度 を用いて、経営成果 目標の見積 りを行

い、経営 目標一施策 ・投資一成果 との間の見える化を行い、責任の明確化を行

う。

18 この戦略マ ップはBSC(BalancedScorecard;バ ラ ンス ト・ス コアカー ド)の 戦略マ ップに類似 してい

る が 、 異な るものである。
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「

● 具体的に経営計画立案 と同期 をとって 「投資計画 シー ト」 と 「戦略シー ト」 を

各事業分野で作成 している。

● 「投資計画シー ト」は、それぞれ施策 ごとの投資額の明確化 を図 るための もの

で 、投 資 額 、 重点 、得 よ うと して い る効 果 につ いて 明 らか にな る。

● 「戦略シー ト」は、IT革 新の 目的、具体施策、成果 との間の関連性の明確化 を

図 るた めの もので あ る。

● 事業計画検討 フェーズでは、IT革 新 テーマの選択 と集 中について トップによる

戦略的意思決定が行われ る。中期経営計画 のなかでIT革 新の取 り組み を明確化

し、KPI、KGIを 用 いて経 営施 策 の重 点 を絞 り込む。

●IT革 新 の テー マ の実行 フェー ズで は、プ ロジェ ク トの推 進 の マイル ス トー ン と

して 、意 思決 定 のた め のチ ェ ックポイ ン トを設 定 して い る。構想 、企 画 、設 計 、

導入 、展 開 の5フ ェー ズ に これ らのチ ェ ックポイ ン トを設 定。

■戦略マネ ジメン トや予算管理プロセス との整合の状況

● 経営戦略に基づ きIT革 新戦略 を策定。

●ITに よるプロセス革新を 目指 し、IT投 資マネジメン トが中期経営計画 におけ
、

る経営革新 プ ログラムにビル トイ ンされている。

● 事業計画にお いて 目標利益 を勘案 しなが ら、事業 ごとのIT関 係の予算編成 を行

う。年度 ごとの損益予算 との整合性 がある。

2.IT投 資評価について'

■投資評価の概要

●A社 ではIT投 資を、第1に 投資権限を軸 と して本社投資か事業分野投資かにわ

け、第2に 情報化投資テーマを軸 として全社テーマか事業分野 ・職能テーマに

わけて、下記4と お りの投資タイプに分類 している。

①全社IT戦 略テーマ

②事業群 ・職能ITテ ーマ

③事業分野ITテ ーマ

④全社IT基 盤テーマ

投資回収 についてはそれぞれのタイプ ごとに規定 されてい る。

● 上記① と②のテーマ選定は、 「IT革 新を推進す る本部ゴ と関連職能 あるいは部

門によって行 われている。事業分野ITテ ーマは事業分野、基本的にそれ以外は

「IT革新 を推進する本部」がテーマの起案 、計画、実施 を担当 している。

● 成果のみ えに くい先行投資的な戦略テーマは、本社による投資 として行 う。

■投資評価の対象範囲

①投資評価の対象システム

● すべてのテーマ について、金銭的な投資 と成果の把握 を行 っている。特 に、成

果の見 える化 に力を入れている。
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②投資

● 初期投資に加 えて、運用費用 も含めたライ フサイクル コス トを当該期 間の投資

として認識 している。なお、初期投資は、IT革 新プロジェク トの準備段階まで

にかかる費用、運用費用は導入 ・展開期 にかかる費用 としてい る。

●IT構 築に係 る投資だけでな く、ビジネスプロセス改革の施策 にかかる費用につ

い て も計上(む しろ 、不可 分)。

● システム部 門で発生す る人件 費(固 定費)も 計上。利用部門は含 めない。

③効果

●IT革 新の取 り組みによって得 られ るビジネス効果全体 を対象 として、期間内に

得 られる成果 についてすべて金銭評価 を行 っている。

● 成果の金額については、利用部門 とシステム部門との合意によって算出 してい

る 。

● 算出に当たって、IT革 新の取 り組み前 の状態 を基準 として、取 り組み後の経過

年数 に併せて成果額を算出 してい る。ただ し、売上貢献成果は除 くことになっ

て い る。

■評価手法と実施状況

① ビジネス系システムの投資評価

● 計量的な投資 と成果についてのROI評 価 を行っている。

● 成果については、SCMに ついては棚卸資産の圧縮 に関わるコス ト低減額 、調達

については集 中契約 による材料 コス トダ ウン額、CRMな どはマーケティング

の成果 、開発 化 プ ロセ ス で はTTM(timetomarket)の 短 縮効 果 な どを評 価。

②管理系システムの投資評価

● 同様 に、計量的な投資 と成果 についてのROI評 価 を行 ってい る。

③イ ンフラ(基 盤)系 の投資評価

● 同様 に、計量的な投資 と成果 についてのROI評 価 を行 ってい る。

④維持管理、運用費用の評価

● 投資評価 に入れ込んで評価 を している。

■事後評価の実施状況

● 次年 度 計画(2 .月)・ 当年 見 通 し(11月 集 計)・ 当年 着地 見通 し(2月)と い

うサイクルのなかで、デー タを収集 して、事前 と事後の評価を行 ってい る。

3.IT投 資マネジメン トの効果 と課題

■投資マネジメン ト実施 による効果

● 具体 的 に、 「戦 略 マ ップ」、 「投 資 計画 シー ト」、 「戦 略 シー ト」 を用 い る こ とで 、

何 をすると何が得 られ るかの因果 関係 が明確になる。そ うす ると、組織 がそれ

を実現すべ く活動 し、総 じて成果が適切 に回収できる傾 向にある。
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■今 後 の課題

● 現在 の課 題 と して 、見 え る化 を狙 った戦 略 マ ップの活 用 が不 十分 で あ る こ と、

KPI・KGIの 設 定が 困難 な場 合 が ある こ とが あげ られ る。

● 以上 の こ とをふ ま え、IT革 新 マネ ジ メ ン トの統制 強化 、戦 略マ ップやKPI・

KGI設 定 にか か わ るプ ロジ ェク トメ ンバ ー のス キル 強 化 、活 用ナ レッジの共 有

化 を 目指 して い る。今 後 はIT革 新 事業 計画 にお け るPDCA(Plan-Do-Check-

Action)実 行 と、そ の成果 の 見届 け につ いての整 備 が必 要 とな る。

● 普 及 のた め 、事例 集 ・テ ン プ レー トを作成 す る必 要 が あ る。
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(2)流 通 業 ・大企 業B社19

1.業 務改革推進 プロジ ェク トについて

■業務改革推進プロジェク トの概要

● 同社のIT投 資は全社基幹システム と情報系 システムの構築及び、第一次か ら第六次

に及ぶ業務改革プ ロジェク トの達成、各事業計画達成を 目的 として進 め られ た。

● 業務改革推進 プロジェク トの中心は 「業務改革推進部署」であ り、社内各組織 での業

務改革運動に より出 された問題点や課題 を毎月開催 される業革推進会議で全社的に

検討す る。

● 情報システムに関する改善 が必要 とされ る場合は、本社 「システム委員会」により開

発要件 の検討やIT投 資に対す る効果 目標の設定が行われ る。「システム委員会」は担

当システム分野によ り、新 営業システム、新管理システム、新物流システムにわかれ

る。

■業務改革推進プ ロジェク ト確 立までの背景 ・経緯

●1979年4社 が合併 して当社が設立 され た。当時4社 にはそれぞれ独 自のシステム

が運用 されてお り、4社 とも違った仕組みで稼働 していたのが実態であった。また、

経営における数値の統一性がな く、齪歯吾が生 じていた(例 、売上高につ いて、純売 り

や割 り戻 しなどを含 んでいるかいなか)。 このため、当時の社長が4社 のシステムの

統一化 を作るべきとの方針 を出 し、1981年4社 の基幹システムの統一化 を検討す

る 「統一システム委員会」が設置 され 、情報 システムの推進体制が発足 した。

●1989年 に長期10カ 年計画 を策定 し、21世 紀にグループ トータルで売上高1兆

円、経 常利益100億 円を達成すること、上場できる企業体質をつ くることな どを目標

とした。これ を受けて1990年 に 「業務改革推進部署」が社長直轄の組織 として設

置 された。

● このよ うな業務改革運動の背景 としては、80年 代後半小売業イ トー ヨーカ堂が初め

て前年比で経常利益が減少 し、同社で業務改革推進運動が始まった ことがあげ られ

る。当時の経営者が同社 の事例 を聞き、上記の10カ 年計画を達成す るためには どう

すればいいか、1983年 に開発 され た 「統一情報 システム」を完全 に使 うためには

何 をすればいいかな どを考 え、業務改革が必要 とい う認識 に至 り、「業務改革推進部

署」が設置 された。

● 「業務改革推進部署」が設立 された ときは、営業、物流、経理、システ ムの各部門か

ら7名 のメンバーを選 出 し、「業務改革推進部署」の専属 とした。次 に、約6カ 月を

かけ全業務を対象に問題点の抽出を行 い、本社機能の見直 し、あるいはそ こで運用 さ

れ る基準やマニュアルの見直 し、「統一情報 システム」の活用 による各場所の省力化、

業務精度向上、従来業務の見直 しと削減 などを謳 った3カ 年計画をっ くり、1990

19B社 の 事例講演では、業務改革推進プ ロジェク トの取 り組み が中心 であったため、それ に準 じて整理 し

てい る。
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●

年か ら業務改革をスター トさせた。

1990年 か ら92年 にかけて、第一次業務改革が行われ たが、そこでのね らいは以

下の とお りであった。

①現業務は現 陣容の70%で 行い、30%を 捻出す る。

②捻出 した30%の 陣容 を新規事業 を始 めとする戦略的分野に投入す る。

③365日24時 間稼動 による卸機能の構築を図る。

④週休2日 制の導入 を図 る。

現在は第六次計画を進 めている。そ こでは、全グループ企業 を含 め調和の とれた新 「統

一情報システム」の完全運用
、徹底活用を推進 し、グループ全体 として最大限の戦略

成果 を獲得す ることが 目的 として掲げられている。1983年 に開発 された 「統一情

報 システム」の世代交代 を1995年 図 り、C/S(Client/Server;ク ライアン ト/サ ー

バー)シ ステムにより情報系の分散処理化 を図った。すべての グループがこの新 「統

一情報システム」を完全活用す ることによって
、顧客に対す る提案 ができるように、

その成果 を獲得 してい くこ とを 目指 してい る。

■業務改革推進プ ロジェク トの対象 とマネジメン ト方法

● 業務改革 の対象 は、本社 、場所、物流事業所の全場所(全 員、全業務 を対象)。 関係

会社 に於 いて も同様である。 この結果、約83単 位の企業 ・部署で業務改革を推進 し

てお り、参画人員は約5,000名 となっている。

●IT投 資は大きな投資を行いその後小改善 を重ね るとい うス タイルを とっている。大

きな投資の場合 には、あるべき姿をプロジェク トで検討 し、それ をシステムで実現 し

ている。 しか しなが ら、システム投資だ けではあるべき姿 を実現できないため、業務

改革推進 を投資のフォロー として実行 し、当初の狙いを達成 させ るとい う考え方をと

っている。

● 投資意思決定のポイン トは事業計画達成あるいは業務改革に必要なIT投 資であるか

いなかであ り、 「システム委員会」での議論によ り決定 され る。

■業務改革推進プ ロジェク トの実施体制

● 「業務改革推進部署」が全社的推進統制を担い、各企業 ・場所が各課題改善を遂行す

る。

① 「業務 改革推進部署」の役割

各場所か らの進捗報告書 を貰い受け、全社取 り纏 めて社長 ・会長への報告書作成。

「場所 の業務改革を推進す る会議」に参画 し推進支援(他場所の事例紹介な ど)を 行 う。

場所間比較を行い、問題点 を指摘。共通業革課題 を決定 し毎年指示。

②各推進 単位(各 企業 ・事業所 ・支店場所)」

委員長(部 ・場所長 または社長)

課題責任者(項 目ごとに1名)

検討 メンバー(全 員 が何 らかの課題 ・項 目に参画)
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③本社 の支援体制

「システム委員会」(営 業 ・管理 ・物流関係 の委員会)

システム開発要件の決定

業務改革の実施項 目及び、 目標数値の設定

業務改革の進捗状況の検証 ・場所支援

「全社の業務 改革 を推進す る会議」

■マネ ジメン トサイ クル

〈大規模改革 〉

トップ主導のもと、社内プ ロジェク トを立 ち上げる。

このプ ロジェク トでは、企業 グループの新 しい ビジネスモデル を検討 し、それ を実現

す る新 しい業務モデルを検討 している。

卸売業であることか ら、業務モデル とシステム とは一体 ものとして考 えてい る。

〈改善案件 〉

①各場所がシステ ム部 門に対 してシステム開発依頼 を実施す る。

② システム部門では システム開発依頼案件を選別 し、「システ ム委員会」にか けるべ き内

容かを検討す る(新 規開発案件や大 きな改善はすべて 「システム委員会」に持ち上げ られ

る)

③ 「システム委員会」で開発の内容の是非、仕様条件な どを決定。 また、「業務改革推進

部署」が とりま とめた業務 改革の実施項 目、各委員会 のなかでや るべき業務改革項 目、あ

るいは 目標数値 も 「システム委員会」のなかで決定す る。各 「システム委員会」に よる業

務改革の現在の進捗状況、検証、課題 について、 「全社の業務改革 を推進す る会議」で検

討す る。

④ 「システム委員会」が業務改革の進捗状況を検証 し、本社 として場所や関係会社に対 し

て支援 を行 う。

■投資評価の概要

● 事業計画 ・業務改革課題が どの程度達成 出来たかで評価 され る。 同社のIT投 資は事

業計画の達成 、業務改革の達成に必要であ るかいなかで決定 され る。その際に、その

IT投 資によ り業務改革が どの程度改善 され るか予測 され る。投資後の評価 は、その予

測に対 して、 どの程度改善がみ られたかで判断 され る。

■投資評価の対象範囲

● 全てのIT投 資

■評価手法 と実施状況

● 評価 に必要なデー タは、 「統一情報 システム」か ら出て くる指標、実績数値によ り入

手 し、報告す る。 これによって 目標 と実績数値 の検証を行 う。

● 業務改革 のなかでは各場所 の業務棚卸 を行 っている。一人一人が毎 日の 自分 の業務を
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どうい う業務で:何 時間や ったとい うものを毎月記録 を行 い、集計値 を用いて生産性

を測定 している。また、1人 当た りの業務時間のば らつきや平均値の計測、業務の実

行にむだがないか どうかの検証を実行 している。

● 業務改革の進捗管理 を行 う指標 としては、以下があげ られ る。

①営業部門の業務精度 ・生産性 向上

在庫売上取消訂正

コンバー トエ ラーの撲滅

受注オンライ ン化率

マスタ索引率

② ロジスティクス部 門業務精度 向上

在庫金額削減

1ヶ 月超在庫削減

出庫鮮度管理

未出庫商品管理

欠品率の低減

③その他

業務時間の削減

生産性向上

■事後評価の実施状況

● 全てのIT投 資 について実施 している。また、投資 された情報システ ムの活用度 を高

めることも業務改革 目標 として進捗管理 されている。

業務改革推進 プロジェク トの効果と課題

■業務改革の実施 による効果

● 事業計画 の達成 、業務改革推進の 目標達成を進 めることができる。
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(3)金 融保険業 ・大企業C社

1.IT投 資 マネ ジ メ ン トに つ い て

■IT投 資マネジメン トの概要

●IT投 資マ ネ ジメ ン トにっ い て は、 以下 の4つ のテー マ が あ る。

a.開 発キャパシティ計画(経 営戦略 を実行できる開発力 を長期的に確保する)

b.中 期経営計画を実施す るシステム計画の策定(投 資対効果、 「プ ロジェク ト新規

ス ター ト/中 止 ル ール 」)

c.各 年度別 開発計画の策 定(開 発優先順位 の策定)

d.シ ステ ム運 用 コス トの 削減(利 用 され てい ない もの の廃 止 、プ ラ ッ トフォー ム

のシンプル化)

● 大型 案件(1億 円以上)に つ いて は、 「プ ロジ ェク ト新規 ス ター ト/中 止 ル ール」で 、

事前事後に費用効果のNPVを 計算 し、経営会議 で決定 している。小型案件について

は、年度 ごとに 「情報化に関す る委員会」で費用 と効果の観点か ら優先順位 を決定

す る。

■IT投 資マネジメン ト確立までの背景 ・経緯

●25年 前に制定 された 「事務機械化総合計画の要綱」のなかで、IT投 資の基本方針が

定 め られ てお り、い ま で も使 われ て い る。

1.当 社の事務機械化 は経営管理の高度化に資す ることを主たる目的 とする。

2.長 期の機械化計画 にもとついて総合的に実施す る。

3.機 械化の効果は、短期的な採算をみるに とどま らず長期的採算をも十分考

慮 す る。
■

4.機 械化に適す る業務はすべて機械化す る。

5.機 械 の購入 には、実験費 ない し研究開発費的支出を認 める。

6.部 門 ごとに機械化担 当のスタッフを組織上明確 にす る。

7.機 械化の効果 を高めるために、事務組織お よび手続 きを根本的に改める。

8.機 械の処理能力 を増強する。

9.機 械化 に関連 した人事管理 を充実する。

● 以前か らITは 経営のなかで重要 な位置を占めていたが、業務プ ロセスの改革にはIT

は不可欠であ り、リスク管理 も含 めてITガ バナ ンスを高める必要性が高まってお り、

IT投 資マネ ジ メ ン トが重要 にな って い る。

■IT投 資マネジメン ト対象 とマネ ジメン ト方法

① ビジネス系システムのマネ ジメン ト方法

● 「業務サー ビス部 門」が効果検証の主体 となる。

● 「プ ロジェク ト新規ス ター ト/中 止ルール」(大型案件)と 優先順位づけ(小 型案件)。

②管理系システムのマネ ジメン ト方法

● 主にコス ト削減効果 が中心。
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③イ ンフラ(基 盤)系 のマネ ジメン ト方法

● 主 に コス ト削減 効果 が 中心。
`

④維持管理.運 用 の扱 い方

● 情報化予算内で実施 してい る。

■IT投 資マネジメン トの実施体制

①担当部署

● 「情 報化 に関す る委 員会 」(委 員長:専 務 、 メンバー:主 要 サー ビス部 門 の部 門長 、

事務局:経 営企画部門+IT企 画部門)が 中期経営計画の開発計画や年度別開発計画

な どを決定 し、経営会議に上程す る。

● システム開発 の発注元は 「業務サー ビス部門」で、代理店な どのエ ン ドユーザーの

ニーズを収集 し、IT企 画部門に開発依頼を出す。

②開催会議 と参加 メンバー

● 「情報化に関す る委員会」(四 半期 ごとに開催)

〉 中期開発計画の決定、経営会議への上程(大 型案件)

〉 年度開発計画の決定(小 型案件)

③経営者や利用部門との責任/役 割分担

● 経営会議:「 情報化 に関す る委員会」が上程 した大型の開発計画の議論、承認

● 「業務 サ ー ビス部 門 」:シ ス テムの効 果検 証

■マネ ジメン トサイクル

● 長期経営計画(10年 間)に 沿った中期 の開発計画(3年)が あ り、6割(金 額べ一

ス)の システムは中期 開発計画のなかで決定され る。

● 残 りの4割 は、た とえばSOX法 対策や新商品開発な ど、年度 ごとに決定す る。

■戦略マネ ジメン トや予算管理プ ロセスとの整合の状況

● システムの中期 開発計画(3年)は 中期経営計画に基づいてお り、 さらにそれは10
.

年の長期計画に基づいている。また、「情報化に関す る委員会」の決定は経営会議で

論議 ・承 認 され る。

● 当社 の情報化予算は、以下の方法でマネ ジメン トされ る。

①翌年度の売上 目標か ら全事業の予算規模が決ま り、事業比率な どを勘案 して情報化

予算の枠 が定ま り、経理担 当部門からIT企 画部 門に提示 され る。

② この枠のなかで、新規案件の他、中期計画で定まってい るIT投 資案件やMUST案

件に割 り当て る。

③情報化予算の配分は先にポー トフォオ配分を決めて行 う。 まず中期計画で定まって

いる部分 は所与 となっているため、残 りについてMUST案 件 とプ ロジェク ト物な ど

のシェアを決 め、最後に残 りを業務 サー ビス部門の数で案分 し、情報化予算の配分

を決める。 このよ うに、個別案件間の優先順位 を比較 して予算配分 を決めるような

ことは していない。そのよ うな配分は不可能だと考 えている。
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2.IT投 資評 価 につ いて

■投資評価の概要

● 事前評価:中 期計画で開発す るよ うな大型案件(投 資額1億 円以上)に ついては、「業

務サー ビス部 門」が、「情報化 に関す る委員会」に対 してシステム開発 を依頼す る際

に、投資効果を推計 し、NPVが プラスの ものだけ検討の対象 とす る(「新規スター ト

ル ール 」)。楽観 、 中間、悲 観 とい う3つ の シナ リオが あ り、中間 シナ リオでNPVが

プ ラス にな る ことが条件。

● 事 後評価:「 新規 ス ター トル ール 」 で 開発 が決 ま った システ ム にっ いて は、 プ ロ ジェ

ク ト開始後一定期間(リ ス クの高いものは年2回 や毎年、その他のものは3年 に1

回な ど)、状況 を経営会議に報告する。検証内容は、NPVが プラスになるシナ リオを

半分達成できてい るか どうかで、達成 できていないものは開発 中止(「中止ルール」)。

担 当部門にとっては厳 しいルールであ り、シナ リオを実現 しよ うとす るため、いまま

でに実際に中止 したものはない。

●1億 円以下のプロジェク トについては、開発 キャパシティ との調整 で、必ず実施 しな

ければならないもの(セ キュ リティ関連やSOX法 対応な ど)を のぞいて、「情報化

に関する委員会」のなかで、投資対効果が大きいものか ら優先順位 を決める(NPV

までは計算 しない)。

■投資評価の対象範囲

①投資評価の対象 システム

● 中期計画で開発す るような大型の もの(投 資額1億 円以上)は 、「情報化 に関す る委

員会」で検討 して、経営会議 が最終判断を下す(3年 に一度)。

● 年度別開発計画で開発す るもの(1億 円以下のもので、数に して500件 ほ ど)は 、「情
←

報化 に関す る委員会」のなかで優先順位 を決定す る(四 半期に一度)。

②投資

● 保険 ビジネスでは多 くの場合はIT投 資がもっとも大きな投資 になるため、IT投 資

(ハ ー ドウェア、 ソウ トウェア、 人件 費、 外注 費 な ど)が 評価 の対 象 とな る。

③効果

● た とえば新商品を開発 する場合 など、システムがなけれ ば新商品は開発できない。そ

の意味では、システムの効果 と事業全体の効果 を切 り離すのは不可能に近 く、「新規

ス ター トル ー ル」や 「中止 ル ール 」 で は事 業 その もの の効果 を対象 に してい る。

■評価手法と実施状況

① ビジネス系システムの投資評価

● 大型 投 資(1億 円以 上)は 「プ ロジ ェク ト新規 ス ター ト/中 止 ル ール 」 で 、 「業務 サ

一 ビス部門」が効果推計 に責任 を持 ち、「情報化に関す る委員会」で投資の可否を検

討 して、経営会議 で決定す る。

● 小型投資は、「業務サー ビス部門」か らあがってきた案件の優先順位 を 「情報化に関
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す る委員会」で決定す る。

②管理系システムの投資評価

● 人事 システムのよ うな管理系システムについては、事業効果 も推計 しにくいので、コ

ス ト削減を中心に検討する。

③イ ンフラ(基 盤)系 の投資評価

● イ ンフラ系についても、管理系 と同 じ。

■事後評価の実施状況

● 大型案件については、「中止ルール」 として事後評価 を実施。

● 小型案件については特 に事後評価は しない。

lT投 資マネジメン トの効果 と課題

■投資マネ ジメン ト実施 による効果

● 「業務サービス部門」が、システ ムの効果に責任を持つ よ うになった。事前に 「業務

サー ビス部門」が効果 を計算することで、開発 コス トに見合 うシステムを絞 り込むこ

とが可能になった。

● 特 に 「中止ルール」で中止 され ると困るため、システムの効果 を高めよ うとい うイン

セ ンティブが強まった。 「作 りっぱな し」の状況をな くす ことができた。その結果、

経営資源を有効 に活用 できるようになった。

●IT投 資マネジメン トをルール化す ることで、ITガ バナンスを進化 させ ることができ

た。

● 経営陣や情報企画部門、「業務サー ビス部門」の役割分担 を明確にす ることができた。

■今後 の課題

● 投資効果をマネジメン トするのは、投資の効果を出す ことが 目的である。そ して、投

資効果を出すためには、ビジネスプ ロセス改善能力な どのインタンジブルズが非常に

重要である。そのよ うな能力 ・目に見 えない資産 をどのよ うに蓄積 していくか。

● また、IT投 資の効果 を高めるためには、既存の業務の改善だけでなく、まった く新

しいビジネスモデルを作 り上げることも必要になる。イ ンターネ ッ トに代表 される新

しいITに よって可能になる、いままで とはまった く異なる ビジネス をどのよ うに生

み 出 してい くか。

●IT投 資マネジメン トの効果 を高めるためにも、また業務プ ロセス改善や新 ビジネス

モデル設計 といった 目に見 えない資産(能 力)を 高めるた めには、ITの わかる利用

部 門担当者 、 ビジネスのわかるIT担 当者 を育成す る必要が あるが、 「業務サー ビス

部 門」 とIT企 画部門 との人事交流な どによって、いかにそのよ うな人材 を育ててい

くか。
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(4)サ ー ビス業 ・大企 業D社

■IT投 資マネ ジメン トの概要

連邦型マネジメ ン ト体制で集 中ガバナンスを果たす よ うに した。 ただ し、当社が現場

主導(現 場 中心で ビジネス展開を図っている、現場が力をもっている)の 企業であるこ

とか ら、「IT投資マネ ジメン ト担 当部署」のオフィスを現場(事 業部)の 近 くに置 き、現

場 とのコミュニケーシ ョンをよくす る体制 とした。

IT投 資マネ ジメン トの狙 い ・ポイ ン トを、IT投 資を ビジネス投資の一部 と捉え、 ビジ

ネス中心のPDCAを しっか りまわす点に置いた。

また、IT投 資マネ ジメン トのPDCAを 回すためのフォーマ ッ トを作成 し、そのフォー

マ ッ トを使いなが らマネ ジメン トを進めてい く仕組みに した。

■IT投 資マネジメン ト確立までの背景 ・経緯

2000年 ごろ、事業の構造変革 のためBPRやIT化 によるプ ロセス改善を進 めたこ

と、ネ ッ トサー ビスを多 く立ち上げた ことな どを背景に、IT投 資マネ ジメン トの確立を

目指 した。

2002年 から 「投資勉強会」を開始 した。 目的は現状理解 と教訓の抽出に置いた。

勉強会の結果をIT投 資マネ ジメン トのルール として冊子にま とめた。それ をもとにIT

投資マネジメン トルール とフォーマ ッ トを決め、半年間フィー ジビリティチェ ックを行

った。そ して本格導入 して、約3年 間取 り組んできた。

■IT投 資マネジメン ト対象 とマネ ジメン ト方法

・商品やサー ビス提供のためのシステムが全体の4分 の3と 非常に多い
。IT投 資の成否

が ビジネスの成否 を決める、また仕様 が複雑で高価 にな りがちで、マネ ジメン トが重

要 と認識 してい る。

・IT投 資金額が5
,000万 円以上の投資案件 、または5,000万 円未満 でもビジネ ス的に重

要な案件 を、原則、経営ボー ドで判断す る(「投資決裁 を行 う会議」にかける)。

・新規案件は対象 とす るが
、保守案件は基本的には対象 としない。

・ビジネス的に重要 なテーマの案件 はF案 件 として、 ビジネス面を中心にマネジメン ト

対象にす る。

・「投資決裁 を行 う会議」にかける前に 「案件確認 を行 う会議」 を行 っているが、これ に

は3,000万 円以上 の案件 を対象に している。

・イ ンフラ(基 盤)系 システム、管理系システム(経 理 、人事な ど)に ついては、数は

少ないが、同 じよ うにマネジメン ト対象に している。 ただ し、投資に対する効果設定

などは見方を変え ざるをえない。

・対象案件の7～8割 は年間計画にあがっていた案件 であ り、2～3割 が年間計画にあが

っていなかったが、急遽必要になって企画 された案件 である。
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■IT投 資マネ ジメン トの実施体制

①担 当部署:「IT投 資マネジメン ト担当部署」

② 開催会議 と参加メンバー

「案件確認を行 う会議」;「投資決裁 を行 う会議」にかける前 に案件 にっいて確認す る

ための会議。 「IT投資マネ ジメン ト担 当部署」 と 「事業部統括

部署」で編成、毎週実施。2～3件 ずつ確認。

「プ ロジェク ト編成 を行 う会議」;「IT投 資マネジメン ト担 当部署」 と 「事業部統括部

署」で編成。「投資決裁 を行 う会議」の一週前程度に、

ビジネス面 ・計画面両方か ら妥 当性確認 を事前 に行

い、「IT投資マネジメン ト担当部署」から事業部に意

見 ・助言 をイ ンプ ッ トする。

「ビジネス投資決裁 を行 う会議」;「IT投 資マネジメン ト担当部署」、「事業部統括部署」、

事業部で編成。 ビジネス面か らの決裁 、IT投 資対効果

についでのマクロな意思決定 を行 う、

「システ ム投資決裁 を行 う会議」;「IT投 資マネジメン ト担当部署」、「事業部統括部署」、

事業部で編成。IT投 資 と財務効果、KPI目 標 について

評価 ・決裁す る。

ビジネスモデ リング;SBU会 議または事業部間の連絡会議の一環 として行 う。最低 、

年1回 行 う。 ビジネス 目標の達成度 を評価す る。

③経営者や利用部門 との責任/役 割分担:事 業部担 当を各事業部のなか に置 き、コ ミュ

ニケーシ ョンを図る。

■マネ ジメン トサイクル

ー 投資判断フェーズ

(1)要件定義の前:ビ ジネス投資決裁 を行 う会議でマクロな投資対効果、KPIの 仮 目標

を出 してもらい決裁す る。決裁基準は投資金額によって異なる。「IT投資マネジメン

ト担 当部署」は 「案件確認 を行 う会議」、「プロジェク ト編成 を行 う会議」な どで意

見 ・助言 を行 う。

(2)要件定義の後:「 システム投資決裁 を行 う会議」で投資対効果、KPIを 確定 してもら

い決裁す る。 「IT投資マネジメン ト担当部署」はここでも意見 ・助言 を行 う。

・モニタ リングフェーズ

(1)システム効果測定:カ ッ トオーバー6カ 月後に実施す る。 ビジネス 目標の達成度評

価 を行い、今後の見通 しを出す。投資起案 にフィー ドバ ックした方 がよいことがあ

れ ば、起案者用のセル フチェック リス トに反映 させ る。

(2)ビ ジネ スモニタ リング:ビ ジネス 目標が達成できているかの評価 を、最低年1回 行

う。
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■戦略マネ ジメン トや予算管理プ ロセス との整合の状況

・全社事業戦略 との整合 性は
、「事業部統括部署」(各 事業部の事業戦略、事業計画 、事

業評価 を全社的観点か らチェ ック してい る部署)と 「IT投資マネジメン ト担 当部署」

のなかの企画室が連携す ることで、確保 を図っている。

・当社ではIT予 算は明確 に存在 しない
。事業 ご との予算はあるが、どこまでがIT予 算

で、どこまでがその他 の予算 とい う切 りわけはない。また、いい事業であればすべて

実施する方向で進 め、必要であれば予算 の組み替 えも行 う。

・当社では各事業部の独立性 が強いので、ポー トフォ リオ的な考え方で事業間の優先順

位 を決めることが難 しい。

■投資評価の概要

・投資案件企画時にフォーマ ッ トに財務 目標、KPIを 設 定する。

・ビジネス投資決裁 を行 う会議でマクロな評価、「システム投資決裁を行 う会議 」で投資

対効果 を含 めて決裁 を受け、システム化 がスター トする。

・カ ッ トオーバーの半年後、システム効果測定 を行 い、効果 目標値の達成状況 をチェ ック

し、効果測定報告書にま とめる。

■投資評価の対象範囲

①投資評価の対象 システム;IT投 資額5,000万 円以上の案件が対象。

②投資;IT投 資=ビ ジネス投資 としてお り、IT投 資 を含めた ビジネス投資案件 と考 えて

い る。IT投 資だけを切 り出 して評価 していない。投資の成否は ビジネスプラン

如何 と考えている。

③効果;ビ ジネス ・商品に直結 したシステムが多い ことか ら、効果 としては、ビジネス(事

業)と しての効果になる。

■評価手法 と実施状況

・システム企画(=ビ ジネス企画)段 階で財務 目標 とKPIの 目標を定量的に設定 し
、シス

テムがカ ッ トオーバー したあと、モニタ リング ・事後評価する。

・システムの効果測定 とビジネス目的の実現度 の評価 とい う大きく2っ の観点か ら評価

す る。

・ビジネス系、管理系、イ ンフラ系といったシステムの種別による評価方法の違 いはない。

実際には、 ビジネス系のシステムが大半で ある。

・評価手法 としては、た とえば、KPIを 設定す る際 に、BSCの4っ の視点か ら検討す る、

そのためのガイ ドライ ンを提示することを行っている。 また、アンケー ト調査を行い、

その結果の数字 を基にKPIを 設定する とい う方法も採 っている。

■事後評価 の実施状況

・IT投 資マネジメン トの実績

投資決裁件数2003年 度12件 、
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決裁会議 まで至 らない案件 も多く出た。正 しい投資判断が行われた結果 といえると思

う。

・IT投 資マネ ジメン トの経営に対す る効果

ITコ ス トが削減でき(無 駄 な投資の排除)、 売上が拡大す るなかでITコ ス ト比率が大

き く下が り、利 益 が増 大 した。

3.IT投 資マネジメ ン トの効果 と課題

■投資マネジメン ト実施 による効果

・投資 目的 とその 目的を達成す るために、どのシステムを実現するかの整合性が向上 した。

・ビジネス 目的を実現す るためにシステム化 も含めて どのよ うな方策 を打つのが最善かを

考 える組織風土になった。

・投資の回収が可能 か、回収できない ようであれば、KPI目 標 を明確 に した うえで投資

額 をどう設定す るかが、皆で議論 され るようになった。

・対 策 を策 定 し実行 す るス ピー ドが速 くな った。

■今後の課題

・IT投 資は ビジネ ス投資の一部 とい う考え方を維持 し、投資マネジメン トの対象範囲の

見直 し、IT投 資 の純粋効果の把握への取組みを進 める。

・IT投 資マネ ジメン トの継続性を図る。そのために、投資に対す る問題意識 の低下をく

い止 め る こ と、'画一的 で な く柔 軟 な運用 を 図 るこ とを進 め る。

・決裁者のためのIT投 資マネジメン トから事業責任者の投資の意思決定を支援す るよ う

な方向に仕組み を変えていく。

・ITコ ス ト削減 とい うこ とだ け でな く、IT活 用力 の強 化(ITを よ り有 効 に活 用 して業績

向上に貢献す る)も 推進 してい く。
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(5)流 通 業 ・中小企業E社

1.IT投 資 マ ネ ジメ ン トにつ い て

■IT投 資マネ ジメン トの概要

長期経営計画 に基づいてIT投 資額を決め、経営戦略 に則 った投 資を実施 している。

ITを 、経営戦略 を実現するツール として活用 してい る。投 資フェーズは3段 階にわか

れ る。

第1段 階:ITの 導入段階。チラシ作成

第2段 階:与 信管理な どの顧客管理、入金管理な ど内部 システムへのIT導 入 による経

営品質の向上

第3段 階:顧 客満足度向上 を 目指 して、ボイスメール 、グループ ウェアや顧客購買分

析ツール などイ ンタフェースへのIT活 用 による本来業務 の販売強化 と従業員間 コミュ

ニ ケー シ ョン向 上

■IT投 資マネ ジメン ト確立までの背景 ・経緯

現社長が入社す るまでは文房具屋 で商品に流行 り廃 りがな く、定価販売でのため粗利

率が高い堅い ビジネスであった。文具店は年率10%程 度売上が落 ちてお り赤字経営 とな

、 っ た 。

`

顧 客にわか りやす いサー ビスを提供す るためアスクルの代理店 とな り、渋谷地域のエ

リア マー ケテ ィ ン グで売 上 を伸 ば した。

その後、他のアスクル代理店 との競合 もあ り、企業 にマ ッチ した事務用品、文具を提

案ず る提案型 ビジネスモデルに変更 した。

■IT投 資マネ ジメン ト対象 とマネジメン ト方法

①対象

・粗利益が増加す るものを最優先 とす るとい うのが導入条件である
。

・IT投 資 に 当た って はエ クセ レン トモデ ル を実 地調 査 し
、ベ ンチ マー クの うえで よい も

のを導入 している。

②方法

・トップ ダ ウンでIT導 入 を決 定す る。

、

・投資金額 を少な くす ることで、採用 も失敗時の切 り替え も即決 、即断可能 とす る。

・従業員に対 してITシ ステムの活用促すためインセンテ ィブ とペナルティを与 えること

に よって浸透 を図 って い る。

■IT投 資マネ ジメン トの実施体制

①担当部署

・IT担 当者 は兼 務 で1名 い る。

②開催会議と参加メンバー'

・経 営計画 書 の発表 会 を、 ス テー クホル ダー を集 めて毎 年9月1日 に実施 して い る。

・IT投 資に限定 されないが、従業員の質的向上のための教育を実施 してい る。
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③経営者や利用部門との責任/役 割分担

・IT導 入 、評価 、 中止 な どの判 断 は経 営者 が実施 す る。

■マネジメン トサイ クル

ベ ンチマー キング→導入→ 定着→評価

■戦略マネ ジメン トや予算管理プロセス との整合の状況

・経営計画書のなかでIT投 資計画 を定めている。
」

・売上 の1%程 度 をIT投 資 にあ てて い る。

・対売 上IT投 資 率 は高 くな い。

2.IT投 資評 価 に つ い て

■投資評価の概要

・経営者 自身が評価する。

・成果がない ものは中止する。投資額が少ないので中止の決断は容易である。

・従業員間の コミュニケーシ ョンの向上 といった定性 的な面も評価する。

■投資評価の対象範囲

①投資評価の対象システム

業務システム、直近3年 平均は1,000万 円/年 程度

②投資

PCな どのハー ドウェア、システム構築費 、電話代 な どの維持費

③効果

ビジネス効果全体を対象として評価

■評価手法と実施状況
～

事業評価でIT投 資効果 を評価 している

■事後評価の実施状況

・経営者 が評価
。効果があが らないものは中止、撤退す る。

3.IT投 資マネジメン トの効果 と課題

■投資マネジメン ト実施による効果

①定量的効果:

・与信管理によ り30分 以内に顧客評価 し製品出荷、貸 し倒れの低減2%→0.2%

・グル ー プ ウェア 、ボ イ スメー ル活 用 に よる顧 客 ク レー ム対 す る早期 対応。従 業 員 間 コ ミ

ユニケーション量は当初の42倍 、顧 客 ク レー ム対応 時 間30分 以 内 、

②定性的効果

・経営情報共有に よ り従業員の参画意識 を刺激 し、や る気創出

■今後の課題

文具店 一販売代理店 一事務提案型 とビジネスモデル を変えてきている。

某大手文具通信販売会社の代理店は出店自由、同様な商品販売のため同業他社との差異

化 が困難であるこ と、エ リアマーケティングは地域企業が有限であ り飽和 して しまう こ
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と、 カ タ ログ販 売 では商 品 が限 定 され るこ とな どか ら、継 続 的 な成 長 が望 め ない。

カ タ ログ通販 か らの脱 却 のた め、GIS(GeographicalInformationSystem;地 図情報 シ

ステ ム)と 顧 客 との連 動 やSEA(SalesForceAutomation;営 業 支援 システ ム)、CTI

(ComputerTelephnyIntegration)、CRMの 連携 を考 えてい る。

今 後 の成 長 は、 オ フィス密 着 型 顧 客提案 事業 を事 業 の柱 に で き るかに かか って い る。
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6.3.2ヒ ア リング調 査

(1)製 造 業 ・大企 業F社

1.IT投 資 マネ ジ メン トに つ いて

■IT投 資マネ ジメン トの概要

・新規IT投 資 を対象にIT投 資マネ ジメン トを実施 してお り
、事前評価の実施、「案件採

択の可否 を審議す る会議」への付議、 フォロー アップの実施 な どにっいて制度的 に定め

られ ている。

・システム化案が利用部門 とシステム部門の共同起案 とい う形 もあるが
、部門間の責任

分担 は明確 に している。

・異 なる事業部のプロジェク ト間の優劣判 断 しにくいため、ポー トフォ リオマネ ジメン

トは実施 していない。

・一部 の案件 を除き、個別のIT投 資案件 と経営計画 との整合性のチ ェックは行われてい

ない。

■IT投 資マネ ジメン ト対象 とマネジメン ト方法

①対象

・新規IT投 資のみ を対象 としている
。

②方法

・利用部門のシステム化ニーズを踏 まえ、利用部門 とシステム部門の共同でシステム化

の起案 を行 うとい うように、ボ トムアップで意思決定 を行い、経営計画で明示 されたプ

ロジェク トを除 き、経営戦略を踏まえて トップダウンで意思決定を行 うこ とは少ない。

・運用 ・保守費用 についてはシー リングで管理 し
、一律 に何%削 減す るとい う形で 目標

設 定を行 ってい る。

■IT投 資マネ ジメン トの実施体制

①担 当部署

・システム部門内に専門組織はな く
、個々の事業部がそれ ぞれ個別 にマネジメン トを実

施 している。

・ただ し、経 営計画で明記 されたプ ロジェク トについては評価専担者 を設置 し、課長ク

ラスの人間に担 当させている。

②開催会議 と参加 メンバー

・システム部 門長決裁案件 については
、「システム部門会議」(参 加 メンバー:IT部 門の

部長 クラス)で 審議 し、決裁す る。部長決裁案件については、報告するよ う義務づ け

ている。

・社長の決裁案件(大 型案件 など)に ついては
、取締役会で審議す る

・部 門横断的な案件については、 「事業本部の会議」(役員 も参加)で 審議す る

③経営者や事業部門 との責任/役 割分担

・利用部 門はシステム部門 とシステム化起案を共同で行 う形 もある
。IT投 資評価にっい
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ての責任分担 は明確化 されてい る。

■マネジメン トサイクル

①利用部 門がシステム化ニーズをシステム部 門に示 し、システム部門がシステム化案 を

ま とめ、利用部門 と共同で起案する(シ ステ ム部門の単独の発案 もある)。起案時点でIRR

な どによる事前評価 を行 う。

②起案 された新規IT投 資案件は、決裁権 限に応 じて システム部 門会議 で審議 、報告を経

て決裁 される。

③プ ロジェク ト終了1年 後、一定発案金額以上の投資案件はIT投 資 を含 め全社 的にフォ

ロー ア ップ(事 後評価)が 実施 され る。 フォ ロー ア ップ書類 は定型 フォー ムが あ り、
、

プ ロジ ェク トの 目的、 スケ ジュー ル 、予 算 額 、期待 され る効果 、実 績 、期 待 と実績 の

ズ レな どに関す る意見を記載することになってい る。 フォローア ップの評価が芳 しく

なければ改善策 をとることになってい る。その他の案件についてはシステム部門内で

フォ ロー ア ップ を実施す る。

■戦略マネジメン トや予算管理プ ロセス との整合 の状況
、

① ポー トフォ リオマネジメン トの実施状況

IT投 資案件は事業部 ごとに策定 され るため、プロジェク ト間の優劣 を判 定す ることは

事業部間の優劣 を判定す ることにつながることから、ポー トフォ リオマネ ジメン トは実

施 していない。ただ し、同じ事業部内の案件の優先度判断は、それぞれ の事業部の総括

担 当が行 っている(決 定結果の強制力はない)。

②経営計画マネジメン トとの整合 の状況

経営計画 との整合性については、システム化案 をシステム部門 と利用部門間の協議で
`

プ ロジェク ト間の優劣 を議論す るとき、中期経営計画を参照する程度で、原則 として、

個 々の新規IT投 資案件 と経営戦略 との整合性 のチェ ックは行 っていない。

2.IT投 資評 価 に ついて

■投資評価の概要

・システム化案 を起案するとき、投資評価 も行 わなければならないこ とや、プロジェク ト

の フォローア ップの一環 として事後評価 を行 わなければな らない ことな どか ら、投資評価

は制度化 されてい る。また、できるだけ定量的な評価 を行 うべ く、試行 されている。

・しか し、事前評価 で必須 となってい るIRRを 実際に計算 しているプ ロジェク トが多く

ない ことや、定性的評価について全社的な基準が設 け られていない ことから、投資評価が

実質的にIT投 資マネジメン トの枠組みの1つ として確立 されている とはいい にくい。

■投資評価の対象範囲

①投資評価の対象 システム

・新規のIT投 資が評価 の対象になってお り、運用 ・保守費用の評価 は実施 していない。

・また、基幹業務系システムやイ ンフラ系 システムの評価 も実施 していない。
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■評価手法 と実施状況

① ビジネス系 システムの投資評価

・システ ム化案の書式では、定量的な評価 にっいてIRRを 計算す ることになっている。

しか し、回瀾は空欄 となってい ることが多い。

・IRR以 外でも定量的な評価 を行 ってお り、さらに定性的な評価 も認 めてい る。

②管理系 システムの投資評価

実施 していない。

③イ ンフラ(基 盤)系 の投資評価

実施 していない。

④維持管理、運用費用の評価

実施 していない(一 律何%削 減 とい う形 で総額管理 している)。

■事後評価の実施状況

・定量的な評価 を行 いやすい ことか ら、フォ ローアップにおいて事後評価 の実施 を制度的

に定めてい る。

・事後評価の実施 タイ ミングは、プロジェク ト終了1年 後 としてい る。

・現状の評価項 目の中にはまだ定性的な評価項 目も残っているが、中間指標(KPI、KGI

か)の 採用によ りできるだけ定量的に評価するよ うトライ している(例 、SCMシ ステム

の効果指標:生 産調達計画の作成 日数 の削減)。

tT投 資マネジメン トの効果 と課題

■今 後 の課題

・効 率化 、 クイ ックデ リバ リー 、 ミス削減 な どの効 果 を金額 換 算 し、IT資 産 の価 値 と し

て評価 しよ うとしてい る。

・VA(ValueAnalysis;価 値 分 析)の 手 法 を用 いてITの 機 能 の 明確化 と機 能 別 コス
、トの把

握 を試 み よ うとしてい る。
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(2)物 流 業 ・大企 業G社

IT投 資 マネ ジ メ ン トに つい て

■IT投 資マ ネ ジ メ ン トの概要

・CIO(ChiefInformationOfficer;情 報 統括 役員)Office
、利 用部 門、 システ ム部 門の

役 割分 担 を明確 化 し、IT投 資 マネ ジ メン トの実施 体 制 も確 立 し、IT運 営体制 の整備 を

行 ってい る。

・しか し、 なか な か役 割 を全 う しない利 用部 門が多 く、IT運 営体制 の整 備 上 の課題 とな

って い る。

■IT投 資マネジメン ト確立までの背景 ・経緯

・従来か ら、ITの ガバナ ビリティ、アカ ウンタ ビリティ、ケイパ ビリティに問題がある

とい う問題意識 を持ってお り、それを経営者に提言 した ところ、IT運 営体制 の見直 し

について 「IT戦略を検討す る会議」で了解を得、改善に着手 した。

■IT投 資マネジメン ト対象 とマネ ジメン ト方法

①対象

・新規IT投 資全般(ビ ジネス系システム、管理系システム、イ ンフラ系 システム)

・運用保守費用

②方法

・CIOOfficeが 提示 したIT戦 略を踏まえ、利用部門がシステ ム化の起案やRFP(Request

forProposa1;要 求定義書)の 作成、IT投 資効果評価、予算申請を担当する仕組み を目

指 している。

・CIOOfficeは ガバナ ビリテ ィ、利用部門はアカ ウンタビ リテ ィ、システム部 門はケイ

パ ビリテ ィをそれぞれ担 うとい うよ うに、各役割分担を明確化 している。

■IT投 資マネジメン トの実施 体制

①担 当部署

・CIO直 下のCIOOfficeがIT運 営体制 の検討 を実施 している
。

②開催会議 と参加 メンバー

・「中期 のIT計 画を策定する委員会」:各利 用部門の部門長、CIOOffice、 システム部門

③経営者や利用部門 との責任/役 割分担

・CIOOfficeがCIOを 通 じて経営者にIT戦 略を立案 し、経営者は経営戦略を踏まえた

うえでのIT戦 略をCIOOfficeに 提示す る。

・CIOOfficeは 利用部門にIT戦 略の提示、IT予 算管理の委託、コス ト配賦 を行 う。利

用部 門はシステム化案起案 、予算申請、IT投 資効果の検証を行 う。 また同部門はシス

テム部門に対 し開発す るシステムの ビジネス要件 を提示す る責任 を担 う。

■マネ ジメン トサイクル

①CIOOfficeが 全社に対 して中期IT計 画 を提示す る。

②利用部門はそれ を踏まえシステム化案をCIOOfficeに 起案する。IT予 算は企画部門に
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申請す る。

③CIOOfficeが 起案 されたシステム化案 、予算申請 を検討す る。

④承認 されたシステム化案 に基づき、利用部門がシステム部門にシステム開発 を発注す

る。

■戦略マネジメン トや予算管理プ ロセスとの整合の状況

① ポー トフォ リオマネジメン トの取組状況

・ポー トフォ リオマネジメン トの必要性は認識 しているが
、個別 プロジェク トマネジメ

ン トの確立に追われている状況でそこまで手が回 らない。

②予算管理プ ロセスとの整合 の状況

・現在システム管理 と予算管理が別々に行 われているので、一本化 して コン トラビリテ

ィを高めることが課題 となっている。

IT投 資評価について

■投資評価の概要

・これまで もシステム化案 の起案 などで利用部 門が事前の効果評価結果 を掲載 していた

が、各担 当者が勝手な方法でいい加減 な評価が行われ ていた。しか し、統一的な方法で

投資評価 を行 うべ きとの方針が立て られ、ちょうど不定期船の情報システムが新規構築

されたことを契機 に、同システムを対象に投資評価 の トライアル が行 われた。

・「中期のIT計 画 を策定す る委員会」で投資評価方法について検討が行われ 、それに基

づ き評価の トライアル を行 った。

■投資評価の対象範囲

①投資評価の対象 システム

・実際に評価 を実施 しているのは、不定期船の営業を支援す るIT(ビ ジネス系システム)

と業務 を支援す るIT(管 理系 システム)で ある。

■評価手法 と実施状況

① ビジネス系システムの投資評価

・営業を支援するITは 定量的指標 でのみ評価 している。金額換算可能な指標 としては、

ROI(IT投 資に対す る獲得売上 ・利益 の割合により計算)を 採択 している。金額以外

の定量的指標 としては、新規顧客獲得数、既存顧客で維持できた数、サー ビス レベル向

上指数(顧 客 向けアンケー ト調査 などで得 られたサー ビスの品質や価格 、提供 スピー ド

に関す る評価結果か ら計算)、 顧 客獲i得機会増大指数な どを採用 してい る。

②管理系 システムの投資評価

・業務 を支援す るITは 定量的指標 と定性的指標 を用意 している。金額換算可能な指標 と

してはROIを 採択 し、業務人件費や債権回収コス ト、税収 コス ト、コンテナ在庫コス

ト、作業スペース、設備 ・資材 コス ト、情報処理 コス トの削減額 のIT投 資額に対す る

割合 を計算 してい る。

・金額以外の定量的指標 としては利用者満 足度指数 を採用 し、ユーザー向けアンケー トや
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顧客向けアンケー トか ら得 られたマネジメン ト判断ス ピー ドや精度 に対する評価結果

により算出 してい る。

・法令への対応 を目的 とす るITテ ーマについては定性的指標を用意 し、法令への準拠度

合いを評価指標 としている。

③イ ンフラ(基 盤)系 の投資評価

・評価指標 としては、システムの運用`保 守 コス ト、稼働率、システムパ フォーマンス(レ

ス ポ ンス タイ ム 、スル ー プ ッ トな ど)、 情報 セ キ ュ リテ ィ基準 か らの逸脱 回数 な どが考

案 されたが、採用 され なかった。'

④維持管理、運用費用の評価

・ベ ンチマ ー クデー タの入手 が 困難 な ため 、評 価 を実施 して いない。

■事後評価の実施状況

・不定期船のITシ ステムについて事後評価を トライ アル的に実施 している。

・事後評価結果は事前評価結果 と比較検討 し、差異分析 を行 っている。

・事後評価のタイ ミングは、効果が現れ、かつ担 当者が異動 しないプ ロジェク ト終了1

年後 として い る。

3.IT投 資マネジメン トの効果 と課題

■投資マネ ジメン ト実施による効果

・投資評価 を実施することで、IT投 資効果 の現れ方が部署単位 で どのよ うに違いが現れ

るか、事前 と事後の評価結果 の違 いが どの ように現れ るかが明 らかにな り、IT投 資の

効果が明 らかになる点がメ リッ トと評価 している。

■今後の課題

・IT投 資評価や予算 申請、RFPの 提示な どにおいて中心的な役割を担 う利用部門に、本

来の役割 を果たす よ うにす ることが課題 である。

・IT投 資評価 については、①情報共有のためのITや イ ンフラ系のITに ついて適切 な評

価方法がない こと、②ベ ンチマー クデータが入手できない こと、③担当者 の人事異動 に

より適切なタイ ミングで事後評価な どを実施 できないことなどが、課題である。
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(3)製 造業 ・中小企業H社

1.IT投 資 マ ネ ジ メ ン トにつ いて

■IT投 資マネ ジメ ン トの概要

・H社 の特徴は単 品完全受注生産で、製品(バ ネ)の 高い品質を背景に 「多品種微 量生

産」を展開 してい る。 このためにはITは 不可欠 なもの となっているため、不可避的な

投資 として基幹系業務 システム(生 産 ・設計、財務会計な ど)の 投資を中心に実施 し

てきたが、最近 では新規顧客の獲得 と社 内の情報共有化に重点が置かれ るよ うになっ

た た め、マ ー ケテ ィ ングの た めのWebサ イ トの強化 や社 内 メー リン グ リス トや グル ー

プ ウェアの導入 な どの投資を優先 して実施 してい る。

・社長が参加す るITに 関す る調査委員会でIT投 資計画 の策定、必要なITの 検討 を行 っ

て い る。

・社 内の情報共有化 によ り、会社 トップか ら一般従業員まで同一の情報を共有できるよ

うになってお り、全社員 の経営戦略に対す る理解 は十分なもの となっているため、す

べてのIT投 資案件 には戦略 との整合性が とられている。

■IT投 資マネジメン ト確立までの背景 ・経緯

・H社 では製品(バ ネ)の 高い品質 を背景に安易な低価格戦略は とらず、「言い値 で買っ

て くれ る」顧 客を志向 した。 このため、既存顧客の満足度 は高いものの、新規顧客開

拓が難iしく、売上高横這 いの状態 が続 いていた。

・地元 のイ ン キュベ ー シ ョンセ ンター のセ ミナ ー に参加 した ところ、2名 のITコ ー デ ィ

ネーターを紹介 され派遣 された。これ らのITコ ーデ ィネーターに自社の財務状況 を診

断 してもらった ところ、売上高が停滞 していること、材料在庫が売上高に比 し多 いこ

とを問題 点 として指摘 された。

・そ こで、 シス テ ム改 革 プ ロジェ ク トをスター トし、 自社 の現 状分析(業 務 分析 や シス

テ ム分 析 も含 む)を 行 い 、Webを 活用 したマー ケ ッ トイ ン体制 、生 産 ・販 売 ・技術 の

情報共有化、営業 の技術情報武装を主たる内容 とす る情報化計画 を策定 し、Webマ ー

ケティングや グル ープウェア導入 などを実行に移 した。この結果 、従来年間10件 程度

にす ぎなかった新規顧客は平成15年100件 、平成16年200件 と急増 し、材料在庫は

年間17%減 少 した。

■IT投 資マネジメン ト対象 とマネジメン ト方法

①対象

・新規IT投 資のみ ならず、運用保守費な どもマネジメン トの対象である。

②方法

・社長 、IT担 当役 員 、各 部 署 の幹部や 担 当者 、ITコ ー デ ィネ ー ター 、ベ ンダー で構 成 さ

れ る 「ITに関す る委員会」でIT投 資計画の策定な どを行 う。

■IT投 資マネジメン トの実施体制

①担当部署
、
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・「ITに 関す る委員 会 」 が 中心 とな る
。

②開催会議 と参加 メンバー

・「ITに 関す る委 員会 」に は
、社 長 、IT担 当役 員 、各部 署 の部長 、ITコ ーデ ィネー ター 、

ベ ンダーが参加 している。IT担 当役員が同委員会 の委員長を務める。

■マネジメン トサイクル

①IT投 資計画 は、「ITに関す る委員会」で策定 される。計画期 間は半年で、半年 ごとに

見直 され る。

②IT投 資の稟議は担当者が行 う。決裁基準は金額に応 じて異な り、大 きい金額の案件 は

役員決裁、小 さい金額 の案件や運用保守的な案件はマネージャーや リーダークラスの

決 裁 となって い る。

③ 「ITに関す る委員会」は毎月開催 され、投資計画期 間中もどのよ うなITが 必要になっ

てい るかな どが議論 され る。

■戦略マネジメン トや予算管理プ ロセ スとの整合の状況

・IT投 資計画が6ヶ 月単位 で更新 され るため、予算管理プ ロセス との整合性 は問題 にな

ら な い 。

2.IT投 資評価 につ いて

■投資評価の概要

・ITコ ーデ ィネ ー ター の指 導 の下 、IT投 資の事 前評価 を実施 して い る。事 後評価 につ い

て は、 プ ロジェ ク ト期 間 が6ヶ 月 と短 い こ とか ら、制度 的 に実施 してい ない。

・しか し、IT投 資評価 の有効性 については、直感的にわかるものをわざわ ざ測定す るの

は手間、評価に時間がかか りす ぎるとい う疑問の声が、経営者か ら出 されている。

■評価手法と実施状況

・ITコ ー デ ィネ ー ター の指 導 の 下 、定 量的 指標 に よる事前 評価 を行 って い る。 主 た るア

ブ ローチは費用便益分析 である。

・CSF(CriticalSuccessFactor;主 要 成 功 要 因)を 設 定 し
、KPI、KGIを 設 定 す る(BSC

〈BalancedScorecard;バ ラ ン ス ト ・ス コ ア カ ー ド〉的 な)ア プ ロー チ も とっ て お り、 顧
1

客満足度や従業員のモチベ ーシ ョンといった非財務的な指標 も評価指標 に含まれ る。

■事後評価の実施状況

・プ ロジ ェ ク ト期 間が6ヶ 月 と短 いた め 、事後 評価 を実施 して い ない。
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第7章IT投 資マネ ジ メン トの フ レーム ワー ク

7.1先 行研究調査 および事例研究を踏まえた基本方針

事例研究を通 じて得 られた知見を整理すると以下の ようになる。

〈共通 〉

・IT投 資 と業務改革 を両輪で とらえてい る。

・IT投 資のみを取 り出 して効果評価は していない。

・投資効果 の 目標値については利用部門が責任 を持つ。

・イ ンフラ投資や人事経理な ど支援業務については、 ビジネス系 とは異 なる評価体系を

持つ。 これ らはMUST案 件 と呼ばれ ることも多い。

〈一部実施 されてい ること〉

・成果 目標値の設定方法にっいてのガイ ドライ ンを定めている。

・事業戦略を踏 まえてIT投 資テーマを決定 している。

〈共通課題 〉

・経費削減 などの事務改善効果ではな く売上増な ど業績効果 とIT投 資 との関係 の説明

(厳密 に因果関係 を説 明できない)

一 方
、4章 のイ ンタ ン ジブル ズ(Intangibles;無 形 の資産)に 関わ る研 究 で、以 下 の よ う

に記 述 してい る。

○ 「IT投 資 マネ ジ メ ン トにお け るイ ンタ ンジブル ズの役 割 は大 きい こ とがわ かっ て きて

い る。 しか し、これ がIT投 資 マネ ジ メ ン トにお いて 、IT投 資 の効果 のみ を独 立 させ て

測定 す るの を困難 に して い る ともい える。」

○ 「情報 資本 を含 めたイ ンタ ンジ ブル ズが戦 略へ方 向づ け られ る こ と(alignment)と 同

時 に 、それ ぞれ の イ ン タ ンジブル ズが統 合 され る こ と(integration)が 重 要 にな る。」

先 進事 例 か ら得 られ た 知見 は 、 ま さに この2点 にっ い て企 業 が 工夫 して対応 しかつ悩 ん

で い る状 況 を示 してい る。 そ して 、 この解 決 策 と して、 キ ャブ ラ ン=ノ ー トン(Kaplan&

Norton)[1]は 「情報 資本 ポー トフォ リオ」 とい うフ レー ム ワー ク を提示 してき た。

先 進企 業 に対 して は、 これ ま で の取 り組 み の正 当性 に対 す る裏 づ け と課 題 へ の 回答 が求

め られ て い る と考 え てい る。 一方 、一般 企 業 に とっ ては 、先 進企 業 等 の 知見 を体系 化 し、

自分 達 が利用 で きる よ うにす る こ とが 求 め られ てい る。

「情報 資本 ポ ー トフォ リオ 」 を その フ レー ム ワー クの基 盤 と して用 い る こ とで 、両者 の

ニー ズ に対応 で きる もの と考 え る。
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7.2フ レーム ワー クの前 提要 件

(1)フ レーム ワークの レベル

今年度提示するフレーム ワー クはベ ス トプラクティスを目指 したもの とす る。利用者

は、自社の成熟度に応 じてカスタマイズ して使 うことになるが、その詳細は次年度の 「IT

投資マネジメン トガイ ドライ ン(仮 称)」 に盛 り込む ものとす る。

(2)フ レーム ワークの定義範囲

個別プロジェク トマネジメン トの うち、ITの 実装や運用など"DO"に 相 当する部分に

ついてはCobiT、PMBOK等 に既 に定め られ ているため定義対象か らははずす。

(3)企 業規模、業種による違い

IT経 営革新モデル事業の事例研究にあるよ うに、中小企業であるがゆえに、経営戦略

とIT投 資 との整合性はよ り強 く求 め られ る。中小企業が大企業 と異なるのは維 持管理の

対象 となる資産 が少 ないこと、 自社 でIDOIIの プロセスを実施 しない(で きない)こ とで

ある。

したが って、本事業で定義す るフ レー ムワークの範 囲において、規模 によって直接的

にあるべき論が異 なるわけではない と考 える。(マ ネ ジメン トの成熟度モデルはあ りう

る)。ただ し、IT投 資マネジメン トのフ レー ムワー クとしては、全体のプロセス と分権一

集 権は、組織構造やマネ ジメン トアプ ローチによ り選択肢はあ る。

業種 については、金融やネ ッ トビジネスの よ うにIT投 資 と事業 とが一体 となる業種 と、

事業を円滑に実行 しマネジメン トす るための補助手段 となっている業種 とがある と考 え

がちであるが、企業 内でも実施す る事業によって これ らの状況は混在 しているこ ともあ

る。そのため、業種 について分けるのではなく、投資 目的や意 図によって評価方法 を分

けるもの とする。

(4)フ レームワークで記述す る内容

本フ レームワークでは、以下の内容を記述す る。実施手順 については次年度の 「IT投

資マネ ジメン トガイ ドライ ン(仮 称)」 の作成時に行 う。

・基本 となる考 え方

・IT投 資の評価方法

・IT投 資マネジメ7ト プ ロセス

・IT投 資マネジメン トの体制
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7.31T投 資 マ ネ ジメ ン トフ レー ム ワー クの基 本 とな る考 え方

7.3.11T投 資の定義

IT投 資 とは情報資本の形成 と維持によ り戦略実現 を行 う投資活動 と捉える。IT投 資にか

かわ らず、企業 の活動 は直接 的 ・間接的 に戦略の実現 に関与 してい るべきものである とい

う考 えか ら、 「維 持管理費用」も投資 とい う枠組みで考えることとした。

○新規開発 ・更新

情報資本 の形成(ア プ リケーシ ョン開発、ITイ ンフラ整備)

○維 持

情報資本 の価値 を保 つのに必要 な活動(戦 略 との関係 を明確 に して投資 とみなす)

7.3.2情 報 資本 の分 類

キ ャブ ラン=ノ ー トン[1]に 基 づ き、情 報 資本 を表7-1の よ うに定義 す る。

表7-1情 報資本 の定義

中分類 小分類 説明
大分類

変革アプ リケーシ ョン 企業の現行のビジネスモデルを変革す る

システム とネ ッ トワー ク

戦略 目標に及ぼす重大な潜在的影響力
と、便益を生み出すのに必要な組織変革

ア プ リケ の程度 に よって、他 のア プ リケー シ ョン

ー シ ョ ン とは区別される

分析アプ リケーシ ョン 分析、解釈、情報 と知識の共有を促進す

るシステ ムとネ ッ トワー ク

トランザ クシ ョン処理 アプ リケーシ ョン 企業の基本的な定型業務を自動化す るシ

ステ ム

アプ リケーシ ョン ・イ ンフラ 電子 メール、イ ンターネ ッ ト機 能 、モバ

イル ・コンピュー テ ィングな どの共 用ア

プ リケー シ ョン

通信管理 ブ ロ ー ドバ ン ド ・ネ ッ トワ ー ク 、 イ ン ト

ラネ ッ ト
物 的 イ ン

データ管理 集 中デー タ ・ウエアハ ウス
フラ

セキ ュ リテ ィ管理 とリス ク管 セ キュ リテ ィ ・ポ リシー 、システ ム障害

理 対策 プラン、 ファイア ウォール

ITイ ン フ チャネル管理 ウェブサイ ト、 コールセ ンター

ラ 施設管理 大 型 メ イ ン フ レー ム 、 サ ー バ ー ・フ ァ ー
・

ム、LAN

ITマ ネ ジメン ト 情報 システ ム計画、SLA(ServiceLevel

Agreement;サ ー ビ ス レベ ル ・ア グ リー メ

マ'ネ ジ メ ン ト)、 サプ ライヤー交渉

ン ト ・イ ン アーキテクチャと技術標準 デ ー タ 、 コ ミ ュ ニ ケ ー シ ョ ン 、 技 術 な ど
'

フラ に関するアーキテクチャと標準

IT教 育 訓練、マネ ジメン ト教育

IT研 究開発 新IT技 術に関する研究開発
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7.3.31T投 資 と戦略 との関連

図7-1は 情報資本ポー トフォ リオの基本 的な考え方 を示 したものである。戦略マ ップで

は、戦略を実現す るために、 どのプ ロセ スに秀 でなければならないかを明 らかにす る。 そ
へ

して、その新 しいプ ロセスを実現す るために、どのよ うなIT投 資が必要かを明 らかにす る。

実行段階では、情報資本の整備 によって内部プ ロセ ス と組織資本 の整備 がな され 、戦略が

実現 され る。

戦略マップ
(戦略的優先順位の定義)

メ ▲ kメ ▲ 、
1価値創造プ・セス1 資産のレディネス

!1、 /1、
イノベ ー ション 顧客マネジメン

ト

オペ レー ション ・

マネ ジ メント

財務管理 人的資源管理 戦略管理

内部プロセスの視点ii学 習と成長の視点
II'

情報資本ポートフォリオ

変革アプリケー

シ∋ン

・顧客による設

計のためのイ

ンタラクティブ・

システム

・コー ル センター

販 売 支 援 プ ロト

コル

・

・荷 物 追 跡

・ジャス ト・イン ・

タイム 供 給

・株主価値マ

ネジメント

・人的資本レディ

ネス管理プロ

グラム

・バ ランス ト・ス

コア カー ド

分析アプリケー

ション

・製 品 分 析

・製 品 開 発 ナ レッ

ジ ・マネ ジメント・

シ ステム(KMS)

・顧客分析

・顧客管理KMS

・顧 客別収益

性分析

・サイクルタイ

ム分析

・品質分析

・ABCとプロセ

ス原価計算

・財 務 分 析

・連 結 会 計

・ABC

・eリクルー テ ィ

ング

・eラ一二 ング

・コンプライア

ンス報 告

・ABM

・予 算 編 成 予

測 モデ ル

・動 的シミュレー

ション

トランザクショ

ン処理アプリケー

ション

・製品開発パイ

プライン管理シ

ステム

・CAD/CAM

・顧 客関係管

理(CRM)

・サ プ ライチ ェー

ン ・マ ネジ メント

(SCM)

・製 造(MRP)

・財 務 管 理

(ERP)

・就 業 記 録

(ERP/HR)

・従 業 員 セ ル フ・

サ ー ビス

ITイ ンフラ
1物 的イン・ラllマ ネジ・ン・・インフラ1

(出所)Kaplan,RobertS.&DavidPNorton,3ZmZθ 野 砲 ρs,HarvardBusinessSchoolPress2004

図7-1情 報資本 ポー トフォ リオの例

内部 プ ロセ ス で は、企 業価 値創 造 の観 点 か ら、「業 務管 理 のプ ロセ ス(オ ペ レー シ ョン ・

マネ ジメ ン ト)」、 「顧 客 管理 の プ ロセ ス(顧 客マ ネ ジ メ ン ト)」、 「イ ノベ ー シ ョン プ ロセ

ス」 の3っ の戦 略 テーマ に大別 され る。 この テー マ それぞ れ に必要 な ア プ リケー シ ョン

が決 定 され る。 一方 、支援 系 業務 は 「財務 管理 」、 「人 的資源 管 理」、 「戦 略 管理 」 の3っ

のテ ー マ に分 類 され る。 これ らは直 接 的 に企 業 価値 創 造 に 関係 す る もの では な い こ とか

ら、組織 資本 や 人 的資本 の充 実 を通 じて戦 略 実現 に貢 献す る。ITイ ンフ ラへ の投 資 につ

い ては 、ア プ リケー シ ョンの稼 動 や マネ ジメ ン トのた め に実施 す る とい う観 点 で捉 え る。

以 上 が上記 情 報資 本 ポー トフォ リオ の考 え方 であ る。
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7.41T投 資 の評 価

7.4.11T投 資の評価単位

評価対象 の単位 は、業務改革や制度改革 と同時に実行 しては じめてIT投 資はその効果 を

発揮す るとい う考 えか ら、システム開発単位 ではな く改革プロジェク ト単位 とす る。

戦略プ ログラムX

　 クト丁撚 糠 ∴

:1　 クト下灘 熱 三

1
評価対象の期 間は、戦略プログラムの完了時期までとし、初期投 資のみな らず、その後

の運用、改良の費用 も評価対象 とす る。

7.4.21T投 資評価の方法

(1)評 価方法の決定方法

評価方法は、投資の効果分類によって決定 され る。 しか しなが ら、投資プ ロジェク ト

では通常複数 の効果 を求めることか ら、投資プ ロジェク トの類型 を設定 し、その類型 と

効果 との関連を整理することで、当該プロジェク トの評価方法を決定す る。

(2)投 資 プ ロジ ェク トの 類型

表7-2に 投 資 プ ロ ジェ ク トの一般 的 に使用 され てい る類型 を示 す。

表7-2投 資 プロジ ェク トの類型

類型 例

ア プ リ

ケ ー シ

ョン

事業部門アプ リケーシ ョン

(ビジネ スシステム用)

SCM/SCP、BtoC、BtoB、MRP

EDI、CRM

管 理部 門 アプ リケー シ ョン

(マ ネ ジ メ ン トシステ ム用)

財 務 会計 ・管 理会計 、CPM

コ ック ピッ ト

知 識 ・コ ミュ ニ ケ ー シ ョン 系 電子 メール 、文書管理、知識情報共有

更新 ・改修
－

ITイ ン

フ ラ

新規整備 ア プ リケー シ ョン共 有 の設備 ・ネ ッ トワー ク

セ キ ュ リテ ィ

更新 ・改修

※ アプ リケー シ ョン専用のハー ドはアプ リ型に入 る
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(3)IT投 資の効果分類

IT投 資の効果は従来表7-3の よ うに分類 され てきたが、戦略 との関連が不明確 にな る

ため採用 しない こととした。

表7-3従 来型の分類

No 分類項目 概念

1 コス ト削減型 人員削減、在庫削減、書類削減 などを目指 した投資

2 生産性向上型 時間短縮を目指した投資

3 収益向上型 売上増加などを目指した投資

4 緊急対応型 法制度 改 正 へ の対応 、セ キ ュ リテ ィ ・コンプ ライ ア ン ス強化

先に示 した情報資本ポー トフォ リオの考え方 に したがい、投資効果分類 を表7-4の よ

うに設定 した。

表7-4投 資効果分類

(a)戦略実現 を直接 目的とするもの

No 分類項目 概念

1 プ ロセス改善型 ビジネスプロセスのパ フォーマンス向上を 目指 した投資

2 顧客価値増大型 顧客 関係 の強化 によ り顧客増大、市場拡大を 目指 した投資

3 イ ノベー シ ョン型 製 品 ・サー ビス開発強化のための投資

4 ビジネス創出型 ITを イネブ ラーに して新たな ビジネスを創 出す る投資

※1、2、3は それ ぞれ 内部 プ ロセ スの 「業務 管理 のプ ロセ ス(オ ペ レー シ ョン ・マ ネ ジメ

ン ト)」、 「顧 客管 理 の プ ロセ ス(顧 客 マ ネ ジ メ ン ト)」、 「イ ノベ ー シ ョンプ ロセ ス」 の

各 戦 略 テーマ の 実現 が効果 目標 とな る。

※4.ビ ジネ ス創 出型 は、情 報資本 ポー トフォ リオ には示 され てい な いが 、業 種 の考 察 にお

い て記 述 した よ うに、 シス テ ム と事 業 が表 裏 一 体 とな って い る場合 に相 当す る もの と

して 追加 した。

(b)間接 的に戦略実現につながるもの(戦 略への レディネスを高めるもの)

No 分類項目 概念

5 組織力強化型
♪

戦略管理、財務管理、人的資源管理 など組織資本、人的資

本へ の投資を通 じて戦略実現 に貢献

(図7-1情 報資本ポー トフォ リオの右半分)

6 ITイ ンフラ強化型 アプ リケー シ ョン開発や 維持 管理 の効 率性 向上(ア ー キテ

クチ ャ の改造)、 ビジネ スパ フォーマ ンス向 上(サ ー バ ー、

ネ ッ トワー ク増 強)な どのた めの投 資

(図7-1情 報 資本 ポー トフォ リオの 下半 分)

※1～6で 情報資本ポー トフォ リオを網羅す ることはできるが、日常の改善活動は戦略に
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方 向づけ られてはいるものの、戦略テーマ との関連 が間接的であ り、現場等か らの要

求に応 じて個別 に対応するものも多い。そこで、次 の効果区分 を設 けた。

(c)個別対応するもの

No 分類項目 概念

7 効率向上型 日常の業務改善 レベルであ り、業務 コス ト削減 、販 管費削

減な どによ り効率向上を目指 した投資

8 情報提供型(対 顧

客)

顧客接点を強化するために、顧客や取引先に対 して付加価

値の高い情報提供 を目指 したIT投 資

9 情報共有型 社 内及び関係者での情報共有、ナ レッジマネ ジメン トを目

指 したIT投 資

10 リスク対応型 リス ク対応 、セ キュ リテ ィ対 策 、 コンプ ライ ア ンス の ため

のIT投 資

11 必須対応型 法制度改正や顧客からの要望への対応等

※7、8、9、10は ボ トムア ップ的に 日常の課題解決のための実施 される投資である。戦

略 との整合性 は求 め られ るが、戦略テーマの実現の中心 となるものではない。戦略 と

の明示的な貢献が明 らかな場合 は、1～3の いずれかに含まれる。

※11は 戦略 とは関係 なく否応 なしに必要 となるケースがあることに対応 した。

(4)IT投 資の類型 と効果分類の関係

表7-5は 投資プ ロジェク トの類型 と効果分類 との関係 を整理す る表である。 このマ ト

リックス表はIT投 資マネジメン トを主管する部門が利用す るものである。

利用部門での検討プ ロセスは次のようになる。

①IT投 資類型の中か ら、該当す る類型 を選択す る。理想的には、事前に戦略マ ップが作

成、承認 され てお り、当該 プロジェク トの戦略 との関連が整理 され ている ことが望ま

れ る。

②続いて、示 され る効果分類か ら、当該プロジェク トが 目指 してい るものを踏 まえて、

該 当する効果分類 を選択す る。この場合、上記の戦略 との関連性が整理 されていると、

選択は容易 である。 戦略 との関連があいまいな場合には、 この時点でその検討 をす る

こ とになる。複数の 目的 をもってプ ロジェク トが実施 されるこ とが通例であることか

ら、該 当する効果分類 を複数選択す る。

③後述す る(表5-6)に 示 され る評価手法に したがって、当該プ ロジェク トの評価指標を

決定 し、効果 目標 を設定する。
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表7-51T投 資類型 と効 果分類

IT投 資の類型

、

効果分類

ア プ リケー シ ョン

・

ITイ ン フラ

シ 事
ヨ業
ン部

門
ア
プ
リ
ケ
|

シ管
ヨ理

ン部

門
ア
プ
リ
ケ
|

シ 知
ヨ識

ン ・

系 コ

三

;
1

更

新
改
修

新
規
整
備

更

新
改
修

戦

略

実

現

プロセス改善型
一

顧客価値増大型 一

イ ノベー シ ョン型
一

ビジネス創 出型 一 一

間

接

組織力強化型

ITイ ンフラ強化型
一

個

別

対

応

効率向上型
一

情報提供型(対顧客) 一

情報共有型 N
リスク対応型

一
____ム ー

当該プロジェク トの

期待効果 を選択
一

必須対応型 一

ll

※次年度 は効果分類の○のつき方に応 じて作成する事前 ・事後評価 の様式を定 める。

7.4.3評 価方 法 の設定

第3章 の 先行研 究調 査 の結果 を踏 ま えて、各 効果 類型 にお いて使 用 す る評 価 手 法 と評価

内容 を定 めた のが表7-6で あ る。 表7-5と 組 み 合 わせ るこ とで、 当該 プ ロジ ェ ク トにお い

て使用す る評 価方 法 を決 定す る ことがで き る。

なお 、以 下に示 す よ うに 、効果 的 なIT投 資 を行 うた め には、企 業 と してのBSC(Balanced

Scorecard;バ ランス ト ・ス コア カー ド)の 導入 が な され てい な くて も、戦 略マ ップ の作成 が

重要 とな る。

(1)戦 略実 現 を直接 目的 とす る もの

業務KPI(KeyPerformanceIndicator;重 要 業績 指標)と して設 定す る項 目は、 キ ャブ ラ

ン=ノ ー トンの 『戦 略 マ ップ』[1]の 本 に記 され た考 え方 に したが い 、それ ぞ れ の戦 略 テ

ー マ に掲 げ られ てい る戦 略 目標 を提示 してい る。

ビジネ ス創 出型 にっ いて は、事 業性 の評 価 その もの を行 うこ ととな る。

ビジネ ス創 出型 以外 では 、評価 内容 が複 数 あ るが 、BSC導 入 状況 に応 じて 評価 項 目が

異な る。
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(a)BSC導 入済みの企業

戦略マ ップが事前 に承認 されていれば、業務KPIの 評価のみ で当該投資案件 の採択の

可否 を決 定 し、予算額の配分対象 とす ることができる。

(b)BSC未 導入企業の場合

IT投 資を起案す る際にプ ロジェク トごとに戦略マ ップを作成 し、関係者 の合意形成を

行 う必要がある。そのため、業務評価、CS評 価、財務評価が必要 となる。

表7-6-(1)効 果類型 と評価方法

No 類型 評価手法20 評価内容

1 プ ロセス改善型 合意形成

定量+定 性

(BSC)

<業 務評価:業 務KPI>

調達、生産、配送のプ ロセスのKPI

リスクマネ ジメン トのKPI

<CS評 価1顧 客への価値提案のKPI>

競争力のある価格、 トー タル コス トの低減、

迅速でタイム リー な購 買、すば らしい品揃 え

のKPI

〈財務評価:ROIの 例 〉

貢献す る財務の視点の指標

2 顧客価値増大型

,

合意形成

定量+定 性

(BSC)

〈業務評価:業 務KPI>

顧客の選別、顧客の獲得 、顧客の維持、顧客

との関係の強化 のプ ロセスのKPI

<CS評 価:顧 客への価値提案のKPI>

顧客満足度 の向上、顧客 ロイヤルティの向上、

熱狂的なファンを作るのKPI

〈財務評価:ROI>

貢献する財務の視点の指標

3 イ ノベー シ ョン型 合意形成

定量+定 性

(BSC)

〈業務評価:業 務KPI>

機会の選別、R&Dポ ー トフォ リオ、設 計 ・開

発、市場導入 のプ ロセスのKPI

<CS評 価:顧 客への価値提案 のKPI>

機能向上 した製品およびサー ビスの顧客への

提供 、新製品お よび新サー ビスの市場一番乗

り、新セグメン トへの製 品お よびサー ビスの

拡大)のKPI

<財 務評価:ROI>

貢献する財務の視点の指標

4 ビジネス創 出型 定量(ROI) ビジネスの事業性そのものを評価

・新規 ビジネスの収益性 とコス ト構造、 リスク

を評価

注:1～3の 評 価 内容 は 『戦略 マ ップ』[1]の 本 の戦 略 目標 よ り引用

20「 評 価手法 」は3章 の図3-1に 示 す評価手 法を指す
。
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※事前評価 では見込みまたは 目標値 を設定 し、事後評価では事前評価で設定内容の達成

度合いを評価す る。

※いずれ もプ ロジェク トの総コス トの妥当性の検証 は必要 である。

(2)間 接的に戦略実現につながるもの

組織力強化型は戦略 との関係の説 明が難 しい タイプである。情報資本以外のインタン

ジブルズへの投資 と戦略実現 との因果関係 にっいての合意形成がまず必要 となる。

インフラについては、 どの戦略実現 に必要かを明 らかにさせ た うえで、 ビジネス要求

から非機能要件 を設 定 し、そのSLAへ の遵守度を もとに評価す る。TCO(TotalCostof

Ownership;所 有 にかかわる総 コス ト)削 減のた めの投資 とい うもの も想定 されるが、社

内での人的 リソースが限 られているのであれば、優先順位 を下げる必要がある。

表7-6-(2)効 果類型 と評価 方法

No 類型 評価手法21 評価内容

5 組織力強化型 合意形成

定量+定 性

(BSC)

<必 要性評価>

BSCの 学習 と成長 の視点への関与度 と達成 度

で評価

〈妥当性評価 〉

採用する手段 の妥 当性(コ ス ト、対応範囲)

6 ITイ ンフラ強化型 合意形成

SLA

〈必要性評価 〉

この投資がないために実現できな くなるアプ リ

ケーシ ョン

〈妥 当性評価 〉

採用す る手段の妥 当性(コ ス ト、対応範囲)

(3)個 別対応するもの

効率向上型 、情報提供型 は業務 改善テーマであ り、直接的な投資回収が求め られ る。

あわせて、部分最適 にな らないために戦略 との整合性の評価を行 う。

情報共有型 についてはナ レッジマネジメン トシステム 自体の成熟度 がまだ低い ことか

ら、その有効性評価 も行 う必要が ある。

リスク対応型 はセキュ リテ ィか ら災害対応 まで幅が広いが、万が一発生 した場合 のダ

メージが大 きいこ とか ら、 リスクコン トロール の考 え方 に したがい、発生確率 とダメー

ジの大 きさを評価す る。その上で対応可能な リスクとコス トとを比較 して決定す る。

必須対応 については法案対応 な どやむを得ない場合であ り、最 も安価 な方法を採用す

るが、妥当性評価 では部分最適に よる弊害の有無の評価 も必要 となる。

21「 評 価手法」 は3章 の図3・1に 示す評価手法 を指す。

一124一



表7-6-(3)効 果類型 と評価方法

No 類型 評価手法22 評価内容

7 効率向上型 定量的 〈採算評価〉

ROI ROI計 算

〈戦略整合性評価〉

戦略との整合性

8 情報提供型(対 顧 定量+定 性 〈必要性評価 〉

客) (BSC) CS関 連指標の達成度

〈戦略整合性評価〉

戦略との整合性

9 情報共有型 合意形成 〈必要性評価〉

これがないことによる損失

〈有効性評価〉

採用す るツールの有効性(適 用事例、運用体制

な ど)

10 リスク対応型 定量的 〈ダメー ジ軽減度評価 〉

DCF、 リアル 導入す ることによ り軽減 される企業 としての損

オ プ シ ョン 失予想額

〈妥 当性評価 〉

採用す る手段 の妥当性(コ ス ト、 リス ク対応範

囲)

11 必須対応型 コ ス ト評 価 〈 コス ト評 価 〉

のみ 最も安 く実現できる手段 を選択 しているか

〈妥 当性評価 〉
一

他への影響度合い

22「 評 価手法」は3章 の図3-1に 示 す評価 手法を指す
。
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7.51T投 資マネジメン トのプロセス

7.5.1マ ネジメン トの構造

IT投 資マネジメン トは、戦略マネ ジメン トの一環 として実施す るものである。戦略マネ

ジメン トは、戦略マネ ジメン トの全 体 と、その一部 である個別プ ログラムープロジェク ト

マネジメン トか らなる(図7-2)。 本 フレームワー クでは、このよ うな戦略マネジメン ト構

造を前提 にIT投 資マネジメン トの位置づ けを明確にす る。

(1)戦 略マネジメン ト

戦略マネジメン トは、企業 レベル と事業 レベルでの戦略の立案 と実行 を統合的 に管理

する取 り組みである。戦略マネ ジメン トの全体 は、図7-2に 示す よ うなプロセスによ り

構成 されてお り、中期経営計画 とその実行状況のモニタ リング、予算編成 と予算管理 と

いった経営管理制度が基礎 になっている。 これ らは、企業 レベルの制度である。

事業 レベルでは、事業戦略の立案 と実行が事業推進のPDCA(Plan-Do-Check-Action)

の中心である。事業のマネ ジメン トはライ ンを通 して下位組織 に展 開されるが、その場

合経常的な業務管理が主体 とな っている。戦略マネ ジメ ン トにおいては事業戦略の展開

と管理が主題 であ り、戦略施策別に管理 され なければな らない。 このよ うな観 点か ら近

年では、プログラムープ ロジェク トとい う管理概念が重要視 され、エ ンタープ ライズ ・

プ ロジェク ト・マネ ジメン トも提案 されている。

業務系IT投 資 とそのライ フサイ クル管理は、事業 レベルのプログラムープロジェク ト

マネ ジメン トの一環 として行われ るものと位置づけ られ る。また、業務系ITの 前提 とな

るIT基 盤の構築 と運用に関 しては、IT部 門によ り計画 と管理が実施 され る。

戦略マネジメント、超予算的要素が必要(OSM)
〈

〆 ＼

〔 中期経営計画 〕〔 モニタリング|

〕多くの企業でこの

関係が不明確
〔 予算編成/予 算管理
▲↑

n
r、 、プ
ログラム

プロジェクト

計画 ▲ノ

アプリケーション系プログラム
・ 〉〉

11

1

1/

呼
(

》

`cobiT
,oPM3∫PMBoK等 →

〆 ▼ 、

IT部 門

計画
＼ ノ

lTイ ン フラ・IT投資

図7-2戦 略マネ ジメ ン トのプ ロセス
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第6章 で見た ようにこのような戦略マネジメン トにおいてITの 位置づけは企業 によ り

多様 であ り、経営管理諸制度間の連携やITの 位置づけが明確 にな されていない場合 も多

い。 フレー ムワー クにおいては、 中期経営計画 とプ ログラムープロジェク トマネ ジメン

トへの連携、プログラムープ ロジェク トマネジメン トか らIT投 資のライ フサイ クルマネ

ジメン トへの連携を作 りこみ、戦略マネ ジメン トと経営管理諸制度、そ してIT投 資マネ

ジメン トの整合 をとることが重要である。

Pプ ロ グラ ム ープ ロ ジェ ク ト案 お よび ポー トフォ リオ の評価 と

企 業 戦 略 、事 業戦 略実 現 の観 点 か らの プ ログ ラム ープ ロジ ェ ク ト選択

D:個 別 プ ロ グ ラムープ ロジ ェク トマネ ジ メン ト(後 述)

Cプ ロ グラ ム ープ ロジ ェ ク トの進行 と戦略 に対 す る貢献 度 の評価 と

プ ログ ラム ープ ロジェ ク ト ・ポー トフォ リオの レビュー

Aプ ロ グラ ム ープ ロジ ェ ク ト ・ポー トフォ リオ の見 直 し

(2)個 別 プ ログ ラム ー プ ロジ ェク トマネ ジ メ ン ト

個 別 プ ログ ラム ー プ ロジ ェ ク トのマネ ジメ ン トは、 前述 の戦 略 マネ ジメ ン トの一 部 分

を構 成 し、選 択 され た プ ログ ラムープ ロジェ ク トの実 行管 理 プ ロセ スで あ る。

P:プ ログラムープロジェク ト計画立案 とその承認

D:プ ログラムープロジェク トの実行お よび実行管理

C:プ ログラムープ ロジェク トの期 中および事後評価

A:戦 略お よびプログラムープロジェク トの計画見直 し

IT投 資マネジメン トは、このプログラムープロジェク トマネ ジメン トの各PDCAの 中

でITに 関連 したアクティビティを実施することになる。た とえば、Pの 「プ ログラムー

プロジェク ト計画立案 とその承認」において、IT投 資案件 の事前評価 を行 う必要がある。

また、「Cの プ ログラムープ ロジェク トの期 中および事後評価」において、計画お よび事

前評価 に照 らし、達成状況を評価す ることになる。

なお、プ ログラムープロジェク トマネジメン トのDの 領域に関 しては、システム開発

方法論や、PMBOK等 のプ ロジェク トマネジメ ン ト手法、CobiTな どのマネ ジメン トフ

レームワークな ど多 くの基盤がある。今後、 さらなる拡張 と各手法の統合が必要である

が、本調査においては、その位 置づけを明確にす るにとどめ る。

7.5.2期 間管理 とライ フサ イクル管理、投資計画 と予算 との連携

戦略マネジメン トとして体系化す るためには、経営管理制度 における期 間管理 とライ フ

サイクル管理の連携 を図ることが重要である。特に、IT投 資はこの両側面か ら、財務的、
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金額的な負担 と効果を計画 し、管理 しなければならない。基本的な考え方 としては、図7-3

に示すプロセスによって連携を図っていく。

特 に重要 な点は、プログラムープ ロジェク トの投資計画 と予算管理 との整合プ ロセスで

ある。第5章 で示 したよ うにこの部分の制度、プ ロセスは各企業によ り多様である。今後

は戦略マネ ジメン トの統合化 の観点 か ら次の よ うな整合化 をとることが求 め られる。プロ

グラムープロジェク トの投資計画は、起案部門で計画策定 された うえで、企業 レベルでプ

ログラムープロジェク ト・ポー トフォ リオの観 点か ら、投資優先度の評価 と内容 の調整が

行 われたあ と、実施承認がな され る。 中期経営計画 をロー リング方式で行 っている場合 に

は、毎年その結果が中期経営計画に反映 され る。

中期経営計画やプ ログラム基本計画 といったマクロレベルの計画に基づ き、プ ロジェク

トの実行計画が詳細化 され、それ を年度計画、予算編成 につなげる必要 がある。 その結果

として、プロジェク トの実行計画 、年度予算の承認がな され る。なお、経常的案件や投資

額 が小 さい投資案件については、プ ロジェク トープログラムの枠で認識せずに、部門経費

によ り予算化するケースも認 める。

この よ うな構造 を前提にすれば、計画段階における投資案件の評価 と予算配分 の考え方

は次のよ うになる。

①プ ログラムープ ロジェク ト(戦 略的 ・投資的案件)の 投資配分

戦略性が高い投資案件につい ては、プ ログラムープ ロジェク トの枠で把握 し、各プ

ログラムープロジェク トの戦略への貢献度の評価 に基づき、ポー トフォ リオ ・マネ

ジメン トと投資配分を行 う。

複数事業部門を有す る企業の場合、プ ログラムープ ロジェク トは企業 レベル と事業

レベルの2段 階を設け、ポー トフォ リオ ・マネジメン トと投資配分 も2階 層で行 う。

プロジェク トープ ログラムの基本計画 は、年度予算 の編成 において も優先権 を持つ。

②経常的案件(お よび規模 の額の小 さい投資案件)の 予算配分

経常的案件や投資額が小 さい投資案件 については、部 門経費、費 目の観 点か らシー

リング枠 を設定 し、予算配分 を行 う。
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中期経営計画 と年度計画 、投資 と予算の関係

コー ポ

レー ト

一
中期経営計画

(企業戦略
・事業戦略)

`

I

I

コ 　 ロ コ 　 　 コ へ

1年 目

年度計画・予算 `
`

プログラムA
+プ ロジェクトA1

計画書

1
`

'

・・プ・グ・ム・1

、

1 、

曹プ
ロジ子クトA1

{ プロジェクトA3 1
`

`1 プロジェクトA2
ノ`

`
`

SBU◎

(事 業)

事菓計画
'

1 `

SBUプ 。グラム,1【

'
プログラムF
+プ ロジェクトF1

計画書
ダ

/ 、

`プ
ロジ亭クトF1 }1
‖

プ・ジェクトF31

1{プ ・ジ・ク… ノ、
、'
一'一'一'一'一'一'一'一'一'一'一`一'一'一 ・一 、一 ・一 ・一 ・一 ・一 ・一 ・一 ・一 ・一

■

'StrategicBusiness

Unit潮 路 事業 単位

一

投
資
計
画

4

1

〈プログラム計画承認〉

中期経営計画の一環として、
プログラムA、プログラムF

の計画を承認

1↑

1<プ ロジェクト実施承認>

1年 度計画・予算として、

1プ ロジェクトA1、

lii欝

I

l

l

`

`

1

注:
』1,全 社プログラムはコーポレートの主管部門が起案

2.SBUプ ログラムは各SBUが 起案し、責任をもつ

` I

I↓ 。度計画承認.

1プ ロジェク活動に加え、
`経 常的乗務活動

1を 加えた計画を承認

o
.

`

`

I

l

注:

1.投 資額は必ず損益項目にマッピングされる

(投資と費用の二分法ではない)
2.財 務会計的にはプロジェクト支出は、部門経費で

まかなうことが多い
3,し かし、戦略的な観点からはプログラム、プロジェ

クトの方向からライフサイクル管理すべき

＼

プロジェクト=プ ログラムの

ライフサイクル管理が

戦略的には重要

、

ノ

」
一

損
益
予
算
一

`

`〈 予算承認〉投資(新規+進 行中)の

1 当年度費用分と

1経 常的経費を含む

1損 益予算を承認

1

`

1

`

1

〆

＼
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.



7.61T投 資 マネ ジ メン トの 体制

7.6.1情 報システム分野の組織構造

IT投 資マネ ジメン ト体制 を検討す る際に関連す るのが、情報 システム分野の組織構造で

ある。組織 としての事業部制 とは別 に、中央集 権型組織 と分権型組織に大 きく分類す るこ

とができる。

・中央集権型組織

システム部門と利用部門、経営企画部門

・分権型組織

本社 システム部門と事業部(グ ループ)シ ステム部門 など

7.6.21T投 資マネジメン トの役割分担

(1)中 央集権型組織における役割分担

CIO★1 利用部門長 利用部門 システム部門

全社案件 投資案件の選択

/採 択、成果責任

成果責任 起案 共同起案

システムの稼動責任

事業部案件 一 投資案件の選択

/採 択

起案

成果責任

システムの稼動責任

*1ChiefInformationOfficer;情 報 統 括 役 員

(2)分 権 型組 織 に おけ る役 割分 担

分 権 型 の場合 、EA(EnterpriseArchitecture)のTA(TechnicalArchitecture)層 の責

任 は全 社 システ ム部 門 が負 うこ とが多 い こ とを前提 と してい る。

CIO 事業部長 事業部利用

部門

事業部シス

テム部門

全社システム

部門

全社案件 投資案件 の

選択/採 択、

成果責任

成果責任 起案 業 務アプ リ

の稼動責任

新 規 イ ン フ ラ

の稼動責任

事業部案件 一 投資案件 の

選択/採 択

起案

成果責任

業務 ア プ リ

の実装責任

共 通 イ ン フ ラ

の提供

7.6.3投 資案 件の選 択基 準

(1)投 資 的案 件

・全 社 プ ロジ ェク ト:全 社 戦 略 との適 合 性 、個別 評 価 結果 、実施 リス ク、 アー キテ ク

チ ャの整 合性 、モ ニ タ リン グの妥 当性
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・事業部 プロジェク ト:事 業部戦略 との適合性、個別評価結果、実施 リスク、アーキテ

クチャの整合性、モニタリングの妥当性

(2)経 常的案件

・全社プ ロジェク ト 全社戦略での優先順位
、個別評価結果、実施 リスク、アーキテ

クチャの整合性 、モニタ リングの妥 当性

・事業部プ ロジェク ト:事 業部戦略 での優先順位
、個別評価結果 、実施 リスク、アー キ

テクチャの整合性、モニタ リングの妥当性

7.6.4会 議体(名 称は仮称)

(1)決 裁基準

予算 の考 え方に よらず、金額 ・テーマに応 じて全社 プロジェク ト、事業部 プロジェク

トのいずれ にす るかの基準 を設定す る。

(2)投 資的案件の場合

・プ レ評価会議:該 当プ ロジェク トの起案書の投資評価 内容 に不備 がないかを確認
。企

画案 を投資委員会への上程に値するものにブラッシュア ンプする。

・投資委員会:選 択基準に基づいて投資 を許可するかいなかを判断
。(事 前評価)

進捗 を中間チェ ック し継続す るか どうかを判断。戦略の変更に対 して

も同様の継続判断 を実施。(中 間評価)

投資完了後一定期間後 に成果を測定 し戦略の実現度合いを判定。(事 後

評価)

(3)経 常的案件の場合 、

・プ レWG23

・評価委員会

:該 当プ ロジェク トの起案書の投資評価内容に不備 がないかを確認。企

画案 を選択委員会への上程に値す るものにブラッシュア ップす る。

:選 択基準に基づいて どの投資案件を採用す るか、い くら予算を配分す

るかを判断。(事 前評価)

進捗 を中間チェ ック し継続す るか どうかを判断。戦略の変更に対 して

も同様 の継続判 断を実施。 中止の場合は最善の案 に予算 を配布 しなお

す。(中 間評価)

投資完了後一定期間後に成果を測定。(事 後評価)

〈参 考 文 献 〉

[1]Kaplan,RobertS.andDavidPNorton,StrategyMaps:Oonvertin81ntan8t'ble

AssθtsintoTangib7eOutcomes,HarvardBusinessSchoolPress2004(櫻 井 通 晴 ・伊

藤 和 憲 ・長 谷 川 恵 一 監 訳 『戦 略 マ ップ 』 ラ ン ダ ムハ ウ ス 講i談 社 、2005年).

23WorkingGroup
。
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資料編11T投 資評価の実施が進まない理由に関するWG研 究員の意見

以下では、IT投 資マネジメン トのフ レームワークの検討WGで 、IT投 資評価の実施が進

まない理由について協議 した とき、各研究員 より提示 された理 由を列挙す る。

研究員a

(1)設 備投資評価 の手法 を適用 しに くい。

(2)効 果の根拠が説明 しにくい。

(3)新 プロセスの妥当性の評価基準がない。

(4)IT投 資評価 に対す るユーザー部門の関心が低い。

研究員b

(5)情 報 システムの役割が多様化。

(6)IT部 門予算管理、IT関 連 プロジェク ト管理が他のマネジメン トと リンクしていない。

(7)IT関 連 プロジェク、トの起案～承認のプロセスが制度化 されていない。

(8)機 能横断プロジェク トに関す る予算責任の所在が不明確。

研究員c

(9)曖 昧 ・不透明 ・不確実な投資評価を無理 に しなけれ ばな らない。

(10)IT投 資評価 は うま くいかないとい う認識 が強い

(11)情 報 システムの発注行為 が取引関係や情実などによって左右 され る文化。

(12)IT機 器の耐久性の向上。

(13)ユ ーザー企業側にIT投 資評価を実施できる人材が不足。

(14)IT投 資評価 を外部へ丸投げ。

(15)多 頻度の追加開発。

(16)IT投 資評価の過剰 な精緻化 を求める傾向。

(17)相 場観の不在。

(18)経 営の効果 と情報 システムの効果を判別 しにくい。'

研究員d

(19)評 価方法に関する全般的な情報が不足

(20)IT投 資評価 を実施 できる人材が不足。

(21)方 法論や指標が不完全/実 態に合わない。

(22)評 価のための費用が認 め られにくい。

(23)PDCAを 回すマネジメン トシステムの基本が根付いていない。

(24)ベ ンチマークデー タが入手 しづ らい。

(25)評 価結果 を明 らかに し、その責任 を とらせ る文化がない。

(26)責 任の所在が不明確。

(27)評 価項 目(KPI)の 納得性が低 いまま。
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(28)評 価の手法が確立 していない。

(29)評 価 を実施す るための費用 ・時間がかか る。

(30)結 果が出るまでの間に責任者が変わる。

(31)評 価ア レル ギー。

研究員e

(32)評 価の進め方、評価手法がわか らない。

(33)評 価の進め方、評価手法が 自社 に適用できない。

(34)経 営 トップが評価そのものを重要 と思っていない。

(35)評 価 は うま くいかない とい うあ きらめの気持 ち。

(36)投 資評価を推進 しようとす る リーダ(CIOク ラス)が いない。

研究員f

(37)何 故や らなけれ ばな らないのかが説明で きない。

(38)現 状の評価運営で実際起 こっているロスが何なのかが明示 できていない。

(39)即 効性等の理由により、全社 の制度構築 よ りも個別プ ロジェク ト管理の方が志向され

る。

(40)権 限の明確化 と評価 のための専任化が必要な場合が多い。

研究員g

(41)各 種評価手法が散在 していて、整理 されていない。

(42)IT投 資評価の必要性の理解が進 んでいない。

(43)評 価結果の利用方法がわか らない。

(44)投 資評価に関する共通 コンセ ンサスが形成 されていない。

(45)有 効性の評価や戦略的ITに 関わ るレデ ィネ スの評価が重要 になっているにもかかわら

ず、注視 されていない。

研究員h

(46)IT投 資評価 をして もその利用方法が分か らない。

(47)IT投 資評価において効果判定が難 しい。

(48)IT投 資効果が現れるまでに、IT投 資評価組織や報告先がな くなって しま う。

(49)IT投 資評価がIT投 資 プロジェク トの成否に刷 りかえ られる。

研究員i

(50)評 価プロセスにコス トと時間がかかる。

(51)評 価手法が明確でない。

(52)経 営 トップのIT投 資評価 に対するニーズ、関心が低い。

(53)経 営陣と情報システム部 門、ユーザー部門の コミュニケーシ ョンが悪い。

研究員j

(54)成 果が短期間に出ない。

(55)目 標設定が困難。
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(56)内 部プ ロセスを計 る指標が多いため、ベ ンチマークが困難。

(57)PDCAを 回すために専任組織が必要。

(58)IT投 資評価指標 と経営成果(P几 、B/S)の 関連が明確 でない。

研究員k

(59)定 量的に測定できない効果 を求める案件が増 えている。

(60)定 量的に測定できない効果 を評価す る手法を使い こなせ ていない。

(61)法 制対応等不可避案件 に対する リスグ評価ができていない。

(62)定 性効果 に対す る主管部(ユ ーザ)主 張を評価できない。

(63)シ ステム部門が経営に対 して物差 しを提供 していない。

(64)見 な し定量効果 を翻訳 して評価 していない。

(65)事 後評価が形骸化 してい る。

(66)過 去のIT投 資の反省ができていない。

(67)ITの 価値 が説明 しきれていない。
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資料編21T投 資評価に関する先行研究調査結果

第1節 情報化投資評価の系譜

第2節 情報化投資評価の主な研究成果

1.会 計学的アプ ローチ

2.経 済学的アプ ローチ

3.経 営情報論的アプローチ

(1)IT投 資フ レームワークの研究

(2)IT戦 略に関す る研究

(3)IT成 熟度

(4)効 果測定イ ンデ ックス系 の研究

第3節 周辺領域の動向

(1)企 業価値評価

(2)広 告効果

第4節 情報化投資調査プロジェク トと有償評価サービスの紹介

(1)調 査

(2)サ ー ビス

第5節 まとめと展望

注)本 稿では企業名等は参照文献発表時のまま表記
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本稿 は情報化投資評価の最新の研究動向をま とめたものである。構成 はまず、第1節 で

情報化投資評価のこれ までの研究成果 を振 り返 り、研究手法の類似性に注 目して研究成果

を分類す る。次に第2節 で整理 した分類毎に主要な研究成果を紹介す る。 さらに第3節 で

情報化投資評価 と関係 の深い周辺領域 の動向を紹介 し、第4節 で情報化投資評価の実務的

な事例 として既存の調査プ ロジェク トと有償評価サー ビスを紹介す る。そ して最後 に第5

節で情報化投資評価の これまでの研究成果 の総括 と今後 の展望 をま とめる。

第1節 情報化投資評価の系譜

情報化投資評価 は情報財 に関す る投資 を評価す るものである。 ここでい う情報財 は広 く

無形の知的財産を指す。例えば音楽や映像、情報 システムを構成する ソフ トウェアである。

ただ し、情報 システムの投資評価 を考 える場合 は、 ソフ トウェアに密接 に関連す るハー ド

ウェアも言外 に含 めることも多い。本稿では情報システムに関連 した投資評価 を中心 に考

える。

1960年 代のコンピュー タの誕生 により情報化 が始 まった。今 日までの情報化投資評

価の研究成果 を過去に遡 って発展の様子を整理す ると、年代 によ り次のよ うに分類できる。

①1985年 以前

コンピュータの黎 明期であ り汎用大型機によ りEDPシ ステムが構築 された。 この時

期 は情報化投資評価の意識 はまだ十分 とはいえない段階であった。 ソフ トウェアはハ

ー ドウェアの付帯物のよ うに扱われてお り
、ソフ トウェア自体の値段には関心が無か

った。投資 としての特徴は非常に高価 な投資であることい うコンセ ンサスが成立 して

いた場合が多かったことである。 この時代の主な研究は情報化が経済に与 える影響 を

主眼に置いたものが見 られる。

②1985年 ～1995年

汎用大型機 が普及 し企業 内の多 くの業務に適用 された。開発 される情報 システムは巨

大化 し莫大なコス トが掛かるものが多 く見 られた。そのため、安価なオフィスコンピ

ュータやパーソナル コンピュータも普及 し、経済性 を問題 にす る意識 が顕著にな り始

めた時期 といえる。 この時代の情報化投資評価 に関す る研究はソフ トウェアの製造コ

ス トに問題意識を持 ち原価計算の手法 により、 ソフ トウェアの価値 を把握 しよと した

ものが見 られ る。

③1995年 ～2000年

サーバー機 が普及 しクライアン ト・サーバー型の情報システムが多 く構築 された。上

記② の開発費用がか さむ汎用大型機 か らクライ アン ト・サーバー型へのダウンサイジ

ングが多 く試み られた。 その傾 向に対す る反省 としてガー トナーに よ りTCO(Total

CostofOwnerShip)の 考 え方が提案 された。 この時代の情報化投資評価 に関す る研究

の特徴 は、情報システムの有効性 を経営戦略 との適合性で論 じるなど、システム開発

以外 に も視野が広が った点にある。

③2000年 ～現在

イ ンターネ ッ トが普及 し、企業の情報 システムにもインターネ ッ ト技術が広 く適用 さ

れ るようになった。 この時代の情報化投資評価は金融工学や経営学な ど周辺領域 の最

新の成果 と結び付いた多様 な論点が展開 されている点に特徴がある。
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以上の発展 を今 日振 り返 り、研究手法の類似性 によ り次 に示す とお りグループ化 して捉

えることが出来る。

1.会 計学的アプローチ

主に会計学や金融工学の手法を使用 した研究

2.経 済学的アプローチ

主に統計学を駆使 した計量経済的アプローチ をした研究

3.経 営情報論的アプ ローチ

ーIT投 資フ レームワー クの研 究

情報 システムへの投資サイクル をいかにすれば良いか研究 した もの

－IT戦 略に関す る研究

経営戦略や情報戦略 と整合性 のとれた情報 システムを開発することを 目的 とし

た研究

－IT成 熟度

現在のIT成 熟度 を把握す ることで、今後の投資行動の方向性 を検討す ることを

目的 とした研究

一効果測定インデ ックス系の研究

投資効果 を何 らかのインデ ックス(指 標)に より捉 えようとした研究

これ らの既存研 究の発展を図示す ると図1の よ うに表現できる。

時間 中心的な
の方向情報技術

汎
用
大
型
機

C

S

S

/

W

e
b

/＼
IT投 資マネジメント
・IT資産管理

図11T投 資研究の発 展のイメー ジ
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本稿では次に上記分類 に沿って、主要な業績 を紹介す る。.また最後に、周辺分野の動向

と して企業評価 の研究 などについてふれる。

なお、・情報化投資評価手法の別の分類方法については櫻井[5]に よる分類 がある。

第2節 情報化投資評価の主な研究成果

1.会 計学的アプローチ

情報 システムに関わ る費用 を正確に とらえよ うとする研究には岡本清 ら[1]、太田昭和監

査法人 ら[2]、岡本清[3]お よび櫻井 ら[4]が ある。これ らの研究は主に原価計算の手法を情

報 システム開発に適用 したものである。特に櫻井[4]で は ソフ トウェア業に適用す る原価計

算基準の有力 な参考例 として図2に 一部 を例示するような 「情報サー ビス産業のモデル経

理規定」(1985年)を 挙げている。 ・

(i)人 件 費:給 与 手 当 、 賞 与 の ほ か 退 職 金 、 福 利 厚 生 費 を含 む
(li)・ 材 料 費
(U1)電 算 機 関連 費:賃 借 料 、 減 価 償 却 費 、 動 力 用 水 費 、 通 信 回 線 使 用 料 な ど
(iv)外 注 費:外 部 委 託 計 算 処 理 費 や ソ フ トウ ェ ア 外 注 費 含 む
(v)経 費:旅 費 交 通 費 、 修 繕 費 、 事 務 用 消 耗 品費 を含 む

図21Tコ ス トの分 類([4]か ら改編)

しか し、これ らの研究は汎用大型機 を前提 とした主に受託開発 をす る場合を念頭に置い

た もので、後年、櫻井[5]で は時代 を追 って変化 してきたソフ トウェア環境 を踏 まえ管理会

計の視点か ら表1の 通 り研究の位置付 けを整理 した。IT技 術 の進歩 による影響 については

松島[7]も 同様 な指摘 をしてお り、IT投 資 の経済性評価方法 は歴史的な発展 とともに変化

す ると指摘 している。具体的にはMIS(経 営情報システム)、DSS(意 思決定支援 システム)、

CIM(コ ンピュー タ統合生産システム)、SIS(戦 略的情報システム)、BPR(企 業変革の情報

システム)の5種 類の情報システムにっいて経済性評価 を各々に論 じた。

表1シ ステム技術の変遷による管理手法の比較([5]か ら改編)

項目 レガシー・システム C/Sシ ステム eビ ジネス

ビジネスの特徴 カス タム ・ソフ ト パ ッケ ー ジ ・ソフ ト ネットワー ク

経営の視点 原価低減 独創的ソフト開発 戦略的ビジネス

戦略目標 規模の経済 範囲の経済 スピードの経済

経済法則 収穫逓減 収穫逓増 収穫逓増(大)

情報システム評価 省力効果 戦略的効果 基盤整備効果

管理手法
ソフト原価計算

チャージバック

投資評価(DCF)

戦 略 的アウトソーシング

戦略的手法
SCM、KM等

価格決定 コスト・プラス法 ユーザー基準価格法 価格競争
、

品質管理 バグの削減 機能と性能 サービス性

また、費用に関する研 究成果にはNokes[6]が ある。特にITコ ス トの配賦について固定

費 と変動費の視点、発 生の予測が可能か困難 かの視点か らITコ ス トを4種 類 に分類 し、IT

コス トの配賦の際に生 じる トレー ドオフを指摘 した。 この トレー ドオ フとは配賦が困難な
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ITコ ス トほ ど配賦することがITコ ス トの効率性 向上に対 して有効であ り、逆に配賦 が容

易なITコ ス トほど配賦 してもITコ ス トの効率性 向上に有効でない とい うものである。そ

して・配賦基準 として米国企業で一般的に4種 類の配賦基準、①ブラックボックス法 ②

人数基準、③固定費関連配賦基準、④利用度関連配賦基準 を紹介 してい る。(櫻 井[4][5])

のITコ ス ト配賦 であるチャージバ ックは単一基準法、複数基準法 とも基準値はCPU使 用時

間など資源の利用度 を想定 している)さ らに、Nokes[6]は 図3の 通 り典型的なITコ ス トの

構造 と、典型的な主要ITコ ス ト・ドライバー を表2の 通 り例示 してい る。

IT活 動

1
l

l

開発作業

i

インフラ構築

1
1
1 「

1
1

戦略的開発 1戦 術的開発 導入 ネ ッ トワー ク メンテナンス作業

IllIl
●新しいカスタムメイ

ドのアプリケーシ ョ

ン

●主要なBPRの 実施

●2000年 対策で古 いシ

ステムの排除

●主要な統合プロジェ

ク ト

●既存ア プリケーショ

ンの強化

●現地に適応する必要

のある新 しいオフィ

スに対する新製品キャ

ンペーン

●小型の"間に合わせの"

アプリケーシ ョン開

発(RADプ ロジェク

ト)

何を導入するかによっ

て、導入は開発作業寄

りにもメンテナンス作

業寄 りにもなる

●安定 し、成熟 した市

場パッケージはメン

テナンス作業に近 い

●相当の 「調整」が必

要な新発売の複雑な

パ ッケージは、開発

作業寄 りである

●物的なネッ トワーク

設備の提供:ル ー

ター、ケー ブル、ス

イッチ

●帯域幅 の必要なイン

ターネッ トやボイス

サー ビスの計画設定

●データセ ンターのコ

ス ト

●データの メンテナ ン

ス:適 切なデータの

バ ックア ップを請け

負 う。このためには、

ハー ドとソフ トに二加

え計画設定が必要 で

ある

●ア プリケーシ ョンの

メンテナンスとアッ

プグレー ド。ソフ ト

ウェア ・パッチの イ

ンス トールを含む

●OSと ミ ドル ウエア

のメンテナ ンス。必

要に応 じたアップグ

レー ドを含む

●ヘルプデスク

図31Tコ ス トの体 系([6]か ら改 編)

表2コ ス ト ・ドライ バー と要 因([6]か ら改編)

ドライ バ ー 要 因

1.報 酬 コス ト 人員減少率

臨時 ・常勤比率

管理職 ・スタッフ比率

2.資 産 賃 借 料 用地

密度 一平方フィート/机

密度一人/机

3.利 用 者 の 能 力 利用者の訓練

ヘルプデスクの利用可能度

GUIへ の 変化

4.構 造 上 の 複 雑 さ 異なる中核システムの多様性

システムの平均年数(加 重)

5.マ ネ ジ メン ト・レポ ー トの 要 請 =】ス トの透 明性

コントロールの変更数

システム文書化
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一方 、金 融工 学 な どの 比較 的新 しい手 法 を用 いて情報 化投 資 を評価 す る試 み も行 われ て

い る。松 島[7]は 情報 シス テ ムの経 済性評 価 に時間価値 を加 味す る こ とを提 案 した。具体 的

に はDCF(DiscountCashFlow)法 につ い て現在 価値 法 と内部利 益 率法(lnternalRateof

Return:IRR)に よる計 算方 法 を示 した。ま た、時 間価 値 を考慮 しな い経 済 性評 価 として得 ら

れ た利 益 に よって どの く らいの期 間 で投 資 が回収 され るか を評価 尺度 とす る回収期 間法 と、

そ の変形 であ る損 益分 岐 時 間法(Breakeventime:BET)に よる計算 方法 も示 して い る。 損

益 分 岐時 間法 は回収期 間法 に対 し次 の2点 の修 正 を加 えた もので あ る。

① 計 算 開始 時 点 を、 資本投 下で は な く起案 の承認 時 点 とす る

② キ ャ ッシ ュ フ ロー に時 間的価 値 を考慮す るた め、 割 引後 の現 在価 値 を用 い る

小松[8]は 情報 化評 価 手法 を図4の 通 り整 理 し、特 に リアル オ プ シ ョンに着 目した研 究 を

行 った 。 具 体 的 には 計 算 の た め に想 定 した情 報 システ ム に っ い て正 味 現 在 価 値 法(Net

PresentValue:NPV)、 モ ンテ カル ロDCF法 、 リアル オプ シ ョン(RealOptionValue:ROV)

法 の各方 法 に よ り計 算 し結果 を比較 し、情報 システ ムの経 済性 評価 に リアル オ プ シ ョン法

を適 用す る具 体的 な方 法 を示 した。

加藤[9]は 特 に投 資評 価 が困難 と考 え られ て い るITセ キ ュ リテ ィ投 資へ の適用 を試 み た

ほ か、バ ラ ンス ト ・ス コアカー ド(BSC;BalancedScorecard)と 組 み合 わせ て適 用す る

方 法 を検 討 した[10]。 プ ライ ス ウォー ター ハ ウス ・クーパ ー スが提 唱 して い る リアルオ プ

シ ョンを適 用 した評価 手 法 に 図5に 計算 式 を示 したROV(RealOptionValuation)が あ る。

これ は 、 将来 の柔 軟性 を重 視 した アプ ロー チ を採用 しオ プ シ ョンの ポー トフ ォ リオ を使 っ

てITを 管 理す る もの で ある。リアル オ プ シ ョン手法 は株 価 の推 移 な ど不確 実性 の あ る数 字

を論 じる とき有効 な手 法で あ る とされ て い るた め、不確 実性 要素 が 高 い と され て い る情 報

システ ム の投 資評価 に リアル オプ シ ョン手 法 が浸透 して行 くこ とが予 想 され る。

経済性分析－L]
投資経済性分析

rLr
単純法

叶
割引キャッシュフロー法 流動性分析

財務分析一
資本構成分析

`
単純利益率 回収期間 内部利益率 正味原価 リアルオ プション(広 義)

図4

モ ンァ カル ロ デ シン ヨン リアルオ プシ
ョン・DCF・ ツ リー

評 価方 法 の分 類([8]よ り改 編)

一
オ プシ ョン価 値 =投 資実行 までの資本(金 利)価 値

+市 場や技術動向などの新規情報の価値
+将 来再度意思決定ができる価値
+投 資事業の不確実さが もつ価値

図5オ プシ ョン計 算 式([12]よ り改 編)
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ま た、 リアル オ プ シ ョン以外 の 金 融 工学 手 法 を 駆使 した 事 例 を3つ 以 下 に紹 介 す る。

([11]を 参 考 に編集)

①EVA(EconomicValueAdded)

IT部 門 を価値創 造 部 門 と考 え、IT部 門 の売 上 高(IT部 門の社 内 向け サー ビス

を受 益者 が社外 に支 払 うの と同様 に考 える)を 把握 管 理す る。(EVAは ス タ ン・

ス チ ュアー ト社 が提 唱 した指標 で 、EVA=税 引 き後 営業 利益 一資 本 コス トで計 算

され る)

②EVS(EconomicValueSourced)

METAグ ル ー プが提 唱 して い る もの で、 売上 高 の増 加 、生産性 の向上 、 サイ

クル タイ ムの短 縮 、 リス クの減少 とい う4っ の観 点 か らITの 価 値 を評価 す る。

③AIE(ApPliedlnformationEconomics)

ババ ー ド・ロス社 が提唱 してい る もので 、顧 客 の 満足 度や 戦略 的提携 な ど、従 来

は無 形 要素 で あ った もの を測定 単位 と し、保 険数理 学や ポー トフォ リオ理論 、

統計 学 な どの ツール を使 って情 報 の価 値 を計算 す る。

④ITポ ー トフォ リオ ・マ ネ ジ メン ト

METAグ ル ー プが提 唱 して い る もの で 、株 式 市場 をモデル と した 方法 論。 投

資見 通 しに基 づ いて リス ク,利 回 り,利 益 を算 出す るこ とに よ りIT資 産 を管理

す る。

さ らに近 年重 要性 を増 してい るキ ャ ッシ ュフ ロー に関連 して は大和 田 ・大槻[12]は 従 来

の利 益 を企 業評 価 の 中心 にお く経 営環 境か ら、 キャ ッシュ フ ロー をベ ー スに企 業評 価 を行

う経 営環境 で1まよ りIT投 資 が重要 にな る と してい る。それ は 、利 益率 の 向上 には利 益 を増

加 させ るか コス トを削 減す る しか 方 法は無 い が、 キ ャ ッシ ュ フ ロー を増 大 させ るた めには

方 法は い くつ もあ るので 、そ の手 段 と してITが 活用 され るため だ として い る。

1T投資の損益的効果 IT投 資のキャッシュ・フロー的効果

システム導入 システム導入

↓
bスト削減・1[極 極 コ
…t… 旦

1利 益率拡大・

」
⑭

回収期間短縮

在庫圧縮

コスト削減

」 」

1キャ・シ・・フ・一拡大1

キャッシュ ・フローlT投資の種 類 具 体的技術
への影響

lT投 資

案務効率の改善
キャッンユ フロー
には直接彩管を
与えない 琴嬰ま呈

戦術的

クオ リティの向上

リソースの最適化

ビジネス モデル
構築と実践

キャンンユ フロー
を間接 的に増 加

キャンノユ フロー

を直接的に増加

新しい
キヤンンユ フロー

モデルの構築

ケ叉
"イ
C
フ
テ
エウ

::;

口 戦略的

図6キ ャ ッ シ ュ ・フ ロー とIT([12]よ り改 編)

キ ャ ッシ ュフ ロー増 大 への貢 献 の視 点 か らIT投 資 を 「クオ リテ ィの 向上」、「リソー スの

最適 化」、「ビジネ ス ・モ デル 構築 と実践 」の3種 類 に分類 し、これ か らのIT投 資 は キャ ッ

シ ュフロー増大 させ る こ とを第一 目的 とす るべ き と して い る(図6)。 また 、キ ャ ッシュ フ

ローの現在 価値 を割 り出す 際 に用 い る資本 コス トにつ い て 、今 後IT投 資 も金融 商 品へ の投

資 と同 じく投 資家 が その投 資選 択 肢 に期待 す る利 回 りを基 準 に 比較 され る可能性 が あ るた

め重要 な指標 で あ る と指摘 す る とと もに、特 に加 重 平 均資本 コス ト(WeightedAverageCost
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ofCapital:WACC)に つ い て 紹 介 して い る(図7)。

バ ラ ン ス ・シ ー ト

→1負 債コス トK・

→1資 本コス ・K・

K・-R(D・ β{R(m)一 ・(D}1

R(f)1安 全 資産 の 収益率

R(m):市 場 ポー トフォ リオの期 待収益 率

β 株 式 の リス ク係 数

Kd=負 債 利 子 率x(1一 実 行 税 率)

畢
加 重 平 均 資 本 コ ス ト

ED
WACC・ ・Ksx-一 一 十Kdx

E+DE+D

ξS濠謡 雇ト5d渇 霧`壷 価値

図7WACCの 概要([12]よ り改編)

その他 の 会計 学的 な トピ ックス と しては無形 資 産評価 があ る。まず 、櫻 井[5]は ソフ トウ

ェ ア を担保 と した金 融機 関の融 資 の意 義 と問題 点 を述 べ る と ともに、考 え られ る担 保評価

方 法 につ い て原価 法 、 取 引事 例 比較 法 、収 益還 元法 の3種 類 を挙 げてい る。 無形 資 産評価

につ いて は知 的財 産権 証 券化 の検 討 が進 んで い るが、大和 田 ・大槻[10]はIT資 産 証 券化 に

つい て も可能性 を指摘 して い る。

ま た、櫻 井[5]は 会 計基 準 と税 法の観 点 か らソフ トウェアの 資産性 の判定 基準 を表3の 通

り発 生順 に 沿 っ て紹 介 して い る。 こ こでFSABと は米 国財 務 会 計 基 準 委 員会(Finacial

AccountingStandardsBoard)で あ り、Measurability(測 定可 能性)と は取得 す るため に

要 した費 用 が測 定 可能 であ るか否 か を資産判 定基 準 とす る こ とを意 味 してい る。 さ らに、

Recoverability(回 収 可 能 性)と は そ の 資 産 に よ り資 金 の 回収 が 可 能 で あ る か否 か 、

TechnologicalFeasibility(技 術 的実施 可能 性)と は ソフ トウェアの研 究 開発 が 終 わ り、

制作 可能 な状 態 に あ るか否 か 、そ して 、Marketability(販 売可 能性)は 市販 用 ソフ トウェ

ア がいつ で も販売 可 能 な状 態 で、収 益 の獲得 能力 が見 込まれ るか否 か 、Usefulness(利 用

可能性)は 社 内 で いつ で も利 用 可能 で 、企 業 の経済 活動 に 関す る用役 潜 在性(サ ー ビスポ

テ ンシ ャル;Servicepotential)が 確 実 に見込 まれ る状態 で あ るか否 か 、に よ りそれ ぞれ

資 産性 判 定 を行 うもの であ る。

表3ソ フ トウェア資産性判定基準の推移([5]よ り改編)

発表年次 ソフトウェアの資産性判定基準

FSAB1974(基 準 第2号)

FSAB1984(公 開 草案)

FSAB1985(基 準 第86号)

櫻 井/ポ ール/ベ ル

モァル1990

MeasurabMty(測 定 可 能 性)

Recoverability(回 収 可 能 性)

TechnologicalFeasibility(技 術 的 実 施 可 能 性)

Marketability(販 売 可 能 性)/Usefulness(利 用 可 能 性)

TechnologicalFeasibility(技 術 的 実 施 可 能 性)
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2.経 済学 的 アプ ロー チ

マ ク ロ経 済的 の主 要 な研 究成 果 と してSolow[13][14]は"Youcanseethecomputerage

everywherebutintheproductivitystatistics."(コ ン ピュー ター の 時代 で あ るが、

生産1生の 向上 と して統計 に表 れ ない)と 述 べITが 生 産 の向上 に結 び付 か ない と指 摘 してい

る。 これ は 「生産性 のパ ラ ドックス」 と呼 ばれ 、IT資 本 が増 加 して も全 要 素 生産1生や 各種

の要 素生 産1生の上昇 が 見 られ ない現 象 と定 義 され て い る。

また 、産業 レベル ・企 業 レベル の経 済行 動 を扱 った ミク ロ経 済 の主 要 な研 究成 果 と して

Strassmann[15]が 行 った情報 システ ム投資 と企 業 業績 に関係 の研 究 が あ る。Strassmannは

米 国XEROX社 のCIOお よび 米 国国 防総省(DepartmentofDefense;DoD)の シス テ ム担 当責

任者 を経 る中で 、増加 す る情報 化投 資 を評 価 す る研 究 に着 手 した。 そ こで 、多数 の企業 の

情 報 シス テム投 資絶対 額 と企業 業績 の相 関 関係 を調査 した ところ、 両者 に相 関関係 が無 い

こ とを発 見 した。 その ため 、情 報 シ ステ ム の投 資効果 は確 実 で はな い と結論 して い る。 そ

の ため情報 システ ム投 資 の指標 と して 間接業 務 の効 率化 の度合 い を示 す マ ネ ジ メ ン ト利 益

率(ReturnonManagement;ROM)を 提案 した。

この2つ の研 究成 果 を持 って情 報 化投 資評 価 を不可 能視す る場合 もあ るが、Solowの 生

産 性 の パ ラ ドッ クス に反 す る報 告 も され て い る。 例 え ば 、米 国 商 務 省(Departmentof

Commerce;DoC)は デ ジタル エ コ ノ ミー2000[16]で 米 国GDPの10%に も満 た ないIT投 資 が

GDP成 長 の30%に 寄与 した と して い る。 ま た、Strassmannの 主張 もIT投 資 が企 業 の業績

に貢献 しない と言 ってい るの では な く、む しろIT投 資 と企 業業 績 の 間 には 多 くの要 因 が介

在 す るの で、直接 的 に は効 果 が及 ば な い と理解 す るべ きか も知 れ な い。

実際 、SolowやStrassmannの 研 究 に疑 問 を呈す る実 証的研 究 も報 告 され てい る。

DEDRICKら[17]は マ ク ロ経 済的 な視 点 に よ り企 業 ・産業 ・国 の各 レベ ル でITが 経 済的 に貢

献 を して い るか を調 査 した。 そ の際 に用 い た仮説 フ レー ム ワー クを図8に 示 す通 りで、IT

資本 に対 す る投 資 が生産 プ ロセ スの 改 善 を経 て企業 ・産 業 ・国 の各 レベル で 付加価 値 の増

加 を もた らす と してい る。

＼

補 完 的 要 因

組織と経営の慣行
産業組織と規約
経済構造、政府施策、および人的資本への投資

イ ン プ ツ
▼

プ ロ 寸7ス ・・

労 働

資 本
1T資 本
非IT資 本

→

資本成長
技術進歩
労働力向上による

生 産 プ ロセ スの

改 善

ア

付 加 価 値

3つ の レベルの尺度
国家 レベル
産業 レベル
企業 レベル

プ ロダ ク シ ョ ン シス テ ム

経 済 パ フ ォー マ ンス
経 済 成長
収 益性
消 費 者便 益

図8マ ク ロ経済 に与 え るITの 影響 概念 図([17]よ り改編)

さらに、SolowやStrassmannの 結論 を否定するものではないが、IT投 資が効果を発揮で

きない状況を示ず研究がある。実積[18][19]は わが国産業界か ら個別企業(全 社 レベル) ,

のス コープでIT投 資の効果発現メカニズムを分析 した。その結果、個別企業が行 うIT投

資がマクロ経済指標に影響 を及ぼすためには、①投資水準のみな らずEC要 因(EC環 境)

が十分整備 されている必要がある、②経済的な要因のみならず、政治 ・社会的な要因が整
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っていることが必要な場合があ りうる、としている。そ して、近[20]はIT投 資が個々の企

業経営 に役立たないのでは く、投資効果が経済指標 に現れないのは次の3種 類 のジ レンマ

があるか らだ と主張 してい る。そのジレンマ とは(i)IT産 業の成長 が製造業の空洞化を

埋 め切れ ないこ と、(li)工T導 入 による競争激化 が企業 内に負 け組 を生む こと、(iji)IT

投資 と経営課題 との ミスマ ッチ、 としている。

最近の ミクロ経済的研 究 として和 田[21]は 売上高を従業者数、IT投 資額、非IT投 資額、

資本金、IT研 修費および組織階層数の4つ を説明変数 とした生産 関数で説明す る重 回帰モ

デル を提案 している。この重回帰モデル を分析す ると、IT投 資は従業者数が小 さい と売上

高に対 してマイナスの効果 を持つが、従業者数が大き くなるにつれ効果がプラスに転 じ逓

増 して行 くことが分かった としている。この成果か らIT投 資 と売上高の関係 を論 じる際に

は、企業の規模情報が重要 であると指摘 している。

鵜飼 ら[22]は 国内の銀行の情報化投資と企業価値 の関係 について、以下の報告を してい

る。

①銀行 の1円 の コン ピューター資本が約12～18円 の市場価値を創出する。

②従業員一人 当た りの情報システム資産が1円 増加すれ ば、従業員一人 当た りの企業

価値が約11円 増加す る。

③従業員一人当た りの ソフ トウェア資産が1円 増加すれ ば、金融市場での従業員一人

当た りの企業価値が約32円 増加す る。

④ ソフ トウェア資産の企業価値への正の効果は有意であるにもかかわ らず、ハー ドウ

ェア資産の正の相関は有意ではなかった。

元橋[23]は マ クロ ・ミクロの両面か ら分析 を行い、ITを 活用 している企業のマクロレベ

ル の生産性 向上に大き く貢献 していること。その貢献は業務効率化 によるもので、シェア

の拡大は見 られないとい う結果 を得 ている。

前出のStrassmannは 売上高あるいは各種利益率の収益性や生産性 ではなく、情報 システ

ムを駆使 して企業全体 が新たに創 出 した付加価値に着 目し、情報 システム化効果 の評価指

標である情報生産性指標(IPI:InformationProductivityIndex)を 提案 してい る[24](図

9)。

税引後事業利益一(株 主持分 ×資本 コス ト(%))情報生産性指標
二

販売費および一般管理費(+研 究開発費)

図9情 報生産性指標計算式([24]よ り)

さらにRauら[25]は 企業価値 におよぼすITの 貢献を図10の よ うに考えた。つま り企業

の諸活動の各領域でITは 貢献す るので、ITの 効果 を測定す るためにはROIよ り企業全体

の活動が財務諸表に与 える効果 を計れる使用総資本利益率(ROCE)が 好ま しい としている。
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イノベーシ ョン

企業価値におよぼすITの 貢献

(灘 、
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コス ト削減

データ修正

プロセス改善

㌍撃;'

顧客利益

基本スキル

才能発揮

営業利益x(1一 税率)
ROCE=(平 均有利子負債+平 均株主資本)

※ROCE=Returnoncapitalemployed

図10使 用総資本利益率について([25]よ り改編)

3.経 営情報論的アプ ローチ

(1)IT投 資フレームワー クの研 究

松島[7コは情報 システ ム利害関係者 間の合意形成および良好 な関係 の維持が投資の意思

決定か ら投資後の利益回収に渡って重要であることを指摘 した。っ ま り、情報 システム投

資は情報 システム部門に投 じられ るが、効果を企業にもた らすのは利用部門(現 業部門)

である。情報化投資評価が難 しいの は定量化の困難 さではな く、企業組織内の意思決定者、

情報 システム部門、利用部門(現 業部 門)の 三者間での集 団的意思決定で合意 が形成 され

に くいことに主原因があ り、それ らの合意形成 を支援す るための情報化投資のマネジメン

トサイ クルを構築 することが大切であると主張 した。

井上[26]は この三者間の関係 を基 にアプ リケーシ ョンとITイ ンフラについての投資評

価 フレームワー クを提案 した。

栗山[27]は さらにこの合意形成概念をも とに、情報化投資効果 の因果関係の複雑 さを自

明領域、証明可能領域、合意形成領域 、証明困難領域に分類 した。図11は その各領域 の関

係 を表 したもので、横軸は情報化投資 と効果の因果 関係 の複雑度を、縦軸には投資効果が

顕在化す るまでの時間を取ってい る。(Brynjolfsonら[28]や 遠 山[29]は 情報化投資の効果

が現れ始 めるのに約2～3年 かか るとし、Allen[30]は 平均す ると5年 かかるとしている)

栗 山は特に合意形成領域に着 目し、合意形成型の有効性評価手法を考案 した。その手法

を有効性評価モデル と呼び、3つ のプ ロセスか ら成 る。プロセス1は 評価す る情報システ

ムに関する判断基準項 目と各項 目の重み付けを決 め、プロセス2は 意思決定メンバーが採

否の意思表示 を行い、プ ロセス3で 結論 を出す。有効性評価モデル の中核部分であるプ ロ

セス1の 大部分 とプ ロセス2は 特 に合意形成モデル と呼ばれ、バ ランスス コアーケー ドと

AHP法 により構成 されてい る(AHP法 は意思決定方法の一種類で、曖昧 さのある意思決定 を

行 う際に有効な手法 とされている)。 合意形成モデル の特長は、以下の2点 である。

①価値表明内容の可視化機能;合 意形成 を図る前にそれぞれの意思決定者 が どのよ うな

価値観や見解を持っているか を可視化 ・表 出化 させ る。

②価値表明内容の整合度(首 尾一貫性)の 評価機能
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図12有 効性評 価 モ デル([27]よ り)

一方
、情報化投資 と効果の因果関係 を詳細 に分析する研究 もある。それは情報価値連鎖

モデル と呼ばれ るもので、情報やITを 活用することで価値を導き出す ドライバ(主 要な原

動力)が 、 どの業務 を経由 して最終的に収益 に結び付 くのかを明 らかにす る方法である。

例えば、投資の効果が波及 して行 く因果関係 を図13の よ うに表現 した望月[31]は 情報価値
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連鎖モデル に分類 され る可能性がある。また、ParkerとBenson[32]はIT投 資によ り得 ら

れる価値側面 を価値連結効果、価値加速効果 、価値再編効果、イノベー ション効果 と し、

その各価値 について評価方法を示 した。IT投 資 と効果の因果関係 を分析す る考 え方 に対す

る批判が ある一方で[31]は 米国の大企業の うち2002年 には情報価値連鎖モデル を採用 し

ている企業は全体の5%に 満たないが、2007年 まで に35%の 企業が情報価値連鎖モデル を

導入す るだろ うと言 うMETAグ ループの推測 を述べ、成功事例を紹介 している。

も

図13価 値 連 鎖 の一 例([31]よ り改編)

花 岡[33]は 同様 に因果 関に注 目す るがJohnson&Higgins社 、 日本電 気(長 野 日本 電気)、

PriceWaterhouse社 の事例 か ら定性 ・定量 の各 投 資要 因 と定性 ・定 量効果 の因果 関係 を図

14の 通 りモ デル 化 した。花 岡 は さ らに この考 え を基 に 当該 企業 が定 性 、定量 の いず れ を重

視 す るか に よ る投 資推進 タイ プの分 類 、そ して企 業成 熟度 との投資推 進 タイ プの 関係 につ

い て言 及 してい る。
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14定 性 ・定 量 の 因果 関係([33]よ り)
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SohとMarkus[34]はIT投 資 と効果が直接的な因果関係 で結 ばれてい るとい う考えに対 し、

図15の よ うにIT投 資は企業の中でIT資 産 として蓄積 され、蓄積 されたIT資 産 を適切活

用す ることで初めて効果が発現す ると主張 した。

変換プロセスIT活 用プロセス 競争プロセス

園 圃
マネジメント活

π

パン ⑳
競争ポジション

図151T投 資の効果発現過程 の概念([34]よ り改編)

一方
、企業全体の視点か らITを 捉 えよ うとする研究 もある。以下代表的な成果 を紹介す

る。Rossら[35]で は社 内のIT資 産 を管理するために投資 目的 と投資分野によ り4種 類に

分類することを提案 している。図16はVarghese[36]に よるもので4種 類のIT投 資におけ

る責任者 を付 け加 えた ものである。

リニ ュ ー ア ル

(責 任 者;CIO)

業務改善

(責任者;ビ ジネス部門
の部門長)

変革的

(責 任 者;CEO)

実験的

(責 任 者;R&D部 門)

砲

ビジネス

短期利益 長期成長

図161T資 産 ポー トフォ リオ の例([36]よ り改 編)

上記のよ うにIT資 産 を分類する 目的は、投資状況 をポー トフォ リオ として管理す ること

で投資の偏 りを防 ぐことにある。

Weil1ら[37][38]は 企 業は4つ の根本的に異 なるマネジメン トの 目的(イ ンフラ関連、

業務関連 、情報関連、戦略関連)を 達成す るためにITに 投資 しているとした。この4っ の

マネ ジメン トの目的に導 かれ、図17に 示す各IT資 産がポー トフォ リオ を構成す る といっ

てい る。 も し、社 内の各事業部毎にIT資 産 を管理す る場合は図18の よ うに変形 して適用

す る。
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・管理強化

・より質の高 い情報

・より高度な統合

・品質の向上

・コス トの削減

・スループッ トの

向上

・売上げの増加

・競争優位

/
・競争の必要性

・市場ポジショニング

・革新的なサー ビス

・ビジネス統合

・柔軟性と俊敏性 を

備えたビジネス
・事業部rrの 限界コ

ス トの削減
・ITの コス トの削減

・標準化

図171Tポ ー トフ ォ リオ の構 成 要 素 に対す るマネ ジ メ ン トの 目的([37]よ り改編)

中央で集中管理

墓 事業部1で 管理

轟轟
事業部2で 管理

論

図18複 数の事業部 を抱 えた企業のITポ ー トフォ リオ([37]よ り改編)

IT資 産 を上記のよ うにポー トフォ リオ管理す るこ とで、投資配分の状況 を把握す ること

ができる。投資配分は全IT費 に占める割合や、各分類毎 に経費や売上高に対す る割合な ど

を用いる。分析企業は自社の戦略 に投資配分の整合性 が取れているか検証す ることが可能

になる。
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ビジネス価値の評価基準

●インフラの可用性
● トランザクション

●ワークステー ショ

●売上高成長率
●ROA(総 資産利益率)
●従業員1人 当たりの売上高

●新製品の市場投入までの時間
●新製品の売上 げ
●製品/サ ービスの品質

事業部のITア プ リケーションの
ビジ ス価値

全社的なITイ ン フラの
ビジネス価

1イ ンパク トの

時間一

インパク トの
模索

図191T投 資効 果 の影 響過 程([37コ よ り改編)

またIT投 資効果 を評 価 す る場合 の注意 として 、IT投 資 が ビジネ スに価 値 を もた らす様

子 を図19の モデル で説 明 してい る。IT投 資 は 下2階 層 に され る が、 時 間が経 つ と効果 が

波 及 して行 く、と同時 にIT投 資 が 直接 与 え るイ ンパ ク トも弱体 化 して行 く。その ため 、全

社 的 な規模 でIT投 資 の効 果 を測定 しよ うとす る と、効果 が乏 しく見 えて しま うと説 明 して

い る。以 上 のIT資 産 ポー トフォ リオ は企 業全 体 を捉 えるマ ク ロな視 点 の アプ ロー チ とい え

る。一方 、同 じ くIT資 産 ポー トフォ リオ の考 え方 で ミク ロな視 点で ア プ ロー チ した研究 に

ブ リガ ム ・ヤ ング大学 の ポー トフォ リオ ・ダ ッシュボー ドが あ る。

ポー トフォ リオ ・ダ ッシ ュボー ドは ブ リガ ム ・ヤ ング大学 が 開発 したWebベ ー スの ポー

トフォ リオ ・マネ ジメ ン ト・ツール で、 ポー トフォ リオ のカ テ ゴ リー毎 に優 先 順位 を決 め

られ たプ ロジェ ク トが一 覧表 示 され る[39]。

円滑 なITの 構 築 を実 践 的 な見地 か ら支援 す るこ とを主 目的 に 開発 され たIT構 築 フ レー

ム ワー ク に関す る研 究 が あ る。図20は 英 国 のITCBP(ITConstructionBestPractice)

が 推 進 し て い る建 設 業 を 主 対 象 に したIT構 築 に つ い て の フ レー ム ワー ク で あ る

[40][41][42]。 こ こで は横軸 にIT化 の プ ロセ ス を進行 順 に並 べ 、各 プ ロセ ス毎 にIT化 に

関与 す る多 くの 関係者 が なす べ き事 柄 を縦 に配置 してい る。 ま た 、最 下 部 に は既 存 のIT

資 産 との 関わ りを示 して もい る。
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図20フ レー ム ワー ク全 体 図([40]よ り)

ITCBPで は実 践的 な観 点 か ら特 に 中堅 ・中小企 業 のIT化 が 円滑 に進 め られ る よ うに

配 慮 して い る。 例 えばマ ニ ュアル(手 引書〉、実 践事 例(ケ ー ス ス タデ ィ)、 そ の他 ア ドバ

イ スや イベ ン トな どをフ レー ム ワー ク利 用者 に提 供 してい る。 特 に 自己診 断 ツール は充 実

してお り、IT自 己診 断 ツール 、IT戦 略の策 定 、ITイ ノベ ー シ ョンの効果 測 定 、IT投 資 プ

ロジ ェク トの管 理 な どが あ り、 よ く利 用 され てい る。 ま た、 フ レー ム 自体 も考 え方 を提 示

す るだ けで な く、 図21の 通 り各 プ ロセ ス間 の影 響 や 図22の よ うに各 プ ロセ スで行 うべ き

事柄 が具 体的 かつ 分 か り易 く しめ され て い る。
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図21プ ロセ ス間相 関 関係([40]よ り)
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・

/

・ResourceNe曹workingactMtiestoallowtheprocessof'ITintelligencegqthering'tobecompl引ed

thoroughly.

・CreatenetvvorkingstrqtegythqtinciリdesinformqtionfromqsmqnysourcesofITinformqtiongspossiblein

orderthatyoucqnbqseyourITdecisionsonthebestovqilobleinformqtion .

●BenchmclrkVourorganisationsITogqinstotherbusinesssectors .

・`Tprocurement-investigqtedevelopingolong-termrelationshipwithanITsupplycompqnytosec)re

expertodviceqndsuPPor仁

`図22プ ロセ ス の進 め方 紹介 例([40]よ り)

や は り実 践的 な見 地 か ら小 林[43]はIT分 野 を専 門 とす る コンサル タ ン トと しての経験

を も とに 、 ミー コ ッシ ュ(MindWare-HumanWare-CommunicationWare-SoftWare-HardWare:

MiHCoSH)手 法 を提 案 して い る。本手 法 はITだ けでは な く企 業 経 営全 体 を視 野 に入れ た具体

的 、実 践的 な導 入 手 法 を体 系化 して い る点 に特徴 が あ る。 ま たITCBPと 同様 に 図23

に例 示す る 自己評 価 ツー ル も提 供 して お り、ス タ ンダー ド版 の ほか イ ンター ネ ッ ト販 売 の

場 合 な ど、企業 の 具体 的 ニ ー ズ に合 わせ たバ ー ジ ョン を揃 えて い る。

L
・

三 1.オ ー プ ン 化 ル ー ル'・ ・ 売 価 、 原 価 、 リ ベ ー ト 、EDI、DBの オ ー プ ン 化 OAC6司CCD仁E

OA◎ β 民OCOC巨
一

;

…
工

2.r取 り 組 み 」の 為 の 碁 本 契 約 一 ・EOR実 行 に 閏 遇 す る 取り 決 め くコ ス ト負担 ・利 益 配 分 ・納 品 車 ・欠 品 車)

3.「 取 り 組 み 」の 為 の 運 用 規 約 ・一 商 品 の 改 廃 ル ー ル 、 カテ ゴ リ ー'マ ネ ジ メン ト運 用 ル ー ル 待 ■A⇔BはCひDGE
.
乙A巳B'or膓Dζ ㌻E

ひA乙B《 たCひDOE[
.

一

一

4,「 取 り 組 み 」の 為 の 摂 理 規 約 … 各 種 デ ー タ コ ー ド ・フ 方 一 マ ッ トの 取 り 決 め の 標 準 化

5.r取 り 組 み 」の 為 の 過 信 規 約 …JCA-H/全8技 手1‖い 異 界VAN〈 プ ラ ネ ッ ト 箸 〉 活 用

ワ

フ.`'
ト
ウ
エ
ア

1.効 卑 的 な 商 品 の 改 廃 … メー カ ー 卸 の 商 品MFラ ー タ の 提 供と 改 廃 基 準 として のABCDZ分 析 プロ ラ ラム OAO8坑o(膓DGEl

2.効 率 的 な 品 揃 え づ ロ グ ラ ム'・ ・刀 テ ゴ リ マ ネ ー ジ ャ ー 、 ヲ ラ ノ グ ラ ム ソ フ ト 否Aσ 日 司o否DCEl

3.効 率 的 な 発 注 ・ 補 充 プ ロ グ ラ ム …VMI、CRPに 間 遠 す る プ ロ グ ラ ム ひAOB提or㌧ocε

QAひ 白 θC巳D◎ ε

C垂∋'O巳DεE

4.効 率 的 な 販 促 ヲ ロ グ ラ ム … 各 種 イ ン セ ン テ ィ づ(リ ベ ー ト 、 販 促 合 〉づ ロ ヴ ラ ム..1
.

6・ 効 軍 的 な 決 済 プ ロ グ ラ ム ・ 一 ・S・に よ る 決 済 デ ー タ へ の 取 り 組 み プ ロ グ ラ 刈 巳A

バ
ー
ド
ウ
エ

ア

1.効 率 的 な 商 品 の 改 廃 の 為 の 補 語 ・"OLE-POSCWin由wεPOS>シ ス テ ム の 採 用
1 1呑AC白 α ◎.CDCEL伝A

島8■ 。ODOε12,効 率 的 な 品 揃 え の 為 の 仰 書 … ク ラ イ ア ン ト/サ ー バ に よ るWANの 橋 節 機 器

3.効 軍 的 な 発 注 ・ 補 充 の 為 の 欄 器'・ ・VMI、CRP袴 の ハ ー ド ウ ェ ア
}(ちAC日 は.OCDCち ∈

4.効 寧 的 な 販 促 の 為 の 梱 器 … 「EOR楕 籟 の デ ー タ ウ エ ア ハ ウ ス 檀 語 群
. iCA■ 圏 ■ 。 ◎DOEi

めAひ8武cめOOE
一

6.助 筆 的 な 決 済 の 為 の 似 器 ・'・ECR端 束 、 組 付 端 末 、VAN端 末 、 ク ラ イ ア ン ト 欄 器

!'擦 志.実 行'

注〉用 語の 意 味

ΦVMI(vendorM■n鵠ementihVcntery=ベ ンダ ー主 塔 主 在庫 管 理〉
②ORP〈OentinuousR叩lenishmentProcrem:継 続 的1共給シス テム〉

ΦASN(Advenc■dShippingNo、 已6:司5有 布出 荷'「喬室日)
ΦEDI(ElectrDnicDeteinterchenee:電 子 θ勺デ ータJZ[}舞)

ΦDB(Dete日ese:デ ータの 集 宿された 倉 屈1>
、 ΦMiHCoSH分 析:SCM楊 成 興 素をMlndW⇔ro、tiumenWere、QStmmunicetienWere .§oftWere、
tierdWerel=分 けて 分 析す る方 法

⑦MF(MesterFile=商 品マ スター7ァ イル)

注)こ の 手法 を許 可な く、第三 者に 対 す る診 断行 為は 亭 作宿 便 寧=な ります⇔

〈C)2001MenecementConcul竜entsGroup.CoAl`riqhtsre#orved

図23ミ ー コ ッシュ提供診 断 ツール の例([43]よ り)

e-BATはIT化 計 画策 定 の初 期 段階 に、投 資重点 テ ーマ が抽 出 で き るよ う開発 され た ツー

ル で、経 営 的観 点(ス ピー ド、 品質 、 コス ト)を重 視 した事 業評 価 の ノ ウハ ウが 、 メニ ュー

と分 析 フ ァクター と して 提供 され てい る。e-BATは 英 国 のUKCeB(e－ ビジネ ス協議 会)が

開発 した もの で製 造 業 のe－ ビジネス化 推進 を 目的 と して 、e－ ビジネ ス対応 度 を診 断す る

アセ ス メン トツール と、e－ ビジネ スへのIT戦 略 立案 をガイ ドす る方 法論 ・ツール と して

開発 され た。 また 、e-BATの メニ ュー には成熟 度モ デル の考 え方 が採用 され てお り、数 値

で測 定で きな い面 も具体 的 に 自己評価 でき るよ うに工夫 され てい ます ので 、経 営幹 部 の方
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の 「意見」や 「合意事項」か ら経営改善に必要 な要素を特定す るこ とができる特徴がある

(図24)。

プロセス3プ ロセス4

プ辱 ・

プ略 ・

業務改善テーマ ト
の選択

/

図24e-BATの 概 念 図([44]よ り)

IT投 資 をマネ ジメ ン トす る一連 の プ ロセ スに 関す る研 究 と して 、DevarajとKohli[45]

はIT投 資 を マ ネ ジ メ ン トす る ス テ ッ プ をExploration、Involvement、Analysis、

C6mmunicationの4段 階で構 成 した。 各 ス テ ップで の成 果 は 次 の投 資活 動 への フ ィー ド

バ ック と して活用 され る。

PlanApproach

andTechniues

|dentifyTangib|eand

lntanibleMetrics

Analysis

Communicatio

図25EIACモ デル([45]よ り改編)

JISA(情 報 サー ビス産 業 協会)は 行 政機 関 に特化 した投 資 マネ ジ メ ン トフ レー ム ワー ク

で あ る行 政 情 報化 投 資評 価 ガ イ ドライ ンの作成 を した[46]。GAOやDoD(Departmentof

Defense;ア メ リカ国防 総省)の 投 資 マ ネ ジ メン トを参照 し、バ ラン ス ト ・ス コアカー ドに

一 『154一



よる投資評価 を中核 に してい る。

また、藤原 ら京都近郊在住のITコ ーディネータ[47]は 中小企業に特化 した投資マネ ジメ

ン トフレームワークであ り、図26に 示すサイ クル を通 して情報化成熟度をサイク リックに

向上 させ る点 に特徴がある。本モデルお よび類似のITコ ーディネータ協会のプロセスガイ

ドラインも経営戦略 を考慮する点で後述する戦略指向モデル とも関連性 が高い。

経
営
革
新
策
定

事
業
計
画
作
成

～

/〈＼、/＼

その他、諸資源の調達
へ

.事

業
の
実
施

へ

実
施
結
果
の
モ
ニ

リ
ン
グ
/
評
価

(㌫ 蚕 三;;)ζ三㌻ 叉醗豆豪蒜)

図261TC京 都 モデル 概念 図([47]よ り)

日本情報 システム ・ユーザー協会(JUAS)は ユーザv視 点のIT投 資効果測定 「JUAS指

標」を策定本手法では対象 となるIT投 資の性質毎に評価方法を提供 している。本手法は(1)

IT投 資評価モデル ミ(2)ITコ ス トモデル、(3)IT健 全性、(4)IT満 足度 などか ら構成 さ

れてい る。特 にIT投 資評価モデル としてIT投 資効果 を図27に 示す8種 類の価値側面 で捉

え、各価値側面毎 に有効な評価方法を定義 している。開発元のJUASで は投資例を収集 し各

項 目にベ ンチマーク となる数値 を公表する予定 としている。
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図27JUASモ デル 概 念 図([48]よ り)
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ValIT[49]は 後 述 す るCOBITを も と に したIT投 資 マ ネ ジ メ ン トフ レー ム ワー ク で あ る。

ValueGovernance(VG)とPortfolioManagement(PM)とlnvestmentManagement(IM)の3種

類 の 管 理 領 域 の タ ス ク を実 行 す る こ と で投 資 効 果 を 最 適 化 した 投 資 行 動 が 達 成 で き る と し

て い る。

図28ValIT概 念 図'([49]よ り)

IT投 資評価をチェ ック リス トな どによりアセスメン トす る研究 として、社会経済生産性

本部生産性総合研究セ ンターの情報化 ・生産性評価基準セル フ・アセスメン ト[50]がある。

また、岡田[51]は 情報 システム投資 に関す る定量的評価 を行 うアセスメン トチャー トを作

成 した。 これは東京都庁がIT関 係 の調達時に使用す るチ ェック リス トや 日本アクチ ュア

リー会(平 成16年 度IT研 究会第4グ ループ)が 保険会社の実務 向けに作成 した投資評価

フォーマ ッ トな どを踏まえた実務的な ものである。

(2)IT戦 略に関す る研究

森[52]は コンサルティング会社のブーズ ・ア レン ・ハ ミル トンによるITガ バナンスカ と

戦略改革度による企業のセ グメン ト化 の手法 を紹介 している。この手法はITガ バナ ンスカ

と戦略改革度 を5点 法によるアンケー トで計測 し、そのスコア(点 数)に よ り図29の7種

類のセグメン トにマ ッピングするものである。そ して各セ グメン トに分類 された企業の特

徴 を図中の通 り類型化 して表現 した。 この分析に より自社のポジションを把握 し、今後の

IT投 資行動の改善を促す ことがで きる としてい る。
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1・ 成功 の復讐・鹸1 1・職 事縮 形成・企業1
・これ ま での 日 本企 ・目標 と す るべ き 新 た

業 の 理 想 形 な メル ク マー ル
一 日本 を代表す る有 一革新 的な戦略 と高

名企 業が存在す る 度 なlTガ バ ナ ン ス
セ グ メ ン ト が 同時整合 してい
一低 い時価 総額 と成長 る
の低迷

1・仏つ・・て畝 栖 叫 1・ 峠の茶屋 ・企業1 1・ 革新 先走 ・・ 企業1

・他 社 追 随 の あ せ り ・現 場 改 善 主 導 の1日 ・先進 性 の高 い経 営 者

に つ け こま れ て い 来 型 日本 企 業 の標 が 引 っ 張 って い る企
る企 業 準形 業
一企業業績 は低迷 一ほ ぼ半数 の 日本企 一 一 見 元 気 の あ る ユ ニ
ー これ まで安 定的 葉が存在 一 クな企業が存在 す

企業が陥 りがち 一進むべ き方向性 に るセ グ メ ン ト
迷 い 一1Tガ バ ナ ンス カ を ユ

ニー クな戦略に整 合
イレ 「序 弓}rrl、 ナ 計1、

い ゆでガエ旧 企⇒ 1・笛吹 けど踊 ・豹 企∋
・安 定 的 な 企 業 環 境 ・改 善 の 必 要 性 に気

に 安 住 づ きな が ら も それ

一 保 腹 が あ るゆ え に 、 を実 現 で きな い制

ある程度の 業績 を 約 の あ る企 業

実現 一粟績悪化 が顕著
一経営環境変 化に脆 一歴史の歪 みに よっ
弱 てITガ バ ナ ンス カ を

進化で きて いない一
図291T戦 略 セ グメ ン ト分析 モ デル([52]よ り改 編)

角埜[53]は ア ンケ ー トに よ る企 業調 査 に よ り企業 のIT経 営度 を研 究 し、ITが 経 営 に も

た らす メカ ニズ ム と して図30の3C-DRIVEを 提 案 した。

個 別企 業

Company

競 合/業 界
Competitor

顧 客/社 会

Customer

方 向 性/変 化

Direction

準 備 条 件

Readiness

シ ス テム構 築 経 営 価値

ITValueEvaluation

事業 ビジ ョン
事業戦略

q)

リーダーシップ

組織変革
業務変革/BPR

け
IT戦 略 ・開 発

レガ シ ー ・人 材

技 術 選 択

→
生 産 性

PL、BS

企 業 価 値

‡ ‡ ‡ ↓

業界 トレンド
業界再編

q)

標準化運動
EDいCALS標 準

商慣習

q●

ERP

ア ウ トソ ー シ ン グ

IT投 資

→ 業界の国際化
競争力

‡ ‡ ‡ ↓

顧客の変化
社会環境変化

)
政策
規制

)
IT人 材 ・ス キ ル

情 報 財 投 資 ・EC
→ GDP成 長率

国際競争力

t 1

図303C-DRIVEモ デ ル 図([53]よ り 改 編)

このモデル は企業競争 とIT経 営を{府敵する場合 に有効であるとしている。モデル の縦軸

には戦略論の要素を3つ 、横軸にはIT化 のプ ロセスを取 っている。注意点 としては両軸は

順序性を規定 していないので、軸上の要素は全て並列な関係 にある。また、IT経 営度の構

成要素は図31の 通 り6つ のカテゴリーにより評価 している。
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評価項目 主な質問内容

IT経 営度

(総合 評価)

トップの
意識 と行動

経 営 と
ITの 連携

一 トップのIT化 の議論 への関 与度合

一 トップの1丁 投資へ のコ ミッ トメ ン ト
ーClO権 限

一共 通言語 と してのIT戦 略 の内容 と更 新頻度

－IT化 への 組織各層 の参画 レベル
ーlT関 連 のルール ・仕組み

－ITス タ ッフのス キル レペ ル
ー技 術 ・方法 瞼や基盤 の標準 化
一開 発案件 の納期 ・予算の遵 守

一 トレー ニングの 内容 と実施 レベル
ー技 術基盤 のフ レキ シ ビリティ

ー1丁 の イン フラ整 備 レベ ル

ーlT投 資 レベル
ーパ ッケー ジの導 入:ERP 、CRM/SFA、SCMな ど

一定量的 ビジネス価 値(コ ス ト・ス ピー ド・クオ リテ ィーな ど)

一定性的 な ビジネス価値(ビ ジネ スモデルの 変革度合 いな ど)
一パ ッケー ジ導入効 果

図311T経 営度評価軸の考え方([53]よ り改編)

淀川[54]はIT関 係のマネ ジメン トを4つ の視 点か ら図32の 通 り整理 した。その視点 と

はIT戦 略(変 革シナ リオのあ り方)、環境マネ ジメン ト(基 盤管理や監査のあ り方)、 アセ

ッ トマネ ジメン ト(ア セ ッ トの特徴 を踏 まえた資産管理)、 変革マネジメン ト(IT利 用部

門の役割)で ある。そ して、経営者 がITを 把握 し独 自のIT投 資戦略を展開す ることの重

要性 を主張 していた。
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図32新 しいITマ ネ ジ メ ン トフ レー ム ワー ク([54]よ り改編)

Rapp[55]は 世 界 中の優 良企業 のIT戦 略 を評 価 す るた めの基 準 と して 「IT戦 略 の 考 え方」、

「IT導 入 に よ る機能 上 の利 点 と競 争 障壁 の創 出」、「IT導 入 の 目標 」・、「ITの カ ス タマ イズ 」

の各観 点 にっ いて3段 階 の評価 基 準 を考案 した。
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(3)IT成 熟度

米 国 のテ キサ ス大 学 オー スチ ン校 のEC研 究セ ンタ(CenterforResearchinElectronic

Commerce:CREC)は 図33の 通 りeビ ジネ ス で利 益 を生む た めの8つ の キー ドライ バー と し

て 「シ ステ ムイ ンテ グ レー シ ョン」、「顧 客指 向IT」 、「サ プ ライや 指 向IT」 、「社 内指 向IT」 、

「顧 客 関連 プ ロセ ス」、 「サ プ ライや 関連 プ ロセ ス」、 「顧 客 向 けeビ ジネ ス対 応 」、 「サ プ ラ

イ や 向 けeビ ジネ ス対応 」 をあ げ、 これ ら8つ のキー ドライ バ ーに 投資 して い る企 業 は 、

業 務 上 の優越 性 が 向上 し、財 務パ フォー マ ンス も向上す る と した[56][57][58]。 この仮 説

につ い て米 国 と欧州 の4業 種4500社 以上 の企 業 を調 査 し、8つ の キー ドライバ ー へ の投資

が 財務 パ フォー マ ンス の うち従業 員売 上 高 に効果 が現れ る こ とを多 い とい う結 論 を得 て い

る([59]を 参考 に編集)。

・売 上 高/従 業 員 数
・総 利 益 率

・ROA 、ROI 1
財 務 の

パ フ ォ ー マ ン ス

爾 曾 爾
・オ ン ラ イ ン ビジ ネ ス の 割 合
・オ ン ラ イ ン 脚 達 の 割 合

・オ ン ラ イ ン上 で の カ ス タ マ ー サ ー ビ ス の 割 合 な ど

業務上の
優越性

縫「 蔑「 酋

[三≡≡コ[三=コ
e-Business

ド ラ イ ノ<

図33テ キサ ス大学 モ デル([59]よ り改編)

高尾 ら[59]は テキサス大学の結果 を踏まえeビ ジネスモデルの価値 を評価す るフ レーム

ワークを考案 した(図'34)。 ここで考え られた価値モデルは縦軸にサプ ライヤ、企業、顧

客か らな る情報の連鎖 を取 ってい る。 この3著 聞の情報連携が円滑であるほ どビジネスは

効率的 になる と考 えられる。 また、横軸は情報、物流 ・業務運用、決済の3種 類のプロセ

スを取 っているが、 これが選ばれてい るのはいずれの企業で も存在 し日常的 に行 われてい

るビジネスの根幹 をなすプロセスであるか らとしている。

サプライヤ

「嚢Eサ プライや指向

③社内亟=コ
_璽 』)聴 緬

〔 顧客(消 費者)〕

図34高 尾 の評価 モ デル([59]よ り改編)

融
・

團
・

国
A

上記 、価値モデル に沿って実際の企業価値 を評価す る場合 は、非財務的指標 、財務的指

標 の2種 類のデータを用いる。具体的に評価に使用 され る指標 は表4の 通 りである。
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表4高 尾モデル評価項 目([59]よ り改編)

非財務的価値

(eビ ジネスから生み出され

るもの)

指標

顧客 情報 ・商 品お よび サー ビスの理解 度、認知度 、・新規獲得顧客数

運用 ・顧客数 、・取引件数、・顧 客満足度 、・事務要員、・リー ドタイ ム

決済 ・売上回収期間

・不正取引数

サプライヤ 情報 ・在庫数

運用 ・事務要員
、・商品調達数

決済 ・決 済期 間

社内 情報 ・問合せ件数

運用 ・取 引処 理件数 、・事務要員 、・新製 品の市場投入 期間

決済 ・決済処理時間

財務的価値 指標

個別(eビ ジネスか ら生

み出されるもの)

顧客 情報 ・取扱高(売 上高)、広告宣伝費

運用 ・人 件 費 、

決済 ・決済処理 コス ト、・不正取 引額

サ プ ラ イ

ヤ

情報 ・在庫額

運用 ・人件費 、・製 品、商品調達額

決済 ・決済事務処理 コス ト

社内 情報 ・情報の電子化 コス ト

運用 ・人 員 削 減 コ ス ト、

決済 ・決済処理 コス ト

eビ ジネス投資 ・eビ ジネス化投資 コス ト

全体(財 務指標) ①売上高総利益率、② 自己資本利益率(ROE)、 ③一人当た り従業員売

上高、④投資利益率(ROI)⑤ 売上高営業利益率

さらに、eビ ジネスの効果が企業の財務指標に影響を現す前兆 となる可能性がある指標

として資本回転率、一人 当た り従業員売上高、売上高販売管理費比率の3つ をあげてい る。

この各指標がある閾値(し きいち)を 超 えることが前兆 と考 えられる可能性 がある として

い る。その閾値(し きいち)をSignValueと 呼んでいる。

[60]に よれば元IBMの 社員 であるザ ックマ ンはIT戦 略 と情報システムのアー キテ ク

チ ャの関連性 を整理す ることを目的 とした フレーム ワー クの開発 を行 った。これ は当初IT

アーキテ クチ ャか ら発展 して企業活動全体 をカバーす るよ うに拡張 されてい る。 このフ レ

ー ムワー クの特徴は
、横軸にITや 企業活動 の構成要素 を配置、縦軸に経営層や設計者、開
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発 着 とい った異 なった視 点 を持 った各 オー デ ィエ ンスに理 解 し易 い ビュー を配 置 してい る。

この縦 軸 が この フ レー ム ワー クの特徴 と され てい る。 この フ レー ム ワー クを用 いれ ば上位

概 念 の ビュー か ら段階 的 に設 計 を落 と し込 ん で行 くこ とで 、 ビジネ ス戦 略 に整 合性 の ある

ITア ー キテ クチ ャが構築 で き ると して い る。これ に類 す る手 法 は企業 活動 の構 造 を表 現す

る ことか らエ ンター プ ライ ズ ・アー キテ クチ ャ(EnterprizeArchitecture;EA)と 呼 ばれ

て い る。

この手 法 は米 国政府 のIT投 資 の効 率化 を検討 す るた め に も採 用 され 、表5に 代 表 例 をあ

げ た よ うな ガイ ドライ ンや レフ ァ レンスモデル が開発 され て来 た。 日本 で も経 済産 業省 の

も とITア ソ シエ イ ト協議 会 が この手 法 を参考 に フ レー ム ワー ク を構 築 してい る。現在 、米

国 で開発 され た ガイ ドライ ンや レフ ァ レンスモデル は図35の よ うに体 系 的 に統合 化 され

て い る。さ らに米 国商務 省 に よ りこのEAの 考 え方 を利 用 した成 熟度 モデ ル で ある、ア ー キ

テ クチ ャ ・ケイパ ビ リテ ィ成 熟度 モ デル(ArchitectureCapabilityMaturityModel:ACMM)

も開発 され て い る。

表5モ デル の推移([60]よ り改 編)

年代 制定団体 名称

1997年 GAO lTInves㎞entEvabaUonGUIde

GSA Pe㎡。rmanceBasedManageme戊

DOD C41SRArchkectureFrameworkV20

1998年 GAO lTM開 会・16ngPerfbrmance&Demons廿at|ngRe馳 比soflnvestm帥t

1999年 αOCounCI| FederalEnterprlseArchltectureFrameworkVerslon11

2000年 GAO 1Ｔlnves㎞entMana鴎mentGuldellne

DOT、CIO-Co Treasu口E戊e甲nseんchltectu佗Framewo水Versゆn1

ClOCouncil Sma代PracticeshCapl匂lPlam旧g

Arch`ectu怜Al{gnmentandAssessmentGuide

2001年 GSA e-Govemment estPractiees

CIOCouncll APracWca|G問d t。FederalEnterprlseA陀h己cture

2002年 ClOCounCll Fl口tP口cticea Less。nSlnITP。 ㎡ 。ll。Management

OMB BuslnessRefere eMωe|V1」

GSA E-G。vEnterP丙s Archltect咋Guidance

2003年 OMB BUSIness,SeMc C。mpon蝋andTechnicalReferenceModels

舗㌧

具 哩㌫ ㌫ 温 言 竺。_;、び、.b㍗
ネ

ス
&
パ
フ
ォ
ー
マ
ン
ス

・
ド
リ
ブ

ン
ア
プ

ロ
ー
チ

BR比ビジネス・レファレンス・モデル

OLO8、 政府機関・府省、顧客、パートナー

寸⇔ 2003/6
V2

・繊 ・識 認:フ ご二;《竺
、.、、 酷 …6

アクセス、デIJパリーチャネル

OR田:データおよび情報レファレンス・モデル

●ビジネスにフォーカスしたデータ標皐、政府機関
・府省をまたがった情報交換

lbel・3/1・

鵠 ラ㍑二畷 三編,胸.、aCli/8
・フ レー ム ワ ー ク

GAO;GeneralAcc・unti・gOffice会 言+検査 院 図35EA関 連 モ デ ル の 体 系([60]よ り 改 編)

GSA;U,S.GeneralServicesAdrninistration米 国連 邦 政 府 調 達 局

OMB;OfficeofManagementandBudget大 統 領 府 予 算 管 理 局

COBIT(ControlObjectforInformationandrelatedTechnology)は 米 国 システ ム監

査 人の 団体 で あるISACA(TheInformationSystemsAuditandControlAssociation

&Foundation:情 報 システ ム コン トロール協 会)が 制 定 した。ITガ バ ナ ンス の領 域 と成 熟

度 を測 定 し、ITプ ロセ ス の改 善 を行 な う目的 で情報基 準 に基 づ きIT資 源 を内部統 制 す る

た め に定 めたITを 管 理す るた め の標 準ITガ バナ ンス の領域 を 「計画 と組 織(PO)」 「調 達 と

実 施(AI)」 「デ リバ リー とサ ポ ー ト(DS)」 「モ ニ タ リング(MO)」 の4つ 成 熟度 モ デル の 考 え

方 を用 いて評 価す る基 準 を提 供 して い る。

CMM(CapabilityMaturityModel)は 米 国国防省 が米 国 カー ネ ギー メ ロン大学 の協 力 を

得 て創 った ソフ トウエ ア産 業 にお け る成 熟度 モデ ル で、そ の企 業 の成 熟度 レベ ル を レベル

1:初 期(lnitial)、 レベ ル2:反 復 で きる(Repeatable)、 レベ ル3:定 義 され た(Defined)、

レベル4:管 理 され た(Managed)、 レベル5:最 適 化す る(Optimized)の5段 階 で評価

す る。 情報 シ ステ ムの成 熟 度 に特化 した もの と してCMMI(CapabilityMaturityModel

Information)が あ る。
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なお、 システ ム監査 の 視点 に よる情報 化投 資評 価 と して 岡 田[61]は 情 報 シ ステ ムの信頼

性 、安 全性 、お よび効 率性 か ら情 報化 投 資 を評価 す るこ とを提 案 して い る。

SPA(SoftwareProcessAssesment)はISO標 準化 され た成 熟度 モ デル で 、CMMが ソフ トウ

ェア 開発 組織 の 能力 を評価 す るの に 対 しソフ トウェア プ ロセ ス の実施 能 力 を評 価 す る特徴

が あ る。 ベ ス トプ ラクテ ィス との 乖 離 を把 握 し、 ソフ トウェア プ ロセス 改善 を実 施 の方 向

性 を与 え る。

ア メ リカ のGAOは 連 邦 政府 の効 率 的 なIT調 達 の一助 とす るマネ ジメ ン ト体 系 を作成 した。

投 資 フェー ズはSelectPhase、ControlPhase、EvaluatePhaseの3種 類 か らな り、 サイ

ク リック にこの フ ェー ズ を回す こ とで5段 階 に定義 しtcIT投 資 マネ ジメ ン ト成 熟度 を向

上 させ てい く。

Rgu† ■1:FundarnentalPhasesoftbe藪 Ｔtn》05tmentApProoch Figu爬2・1:TheFiVeStogesofMelLrrityWVithin1]M

亀

=・ 一 』
Foαs5bロ65

→L
e⑱er叩卸0π愉
SWO㎞

　 一 節6弥e噸
{一{3"d晦d

、

匂⊇ 亨ony卿e-一

陶㏄e磐頭 抽on-s』 α、
罰{o心P{節 肥■㎡一
dロ泌o刃国立加on、π一{

s冷4

lm輌o伽
㎞－tp眠ess

憾 ごト
C－ πb－ 輌o■eb自 ㎝
四顧oo耐{口m凶 賊M
{』 幽草㎡頂A亡鋤8h陶 め

聞

＼

一 〇曲 ㎜d虜喝 ⇔

晦2
B幽g㌔ ・

加題s㎜Fo一

Rep台幽 一 αぬ耐{5覗m
幽 詞 書冶k6y句曲c綱 ぬロh開
㎞ ㎞{d

s聯 づ
C間知9栖e⌒__→
A{5

鴫 昏
Cαme＼

T㎞ ●圏801』
㎜o{{π 一
{5"田 畑 一.卯O
㎞ 『v曲 一

図36GAOモ デル([62]よ り)

(4)効 果測定インデ ックス系の研究

IT投 資の効果 を何 らかの指標で測定 しよ うとする試みがある。(こ のよ うなアプ ローチ

をする研究 を"ベ ンチマーク的な研究"と 呼ぶ こともある)以 下、代表的 な例 を紹介す る。

最 も一般的なアプローチにIT投 資効果 を定性的 と定量的な指標 で捉 える考え方がある。

図37は 富士通のユーザーに より構成 され ている研究会であ るリーデ ィングシステム研

究会(LS研)の 研究成果である。 この研 究会では1980年 にDP(デ ー タプロセ ッサー)

投資効果をテーマにした研究分科会 を始め として、現在 まで断続的ではあるがIT投 資効果

をテーマに選んでいる。
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廿轟
轟

中分類 '」、分 類

効果

採算性

生 産'1生 向 上

競 争 ∫憂位

単曳田各適 合

● 投 資 回 収 機 関
● 単 純 投 資 利 益 率

● 作 業 時 間の 短 縮
● 属 人 性の 排 除

● 新 規 性 ● 市 場へ の 影 響度 一市 場の 領 一流 通 ・取引`量 階
● 顧 客 満 足 度 ● 他 社の 追従 難 易 度 ● 企 業の イメージ アッづ く企業 好 感

斐略 目標 への 有 効 性 端 目標への 影響度
車曳略 白勺
システム
基 盤

後 宮管 玉里
情 報

社会性

r醤 司 慧 蕪 繊 麸;二叉㌔蕊　　

● 情 報 システム 戦 略との 整 合性 一方向 惟 一重 要度 合
● 既 存 機 能 ・サ ービスの 維 持
● 他 プロジェクトへ の 影 響 度 一投 資 案件 間の 先 行 関 係 一他 投 資 案件 ・既存シ
ステム へ の 影 響 度 ● システム 環 境 面 ● 情 報 技 術の 革新'性

● 情 報 の 有 効 性(意 思決 定へ の 支 援 度 合、問 題 解 決へ の 支 援 度 合〉
● 情 報 の 共 有 化 ● 情 報の 迅速 性 ● 情報 の 適時 性と最 新 性
● 情報 の 品 質(正 確 性・信頼 性 ・精 度〉

● 競争 上の ポジション維 持へ の 貢 献 度
● 競争 上の 緊 急 度 一筆豆期 的対 応の 緊急 度
● 市場 変 化に 対する対 応 力向 上 一市場 変 化に 対 する柔 軟 性 一業 界情 報の 収
集 ・分 析へ の 貢 献 度

● 能 力 開 発、人 材 活 用の 支援 ・促進(モ チベ ーションの 向 上〉
● 業 務の 高度 化〈モチベ ーシ ョンの 向 上〉 ● 単 純 作 業か らの 開 放(不 満 要 因
の 解 三肖〉
● 環 境の 向 上 く不 満 要因の 解 消)● 従 業 員 向 け情 報サ ービスの 充 実 度く不
満 要 因の 解消)

● 社 会 貢 献度 の 向 上

図37LS研 評価 項 目([63]よ り)

BSC(BalancedScorecard;バ ランス ・ス コアー ケー ド)をIT投 資評 価 に活用 す る提案

は多 く され て い る。 例 え ば、松 島[7]と 櫻井[5]はIT投 資 評価 にバ ランス ・ス コアーケ ー

ドを適 用 した米 国会 計検 査 院(GAO)の 事 例 を紹介 してい る。表6は そ のサ ンプル であ り、特

徴 は財 務 の視 点 の代 わ りに戦 略 の視 点 が用 い られ てい るこ とと、業績 評 価 を3段 階(プ ロ

ジ ャ ク ト、 プ ログラ ム、企 業)に 細分 化 して い る点 で ある。

表6(階 層 化 され た)BSCCの 一例([5]よ り改編)

ス コア カ ー ド 階層化評価尺度

目標 目的
特定の 業務 上
またはプロジェ
クト

プログラム/サ
ポート構成単 位
の評価尺度

企 業レベ ルの
評価尺 度

戦 田各的な視 点
ポー トフォリオ
の分析と管理

コア・モジュー
ルの再 利用可
能度(%)

承 認 されたITソ
リューション展
開への準拠
(%)

検 討 されて処
分 され たITポ ー
トフォリオ(%)

顧客の視点 顧客の満足度
ヘルプ・デスク
への苦 情数

ITア プリケー
ション設 計に満
足している顧 客
(%)

計 画 されたシス
テム設計要件
の 実現済分 と
未 実現分(%)

内 部 ビジネス業
績の視 点

アプリケー ショ
ンの開発 と維
持

ユ ー ザ ー 受 入

時 の100フ ァン
クシ ョン ・ポ イン

ト当 た りの 欠 陥
数

ア プ リケ ー シ ョ
ン ・ソフ トウ ェア

障 害 の 減 少
(%)

予 算を超えず
間 に合 ったプロ
ジェクト(%)

革新と学習の視
点

要員の能 力と
育成

スキ ル領域 ごと
のスタッフ数

専門的知識 を
もつスタッフ
(%)

訓 練 とスタッフ
育 成に当てら
れ たIT予 算
(%)

また、櫻井[5]は 情報サー ビス産業協会 での検討委員会の成果 を表7の 通 り紹介 してい る。

この成果は情報システム投資評価における評価項 目を6業 種 か ら選 んだ仮説例である。
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表7業 種別 にBSCを 適用 したIT投 資評価項 目([5]よ り改編)

Nokes[6]で はKPI(keyperformanceindicator)/KGI(keygoalindicator)を 本分 野

に導入す るこ とが提 案 され た。 つ ま りKGIで 情報 シス テ ム開発 計画 時 に予 め満 足 され るべ

き要件 を定 め、KPIを 情報 システ ム開発効 果 のベ ンチマ ー ク指標 と して使 用す る こ とで効

果評 価 に客観性 を与 え る こ とが 出来 と し、投 資 効果 評価 に一石 を投 じた。表8はITコ ス ト

を肖il減す るこ とを 目的 と したKPIの 例 であ り、表9は 実 際 の企 業 で投資 検討 の際 に効果 測

定指 標 の設 定 の実態 をま とめた もの。 一 ・

表8KPIの 一例([6]よ り改編)

KPIの 目 的 1次KPI 2次KPI

アプリケーション開発管理の効
率性を示すこと

プロジェクトがスケジュールから
遅れる日数の金額換算 値

第1優 先順位のプロジェクトにおけ
る遅延率(%)と 残 りのプロジェクト
の遅 延率(%)と の 比率

ITヘ ル プデスクの効率性 を測
定すること

問合わ せあたりの金額 問題解決 率(%)

ITヘ ル プデスクの効率性を測

定すること
問題解 決率(%) ヘ ル プデスクに対する顧客満 足度

ハードウェア利用における柔
軟性および要求されるサポー
トの標準化の程度を示す こと

ハードウェア・プラットフォーム
の種類 あたりのサポートを受け
たアプリケーション数

利用可能 なアプリケーションの範
囲についての顧 客満足度

IT部 門 への過剰な、または過
小な人員配置を指摘すること

他のスタッフの人数に対するIT
サ ポ ートのスタッフの人数の割

ITス タッフの回転 率

IT部 門 への過剰な、または過
小な人員配置を指摘すること

(企 業 全 体 に わ た る)1人 あ た り
のITコ ス ト

ITス タッフ の 同 車云率

ITス タッフ の 質 を 示 す こ と
(1)IT開 発 者の教育レベルと専
門資格 のレベル
(2)開 発 者の職務経験年数

(1)自 社 開発されたシステムの機
能
(2)開 発 スケジュールに関する顧
客満 足度
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表9企 業における管理項 目例([64]よ り改編)

社名 効果測定指標(項 目) 金額換算 備考

インテル

1在 庫 目頭 」|人員 削減 」1蹴仔 巾場の最 適化」なと11の 全世

界標 準指 標(バ リュー ・ダイヤ ル)か ら、投資 案件の性 質 に応

1"エコ建武:

原則としてすべて

金額換算

システム部門内に作業時間短縮な

どを測定する専門チームがある

JCB

定量 面では 、「想定 収益 」「事務 効率 化(ス ピー ド、人 件費 、品

質など)」。定 性 面では 「マーケット占有 率」「ラインナップ充 足

度」など

できるだけ金額換

算する

金額換算には「入会処理」など作業

単位の原価を用いる

損害保険ジャパン
「収入増・維持」「削減・抑制」「満足度向上(代理店)」など「目

的」のリストから1つ選び、指標を自由に設定する。

収入増、削減が

目的なら金額換

算

予測値と、場合によっては現状値も

記入させる

武田薬品工業
「金額換算効果」「金額換算が難しい効果」について(一方でも

可)、数値化できる指標を自由に考えて設定する

「金額換算効果」

のみ換算

目標値のほか、「期限」と「責任者」

を明記する

松井証券
「収益拡大」「コスト削減」の2点 が原則。算出の根拠として、

「口座数」などがよく使われる
原則としてすべて

金額換算

「法令への対応」「セキュリティ強化」

などの投資は別扱い

リクルー ト

「売上」「営業利益」と「コスト削減損失回避効果(人件費・人件

費以外)」が基本。その他、金額化できない「KP唱 標」を任意
に設定

KPI目 標以外は

金額換算
、

1つの投資案件につき、2つ以よの

試算を作るのがルール

リコー

全社的にバランス・スコアカードを採用しており、IT投資につい

ても5つの視点(「環境」の視点が独自)で決めた指標で効果

を測定する

主な指標は金額
換算する

インフラ投資は別扱い。コスト削減

度合いで効果を考える。

リンナイ
「所要時間」「経費削減」の2点 のみ。所要時間は、作業項目

ごとに「年間件数」「1件当たりの時間」の現状・目標値を明記

原則としてすべて

金額換算

定性的な効果も原則としてこの2つ

に置き換える

ROI(ReturnOnInvestment)は 設備 投 資や金 融資産 投 資 な どIT投 資 以外 の分野 で よ く用

い られ る手法 で あ る。しか し、IT投 資 につい ては投 資 と効果 の 因果 関係 が複雑 で あ った り、

効果 が定 量的 に把 握 しに くい な どの理 由で従 来は評 価 しに くい と考 え られ て きた。しか し、

ROIに 代 わ る評 価 手 法 が提案 され,ROI測 定 の難 しさが頻繁 に指 摘 され た りあ るい はROI

測 定 自体 の意義 を疑 問視 す る意 見 が発表 され て も、ROIを 望 む声 は根強 か った。 また 、ROI

につい ての洗練 化 も進 み 、例 えば[65]で は実 践的方 法論 を提 案 して い る(図38,39,40)。

アクティビティ
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コぽぱぼね　ぱロエぽオほ コチャネル く　　　　 　 ココ　ルセンタコ対応
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ROI計 上項 目の選別([65]よ り改編)

※下aはcRM臣口による影口を受ける項目
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虜 国 θ㊤』

画罐 州

臓團診
図39ROIに よ る管理 サイ クル([65]よ り改編)

現在の
収益性分析

収益 コ ス ト
見込み
収益性分析

投 資 に 當塑
よる収 益

費用削減
による収益

鐡

■ ■

1
,」

収益

現在の収益

主要 アクテ ィビテ ィ例

見込み収益

図40ROIの 算 出 の考 え方([65]よ り改編)

わが国の潮流 としては単独のROIに 一喜一憂するのでな く、IT資 産全体の健全性やIT

資産を巡 るPDCAサ イクルの確立に注力すべきとす る考 え方に属す る研究が近年活発 だが、

横澤[66]は 厳密 なROI計 算でなくて も、単純化 したROIを 計算することは有意義なことで

あると言 っている。ROIはITに 詳 しくないステークフォルダーに も分か り易 く、使い易い

とい う利点があるため利用 目的を明確 にして活用す ることが考 えられ る。

片岡 ら[67]は ワー クフローシステムの導入効果を評価す るために、実際にワークフロー

システムを導入 した企業で書類の処理 日数 の変化を調査 した。分析データは500人 の部門

で18ヶ 月間に発生 した数千件 の書類に要 した処理 日数 を収集 した。分析の結果、処理 日数

は導入直後増加す るものの時間とともに減少 し、ある時点で安定化す ることを実証的に示

した。

IT投 資効果そのものではないが、システム部門が社内に提供す る役務 が費用対効果に見

合 うか否 かとい う観点か ら、通常対外的に取 り決めるSLA(ServiceLevelAgreement)を 社

内でも使用す る例が[68]で 報告 されている。 これはシステム部 門の経費を直接 問題 にする

のではな く、ユーザー部 門が満足す る役務 を提供 してい るかをSLAに 定めた各項 目でチェ

ックしようとするものである(表10)。
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表10SLAを 適 用 した一 例([68]よ り改 編)

分類 SLA項 目 内容

コス トに関す る指標
〆

開発生産性 新規に開発するシステムの生産性を5%向 上

させる

見積の正確 さ 実際にかかった工数と見積も りの誤差は3%

以内

品質に関する指標 初期障害の発生率 稼動後3ヶ 月以内の障害発生件数は3件 以内

納期遵守率 案件のうち95%は 納期を守る

第3節 周辺領域 の動向

(1)企 業価値評価

CRAFTス コア リング法[69]

東京 工業大学の理財工学研究セ ンター と東芝が共同で開発 した信用 リスク評価モデル

である。企業の財務データを元に、企業の倒産確率を予測するためのス コア リングを

作成す る手法で、Webで は図41の サンプルのよ うな評価ツールが建設業、製造業、卸 ・

小売 ・飲食店 について公 開されている。評価結果はCRAFTス コアで算出 され るが、130

種類以上の財務指標の中か ら各業種や規模 ごとに最適なものが組み合わ され る。特徴

としては この財務指標 の組み合わせを過去のサ ンプルデータをもとに統計的に選ばれ

るため安 定 した予測制度が得 られ ること、景気動向を反映 した倒産確 率ができること

がある。

図41判 定 結果表 示 例([69]よ り)

多角 的企 業評 価 シス テ ム 「プ リズ ム(PrivateSectorEvaluationSystem:PRISM)」[70]

日本 経 済新 聞社 が 開発 した手法 。 柔軟性 ・社 会性 、収 益 ・成長 力 、開発 ・研 究 、若 さ

の4つ の評 価 因 子 か ら企業 を評 価 して ランキ ン グ得 点 を算 出 す る。 従 来 、企業 評価 に

使 われ て き た定 量 的 な財 務 デー タだ けでな く、企 業 の社会 性 とい う定性 的な観 点 を潜

在 変数(因 子)と して扱 う共分 散構 造分 析 を適 用す る(図42)。
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言己者の
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図42プ リズム評価 モデ ル の アイデ ア([70]よ り)

経済産業省[71]

2002年 度経済産業省 ブラン ド価値評価研究会答 申では財務諸表デー タか らのみ を使

用 した計量化 が試み られている。基本計算式は 「ブ ラン ド価値=(価 格優位性÷割引

率)×(ブ ラン ド安定性 ×拡張性)」 とし、価格優位性 はロイヤ リテ ィ ・ドライバー、

ブラン ド安定性はプ レステージ ・ドライバー、拡張性 はエクスパ ンシ ョン ・ドライバ

ー と言 う。

総合経営力指標 、

1994年 まで企業の経営力 を測 るため通産省で尺度 として利用 されていた。従来の財務

指標 では考慮 されなかった企業 における トップマネ ジメン ト、組織構造、マーケティ

ングな どの定性的要因の果たす役割を財務デー タと関連 させて定量的に評価す る。

マル コム ・ボル トリッジ国家経営品質賞

1987年 に不況か ら経済の立て直 しのために レーガン大統領(当 時)に よ り創設 された。

当時世界 中の優 良企業を分析 した結果 「顧客の立場 に立っている」、「社外の良いもの

を取 り入れている」な ど、良い会社に共通のポイ ン トが抽出 し、それ らを整理 して評

価基準 とした。

インターブラン ド社モデル[71]

世界で始 めて 自己創設 ブラン ドの計算(1988年 の英RMH社)を 行 った もので、製品ブ

ラン ド価値の合計が企業のブラン ド価値 であるとい う考えに立っている。基本計算式

はブラン ドが生む付加価値に乗数 を掛 けて算出す る。

ブラン ドエ コノミックス[71]

EVAを 開発 したスター ンスチュワー ト社が開発 したもので、インター ブラン ド社モデ

ル同様 に製品ブラン ドの合計が企業ブラン ドであると している、基本計算式の詳細は

不明だがEVAが 利用 されている と思われ る。

CBV(CBバ リュエーター)[71]

一橋大学の伊藤邦雄教授が 日本経済新聞社 と共 同で開発 したもので、企業ブラン ドを
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財務諸表 とアンケー ト調査から直接算出す る。

(2)広 告効果

IT投 資 と同様 に費用対効果が見えにくいもの としてマーケティング、特 に広告宣伝 が知

られている。しか し、近年この分野でもROIを 測定す る動きがあ り、三谷 ・大原[72]はmROI

(マーケティングROI)を 提案 している。mROIを 算出す るための基本的なアイデアは広告

宣伝の最終的な 目的が売上向上であるため、売上 に関連する ドライバー情報 を収集 し、次

に広告宣伝 の効果 を表すマーケティング ・レスポンス変数 を生成 し統計的なモデル を構築

す るとしている。ただ し、実施上の留意点 として統計的証明に耐え得 る変数を生成するに

は十分な経験に基づ く分析が必要であるとしている。その他、[73]に マーケティング`ROI

の実務的算 出方法が解説 され ている。

第4節 情報化投資調査プ ロジェク トと有償評価サー ビスの紹介

(1)調 査

[21]は 企業のIT投 資動向の調査や、投資についての問題 をアンケー ト調査 した例 を下記

に紹介 している。

A.包 括的調査

◆平成12年 度 「企業行動に関す るアンケー ト調査」(内 閣府)

IT投 資実績 、投 資 目的、効果 を金融 ・保険業を除 く上場企業 に行 った もの

◆ 「経営 トップの情報化武装に関す る社長 アンケー ト調査」(日 本能率協会)

情報化 に関する トップの行動 を上場企業に行 った もの

◆ 「企業の革新課題に関す るアンケー ト」(日 本能率協会)

経営上の各分野についての重点課題 を調査 したもの

◆IT経 営 に関す る 日本総研のアンケー ト調査(日 本総合研究所)

イ ンターネ ッ ト調査によ り、ITを 活用 した経営手法への取 り組み状況 を調査 した

◆ 「ビジネスにお けるIT革 命 の効果に関する調査」(gooリ サーチ)

B.個 別分野調査

◆ 「情報化投資実態調査」(日 経 リサーチ、NTT-X)

全国の大企業 と中小企業を対象に定期的に行 われているもの

◆ 「物販ネ ッ トビジネスに関するアンケー ト調査」(郵 政研 究所)

シ ョッピングモール出店者な どに対 して、物販ネ ッ トビジネスの経営課題 を調査

◆ 「卸売業 ・小売業 の情報化に関す る実態調査」(財 団法人 商工総合研究所)

◆IT化 の進展 と中小流通業(村 上雄次)

C.国 外 の調査例

◆統一調査実施

(デンマー ク、フィンラン ド、アイスラン ド、ノル ウェー、ス ウェーデ ン)

◆lndicationfortheinformationsocietyandtheNewEconomy(EU)

◆企業 における情報通信技術利用の計測に関す るモデル調査票(OECD)

◆E]ectronicCommerceandTechnology2000(カ ナダ)

◆電子商取引 と情報通信技術の経済部門横断的年次調査第二同
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◆ ス ロベ ニ ア企 業のイ ンターネ ッ トと情報 通 信 技術(ス ロベ ニア);イ ンター ネ ッ ト調 査

上記以外では、医療分野に特化 して情報化動 向と投資評価 を考察 した藤澤[74]や 、特定

地域で複数年にわたって企業の情報化動 向を調査 した[75]が ある。

(2)サ ー ビス

現在、IT投 資評価サー ビスを有償 ・無償に関わ らず提供 している企業 ・団体 を下記に紹

介す る([64]を 参考に編集)。

◆e-JudgePlan(ERP研 究推進 フォーラム)

IT投 資実施前に効果金額 を推定するサー ビス。ベ ンチマーキングの考 え方 を重視 して

いる。「新規顧客率」「情報 の活用度」「取 引先 との強調 の レベル」な ど100余 りの指標

を、バランス ・スコアーケー ドの視点に基づいて定義 し、様々な企業の値 を蓄積 した

ベ ンチマー ク用データベー スを設 ける ことで、先進企業 との乖離 を提示できるように

する。整備すべきITの 領域 と、その結果得 られ る財務効果をROA(使 用総資本利益率)

な どの指標で示す。現時点では製造業が対象。

バランス ・スコアーケー ドの考 え方を利 用す ることで、IT導 入の効果 を財務 に落 とし

込む。手法の開発 に、NECやNTTコ ミュニケー シ ョンズなどのベンダーや複数の

コンサル タン トの協力を得 た。

◆TVO:TotalValueOpportunity(ガ ー トナージャパン)

IT投 資実施前に、投資効率 をROIや 事業価値 といった財務指標で評価するサー ビス。

「ビジネス ・パ フォーマンス ・フレーム ワーク」 と呼ばれ る独 自の方法論に特徴があ

る。 これは、ITと ビジネスの両方 を関連付 けて評価できるように考え られた50超 の

指標群で、利用企業は一か ら指標 と金額換算のための計算式を考える手間が省 ける。

例 えば、 「営業の効率化」を示す もの として 「営業の引き合い数」 「成約件数 ・金額」

といった指標がある。現状値 と改善期待値 を調査 し、 ウェブ画面で入力 していけば、

ROIな どを算 出できる。

新規構築案件の投資対効果を示す。構築すべ きシステム投資案件をある程度明確 にし

てい る企業が対象。米マイ クロソフ トなど10社 弱の海外ITベ ンダーが従来使 ってき

た測定手法のノウハ ウを導入。

◆情報化 ・生産性評価基準 セル フ ・アセスメン ト・ガイ ドライン(社 会経 済生産性本部)
"情 報"の 価値を高めるような体制や仕組みができているかを自己診断するために利

用す る。経営者、現場の事業部 門、情報 システム部門の3者 が一緒に利用す ることが

前提。スイスの国際協力研究機 関へのインタビュー、北欧諸国での調査、国内の企業 ・

団体十数社、専門家へのインタビューな どを基 に策定。

◆REJ:RapidEconomicJustification(マ イクロソフ ト)

IT投 資実施前に、業務の価値 をすべて金額換算 し、ROIや 回収期間といった財務指標

で評価するサー ビス。業務分析 には 「CSF(主 要成功要因)分 析」、費用 に把握 にはガ

ー トナーの 「TCOモデル」、財務計算 にはDCF法 を使 うな ど、比較的オー ソ ドックスな

手法を組み合わせている。手順の概略は、まず経営 目標 から主要成功要因を導き出す。

それ を実現す るための課題 と対応する指標 を洗い出 し、システムの導入によって指標
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が変 化 す る とどれ だ け価 値(効 果)が 出 るか を金額 換 算す る。 予 測通 りの効 果 が出 な

い リス クを考慮 し、 その分 を割 り引 くの も特徴。

◆QIA:QuickInventoryAnalysis(ブ ラ クス トン)

特 に 「在庫 」 にだ け注 目した サー ビス。 つ ま り、製 造 業 にお け る在 庫 削減 を 目的に し

た シ ステ ム投 資だ けに焦点 を 当て 、 どの程度 効 果が 出 るのか を事 前 に予測 す る。

シス テ ム導入 後 の状況 を事 前 に予測 す る。 システム導 入後 の状 況 を コン ピュー タ上 で

模 擬 実 験 す るの が特徴。 利 用企 業 は過 去数 年分 の出荷 実績 と前 年 の実 在 庫 のデ ー タを

提 出。 この うち出荷 実績 を需要 予 測 ツール に入 力 し、模擬 実 験 か ら前年 の 「安 全在 庫 」

を算 出す る。 この安全 在庫 ま で在庫 を減 らせ るとみ て、実 在庫 との差 を システ ム導入

の効果 とす る。

◆IM-FIT:InvestmentManagementFrameworkforIT(日 本 ユ ニ シス/住 商情 報 シ ステ ム)

◆IT@Bench[76]

慶 応 大学 の永 田守 男 教授 を 中心 に設 立 され たITベ ンチ マー ク研 究 コン ソー シア ム と

アイ ・テ ィー ・アール 社 が共 同で 開発 した もの で、金 額 に よ る絶 対評 価 で は な く、 ス

コ アに よ る他 社 との相 対評 価 に よ り評 価す る会 社のITの 位置(強 み ・弱 み)を 知 る

.こ とが で き る。 そ の評 価 を も とに改善 ・強化す べ き点 を知 る と ともに 、継 続 的 に評価

す る こ とで 改善 の達成 度 を確認 す るこ と も出来 る。 国 内の 日本 た ば こ産 業 な ど食 品 ・

医薬製 造 業 大手企 業5社 で実 証 され てい る。ベ ンチ マー クの 内容 は 図43に あ る合 計2

3評 価 項 目で 、各 社 の評価 結果 が各項 目を座標 軸 と して組 み合 わせ た平 面 グ ラ フ上 に

マ ッピン グ され る(図44)。

上記 、以 外 にIT効 果 測定 ・評価 サー ビス ・レポー ト[77]で はIT投 資評 価 関 連 のサー ビ

ス を提 供 す る各社(ア クセ ンチ ュア 、 日本 ユ ニ シス 、プ ロシー ド、 ヴァ ンテ ー ジ ・コンサ

ル テ ィン グ、JUAS、 ス クエイ ブ,ザ カテ ィー コンサル テ ィン グ)が 独 自の サー ビス内

容 を解 説 してい る。

8平価 軸

rrの 能 力 rr総 合 能 力

会計 などの能力

物 流などの能力

事 業に対 するインパクト

ITの フレキ シ ビ リテ ィ

IT化 思 想 lT文 化

事 業部 ニー ズの尊重 度

統 合指 向

rr活 用 の向 上のため の基 本施 策 パ ッケー ジ化比 率

クライアント/サ ーバ ー化 比率

基 盤システム整 備度

標 準化 実現 度

新規 ビジネス創出 志 向

rrリスク対策 実現 度

教育 実施 度

ネットワーク整 備 度

rrコスト rTコ ス ト

ア プ リケ ー シ ョン ・コス ト比

ハ ー ドウェア ・コス ト比

運 用 コス ト比
'社 内 コス ト比

子 会 社 コス ト比

社 外 コス ト比

図43背 後 の評 価 軸([76]よ り改編)
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図44結 果 分析 の一例([76]よ り改編)

第5節 ま とめと展望

以上、国内外 のIT投 資評価に関する成果 を概観 した。様々な考え方により多 くの手法や

アイデアが提案 されている。各手法はそれぞれに有効なもの と思われるが、反面検討す る

余地 も残 され ていると考 えられ る。例 えば、評価対象企業の業種を考慮する例はあ るが、

企業規模 に配慮する例は少ないと思われ る。今 日、 ビジネスの規模 と企業規模 は必ず しも

比例 しない場合 もあるが、企業規模 の大小で導入す るITも 変わってくると思われ るため企

業規模を始め、既存の手法で評価パ ラメータが十分であるか検討す ることは有意義なこ と

と思われ る。

また、IT導 入 の 目的も変化 し業務効率化以外 を 目的 とするIT導 入 も多い。従 って、 目

的毎に最適な評価方法を適用す ることが考 えられ る。例 えば図45に 示す よ うに導入す る

ITの タイプ と構築規模に着 目し、評価手法を切 り替 えることや、特に直接の効果に結び付

き難いITイ ンフラへの投資は図46の よ うに特別 な評価方法を適用することも提案 しされ

ている[37]。

大
戦略関連

十分な情 報を盛 り込ん だ主

観的な分析に基づ く評価方

法6パ イ ロッ ト法は、ハイ ・

リスク/ハ イ ・リター ンの

プロジェク ト(ベネフ ィッ ト

の確度が低い反面、可能性

規 模 が高 い)に 内在するリスク

を減 らす

小

小規模な戦略的投資に は、着

手金が必要

ITの タ イ プ

情報関連

確実なベネフィ ッ トと不確

定な)予 測ベネフィッ トの

両方を組み合わせた、体系

化 されたテクニ ック

詳細 な評価を行 い、その結果

をもとに全社 的な経験則を確

立する

業務関連

確実なベ ネフィ ッ トだ けを盛

り込んだ キャッシュ ・フロー

を推定 し、それ をもとに計算

したNPVが プ ラスに なる

確実なベ ネフィ ッ トだ けを盛

り込んだ キャッシュ ・フロー

を推定 し、それ をもとに計算

したNPVが プ ラスに なる

図451Tタ イ プ別 の評 価手 法([37]よ り改編)
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図46イ ンフラと評価手法の組み合わせ([37]よ り改編)

また、概観 した評価 手法の多 くは導入後に適用 されるものである。 そのた め評価結果は

今後のIT投 資のために役 立て られ るが、 目の前 にあるIT投 資案件について"GOor

Not-GO"の 意思決定に直接有効 とはいい難 い。そもそもIT投 資評価の 目的を投資前後 とい

う時間軸で分類す ると、 この情報財 の投資 に先立って採算性 を予測 し投資意思決定を行 う

もの と、投資後にその投資行為 の正当性を評価するものか らなる。宮脇[78]は 投資(IT構

築)を 挟んで各種評価手法が有効 と思われ るタイ ミングを図47の よ うに示 している。

宮脇の提案か らも分 かるとお り、これまでの研究は事後評価 に偏重 してい ると考え られ

る。それはIT導 入以前 には導入効果 にあいまいさの要素があるため、あいまい さを扱 うこ

とが出来るオプ ション理論を適用す る手法が主に研究 されたためである。 しか し、オプシ

ョン理論を使用 しない事前評価手法 を考案 し成果 を上げている例が[79]で 報告 されてい る。

その例は、NYにある全米最大のNPOで あるニュー ヨーク訪問看護サー ビス(VisitingNurse

ServiceOfNewYork:VNSNY)が 開発 した 「価値評価プ ロセス」である。「価値評価プ ロセス」

では 「価値点数」 と 「リスク点数」に属す る各評価項 目を0～5点 で評価 し定量化するも

のである。最終的に 「価値点数」 と 「リスク点数」はX-Y平 面上に表示 し意思決定が行

われ る。今後は さらに事前評価手法の充実が期待 される。

図471T投 資評 価 の分 類([78]よ り)
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このよ うに問題の困難 さか ら忌避 され る傾 向が強かったIT投 資評価 も、大型機集 中か ら

PC分 散 と言 う情報システ ム自体の潮流変化や、周辺分野の様々な成果 を刺激 に しなが ら発

展 を続けている。今後は企業統治、情報開示が重視 され る経営環境 下の影響 を受け、客観

性 のある意思決定根拠め開示の必要性か ら今後 より活発な研 究が進む ものと思われる。
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資料編3大 阪ガス株式会社 にお ける間接 業務効率化の取 り組み

本調査の一環で、大阪ガス株式会社に間接業務効率化プロジェクトにおける取り組みを

ヒアリング調査したため、その結果を述べる。

3.1間 接業務効率化プロジェク トの概要

3.1.1人 事業務の効率化

(1)セルフサポー トシステム(eさ ぼ～と)

①導入の経緯

●平成12年 か ら全社的なプ ロジェク トとして間接業務効率化プ ロジェク トが発足 した。

●実は人事部では平成6年 か らシステ ムを利用 した業務効率化 の取 り組みを行 ってお り、

その発展形 として このプ ロジェ ク トをスター トした。

●人事業務のBPRを 実施 し、無駄 な業務の洗い出 しを行った。

② 目的

●ダイ レク ト処理を推進 し、中間処理要員 を削減するため、プ ロジェク トを実施 した。

③ 実施体制

●プロジェク トの実施体制 は、企 画部 を事務局 と し、人事部及び経理部、総務部、情報

通信部他間接部門各部の連携で あった。

●プロジェク トチー ムは実務 を担 当す る社員 が中心 となった。た とえば、業務設計やシ

ステム設計には人事部担当者の考 えを織 り込むよ うに した(例 、画面設計)。

④業務改革の内容

●業務の標準化、決裁の簡素化(勤 怠、出張等を除きダイ レク ト処理 を実現)を 行 った。

●ダイ レク ト処理の拡大に ともない、システム的なチェ ックを充実 し、処理の簡素化を

図った。 また、人事 ・福利サー ビス業務全般 の抜本的な業務改革 を実施 し、社員が行

うべ き業務を事務処理中心か ら従業員に対するサー ビス重視 に ウェイ トを移 した。た

とえば、住宅融資事務 を廃止 し、借 り入れ先のア ドバイ ス等 コンサルテ ィングサー ビ

スを充実 させ ることで対応 した。

⑤機能

●人事 、経費、購買各業務の申請 ・照会 メニュー(人 事 申請 ・照会約80メ ニュー。その

他の処理100メ ニュー)'

⑥効果

●業務量は、以下の通 りである。

業務量調査時点 ライ ン担 当者 総務担当者 合計

平成11年3月 8,651 29,029 37,680

平成13年3月 3,623 18,947 22,570

削減時間 ▲5,028 ▲10,082 ▲15,110

削減量 ▲58.1% ▲34.7% ▲40.1%
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●そのほか、定性的な効果 として、意識改革 ・風土改革、IT風 土の情勢、ITリ テ ラシー

の向上、担 当者の意識改革 などがあげられ る。

(2)ERP導 入による人事 システムの再構築

①導入の経緯

●人事 システムの肥大化、陳腐化か ら刷新 の必要性が生 じた。

●上記 のeさ ぼ～ との開発に合わせ、業務改革を行った。

② 目的

●BPRの 推進(リ アルタイム処理の実現等)

●人事 、社会制度変更に対する柔軟な対応

●ペーパー レス化

●維持管理 コス トの削減

③ 実施体制

●人事部 、情報通信部等を中心に取 り組んだ。

●プ ロジ ェク トチームはeさ ぼ～ と開発 と同一 メンバーで実務 を担 当す る社員が中心で

あった。

④内容

●ERPを 導入 し、可能な限 り標 準機能 を活用 した。

●ERPの カスタマイズの負担を軽減す るため、外部 ソフ ト等 を活用 した(例 、駅すぱあ

と)。

●データを活用 した業務処理(EUCツ ール を活用 し、担 当者が各帳票 を作成)。

⑤効果'

●システム帳票 の削減(90%削 減)

●維持管理費40%削 減

(3)人事サー ビス分社化

①経緯

●当プ ロジェク トは人事部、情報通信部 の共同案件 として取 り組んだ。

●平成13年IAコ ンセプ ト作 りを行った。 同年4月 事業化調査 を行 い、パー トナーづ

くり、競合状況等事業化調査、eさ ぼ～ との外部展開に向けての仕様変更、特許 関連

調査、サー ビスメニュー調整 、FS等 を実施 した。

●平成13年6月 人事 ・福利サー ビス部 門を分社 し、アイ さぼ一 とを設立 した。

② 目的

●大阪ガスの人事サー ビスコス トの削減。

●積極的な外販。(グループ会社 も外販の一貫 として展開)

③アイ さぼ一との概要

●資本金50百 万円

●従業員数60名
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●主な株主 大阪ガス、 りそな銀行 、UFJ東 京三菱銀行、住友生命、JAFCO他

●事業内容

人事 ・給与、社内経費、勤務管理等のセル フエ ン トリーシステム(「 アイサポー ト」の

ライセ ンス提供及びASP形 態による提供)

人事 ・給与の間接業務効率化 に関す るコンサルテ ィング

人事 ・給与関連業務の事務セ ンター運営(BPOサ ー ビス)

人材育成事業(MOTス クール、研修 ・セ ミナーの企画 ・運営等)

④効果

創業後、平成15年 度を除き黒字 を達成 している。

外販比率も33%と 、シェアー ドサー ビス会社 としては高い数値 を示 している。

外販 をす ることによって社員のモチベー シ ョン、能力向上に寄与 してい る。

3.1.2経 理業務の効率化

(1)背景

①経営環境の変化

●右肩上が り経済の終焉

● 日本型企業経営システムの変革

●資本市場 か らの厳 しい企業選別

●電気 ・ガス市場の制度改革の加速

②組織改革の実施

●バ リューチェー ン単位 の5事 業部制

●事業部の 自立 自己責任経営の徹底

●ス リムで戦略的なグループ本社の構築

(2)再編内容

●本社の各部の庶務経理 と5っ の地 区事業所 の経理業務 を集約化 して、経理税務セ ンタ

ーを構築 した
。

(経理関連業務の再編)

(3)経理税務センターの組織 目標

①効率化

●コス トダ ウンの推進

②顧客満足

●適正経理 の実行

●内部牽制機能充実へのサポー ト

(4)経理税務センターの業務 目標

●経理税務セ ンターは組織的には本社部門に属 しているが、プロフィッ トセ ンター とし

て位置づけ られている。
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●管理利益を50%の ウェイ ト、業務 目標 を50%の ウェイ トで指標化 し、経理税務セ ンタ

ーの業績評価 を実施 している。

●管理利益 はチ ャー ジバ ックシステムを用いて計算 してい る。サービス受益部に対 して

提供 しているサー ビスのコス トをベースにシェアー ドサー ビス委託費 を設定 し、予算

化す る。経理税務セ ンターか ら各事業部へ課す課金は、要員、伝票枚数 な どをもとに

コス トを配分 し、それに利益をプラス している。 シェアー ドサー ビス委託費 とそれ に

要す るコス トの差額が管理利益 として計上 され る。

●業務 目標 は、経理税務センターの新業務体制 の早期確立 と定着、効率化施策の実施 に

よるコス トダウン、専門性向上による高品質 な経理サー ビス ・サポー トの提供、関係

会社へ の高品質な経理サー ビス ・サポー トの提供の4項 目に分けて設定 され ている。

(5)効果

●平成15年 度か ら17年 度までの中期計画での 目標である20%の 要因削減を達成 した。

時期 中期計画 についても新たな効率化 目標 を設定 し、業務改善に取 り組んでい く予定

である。

3.2間 接業務効率化プロジ ェク トの評価

●制度的 にプ ロジェク トを評価す るためのス キー ムは確立 されている。特 に一定額以上

の事業については、役員承認決裁案件 となってお り、所定の フォー マ ッ トに従 った認

証手続 きを とるよ うになっている。

●承認書類には必ず評価項 目をあげることになってお り、今回の場合 、効率化指標 と増

力化指標 をあげることになっている。

●プ ロジェク ト終了1年 後、フォローを行 うことになってお り、設定 された評価指標の

現状やプ ロジェク トの進捗状況 を報告す ることになっている。

●フォロー結果が芳 しくなければ、役員 よ り再 フォローの要請が くることがある。
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